
令和８年度行政評価 事務事業評価結果一覧
【ACTION】

（０） （１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８） （９） （10） （11） （12） （13） （14） （15） （16） （17） （18） （19） （20） （21） （22） （23） （24） （25） （26） （27） （28） （29） （30）（31）-1（31）-2（32） （33） （34） （35） （36） （37） （38） （39） （40） （41） （42） （43） （44） （45） （46） （47）

議
会
事
務
局

議
会
事
務
局

庶
務
調
査
係
・
議
事
係

1 議員活動研修事業
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

- -
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市政の課題や住⺠の意思
を把握し、市政に反映
②先進例を視察し審査提案
の知見を広げる
③姉妹都市議会との交流
④各会議等への出席

①政務活動費交付(2,160千
円）
②委員会行政視察(1,080千
円)
③姉妹都市議会交流(0千
円)
④旅費(754千円)

-
一
般

4,915 4,915 3,933 80.0 1.1 1.2 0.4

①定額
②③回

数
④設定
不能

①2,160
千円

②年1回
③各市4
年1回
④なし

①2,140
千円
②1

③なし

①1,986
千円
②1
③1

①2,120
千円
②1
③1

①集計
中円
②1
③1

100.0

①設定
不可

②市へ
の報告
回数

③④設
定不可

-
①→
②1

③④→

①③④
目標設
定なし

②1

①③④
目標設
定なし

②1

①③④
目標設
定なし

②1

①③④成果測定
困難又は成果測
定のために追加
コストの投入が
必要
②視察で得た知
見を執行部と共
有する

①③④目標設定
なし
②1

100.0 視察、姉妹都市交流等で得た知見をどのように議会力の向上につなげられるか。 ○ ○ - - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

議
会
事
務
局

議
会
事
務
局

庶
務
調
査
係
・
議
事
係

2 議会一般経費事業
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

- -
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①、②議会情報の開示、発
信
③議⻑会への加盟
③事務局運営

①会議録作成、検索システ
ム運用(3,746千円)
②広報等印刷製本(1,773千
円)
③議⻑会負担⾦(1,066千
円)
③旅費消耗品等雑費(3,318
千円)

-
一
般

8,505 8,505 6,782 79.7 0.9 1.4 0.4

①②回
数

③④設
定不能

①会議
数

②年4回
③④な

し

 ①6②4  ①5②4
①4
②4

①4
②4

100.0
設定不

可
自動計算

議員が主体となり進めている議会活性化の方向性により、事務局職員とその業務のあり方が大きく左
右される可能性がある。

○ ○ ○ - - - -

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

議
会
事
務
局

議
会
事
務
局

庶
務
調
査
係
・
議
事
係

3 議会施設管理事業
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

- -
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①、②議会情報の開示、発
信

①議会中継用システム委託
料。使用料(1,476千円)
②全協室等マイクシステム
使用料等(594千円)

-
一
般

1,657 1,657 1,601 96.6 0.8 0.4 0.0

保
守
管
理
委
託

(

点
検
回
数

)

2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 100.0
故障回

数
○ 0 0 0 1

故障無く放送す
ることが目的の
ため

0 100.0 老朽化していく設備の維持管理方法 ○ ○ - - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

総
務
部

総
務
課

行
政
係

4
総務一般管理一般経費

事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

行
政
経
営

市
⺠
サ

ー
ビ
ス
の
質
の
向
上

非
該
当

行
政
経
営
基
本
計
画

ー

（直
営
・
委
託
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（あ
り

）

①市⺠、茅野市（組織）
②全庁的に関連する業務に
ついて、適正かつ包括的に
実施する。
③行政運営の透明性・公正
性・適法性・安定性の確
保、行政サービスの効率
化・質の向上、専門性とリ
スクマネジメントの強化

・茅野市人権尊重審議会の
運営に係る事務
・指定管理者の選定及び評
価に係る事務
・情報公開・個人情報保護
審査会の運営に係る事務
・行政アドバイザー（法律
分野）の活用に係る事務
・宿直業務委託
・法制執務事務及び支援委
託

-
一
般

15,313 15,313 14,730 96.2 1.0 2.1 0.2

例
規
審
査
委
員
会
の
開
催
回
数

（書
面

審
査
含
む

）

6 13 12 12 16 266.7

行政ア
ドバイ
ザー
（法

律）へ
の相談
件数

- 30 32 34 55

複雑化する行政
実務に対して法
律分野の行政ア
ドバイザーに事
前相談すること
で、トラブル防
止や職員の法務
能力向上等が図
られ、結果とし
て市⺠サービス
の質の向上に寄
与することか
ら、この相談件
数を成果指標と
する。

19 63.3
・各種事務の遂行に当たってはその法令解釈を巡る疑義が発生することがある。行政アドバイザーの
積極的な活用により初期段階から的確な指導・助言を受け、方向付けをすることにより、効果的・効
率的な行政運営を図る。

- ○ - - ○ - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

総
務
部

総
務
課

行
政
係

5 非核平和事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

行
政
経
営

市
⺠
サ

ー
ビ
ス
の
質
の
向
上

非
該
当

行
政
経
営
基
本
計
画

1993
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠（中学生等）
②非核平和について考え、
平和の大切さ、生命の尊さ
について考え、非核平和に
ついて関心を醸成する。
③核兵器の廃絶と恒久平和
の実現に貢献

・原爆パネル展の開催
・非核平和学習の実施
・非核平和作文コンクール
の実施
・広島平和の旅の実施

-
一
般

896 896 876 97.8 1.0 0.7 0.1

原
爆
パ
ネ
ル
展
開
催
数

5 5 5 5 5 100.0

4中学校
から選
出され
た最優
秀作文

数

- 8 8 8 8

中学生の作文に
より、子供たち
の主体的な平和
意識の醸成、平
和学習の定着度
が捕捉できるこ
とから、その数
により事業効果
を測る。

8 100.0
・悲惨な体験の記憶をこれからの未来を担う世代に継続して伝承する必要がある。引き続き多くの市
⺠が非核平和について考える機会を提供していく。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

総
務
部

総
務
課

行
政
係

6 各種表彰事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

行
政
経
営

市
⺠
サ

ー
ビ
ス
の
質
の
向
上

非
該
当

行
政
経
営
基
本
計
画

ー
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠（個人・団体等）
②市政発展や顕著な功績の
あった個人又は団体を称
え、表彰し、⻑年の貢献に
報い、市⺠の規範となる活
動として知らしめる。
③市⺠参加のまちづくりの
推進。地域社会の活性化と
発展に寄与

・茅野市表彰規則及び茅野
市表彰事務取扱規程に基づ
いた表彰式の開催
・叙位叙勲等の上申、市⺠
栄誉賞等の検討等

-
一
般

333 333 332 99.7 0.9 0.1 0.1

表
彰
審
査
会
開
催
数

1 1 1 1 1 100.0
表彰対
象者数

- 1 13 20 9

各分野で優れた
功績を挙げた市
⺠や団体を称え
る。

7 700.0 ・個人又は団体の功労を称え、表彰することにより、市⺠参加のまちづくりを推進する。 - ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

【CHECK】

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

【PLAN】
事業概要

【DO】
成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

評価フラグ

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満



（０） （１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８） （９） （10） （11） （12） （13） （14） （15） （16） （17） （18） （19） （20） （21） （22） （23） （24） （25） （26） （27） （28） （29） （30）（31）-1（31）-2（32） （33） （34） （35） （36） （37） （38） （39） （40） （41） （42） （43） （44） （45） （46） （47）

直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

総
務
部

総
務
課

人
財
育
成
係

7 職員福利厚生事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

行
政
経
営

持
続
可
能
な
市
政
経
営
の
礎
と
な
る

人
・
組
織
・
財
政
の
構
築

非
該
当

茅
野
市
職
員
健
康
づ
く
り
計
画

ー

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①職員
②職員の健康の保持及び向
上を図る
③職員の心身の健康維持・
増進

・職員健康診断の実施
・重症化予防のための保健
指導の実施
・人間ドックの斡旋と補助
・メンタルヘルス指導・相
談
・産業医の契約

-
一
般

11,346 8,069 10,543 92.9 1.1 1.0 0.0

健
康
診
断
の
受
診
者
の
割
合

（受
診
者

数
／
総
数

）

100.0 91.0 92.0 92.0 97.4 97.4

重症化
予防対
象者に
対する
面談の
実施率
（面談
者数／
重症化
予防対
象者
数）

- 80.0 35.0 43.0 68.0
職員の心身の健
康維持・増進を
するため。

45.0 56.3

健康診断を積極的に受診勧奨してこなかった、産育休中の職員にも、同様に健診を受診してもらい、
若い時からの健康管理の指標にできるように働きかける。保健指導については、優先順位をつけて、
効率的に、より多くの人へアプローチできるようにする。また、近い将来に、治療が必要となる状態
にならないように、40歳未満の若い方へのアプローチにも力を入れる必要がある。

- ○ - - ○ - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

総
務
部

総
務
課

人
財
育
成
係

8 職員研修費業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

行
政
経
営

持
続
可
能
な
市
政
経
営
の
礎
と
な
る

人
・
組
織
・
財
政
の
構
築

推
進

茅
野
市
人
財
育
成
ビ
ジ

ョ
ン

ー

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①職員
②組織力強化と職員の主体
的な学びの支援
③各職場に対応する専門的
知識の習得とキャリア形成
に必要なスキルの取得

・職員研修の計画・実施 -
一
般

5,671 10 5,233 92.3 95.4 1.1 0.0

全
て
の
研
修
の
延
参
加
者
数

1,000 910 539 742 1,541 154.1

職員講
師によ
る研修
の実施

数

- 10 9 10 6

・職員のアウト
プットの創出
・横断的な事業
の理解
・研修予算の削
減

11 110.0
職員が求める研修を行ってきたが、それだけでは組織力は上がらないと感じた。組織力を向上させる
ために同一講師による職層毎の研修を実施するとともに上位職層に対しては各種マネジメントに関す
る研修を実施することで、強靭な組織を作っていく。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

総
務
部

総
務
課

職
員
係

9 職員人事管理事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

行
政
経
営

持
続
可
能
な
市
政
経
営
の
礎
と
な
る

人
・
組
織
・
財
政
の
構
築

非
該
当

行
政
経
営
基
本
計
画

ー

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①職員、茅野市（組織）
②・職員の能力を最大限活
かした適正な配置と人材育
成
・交流派遣の継続
③職員の資質向上、モチ
ベーション向上、組織力の
向上による市⺠サービスの
向上

・SPI試験を用いて間口を
広げつつ優秀な人材を確保
するための採用活動
・人材マネジメントシステ
ムを活用した人材育成と適
正な人事配置
・国、県、外郭団体等との
交流派遣の継続

-
一
般

9,997 9,997 9,897 99.0 101.3 1.5 0.0

就
職
説
明
会
開
催
回
数

4 0 1 5 4 100.0
採用必
要人数
充足率

- 100.0 86.4 96.3 95.0

組織運営に必要
な人数を不足な
く充足し、業務
の遂行や行政
サービスの提供
を滞りなく行う
ことはもちろ
ん、想定した
チームパフォー
マンスを最大限
発揮するため。

96.2 96.2

男子の育児休暇の取得が常識となりつつあり、また、中途退職も恒常的にみられ、年度途中の欠員へ
の対応が、通常の4月・10月採用では間に合わない。臨時的任用の制度化やその他人材獲得の方法を
模索していく。また、 テレワークの本格導入や窓口時間の短縮の試行などをし職場環境の向上に努
め、働きやすい職場を作り上げる。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

総
務
部

総
務
課

職
員
係

10 職員給与等事務事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

行
政
経
営

持
続
可
能
な
市
政
経
営
の
礎
と
な
る

人
・
組
織
・
財
政
の
構
築

非
該
当

行
政
経
営
基
本
計
画

ー

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（な
し

）

①職員
②・職員の給与の支給と法
定福利費の支払い等
・公務災害補償の実施
③法令に基づく適正な給与
等の支給

・諏訪広域総合情報センタ
を通じた6市町村及び2団
体による共同調達の給与シ
ステムの使用及び賃借
・非常勤職員の公務災害の
認定と補償費の支給

-
一
般

10,751 7,418 6,880 64.0 97.7 3.1 0.0

給
与
支
払
回
数

12 12 12 12 12 100.0 自動計算

共同調達によるメリットもあるが、デメリットが顕在化してきている。例えば、国の補助⾦が付かな
いシステム改修（こども子育て関連）について、自前のExcel処理等で十分対応可能で改修不要とで
きるものでも「メーカーの都合」で改修せざるを得えず800万円ほどの市費をかけることとなった。
今後、共同調達の在り方を検討していきたい。

- - ○ - - - -

Ａ

（継
続
可

）

企
画
部

秘
書
広
聴
課

秘
書
広
聴
課

11 秘書事務事業

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

シ
テ

ィ
プ
ロ
モ

ー
シ

ョ
ン
・
広
聴

広
聴
の
充
実

推
進

茅
野
市
行
政
経
営
基
本
計
画

ー
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②茅野市が進めるまちづく
りに対する市⺠の意見等を
聴取し、取組に反映させ
る。
③市⺠が暮らしやすいまち
であることを実感し、住み
続ける人が増える。まちづ
くりへの関心が高まり、取
組に参画する人が増える。

・市政へのメール・手紙
（毎年７月は手紙月間）に
ついては、年間を通じて市
⺠からの寄せられた意見等
に担当部署が回答する。
・まちづくり懇談会につい
ては、各地区CCを会場
に、茅野市のまちづくりの
説明を行い、それに対する
意見等を聴取し、内容に
よっては、その場で回答す
る。
・いずれも、可能は範囲で
取組に反映する。

38
49

一
般

5,546 5,546 4,402 79.4 4281.0 3.3 0.9

地
区
開
催
の
ま
ち
づ
く
り
懇
談
会

参
加
者
の
若
者
比
率

25.0 14.5 20.7 24.0 16.7 66.8

「
茅
野
市
に
は

、
若
者
が
活
躍
し
や
す
い
雰
囲
気
が
あ

る

」
と
感
じ
る
人
の
割
合

（%

）

（市
⺠
意
識
調
査

）

- 14.0 - 10.1 10.3

設問に対し
て、「非常に
当てはま
る」、「ある
程度あてはま
る」と回答し
た人の割合の
和

市に寄せられ
た若者の声が
市の施策等に
反映されてい
ると感じる事
により、設問
の割合が向上
すると考えら
れるため。

13.2 94.3

各地区ＣＣ開催の「まちづくり懇談会」における若者、子育て世代の参加者数が少ないた
め、参加を促す工夫が必要である。
若者、子育て世代を対象とした「まちづくり懇談会」を開催し、市政への理解とまちづく
りへの参画に加え、参加者同士の横のつながりを促す仕組みが必要である。
若者、子育て世代が市政へご意見等を気軽に寄せられるように、引き続きデジタルツール
の活用を検討する必要がある。 "

- ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

企
画
部

秘
書
広
聴
課

秘
書
広
聴
課

12 姉妹都市交流事業
非
該
当

非
該
当

非
該
当

推
進 ー ー

（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠、市⺠活動団体、⺠
間事業者
②相互の理解と親善を深
め、幅広い分野において発
展的な連携、協力、交流を
促すため。
③姉妹都市のまちづくりの
手法や、市⺠の暮らし・文
化などを知ることが、地域
の課題解決や地域への愛着
醸成につながる。スポーツ
や産業の振興につながる。

姉妹都市への訪問、来茅際
の受け入れ、市⺠祭（茅野
どんばん、道灌祭（伊勢原
市））への参加、特産品の
交換

※総務課予算で対応
電報送付（慶弔、選挙当選
祝い等）

240
一
般

230 230 68 29.6 77.0 0.2 0.1
コ
ス
ト

200 39 1,088 78 68 34.0

設
定
不
可

自動計算

・インターネットによる情報共有やリモート会議等によるコミュニケー
ションが可能となる中、遠隔地にある姉妹都市とリアルな連携、協力、
交流を進める目的や狙い、費用対効等を改めて見直す必要がある。

○ ○ ○ - - - -

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）



（０） （１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８） （９） （10） （11） （12） （13） （14） （15） （16） （17） （18） （19） （20） （21） （22） （23） （24） （25） （26） （27） （28） （29） （30）（31）-1（31）-2（32） （33） （34） （35） （36） （37） （38） （39） （40） （41） （42） （43） （44） （45） （46） （47）

直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

会
計
課

会
計
課

会
計
係

13 共通物品購入事業
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

- ー
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠及び職員
②・集中管理消耗品の払出
管理効率化
 ・エコマネ茅野の環境方
針の推進
③・購入費用の低減
 ・環境負荷の低減

・集中管理消耗品の一括購
入
・集中管理消耗品の払出
・集中管理消耗品の在庫管
理

-
一
般

5,500 5,500 4,554 82.8 85.78% 0.0 0.1
コ
ス
ト

5500.0 4013.0 4790.0 5308.0 4554.0 120.8
設定不

可
自動計算

資材費の高騰によるコスト増が課題となる。コピー用紙の使用量が漸減しているため、引き続き伝票
の不要な資料について削減を勧めていく。

○ ○ - - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

市
⺠
環
境
部

市
⺠
課

市
⺠
係

14 市⺠相談事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

市
⺠
生
活

消
費
者
の
安
全
の
確
保

推
進

- -
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②市⺠が市⺠生活の中で困
難な事案が発生した時の相
談窓口の設置
③市⺠が安心して暮らせる

・市⺠が明るく暮らすこと
を目指し、市⺠生活で困難
な事案（相続関係・家庭関
係・近隣住⺠との紛争等権
利や利害が絡んだ問題）が
生じた場合に専門家が相談
に応じることにより問題解
決の支援。

56
一
般

689 689 656 95.2 660.0 0.2 0.1

法
律
・
行
政
・
人
権
相
談
の
窓
口
設
置

日
数

31.0 31.0 31.0 31.0 31.0 100.0
設定不

可
自動計算

市⺠相談においては、近所トラブルの相談件数が増えており、隣地の庭⽊が伸び放置されているな
ど、市⺠課を仲介し注意をしていただきたいなどの、近隣トラブルや困り事の相談件数が増加してい
ます。                   今後このようなトラブルについて、区や自治会の協
力を得る必要があると考えます。        また、環境公害関係は環境課、空き家は都市計画
課、耕作放置、森林関係は農林課、農業委員会、道路の通行は建設課、建設企画課、道路・水路の境
界は建設課、その他は市⺠課の相談にするなど、トラブルや相談に対する各課の連携が必要です。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

総
務
部

総
務
課

行
政
係

15 文書業務事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

行
政
経
営

市
⺠
サ

ー
ビ
ス
の
質
の
向
上

推
進

行
政
経
営
基
本
計
画

ー

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠、職員、茅野市（組
織）
②庁内の文書業務関係経費
を計上し適正な文書管理を
進める。機密文書の適正な
処理を進める。」
③庁内の文書業務の円滑化
と適正管理の推進、市⺠
サービスの向上

・文書の収受及び配布、郵
送等、文書の処理、文書の
整理、保管・保存及び廃棄
の取りまとめ

-
一
般

22,169 22,169 15,477 69.8 1.0 0.4 1.2

郵
便
発
送
の
説
明
会
の
回
数

1 1 1 1 1 100.0

郵便物
発送通
数（宅
急便・
メール
便除
く）

○ 650,000 861,967 718,301 601,374

紙文書の保管場
所や郵送料の値
上がりを受け
て、適正な文書
管理を推進する
上で、庁内文書
の電子化とペー
パーレス化が不
可欠であり、物
理的な郵便物発
送数を捕捉する
ことで、文書業
務の効率化とコ
スト削減の成果
を測る指標とす
る。

468,101 138.9
・多くの課で発送方法の見直し（可能なものはメールで送る等）がされている。
・令和９年度の本格稼働に向けて電子決裁及び文書管理システムの導入に向けて環境構築を進めてい
る。

- ○ ○ ○ - - -

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

企
画
部

地
域
創
生
課

広
報
係

16 広報紙発行事業

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

シ
テ

ィ
プ
ロ
モ

ー
シ

ョ
ン
・
広
聴

戦
略
的
な
情
報
発
信
の
推
進

推
進

行
政
経
営
基
本
計
画

S34

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠または市の情報が欲
しい方
②広報紙による行政情報の
発信
③行政情報や地域の様子を
紙またはデータで発信

・毎月１回広報を発行し、
区⻑を通して市⺠に配布。
・広報をホームページに掲
載することで、市内外に紙
以外の媒体で情報を届け
る。
・「声の広報」としてカ
セットテープ（ＣＤ）に録
音して視覚障害者に配布。
・区に入っていない市⺠に
対しても、コンビニ、⾦融
機関等に配布して情報を届
ける。

17・
18・19

一
般

15,523 15,523 13,292 85.6 118.3 1.2 0.0

広
報
発
行
回
数

13 13 13 13 13 100.0

ホ

ー
ム
ペ

ー
ジ

『
広
報
ち
の

』

ペ

ー
ジ
閲
覧
件
数

- 50,000 ― 47,282 48,032

広報紙による行
政情報の発信の
成果を測るのに
適しているため
左記指標を設定
し、目標値はデ
ジタル媒体を通
して、より多く
の方に情報を届
けるため、発行
部数以上かつ前
年度以上の数値
を設定

37,288 74.6

閲覧件数が目標値および前年度実績値を下回る結果となった。数値が下がった主な要因と
して、ホームページ全体の閲覧数が下がったこと、およびコンテンツ力が弱く、読者のデ
ジタル版利用を促す要因に乏しかったことが考えられる。
そのため、ホームページ全体の閲覧数に則した目標値の再設定および、デジタル媒体でも
閲覧したくなるコンテンツの強化が課題になると思われる。
今後は、広報ちのをデジタル媒体でも見てもらえる、或いは見返してもらえるようなコン
テンツの拡充や整理に取り組みたい。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

企
画
部

地
域
創
生
課

広
報
係

17
ホームページ管理運営

事業

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

シ
テ

ィ
プ
ロ
モ

ー
シ

ョ
ン
・
広
聴

戦
略
的
な
情
報
発
信
の
推
進

推
進

行
政
経
営
基
本
計
画

H10

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠または市の情報が欲
しい方
②ホームページによる行政
情報の発信
③行政情報等をタイムリー
に発信

・市ホームページの運営管
理。
・各課で作成し、公開申請
されたページを最終確認
し、公開する。
・トップページのトピック
ス等の情報入替。

16・
18・19

一
般

2,712 2,712 2,632 97.1 19.3 0.4 0.0

ホ

ー
ム
ペ

ー
ジ
更
新
回
数

3,300 3,729 3,381 3,185 3,812 115.5

ホ

ー
ム
ペ

ー
ジ
閲
覧
件
数

- 4,500,000 5,810,857 4,868,305 4,288,727

ホームページに
よる行政情報の
発信の成果を測
るのに適してい
るため左記指標
を設定し、目標
値はR5年度（新
型コロナウイル
スの影響が落ち
着いてきた時
期）の実績を元
に算出

3,732,935 83.0

検索エンジンのAI機能充実により、公式ホームページにアクセスせず情報取得するユー
ザーが増加しており、閲覧件数は減少傾向にある。
このため、活動指標、成果指標ともに減少傾向にあるが、掲載する情報内容の精査は必要
であるが、掲載されている情報は最新の状態を維持することは必須であるため、各担当課
で適切な管理ができているか研修等を通じて周知していく。

- ○ - ○ - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

企
画
部

地
域
創
生
課

広
報
係

18 行政チャンネル運営事業

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

シ
テ

ィ
プ
ロ
モ

ー
シ

ョ
ン
・
広
聴

戦
略
的
な
情
報
発
信
の
推
進

推
進

行
政
経
営
基
本
計
画

H17

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②行政チャンネルによる行
政情報の発信
③行政情報や地域の様子を
映像で市⺠へ発信

・諏訪地方のケーブルテレ
ビ（ＬＣＶ)の地上デジタ
ル12チャンネルを利用
し、茅野市コミュニティ放
送「ビーナチャンネル（行
政情報）」を市⺠の皆さん
へ提供
・テレビ番組構成は、市か
らのお知らせ、イベント紹
介、地域の話題、学校・保
育園の話題等を映像番組で
紹介
・行政情報を(1)学習・文
化、(2)保健・福祉、(3)イ
ベント・生活の3つのカテ
ゴリに分け文字情報として
発信
・市議会定例会の生中継・
録画放送、必要に応じて特
別番組を放送

19
一
般

19,510 19,510 19,385 99.4 100.0 0.5 0.0

動
画
作
成
本
数

100 117 115 74 118 118.0

投
稿
ビ
デ
オ
投
稿
本
数

- 75 49 79 72

行政チャンネル
による行政情報
の発信の成果を
測るのに適して
いるため左記指
標を設定し、目
標値は過去数年
の実績の平均か
ら20本以上の増
加を目標値に設
定

59 78.7

事業を運営するためのシステムが汎用機器でないため、利用者想定数に対しイニシャル・
ランニングともに経費が大きな事業である。現行機器が利用できる期間が、令和11年度
末までで、共同構築を行った諏訪市が次期更新をしない意向を示していて、システムを共
同構築した場合でも、更新費用の増大は免れない。多くの動画番組はビーナネットでも視
聴できる環境が整っており、議会中継・アーカイブ配信は別システムで担保されているた
め、廃止に向けた、計画作成、庁内の意思統一、情報発信を実施する。

- ○ - - - ○ -

Ｂ

（改
善
検
討

）



（０） （１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８） （９） （10） （11） （12） （13） （14） （15） （16） （17） （18） （19） （20） （21） （22） （23） （24） （25） （26） （27） （28） （29） （30）（31）-1（31）-2（32） （33） （34） （35） （36） （37） （38） （39） （40） （41） （42） （43） （44） （45） （46） （47）

直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

企
画
部

地
域
創
生
課

広
報
係

19
インターネット情報発信

事業

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

シ
テ

ィ
プ
ロ
モ

ー
シ

ョ
ン
・
広
聴

戦
略
的
な
情
報
発
信
の
推
進

推
進

行
政
経
営
基
本
計
画

H30

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①インターネット接続環境
にある人
②インターネットを活用し
た行政情報の発信
③スマートフォンが普及し
ている現代において、効果
的な行政情報の発信が可能

・ビーナチャンネルで放映
した動画を「ビーナネット
Chino」（YouTubeチャン
ネル・ホームページ）で公
開
・「ビーナネットChino」
のサブチャンネル
「Fun!Yatsugatake」の制
作
・年間、12〜14本の動画
作成をプロカメラマンに委
託し、質の高い動画を作成
・茅野市公式LINEアカウ
ントによる情報発信

18
一
般

7,052 7,052 7,022 99.6 89.5 0.9 0.0

動
画
作
成
本
数

70 67 89 65 109 155.7

動
画
延
べ
再
生
回
数

（年

）

- 400,000 258,582 415,542 354,893

インターネット
を活用した行政
情報の発信の成
果を測るのに適
しているため左
記指標を設定
し、目標値は過
去数年の実績の
平均から5万回以
上の増加を目標
値に設定

365,551 91.4

ビーナネットChinoはビーナチャンネルの代替ツールとして定着させること。Fun!
Yatsugatakeはシティプロモーション業務と発信する内容のすみわけ分の精査が必要。
委託事業で作成した動画のクオリティは高く再生回数を伸ばしているものもあるため、既
存チャンネルを活かし、ビーナチャンネルの代替手段としてのチャンネルとプロモーショ
ン利用のチャンネルの使い分けを行い、認知向上とチャンネル登録者数の増加を図る。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

総
務
部

財
政
課

財
政
係

20 財政事務事業

手
段
・
価
値
観

行
政
経
営

持
続
可
能
な
市
政
経
営
の
礎
と
な
る

人
・
組
織
・
財
政
の
構
築

非
該
当

茅
野
市
行
財
政
改
革
基
本
方
針

-
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②安定的な自主財源の確保
や行財政改革の推進による
経常経費の削減に努める
③持続可能な行財政構造の
構築

・予算編成
・決算統計
・交付税
・市債

21
一
般

99,180 99,180 96,209 97.0 72.7 4.2 0.0

財
政
推
計
の
策
定

1 1 1 1 1 100.0
経常収
支比率

○ 90.0 92.0 91.0 93.6

経常収支比率は
自治体の財政構
造の弾力性を表
しているが、財
政構造の弾力性
を高め、安定し
た行政経営を
行っていく必要
があるため

未確定 未確定

コロナ禍の期間（R2〜3）は交付税の増や事業の縮小等のため経常収支比率は一時的に低くなった
が、今後は社会保障関係費、公共施設・公共インフラの維持修繕費、人件費等が増となることが必至
であるため、経常収支比率は今後も高くなる見込みであり、財政の弾力性の低下（財政の硬直化）が
進むものと推測される。
行財政改革の取組を進めていくことで歳出削減を図っていく（事務事業の見直し、公共施設の統廃
合、組織のスリム化）。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

総
務
部

財
政
課

行
革
推
進
係

21 行政改革推進事業

手
段
・
価
値
観

行
政
経
営

持
続
可
能
な
市
政
経
営
の
礎
と
な
る

人
・
組
織
・
財
政
の
構
築

非
該
当

方
針

、
公
共
施
設
等
総
合
管
理
計
画

、
茅

-

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②行財政改革の推進
③持続可能な行財政構造の
構築

・行財政審議会の開催
・茅野市行財政改革基本方
針の推進と進捗管理
・行財政改革プラン２０２
３の推進と進捗管理
・公共施設再編の推進と進
捗管理

20
一
般

385 385 128 33.2 0.0 2.2 0.0

行
財
政
審
議
会
の
開
催
回
数

5.0 4.0 6.0 5.0 3.0 60.0

優先改
革事項
の取組
完了項
目数(累
積数)

- 31 0 3 14

優先改革事項
は、行財政改革
プランで掲げる
市として特に優
先して改革を進
めるべきと考え
る事項であり、
行財政改革の進
捗を図るための
指標として適し
ているため

17 54.8

＜課題＞
・団塊の世代が後期高齢者に達する中で、高齢化社会のピークを迎えつつあることもあり、⺠生費の
伸びが行財政改革による財源捻出を上回る速度で進んでいる。
・公共施設や公共インフラの⻑寿命化対策や地域コミュニティへの対応、学校規模の適正化など、財
政需要を伴う課題が顕在化している。
＜今後の取組＞
行財政審議会も使いながら、茅野市行財政改革基本方針と行財政改革プラン２０２３の着実な進捗を
図る。

- ○ ○ - ○ - -

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

会
計
課

会
計
課

会
計
係

22 会計事務事業
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

- ー
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠及び職員
②・適正かつ誤りのない会
計事務の執行
③・住⺠の信頼感向上
 ・行政運営の効率化
 ・財政状況の健全化

・法令・財務規則等に基づ
いた収入及び支出にかかる
会計事務
・決算書の調製及び作成
・備品の受入及び払出事務

-
一
般

10,682 10,682 7,947 74.3 122.4 5.9 0.7

収
入
未
確
定
入
⾦
数
及
び
支
払
未
執
行

件
数
0
件

0.0 − − 0.0 0.0 100.0
設定不

可
自動計算

令和9年4月から⾦融機関窓口手数料が上がるため、QRコード付き納付書の導入開始にむけ、令和8年
度中に財務会計システムの改修、連動試験等を行う。
一部、QRコードを付すことができない納付書があることや、地方税共同機構へQRコード納付書の手
数料が発生することから、今後も手数料は増加する見込み。

○ ○ ○ - - - -

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

総
務
部

財
政
課

管
財
係

23 財産管理一般事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

行
政
経
営

持
続
可
能
な
市
政
経
営
の
礎
と
な
る

人
・
組
織
・
財
政
の
構
築

非
該
当

- 2001

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠、財産区連合協議会
に所属する42財産区
②市・財産区が所有してい
る財産の適正管理
③市・財産区が所有する財
産を適正に管理することに
よる歳入の増及び歳出の
減。

・未利用公有地の管理、
処分
・保険関係事務（全国市有
物件災害共済会、市⺠総合
賠償補償保険）
・財産区運営に関する研
修、情報共有

-
一
般

119,506 112,251 117,604 98.4 58.1 1.6 0.5

ホ

ー
ム
ペ

ー
ジ
に
売
却
地
情
報
を
掲
載

5.0 5.0 5.0 3.0 3.0 60.0
公有地
有効活
用面積

- 27500.0 26379.6 26607.1 28597.0

未利用公有地を
売却、賃貸借す
ることによって
公有地の有効活
用面積が増加
し、結果的に
市・財産区が所
有している財産
の適正管理に寄
与することか
ら、これを捕捉
することで成果
指標とする。

29990.4 109.1
令和７年度は約1,500㎡の土地を賃貸することができたことにより、目標値を上回ることができた。
現在、売却できそうな土地が２件あるため、売薬に向け準備を進めていきたい。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

総
務
部

財
政
課

管
財
係

24 庁舎管理事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

行
政
経
営

持
続
可
能
な
市
政
経
営
の
礎
と
な
る

人
・
組
織
・
財
政
の
構
築

非
該
当

- -

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①職員、市⺠（来庁者）
②市役所を来庁者および職
員に良好な環境であるため
維持管理
③市⺠が気持ち良く使用
し、職員が効率よく仕事が
できる環境づくり

・庁舎管理委託業者と連携
を密にし、維持管理に努め
るほか故障などに適切に対
応する。
・エコマネ茅野の取組み実
施により市庁舎の電気使用
量、燃料消費量を削減す
る。

-
一
般

138,547 126,475 135,359 97.7 69.2 0.7 0.1

電
気
の
一
⻫
消
灯

3.0 2.0 2.0 2.0 2.0 66.7
電気使
用量

- 800000.0 985707.0 827599.0 809055.0

庁舎の維持管理
上、燃料高騰や
GXに対応して省
エネ化を進めて
いくことが不可
欠であり、主要
なエネルギーで
ある電気使用量
を捕捉すること
で成果指標とす
る。

822345.0 97.3

・照明はLED化したことにより、電気量を削減できた。
・庁舎、議会棟ともに大規模な更新が必要。PBX（電話交換機）、非常用自家発電装置、議会棟排煙
エンジン、蓄圧式給水タンク等。
・太陽光発電設備設置への取組。

- ○ - ○ - - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）
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直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

総
務
部

財
政
課

管
財
係

25 公用車整備事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

行
政
経
営

持
続
可
能
な
市
政
経
営
の
礎
と
な
る

人
・
組
織
・
財
政
の
構
築

非
該
当

- -

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①公用車を利用する職員
②適正な整備を行い安全な
運行に努め、軽自動車や低
公害車への買換えによる経
費の削減
③公用車を安全に運行でき
るよう維持管理に努め故障
などに対して適切な整備を
行う

・車検や定期点検、適切な
整備を実施し⻑期使用、修
繕料の節減に努める。
・軽自動車や低公害車への
買換えによりGX化、経費
削減を図る。

-
一
般

36,909 36,909 33,885 91.8 127.4 0.5 0.1

省
エ
ネ
車

（軽
自
動
車

、
低
公
害
車

）

へ
の
更
新

4.0 4.0 4.0 2.0 2.0 50.0
ガソリ
ン使用

量
- 27000.0 27176.0 28779.0 27621.0

公用車の維持管
理上、燃料高騰
やGXに対応して
省エネ化を進め
ていくことが不
可欠であり、主
要なエネルギー
であるガソリン
使用量を捕捉す
ることで成果指
標とする。

28784.0 93.8
・公用車のEV化、リース化の検討。
・公用車の効率的な利用と燃費の良い使用方法の検討。
・予約はあるものの、実際に稼働していない公用車への対策検討。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

総
務
部

財
政
課

管
財
係

26 ベルビア維持管理事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

行
政
経
営

持
続
可
能
な
市
政
経
営
の
礎
と
な
る
人
・
組
織
・

財
政
の
構
築

非
該
当

- -

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠・ベルビア事業者
②市所有床の有効活用
③市所有床の賃貸による歳
入の増

・市所有床の維持管理。
・共益費の支出。
・施設の大規模改修に関す
るベルビア側との協議

-
一
般

118,581 98,133 103,359 87.2 161.2 0.3 0.1

ベ
ル
ビ
ア
関
連
会
議
等
へ
の
参
加

4.0 3.0 5.0 2.0 10.0 250.0

市所有
床賃貸
借契約

数

- 8 5 6 7

未利用の市所有
床を賃貸借する
ことによって市
所有床の有効活
用面積が増加
し、結果的に市
所有床の適正管
理に寄与する。
また、空き床が
埋まることでベ
ルビアの活性
化、駅周辺の活
性化にもつなが
ることから、こ
れを捕捉するこ
とで成果指標と
する。

6 75.0

R7年度に懸案であった冷温水発生機（空調）改修工事が完了し、市負担⾦を㈱ベルビアに借り入れ
てもらい、10年かけて返済していくことになった。
ベルビアは市の施設ではないが、９割以上の床を市が所有している。今後もベルビア関係者と連携し
ていくことが必要。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

総
務
部

財
政
課

契
約
検
査
係

27 契約検査事務事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

行
政
経
営

持
続
可
能
な
市
政
経
営
の
礎
と
な
る

人
・
組
織
・
財
政
の
構
築

非
該
当

- ー

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

① 市⺠
②・公共事業の入札にお
  ける透明性、公平性
  、競争性の確保
③・適正な契約方法、契
  約相手の選択
 ・良好な施工の確保

・入札、契約事務
・入札参加資格関係事務
・業者選定等審査委員会
 会の開催
・建設工事中間検査

-
一
般

8,508 8,508 4,869 57.2 1.3 4.1 0.0

建
設
工
事
中
間
検
査
の
実
施

2.0 3.0 3.0 2.0 2.0 100.0
工事成
績評定

点
- 80.0 79.5 80.8 79.8

茅野市工事成績
評定要領に基づ
く工事成績評定
点が、工事の出
来栄えや事務手
続き、現場管理
状況等により評
定されることか
ら、良好な施工
の確保や請負業
者の育成を判断
する成果指標と
する。

79.9 99.9
工事成績評定点について、市内の比較的大規模な事業者の評定点が安定してくる中、中小規模の事業
者の評価点向上が次なる課題として挙がっているため、建設工事中間検査の対象を、比較的中小規模
な事業者へと移行し、市内事業者全体のベースアップを図る。

- ○ ○ - - - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

企
画
部

企
画
課

企
画
係

28 企画一般経費事業
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

ー ー
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①職員
②iJAMPの活用を通じた国
や他の地方自治体の動向に
関する情報の入手
③国や他の地方自治体の動
向を踏まえた政策立案が可
能となる。

政策立案のため、iJAMPの
活用を通じて国や他の地方
自治体の動向を把握する。

ー
一
般

327 327 297 90.8 109.6 0.7 0.0
コ
ス
ト

327 299 266 264 297 90.8

設
定
不
可

自動計算

予算の大部分を「iJAMP使用料」が占めており、国や他自治体の情報を入手し、これを政
策立案につなげることを目的としているが、そのような事例は極めて少ない。
別媒体から情報を入手しやすくなっている現状から、今後も契約を続ける必要があるか、
検討が必要。

○ ○ - - - ○ ○

Ｄ

（廃
止
検
討

）

企
画
部

企
画
課

企
画
係

29 諏訪広域圏事業
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

諏
訪
広
域
連
合
広
域
計
画

、
行
政
経
営

基
本
計
画

H12

（直
営
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（な
し

）

①圏域住⺠
②諏訪広域圏自治体が連携
することにより効率的・効
果的となる事業の研究
③広域連合等への積極的な
働き掛けによる市に有益な
広域連携の推進

共通する行政課題や資源を
有する諏訪広域圏自治体と
の連携を図るため、負担⾦
を広域連合へ支出。

33
34
35

214

一
般

35,320 35,320 35,319 100.0 101.7 0.2 0.0
コ
ス
ト

34,720 27,552 30,691 34,719 35,320 101.7 自動計算

人口減少、厳しい財政状況下において、広域連携はますます重要性を増している。広域会
議の場で十分な議論を重ね、諏訪圏域における課題共有、解決に向けた連携強化に努める
必要がある。

○ - - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

企
画
部

企
画
課

企
画
係

30 総合計画推進事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

行
政
経
営

持
続
可
能
な
市
政
経
営
の
礎
と
な
る

人
・
組
織
・
財
政
の
構
築

非
該
当

行
政
経
営
基
本
計
画

ー
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

① 市⺠
②・総合計画の着実な
  推進
 ・庁内の施策、事業の
  整合性確保
 ・職員、市⺠の理解の
  促進
③・施策の見える化
 ・横断的連携の強化
 ・組織の最適化
 ・市⺠への説明責任の
  履行

・第６次総合計画の策定
・市⺠、職員への計画内容
の周知
・地域経営マネジメントシ
ステムの構築と見直し
・総合計画審議会の開催

9
20
21

一
般

1,086 681 899 82.8 113.6 1.0 0.0

審
議
会
出
席
者
延
べ
人
数

（人

）
＊

R
6
は
３
回

69 79 95 50 17 24.6

「
幸
せ

」
と
感
じ
る
人
の

割
合

（市
⺠
意
識
調
査

）

- 57.2 57.2 58.5 61.9

第６次総合計画
の進行管理を行
うに当たり、基
本構想の成果指
標でもある当該
指標が、成果を
測るための指標
として適してい
るため。

61.8 108.0
総合計画の推進に当たっては、行政評価や市⺠意識調査、組織と連動させながら企画・調
整を行う必要があるため、人工の不足感がある。第6次茅野市総合計画は5か年計画であ
るため、次期計画策定に向けて、統計担当とも連携しながら準備を進めたい。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）
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直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

企
画
部

企
画
課

企
画
係

31
公立諏訪東京理科大学

関連事業

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

非
該
当

非
該
当

非
該
当

- 2016

（直
営
・
委
託
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（あ
り

）

①公立大学法人公立諏訪東
京理科大学教職員・学生、
地域住⺠・地域産業
②公立大学法人公立諏訪東
京理科大学の健全経営、学
生の通学環境の整備
③知の拠点として、教育研
究・地域貢献の他、学生の
市外からの転入増や働き手
確保等の経済的効果にも寄
与

諏訪広域公立大学事務組合
に対する負担⾦（組合の事
務費及び学生数等に応じた
地方交付税を財源とする公
立大学法人公立諏訪東京理
科大学に運営費）を交付す
る他、大学周辺の街路灯の
管理維持を行う。また、公
立大学法人公立諏訪東京理
科大学を設置する諏訪広域
公立大学事務組合の事務局
を担う。

-
一
般

2,175,608 2,175,608 2,175,484 100.0 104.7 1.1 0.0

大
学
事
務
組
合
へ
の
適
切
な
負
担

（請

求
と
交
付
額

（千
円

）
）

2,078,740 2,066,921 2,062,374 2,078,740 2,175,407 104.7

大
学
立
地
数

- 1 1 1 1

知の拠点として
様々な役割や効
果が期待される
大学が、市内に
立地を継続して
いるか。

1 100.0
大学の学生数に応じて算定される地方交付税が大学運営費の財源であるため、安定的な大
学運営が確保できるよう、今後の少子化を踏まえた対応が必要である。地域の公立大学と
して、地域内からの進学、地域内への就職・定着、地域産業との連携強化が求められる。

○ ○ - - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

企
画
部

企
画
課

企
画
係

32 土地利用対策事業
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

土
地
利
用
基
本
構
想

ー
（直
営

）

市

法
定
受
託

①市、地域住⺠、土地取得
者
②⺠間同士の大規模な土地
取引（5,000㎡以上）の監
視及び土地利用目的の把握
③法や計画などに反した開
発や土地利用の防止

国土利用計画法に基づく事
後届出に係る県への報告事
務。
＊届出があった際に事務が
生じるため、アウトプット
指標は実績値と同数を設
定。

ー
一
般

40 40 37 92.5 105.7 0.2 0.0

届
出
件
数

11 18 11 11 15 136.4 自動計算

事務処理期間の定めがあり、短い期間で庁内照会の上市意見をとりまとめ、県・地域振興
局との情報共有を行う必要がある。投機的取引等を確実に抑制できるよう丁寧な調整に努
める。

○ - - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

企
画
部

Ｄ
Ｘ
推
進
課

自
治
体
デ
ジ
タ
ル
係

33
イントラネット・庁内
システム等管理事業

手
段
・
価
値
観

手
段
・
価
値
観

D
X
・
ア
ナ
ロ
グ
の
再
構
築

最
重
点

Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
戦
略

-

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠・職員
②ネットワークシステムの
安定的運用
③ＩＣＴを活用し、市⺠に
安心安全な行政サービスを
提供する。

①イントラネットワーク回
線・機器、内部事務システ
ム等の庁内システムの運用
管理と更改
②公共施設予約システム、
公衆Wifi・公共端末・電子
申請等の行政サービスの提
供。
③情報セキュリティポリ
シーに沿った職員研修等に
よる情報セキュリティの確
保。

-
一
般

120,342 120,342 105,653 87.8 113.3 2.3 0.2

打
合
せ
会
議
回
数

12 12 12 12 12 100.0

セ
キ

ュ
リ
テ

ィ
ポ
リ
シ

ー

改
訂
回
数

- 1 1 1 1

ＩＣＴを活用
し、市⺠に安心
安全な行政サー
ビスを提供する
上で、ガイドラ
インに沿った改
訂を行う必要が
あるため指標に
設定。

1 100.0

・ノートPCの一括管理と、紛失・破損に備えた遠隔消去・保守体制を構築する。
・βモデルへの移行に併せゼロトラスト認証を導入する。
・新環境に即したセキュリティポリシーの改定を行い、実施訓練を通じて職員のセキュリ
ティ意識を高める。
・業務環境の変化は、職員の無意識なルール違反を招く恐れがあるため、インフラを正し
く使いこなすリテラシーを醸成する。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

企
画
部

Ｄ
Ｘ
推
進
課

自
治
体
デ
ジ
タ
ル
係

34
総合行政ネットワーク

推進事業

手
段
・
価
値
観

手
段
・
価
値
観

D
X
・
ア
ナ
ロ
グ
の
再
構
築

非
該
当

Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
戦
略

-

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠・職員
②システム障害等の発生に
備えた体制をつくり、障害
発生を無くす。
③情報漏えい事故を防ぐと
ともに、市の情報資産を守
る。

①ＬＧＷＡＮサービス提供
装置機器の適正な運用及び
保守
②公的個人認証機（窓口用
端末・プリンタ・鍵ペア生
成装置）の適正な運用及び
保守
③第５次のLGWANの必要
な機器の運用及び保守

-
一
般

1,847 1,847 1,792 97.0 41.6 0.5 0.0

打
合
せ
会
議
回
数

12 12 12 12 12 100.0

情
報
漏
洩
の
件
数

○ 0 0 0 0

情報漏えい事故
を防ぎ、市の情
報資産を守るこ
とが事業効果で
あるため左記指
標を設定。

0 100.0

⻑年、行政ネットワークは「3層分離」による強固な分離によって安全性を維持してき
た。一方で、デジタル化の進展に伴う大きな課題に直面している。
各種クラウドサービスやオンライン会議の利用拡大による回線帯域のひっ迫への対応や国
が掲げるゼロトラストの構築が挙げられる。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

企
画
部

Ｄ
Ｘ
推
進
課

自
治
体
デ
ジ
タ
ル
係

35
情報センタ電算処理
システム管理事業

手
段
・
価
値
観

手
段
・
価
値
観

D
X
・
ア
ナ
ロ
グ
の
再
構
築

非
該
当

Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
戦
略

-

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②共同利用により経費削減
が図られるよう、調整を行
う。
③諏訪地域同一の住⺠サー
ビスが受けられるようにす
る。

ガバメントクラウドへの移
行作業。
マイナンバー（番号制度）
対応システム改修実施。
保守契約等によりセキュリ
ティに配慮しつつ、システ
ム及びネットワークの安定
稼働を図る。

-
一
般

320,467 106,252 242,370 75.6 252.0 1.3 0.0

シ
ス
テ
ム
管
理
担
当
者

会
議
出
席
回
数

8 8 8 8 8 100.0

設
定
不
可

自動計算

ガバメントクラウドへの移行にあっては、令和7年時点では単なる箱の入替（リフト）の
段階にあり、一時的なコスト増や作業負担が生じている。今後は、従量課⾦制を踏まえた
運用の最適化を進め、運用面、コスト面でメリットを享受できるように取り組む。

- ○ ○ - - - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

企
画
部

Ｄ
Ｘ
推
進
課

自
治
体
デ
ジ
タ
ル
係

36 地域情報化推進事業

手
段
・
価
値
観

手
段
・
価
値
観

D
X
・
ア
ナ
ロ
グ
の
再
構
築

非
該
当

Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
戦
略

-

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②情報機器の利用方法やセ
キュリティー対策等の必要
性について講座を開催す
る。
③市⺠の情報格差をなく
し、身近なツールとしてイ
ンターネットを利用し、必
要な情報を受信
発信することができるよう
にする。

①情報格差解消のため、初
心者向け講習会を開催。
②市⺠組織による障害者・
高齢者向けの学習活動支
援。

-
一
般

2,519 2,519 1,917 76.1 101.0 0.1 0.6

広
報
・
ホ

ー
ム
ペ

ー
ジ
等

に
よ
る
周
知
回
数

10 10 10 10 10 100.0

講
座
受
講
者
の
増
加
率

（対
前
年
比

）

- 105.0 100.0 100.0 100.0

市⺠の情報格差
をなくし、身近
なツールとして
インターネット
を利用し、必要
な情報を受信
発信することが
できるようにす
ることが事業効
果であるため、
左記指標を設定
し、当年度受講
者数／前年度受
講者数により算
出する。

113.3 107.9
初心者向けのスマートフォン講座、パソコン講座、のらざあ講習会等を通じて操作技術の
普及に努めている。今後は、単なる操作説明にとどまらず、行政サービスの利用、防災情
報の受信など生活の質が向上するよう受講者に活用のメリットを伝えたい。

- ○ ○ - - ○ ○

Ｄ

（廃
止
検
討

）



（０） （１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８） （９） （10） （11） （12） （13） （14） （15） （16） （17） （18） （19） （20） （21） （22） （23） （24） （25） （26） （27） （28） （29） （30）（31）-1（31）-2（32） （33） （34） （35） （36） （37） （38） （39） （40） （41） （42） （43） （44） （45） （46） （47）

直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

企
画
部

Ｄ
Ｘ
推
進
課

自
治
体
デ
ジ
タ
ル
係

37 自治体ＤＸ推進事業

手
段
・
価
値
観

手
段
・
価
値
観

D
X
・
ア
ナ
ロ
グ
の
再
構
築

推
進

Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
戦
略

-

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠・職員
②ＡＩやＲＰＡを利用し、
行政事務の効率化を図って
いく。
③庁内のＤＸに平行して、
デジタル技術を活用して行
政サービスの効率化の向上
を目指し、市⺠生活の利便
性向上を図っていく。

・ペーパーレス会議、事務
文書の電子化、電子決裁等
の事務効率化へ向けた取組
検討。
・書かない窓口の導入

-
一
般

5,027 3,907 4,250 84.5 276.2 0.6 0.0

庁
内
Ｄ
Ｘ
検
討
業
務
数

5 5 5 5 5 100.0

市
⺠
意
識
調
査
項
目

「
茅
野
市
で
は

、

行
政
サ

ー
ビ
ス
の
デ
ジ
タ
ル
サ

ー
ビ
ス

を
利
用
し
や
す
い

」
の
平
均
点

- 3.0 ー 2.7 2.8

デジタル技術を
活用した行政
サービスの効率
化の向上の進捗
を測る指標とし
て適しているた
め。

3.0 100.7

行政サービスのデジタル化が進む一方で、スマートフォンを所有しない層や操作に不慣れ
なデジタルデバイドへの対応として、ハイブリッドな支援体制の構築を目指す。また、デ
ジタル化によって蓄積されたデータを統計的に分析し、求められているサービスを提供で
きるような体制を構築したい。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

企
画
部

Ｄ
Ｘ
推
進
課

地
域
D
X
推
進
係

38 地域ＤＸ推進事業

手
段
・
価
値
観

手
段
・
価
値
観

D
X
・
ア
ナ
ロ
グ
の
再
構
築

最
重
点

D
X
基
本
計
画

R4

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠等
②DX基本計画の着実な推
進
③市⺠等の利便性向上

・⺠間アプリ等のデジタル
ツールを活用した付加価値
の高いサービスの提供
・諏訪中央病院等と連携し
たヘルスケア事業の推進
・デジタル技術と規制緩和
による特区事業の推進

-
一
般

84,143 64,254 70,375 83.6 70.8 4.2 0.0

地
域
課
題
解
決
等
に
対
応
し
た
サ

ー
ビ

ス

（事
業

）
導
入
数

（累
計

）

9 7 7 9 9 100.0

市⺠意
識調査
項目

「茅野
市では
仕事や
日常生
活の場
でデジ
タル化
が進ん
でい

る」の
平均点

- 3.0 ー 2.8 2.8

デジタル技術を
活用した市⺠等
の利便性向上の
進捗を測る指標
として適してい
るため。

3.2 105.3

ヘルスケアや医療・介護、防災、公共交通など、分野ごとにアプリ等の実証・導入が進
み、地域DXは着実に進んでいる。一方で、各分野を繋ぐ都市OSの活用については、全国
的にもユースケースが乏しく、ハイコストであることから活用が進んでいない。デジタル
技術とデータを活用した地域DXを引き続き推進していくことは、最重点の事務事業であ
るが、そのための手段の一つとして都市OSの活用を図っていくのか、先ずはアプリ等を
活用して分野ごとのデータ連携を進めていくべきか、今後の進め方については再考する必
要がある。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

企
画
部

地
域
創
生
課

地
域
創
生
係

39 地域創生一般事業
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

地
域
創
生
総
合
戦
略

-

（交
付
先

）

補
助
等

自
治

（あ
り

）

①市⺠、地元⺠間事業者
②市⺠や地元⺠間事業等が
自主的、主体的にまちの活
性化に関わる仕組みを作
り、まちの活性化を目指
す。
③まちへの愛着の醸成

ちのどんばん実行委員会へ
の負担⾦の交付

28
一
般

6,500 6,500 6,500 100.0 100.00 0.0 0.0

広
報
誌
で
の

市
⺠
へ
の
周
知
回
数

4 4 4 4 4 100.0

ど
ん
ば
ん
開
催
回
数

- 1 1 1 1
どんばんの開催
が本事業の目的
であるため

1 100.0
負担⾦を支出している他の事業等と比べて、負担⾦額が著しく大きい。
他事業の負担⾦との整合性が図れるよう、負担⾦額の見直しや、実行委員会による事業規
模の見直しが必要。

○ ○ - - - ○ ○

Ｄ

（廃
止
検
討

）

企
画
部

地
域
創
生
課

地
域
創
生
係

40 広域公共交通事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

公
共
交
通

地
域
内
公
共
交
通
の
構
築

推
進

茅
野
市
・
原
村

地
域
公
共
交
通
計
画

-

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②「広域交通ネットワー
ク」の構築
③都市圏とのアクセス手段
の確保

・中央東線高速化促進広域
期成同盟会への参画
・高速バス利用者駐車場の
土地の賃借と管理

-
一
般

3,862 3,862 342 8.9 22.0 0.2 0.0

高
速
バ
ス
駐
車
場

土
地
返
還
交
渉

5 0 0 5 5 100.0

高
速
バ
ス
利
用
者
駐
車
場
の
土
地
返
還

- 2 0 0 1

持続可能な地域
交通の維持の進
捗を測るのに適
しているため。
数値は返還した
土地の累積数。

2 100.0

高速バス利用者のための駐車場用地については、令和7年度末に土地所有者への返還を完
了した。次年度以降賃料の負担はなくなるが、当該土地周辺にある公衆街路灯の電気料に
ついては依然として市が負担している。契約解除にあたっては過去の経過を調べる必要が
ある。

- ○ ○ - - ○ -

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

企
画
部

地
域
創
生
課

地
域
創
生
係

41 バス交通確保事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

公
共
交
通

地
域
内
公
共
交
通
の
構
築

推
進

茅
野
市
・
原
村

地
域
公
共
交
通
計
画

Ｈ24

（交
付
先

）

補
助
等

自
治

（あ
り

）

①市⺠、観光客
②・市内公共交通の確保
 ・市内外の交流促進
③・市内の移動手段の確立
 ・市⺠の日常生活の利便
性向上
 ・観光客の誘致

・市内の生活路線運行のた
め、事業者への補助⾦交付
・市内公共交通の維持管理
を目的とした協議会の開
催、運営

42
一
般

25,337 25,336 27,969 110.4 130.4 0.9 0.0

茅
野
市
・
原
村
地
域
公
共
交
通

活
性
化
協
議
会
開
催
回
数

2 2 6 6 5 250.0

穴
山
・
原
村
線
と
メ
ル
ヘ
ン
街
道
バ
ス

利
用
者
数

- 14,629 14,413 14,629 15,641

バス交通確保の
成果を測るのに
適しているため
左記指標を設定
し、目標値は
「茅野市・原村
地域公共交通計
画」を策定した
R5年度の穴山・
原村線とメルヘ
ン街道バスの利
用者数とした

16,194 110.7

本事業は、穴山・原村線とメルヘン街道バスの維持確保のほか、県の地域間幹線バス岡谷
茅野線への補助⾦を支出している。
岡谷茅野線については、運行事業者から補助⾦額の値上げ要望があり、県・沿線自治体で
運行事業者と継続した交渉を行っている。また、同路線の運行ルートの一部は鉄道と並走
していることから、住⺠ニーズに十分に応えられていないと考えられ、運行ルートの見直
しについても運行事業者と県・沿線自治体で協議していく。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

企
画
部

地
域
創
生
課

地
域
創
生
係

42 新地域公共交通事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

公
共
交
通

地
域
内
公
共
交
通
の
構
築

最
重
点

茅
野
市
・
原
村

地
域
公
共
交
通
計
画

R4

（交
付
先

）

補
助
等

自
治

（あ
り

）

①市⺠及び観光客
②
利便性の高い公共交通網を
構築することで、市内にお
ける賑わいの創出や交流の
推進を図る
③
・市⺠生活の満足度向上
・観光振興
・環境への配慮
・市内渋滞の緩和
・市の認知度の向上

・AI乗合オンデマンド交通
「のらざあ」運行補助
・AI乗合オンデマンド交通
「のらざあ」運行管理シス
テムの効果的な運用
・通学通勤バス運行補助
・市内公共交通状況の周
知、広報活動

41
一
般

155,572 135,154 145,995 93.8 112.4 1.3 0.0

A
I

乗
合
オ
ン
デ
マ
ン
ド
交
通

「
の
ら
ざ
あ

」
運
行
日
数

360 360 360 360 360 100.0

A
I

乗
合
オ
ン
デ
マ
ン
ド
交
通

「
の
ら

ざ
あ

」
、
通
学
通
勤
バ
ス
の
利
用
者
数

- 70,587 51,805 127,514 134,802

利便性の高い公
共交通網構築の
進捗を測るのに
適しているため
左記指標を設定
し、目標値はコ
ロナ禍以前の旧
交通体系（のら
ざあ、通学通勤
バス導入前）の
利用人数（R元年
度。観光路線を
除く）とした

144,389 204.6

今すぐ予約や車いす対応車両の導入、バス停の見直しなどにより、継続して利用者が増加
を続けている。今後は「のらざあ」の利用料⾦の見直しを実施し、全ての利用者にとって
平等な運賃体制の構築を目指す。また、通学・通勤バスについては、運行事業者であるア
ルピコ交通㈱からの撤退意向に伴う運行体制の見直し、公共交通の不足する蓼科湖方面へ
の路線バスの運行を実施など、公共交通による市全体の利便性の向上に取り組む。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）



（０） （１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８） （９） （10） （11） （12） （13） （14） （15） （16） （17） （18） （19） （20） （21） （22） （23） （24） （25） （26） （27） （28） （29） （30）（31）-1（31）-2（32） （33） （34） （35） （36） （37） （38） （39） （40） （41） （42） （43） （44） （45） （46） （47）

直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

企
画
部

地
域
創
生
課

地
域
創
生
係

43 地域創生推進事業

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

交
流
人
口
・
関
係
人
口
・
移
住
・
定
住

交
流
人
口
・
関
係
人
口
の
創
出

非
該
当

地
域
創
生
総
合
戦
略

H26

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市内外在住者、市内外⺠
間事業者
②・市内外の新たな茅野市
ファンの獲得
・結婚を希望する男女に広
域的な出会いの機会を創出
③・交流人口、関係人口の
増加
・合計特殊出生率、婚姻
率、婚姻数の増加

・人口減少、少子高齢化に
対応するために策定した茅
野市地域創生総合戦略に基
づき、庁内各部署が一体と
なり地方創生の実現に向け
た取組を推進
・地域資源の魅力等を市内
外の人に向けて戦略的に発
信
・⻑野県マッチングシステ
ムの運営委託

46
一
般

34,350 28,872 19,555 56.9 133.8 1.2 0.0

首
都
圏
に
お
け
る
プ
ロ
モ

ー
シ

ョ
ン
イ

ベ
ン
ト
の
参
加
者
数

3,300 1,500 2,400 3,200 2,100 63.6

市
内
に
お
け
る
交
流
人
口
・
関
係
人
口

創
出
事
業
の
参
加
者
数

- 90 43 30 162
地域未来交付⾦

のKPI
134 148.9

婚活支援を除く事業は、交付⾦を活用した事業で、令和８年度が交付対象の最終年度であ
る。令和８年度中に、交流人口・関係人口創出事業のあり方について方向性を決定した
い。
また、これらの事業の成果は、単に参加者数等ではなく、この事業によりどの程度の経済
効果があったかなど、別の視点での捕捉が必要であると考えられるため、何らかの指標を
模索していきたい。

- ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

企
画
部

地
域
創
生
課

地
域
創
生
係

43a
地域創生推進事業
（婚活支援事業）

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

交
流
人
口
・
関
係
人
口
・
移
住
・
定
住

交
流
人
口
・
関
係
人
口
の
創
出

非
該
当

地
域
創
生
総
合
戦
略

ー

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①結婚を希望する独身男女
②結婚を希望する男女に広
域的な出会いの機会を創出
するため
③婚姻率、婚姻数、出生率
の増加

・人口減少、少子高齢化に
対応するために策定した茅
野市地域創生総合戦略に基
づき、庁内各部署が一体と
なり地方創生の実現に向け
た取組を推進
・⻑野県マッチングシステ
ムの運営委託

一
般

493 165 493 100.0 33.4 0.1 0.0

マ

ッ
チ
ン
グ
シ
ス
テ
ム
に
よ
る

出
逢
い
件
数

20 - 9 15 22 110.0
婚
姻
数

- 200 203 184 174

婚活支援事業に
よる効果を測る
のに適している
ため

184 92.0

R7年度は婚活イベントは実施せず、マッチングシステムの導入支援業務の委託のみ（委
託先は社協）とした。自治体主催の婚活イベントは、参加者が集まらりづらいことや実際
に成婚につながったかどうかが分からず成果が把握できないことが課題であり、R８年度
もイベントの実施は予定していない。マッチングアプリや⺠間の婚活支援が普及している
ことから、本事業は廃止を検討し、社協への委託事業については、結婚相談所が廃止され
るまでの間、法人運営にかかる補助⾦の一部として置き換えて支出したい。

- ○ - ○ - ○ ○

Ｄ

（廃
止
検
討

）

企
画
部

地
域
創
生
課

地
域
創
生
係

43b

地域創生推進事業
（地域資源への関わりを
通じた関係人口創出事

業）

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

交
流
人
口
・
関
係
人
口
・
移
住
・
定
住

交
流
人
口
・
関
係
人
口
の
創
出

推
進

地
域
創
生
総
合
戦
略

R6

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市内外在住者、市内外⺠
間事業者
②・市内外の新たな茅野市
ファンの獲得
③・交流人口、関係人口の
増加

・ビジネスマッチングツ
アーの商品造成および自走
化へ向けた伴走支援

・茅野市出身の若者の「茅
野市に帰ってきたい」帰っ
てこなくとも「茅野市と関
わり続けたい」という意識
の醸成を目的としたツアー
の実施

・ウェルネステレワークの
商品造成および自走化へ向
けた伴走支援

一
般

4,000 2,000 4,000 100.0 100.2 0.4 0.0

地
域
資
源
へ
の

「
関
わ
り
し
ろ

」
に
つ

い
て

発
信
し
た
情
報
の
到
達
数

33,000 - 700 32,283 23,128 70.1

市
内
に
お
け
る
ツ
ア

ー
の
参
加
者
数

- 60 43 30 16

地域未来交付⾦
のKPIとして目標
値は43d、43eの
合計で60人とし

ている。

32 53.3

(ビジネスマッチングツアー)
令和９年度から自走化を目指すにあたり、まず第一に、ビジネスマッチングツアーが運営事業者に
とって儲かる商品にならなければならない。しかし類似のツアーは全国にあるため、茅野市ならでは
のツアーを造成していかなかれば顧客に選ばれることはない。今後は茅野市でやることの意味を改め
て言語化し、商品造成していきたい。また、商品造成以上に商品販売が難しいため、委託事業者とと
もに令和８年度中に販売方法を確立する。
（シビックプライド醸成ツアー）
狙っているターゲット層の集客が難航したため、早めにツアーを企画し、募集期間を⻑く設ける。ま
た、ターゲット層について、今後は30代の茅野市出身者をメインターゲットとしていきたいが、ア
プローチしやすく、最も効果が見込めそうな「諏訪東京理科大生」についてもターゲットとして考え
ていきたい。
（ウェルネステレワーク）
これまでの実証実験の実施により、セミナー内容やテレワーク環境を販売に資する商品まで深化させ
ることができている。その一方で、営業活動や販路開拓の取組が満足にできておらず、⺠間事業者の
みによる運営に必要な参加者を安定的に確保できる見込みが立っていない。最終年度である今年度は
販路の確立に注目し、持続可能性のある事業スキームを確立すべく取組を進めたい。

- ○ - ○ ○ - -

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

企
画
部

地
域
創
生
課

地
域
創
生
係

43c

地域創生推進事業
（八ヶ岳ファンの拡大を
通じた交流人口創出事

業）

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

交
流
人
口
・
関
係
人
口
・
移
住
・
定
住

交
流
人
口
・
関
係
人
口
の
創
出

推
進

地
域
創
生
総
合
戦
略

R6

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市内外在住者、市内外⺠
間事業者
②関係人口の創出・拡大、
シビックプライドの醸成
③関係人口の増加に伴う地
域経済の活性化、移住者の
増加

・八ヶ岳の麓に息づく文化
や暮らし、人の魅力等を市
内外の人に向けて戦略的に
発信する。

一
般

5,500 2,750 5,500 100.0 110.0 0.5 0.0

イ
ベ
ン
ト
開
催
数

2 0 0 3 2 100.0

イ
ベ
ン
ト
参
加
者
数

- 30 - - 135
地域未来交付⾦

のKPI
89 296.7

1年目・2年目のプロモーションイベント等により224名の関係人口候補者を獲得できた
が、候補者とさらに関係性を深めるための取組やコンテンツが整備されていない（候補者
止まり）。R8年度は交付⾦の最終年度にあたることから、マイスター（先輩移住者）と
人生モヤモヤ期に直面する若者の交流が持続的に生まれる仕組を構築する必要がある。そ
のためには、マイスターの定義や役割を明確化し、マイスターの活動を支援する体制につ
いても検討を行うことが必要である。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

企
画
部

地
域
創
生
課

地
域
創
生
係

43d
地域創生推進事業

（多摩地域の大学との連
携事業）

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

交
流
人
口
・
関
係
人
口
・
移
住
・
定
住

交
流
人
口
・
関
係
人
口
の
創
出

非
該
当

地
域
創
生
総
合
戦
略

R6

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①
市⺠、多摩地域に在住又は
通学する学生
②
市とアクセスの良い多摩地
域に在住又は通学する学生
を対象とした連携事業を実
施することにより、若者に
対する市の認知度向上を図
る
③
・観光振興
・市の認知度の向上

・多摩地域の学生と市内の
困りごと（アルバイトに近
いボランティア）をマッチ
ングして、学生が茅野市を
訪れるきっかけをつくる。
・アクセスのよい茅野市へ
の旅行とアルバイトの双方
を兼ねた事業を提供するこ
とで、学生でも参加しやす
い体制を創出する。

一
般

300 150 300 100.0 100.0 0.2 0.0

実
証
事
業
に
向
け
た

打
合
せ
実
施
回
数

2 0 0 2 3 150.0

実
証
事
業
の
参
加
者
数

- 60 0 0 6

地域未来交付⾦
のKPIとして目標
値は43b、43eの
合計で60人とし

ている。

9 15.0

R6に参加した学生に提案いただいた旅行とアルバイトを組み合わせた事業は、魅力的な
内容であるものの、事業の独立した運営に向けては、職業あっせん資格の未保持や労働契
約などの様々な法律の障壁がある。また、本事業の⺠営化には、主体として運営する事業
者が必要であるが、現行のボランティア活動の組み立てでは、収益性の確保は難しく、市
費の介在しない状態での継続実施は、困難である。今年度は、本実証実験の取組を行い、
当市の多摩地域の学生の認知度を高めることができるよう、SNS等を通じた情報発信に取
り組みたい。

- ○ - - ○ - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

企
画
部

地
域
創
生
課

地
域
創
生
係

43e

地域創生推進事業
（公立諏訪東京理科大学
生向け起業セミナー事

業）

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

交
流
人
口
・
関
係
人
口
・
移
住
・
定
住

交
流
人
口
・
関
係
人
口
の
創
出

非
該
当

地
域
創
生
総
合
戦
略

R6

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①
諏訪東京理科大学に通学す
る学生
②
起業に興味を持つ学生への
セミナーや起業支援を行う
ことで、卒業後も継続して
市と関係する起業家の要請
を目指す。
③
・活性化の創出
・市の認知度の向上

諏訪東京理科大学学生に向
けた起業セミナー

一
般

400 200 0 0.0 0.0 0.0 0.0

起
業
セ
ミ
ナ

ー
の
実
施

5 ― 3 5 0 0.0

起
業
セ
ミ
ナ

ー
参
加
者

- 5 22 5

地域未来交付⾦
のKPIとして目標
値は43b、43dの
合計で60人とし

ている。

0 0.0

事業内容の構築や適当な講師の選定を行うことができず、R7年度は事業の実施
に至っていない。今後は、同じ地域創生推進事業の枠組みの中で、公立諏訪東
京理科大学の学生を巻き込んだ取組の実現について協議していく。

- ○ ○ - ○ - -

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）
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直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

企
画
部

地
域
創
生
課

広
報
係

43f
地域創生推進事業

（シティプロモーション
事業）

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

シ
テ

ィ
プ
ロ
モ

ー
シ

ョ
ン
・
広
聴

戦
略
的
な
情
報
発
信
の
推
進

最
重
点

行
政
経
営
基
本
計
画

H30

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市、市⺠
②市に関する様々な情報を
発信することによる認知度
の向上
③SNSによって発信した情
報の拡散やイベント参加に
よって認知拡大

・InstagramやFacebookに
よる季節の風景や、生活、
文化に関する情報発信。
・東京、名古屋等における
現地プロモーション活動

44,46
一
般

2,995 2,995 2,995 100.0 100.0 1.8 0.0

S
N
S
の
更
新
回
数

65 74 65 55 136 209.2

S
N
S
の
フ

ォ
ロ
ワ

ー
数

- 10,000 4,709 5,242 6,222

シティプロモー
ションの委託事
業における目標
設定値としてい
る。

10,078 100.8
インスタグラムを中心としたSNSによる情報発信は、発信するコンテンツとフォロワー増
加数などの指標の動向を見ながら適宜内容の検討を重ねながら進める。現地開催イベント
については前年状況や踏まえた開催地選定や、実施内容・実施方法を検討し実施する。

- ○ - - - ○ -

Ｂ

（改
善
検
討

）

企
画
部

地
域
創
生
課

地
域
創
生
係

44
ふるさと茅野市応援

寄付⾦事業

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

交
流
人
口
・
関
係
人
口
・
移
住
・
定
住

交
流
人
口
・
関
係
人
口
の
創
出

最
重
点

地
域
創
生
総
合
戦
略

H20

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市、市⺠、寄付者
②ふるさと納税を活用した
地域活性化
③自治体の知名度向上・ブ
ランディング

・寄附⾦収入の増加による
財政基盤の強化、返礼品提
供事業者の売上増加による
産業振興、地域経済の活性
化・雇用創出
・ふるさと納税をきっかけ
とした交流、関係人口の創
出
・寄附活用による地域課題
解決

-
一
般

360,908 360,908 314,408 87.1 131.6 1.8 0.7

寄
附
⾦
受
領
額

600,000 215,748 341,527 520,124 662,175 110.4

寄
附
⾦
活
用
に
よ
る

地
域
課
題
の
解
決
数

- 2 3 1 1

ふるさと納税を
活用した地域課
題解決の進捗を
測るのに適して
いるため左記指
標を設定し、目
標値は前年度実
績に２倍を乗じ
た数値
なお、実績値は
GCFを活用して
寄附を募集した
件数

1 50.0

現在は「寄附額の最大化」そのものが目的化しており、集めた寄附⾦をどう地域へ還元
し、活用していくかという本質的な議論が不足している。ふるさと納税市場全体が成熟期
を迎え、伸びが鈍化しつつある中では、従来のような返礼品に頼った手法だけで寄附受入
額を拡大することは困難（７億円前後で頭打ちの可能性）。
ふるさと納税業務の指標は、単なる受入額という数値実績ではなく、その寄附⾦によって
「地域がどう変わったか」という変化の数や質であるべきだと考える。寄附⾦を単なる歳
入補填ではなく、新たな産業の創出や、自主財源のみでは解決が困難な地域課題に立ち向
かうための「戦略的な投資原資」として再定義することが必要。
具体的な取組としては、使途を明確にして共感を呼ぶガバメントクラウドファンディング
（GCF）の推進、寄附者への詳細な成果報告、寄附者との関係性を深める関係人口化の取
組が不可欠。寄附者を一過性の消費者から、地域の未来を共に創る「持続的な支援者」へ
と深化させたい。

- ○ - - ○ - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

企
画
部

地
域
創
生
課

地
域
創
生
係

45 多文化共生推進事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

共
生
社
会

多
文
化
共
生
の
ま
ち
づ
く
り
の
推
進

非
該
当

茅
野
市
多
文
化
共
生
・
国
際
交
流
推
進
計
画

H11
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①茅野市で生活する外国籍
市⺠
②・外国籍市⺠の言語、生
活支援
・外国籍市⺠が自立した生
活を送れるようにする
③・外国籍市⺠の日常生活
の問題解決
・外国籍市⺠の生活力向上

・多言語（英語、ベトナム
語）及びやさしい日本語に
よる生活情報誌の作成
・月1回の外国籍市⺠相談
窓口の設置
・毎週の日常生活相談と、
日本語教室の開催
・外国籍市⺠講座の開催

382
一
般

2,922 2,922 2,281 78.1 125.5 0.2 0.0

日
本
語
教
室
開
催
回
数

55 57 56 57 46 83.6

日
本
語
教
室
参
加
者
数

- 360 323 242 457

外国籍市⺠への
支援の成果を測
るのに左記指標
が適しているた
め設定し、目標
値は「茅野市多
文化共生・国際
交流推進計画」
で示されている
日本語教室参加
者数目標値

355 98.6

茅野市に在住する外国籍市⺠は微増傾向で、外国籍市⺠相談での相談内容は個人単位の相
談から家族単位（夫婦間のものや子どものことなど）の相談に段々とシフトし、複雑化し
てきている。内容も深くケースワークが必要な要素が強くなってきている。日本人、外国
籍市⺠の区分けはあると思われるが、実務的な対応を考えると他の部署で所管した方がよ
いと考えられる場面が多く、より適正な事務の執行のため所管替えを調整していきたい。

- ○ ○ - - ○ ○

Ｄ

（廃
止
検
討

）

企
画
部

地
域
創
生
課

移
住
・
交
流
推
進
係

46 移住推進事業

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

交
流
人
口
・
関
係
人
口
・
移
住
・
定
住

移
住
・
定
住
の
促
進

推
進

建
設
産
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

細
分
化
し
記
入

（直
営
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（あ
り

）

①移住希望者
②茅野市への移住を検討し
ている人々への情報提供等
③移住者・二地域居住者の
増加

・田舎暮らし楽園信州ちの
協議会を中心とした大規模
移住フェアへの出展、物件
見学ツアーの開催、移住体
験住宅の運営
・田舎暮らし楽園信州推進
協議会、諏訪圏移住交流推
進事業連絡会と連携した移
住推進活動
・移住支援⾦の交付

-
一
般

10,615 6,740 7,917 74.6 176 2.3 0.0

物
件
見
学
ツ
ア

ー
参
加
者
数

100 94 88 120 131 131.0

移
住
者
数

- 70 67 59 96

移住者・二地域
居住者の増加の
進捗を測るのに
左記指標が適し
ているため設定
し、目標値は過
去３年間の平均
値へ1.2倍した数

94 134.3

事務事業を細分化し評価している。

アウトプット指標・アウトカム指標の入力値は、基本計画に掲げる事務事業の代表的な指
標である。

- ○ ○ - - - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

企
画
部

地
域
創
生
課

移
住
・
交
流
推
進
係

46a
移住推進事業

（楽園信州ちの協議会等
事務局事業）

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

交
流
人
口
・
関
係
人
口
・
移
住
・
定
住

移
住
・
定
住
の
促
進

推
進

建
設
産
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

Ｈ24

（直
営
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（あ
り

）

①移住希望者
②茅野市への移住を検討し
ている人々への情報提供等
③移住者・二地域居住者の
増加

・田舎暮らし楽園信州ちの
協議会を中心とした大規模
移住フェアへの出展、物件
見学ツアーの開催、移住体
験住宅の運営

-
一
般

2,996 1,499 2,868 95.7 92.8 1.3 0.0

物
件
見
学
ツ
ア

ー
参
加
者
数

100 94 88 120 131 131.0

移
住
者
数

- 70 67 59 96

移住者・二地域
居住者の増加の
進捗を測るのに
左記指標が適し
ているため設定
し、目標値は過
去３年間の平均
値へ1.2倍した数

94 134.3
物件見学ツアー・移住体験住宅ともにとても好評で、逆に参加できない・利用できない方
が増えている。対象や年代を絞ったツアーの開催や、移住体験住宅に 代わる移住体験が
出来る施設等の紹介をしていく。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

企
画
部

地
域
創
生
課

移
住
・
交
流
推
進
係

46b
移住推進事業

（移住支援⾦事業）

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

交
流
人
口
・
関
係
人
口
・
移
住
・
定
住

移
住
・
定
住
の
促
進

非
該
当

建
設
産
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

R1
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①茅野市への移住者
②市内企業等の担い手不足
の解消及び地域課題の解決
並びに移住の促進
③移住者の増加、人手不足
の解消

・東京23区もしくは東京
圏から茅野市へ移住し、就
業・創業したうち、要件に
該当する者へ補助⾦を交付

-
一
般

3,000 750 1,600 53.3 114.3 0.4 0.0

交
付
実
績

10 4 5 3 5 50.0

移
住
者
数

- 70 67 59 96

移住者・二地域
居住者の増加の
進捗を測るのに
左記指標が適し
ているため設定
し、目標値は過
去３年間の平均
値へ1.2倍した数

94 134.3
対象となるかについての問い合わせが多く、要件も細かく分かりづらいため対応に時間が
かかっている。今後は、HPにチャート図で要件を示すなど、移住者自身が対象か確認で
きるように対応していく必要がある。

- ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）



（０） （１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８） （９） （10） （11） （12） （13） （14） （15） （16） （17） （18） （19） （20） （21） （22） （23） （24） （25） （26） （27） （28） （29） （30）（31）-1（31）-2（32） （33） （34） （35） （36） （37） （38） （39） （40） （41） （42） （43） （44） （45） （46） （47）

直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

企
画
部

地
域
創
生
課

移
住
・
交
流
推
進
係

46c
移住推進事業

（学生移住補助⾦事業）

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

交
流
人
口
・
関
係
人
口
・
移
住
・
定
住

移
住
・
定
住
の
促
進

非
該
当

建
設
産
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

R6
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①茅野市への移住者
②茅野市への若者の流れの
創出
③移住者の増加、人材不足
の解消

・東京圏内のキャンパスに
在学し、この大学等を卒
業・修了した学生で、茅野
市に移住し、市内事業所に
就職した者へ、交通費及び
移転費を交付

-
一
般

170 42 0 0.0 0.0 0.1 0.0

交
付
実
績

1 0 0 0 0 0.0

移
住
者
数

- 70 67 59 96

移住者・二地域
居住者の増加の
進捗を測るのに
左記指標が適し
ているため設定
し、目標値は過
去３年間の平均
値へ1.2倍した数

94 134.3
R6年度から運用が始まり、制度開始から2年経過するだが、交付実績は無く、問い合わせ
もほぼ無い状況である。今後も引き続き広報ちの等を通した対象者に向けた周知を行って
いく。

- ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

企
画
部

地
域
創
生
課

移
住
・
交
流
推
進
係

46d
移住推進事業

（地域おこし協力隊サ
ポート事業）

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

交
流
人
口
・
関
係
人
口
・
移
住
・
定
住

移
住
・
定
住
の
促
進

推
進

建
設
産
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

R7

（直
営
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（あ
り

）

①移住希望者
②地域おこし協力隊を検討
している人々への情報提供
等
③移住者の増加

・地域おこし協力隊の募集
要綱作成を業者に依頼し、
採用後のミスマッチを無く
すための募集要綱を作成す
る
・採用に向けたおためし協
力隊の開催
・その他地域おこし協力隊
全体のサポート

-
一
般

4,449 4,449 3,449 77.5 - 0.5 0.0

地
域
お
こ
し
協
力
隊
申
込
者
数

10 - - - 30 300.0

移
住
者
数

- 70 67 59 96

移住者・二地域
居住者の増加の
進捗を測るのに
左記指標が適し
ているため設定
し、目標値は過
去３年間の平均
値へ1.2倍した数

94 134.3
始めたばかりの事業であるため、採用課や担当者に負担にならないように進め、ミスマッ
チなく採用につなげていく。

- ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

企
画
部

地
域
創
生
課

広
報
係

47
縄文ふるさと大使及び

応援団推進事業

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

シ
テ

ィ
プ
ロ
モ

ー
シ

ョ
ン
・
広
聴

戦
略
的
な
情
報
発
信
の
推
進

推
進

行
政
経
営
基
本
計
画

H23
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②茅野市の認知度向上
③茅野市の認知度向上及び
交流人口・関係人口の創出

・茅野市にゆかりのある著
名人を茅野市縄文ふるさと
大使として委嘱
・各地で大使の名刺を配布
いただくことで、茅野市の
認知度向上
・大使の名刺持参で市内博
物館等が無料で入館できる
ことによる来訪促進
・ふるさと応援団として各
人が生活の中で茅野市を
PR

-
一
般

113 113 11 9.7 28.4 0.1 0.0

大
使
へ
の
名
刺
の
配
布
数

2,500 0 2,900 2,000 500 20.0

博
物
館
等
入
館
者
数

- 100 75 78 84

過去数年の実績
から20人以上の
増加を目標値に
設定

82 82.0

名刺を持参した博物館等の利用者は大使によって偏りがある。活動状況については把握で
きていない部分で活動されている大使もいるため、成果が測りにくい事業である。
大使の任期は原則３年であり、これまでは更新時に市から継続任命の電話確認を行ってい
たが、電話による確認の場合断りにくい状況を作りだす可能性もあることから、本人の意
向を反映しやすい方法で確認を取り、ご自身の意向のもと活動を継続していただく。

- ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

市
⺠
環
境
部

自
治
・
協
働
課

地
域
コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ
係

48
地区コミュニティ

センター管理運営事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

共
生
社
会

自
治
・
協
働
に
よ
る
ま
ち
づ
く
り
の
実
現

非
該
当

行
政
経
営
基
本
計
画

H17
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①コミュニティセンター利
用者、住⺠
②市内１０地区にあるコ
ミュニティセンターは、
「出張所」「地区公⺠館」
「図書館分館」「地区こど
も館」の機能を併せ持つ複
合機関で、幅広い年齢層の
方に利用されている。地域
コミュニティの拠点施設と
して、機能の充実を図ると
ともに安全面に配慮した維
持管理を行う。
③市⺠が安全に利用できる
施設となり、目的に応じた
活動等ができるようにな
る。

・地区コミュニティセン
ターの管理・修繕

-
一
般

40,287 38,461 36,313 90.1 85.2 5.1 1.2
コ
ス
ト

40,287 20,679 65,037 42,599 36,313 90.1
設定不

可
自動計算

・施設の老朽化や人口減少に伴う社会の変化に合わせ、地区コミュニティセンター同士の統合や、地
区コミュニティセンターと他の公共施設との複合化の検討をする。
・ゆいわーくや中央公⺠館と整合性のとれた施設使用料、減免規定、施設使用ルール等の検討をす
る。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

市
⺠
環
境
部

自
治
・
協
働
課

地
域
コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ
係

49
地区コミュニテ ィ

運営協議会支援事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

共
生
社
会

自
治
・
協
働
に
よ
る
ま
ち
づ
く
り
の
実
現

非
該
当

行
政
経
営
基
本
計
画

H17

（直
営
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（あ
り

）

①地域住⺠
②地域住⺠や地域活動団体
が連携・協力する際のプ
ラットフォームである地区
コミュニティ運営協議会
が、中⻑期的視点で地域課
題の解決に向けて協議でき
る場になるように、また地
域の特性を活かした地域コ
ミュニティづくりが円滑に
かつ活発に進められる場に
なるように支援する。
③地区内の住⺠によって、
自助・共助・公助の考え方
に基づき、自主的、主体的
に地域課題の解決がされ、
中⻑期的な視点を持ってま
ちづくりが進められる。

・地区コミュニテイ運営協
議会への負担⾦・助成⾦の
支給

-
一
般

6,015 6,015 4,285 71.2 82.1 4.0 1.3

地
域
コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ
活
動
助
成
⾦
を
申
請
で
き
る

事
業
数

（件

）

15 15 15 15 15 100.0

地
域
コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ
活
動
助
成
⾦
を
活
用
し
て
実

施
さ
れ
た
事
業
数

（件

）

- 15 10 13 10

地域内の課題解
決や地域交流を
担う地区運営協
議会を支援する
成果指標として
適当

6 40.0

・地区コミュニティ運営協議会の最適化
・地域コミュニティ活動負担⾦の見直し。
・地域コミュニティ活動助成⾦が活用しきれていない。また、助成⾦ありきの事業も見受けられる。
地域だけでなく、区・自治会や公⺠館活動でも使えるようにするなどして、地域の課題解決につなが
る助成⾦となるように検討する。

- ○ ○ - ○ - ○

Ｄ

（廃
止
検
討

）



（０） （１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８） （９） （10） （11） （12） （13） （14） （15） （16） （17） （18） （19） （20） （21） （22） （23） （24） （25） （26） （27） （28） （29） （30）（31）-1（31）-2（32） （33） （34） （35） （36） （37） （38） （39） （40） （41） （42） （43） （44） （45） （46） （47）

直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

市
⺠
環
境
部

自
治
・
協
働
課

地
域
コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ
係

50 区・自治会関係事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

共
生
社
会

自
治
・
協
働
に
よ
る
ま
ち
づ
く
り
の
実
現

最
重
点

行
政
経
営
基
本
計
画

-

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①地域住⺠
②市役所各課からの情報伝
達、区・自治会からの要望
書のとりまとめなど、行政
連絡事務の円滑な執行を図
る。区・自治会における共
助の取組を活性化するた
め、区・自治会への加入を
促進すると共にその活動拠
点施設の整備を支援する。
③市と区・自治会との円滑
な情報伝達を行うことで、
遅滞なく情報を市⺠に伝え
ることができる。また、
区・自治会活動の支援を行
うことで地域における共助
の取り組みを活発にする。

・行政連絡事務委託の契約
・区⻑宛文書
・公⺠館分館施設整備事業
補助⾦
・区⻑・自治会⻑との連絡
調整
・第２期モデル区会議の開
催

-
一
般

34,449 27,243 32,898 95.5 92.5 5.8 0.4
コ
ス
ト

34,449 27,516 26,524 35,577 32,898 95.5
設定不

可
自動計算

区・自治会の持続可能性確保に向けた支援が急務となっているため、第２期モデル区会議の取組を通
じて区・自治会が主体的に改革への取組を進めてもらえるようリアルタイムに進捗状況を周知する。
それらに係る「集落支援員」の経費（会計年度任用職員報酬、委託料）は拡大するが、特別交付税措
置の対象となる。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

市
⺠
環
境
部

自
治
・
協
働
課

市
⺠
活
動
係

51
パートナーシップの

まちづくり事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

共
生
社
会

自
治
・
協
働
に
よ
る
ま
ち
づ
く
り
の
実
現

推
進

行
政
経
営
基
本
計
画

H17
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

・市⺠とともに学び合い、
地域課題などを理解し合っ
て、パートナーシップのま
ちづくりの推進を図る
①市⺠
②住⺠自治を実現するた
め、パートナーシップのま
ちづくりの理念の共有と啓
発に努めると共に地域コ
ミュニティ、分野別市⺠活
動団体をはじめとして、あ
らゆる主体による協働のま
ちづくりを推進する。
③パートナーシップのまち
づくりの理念の共有が広く
図られ、多くの「自ら気づ
き、考え、行動する人」に
よって支え合いのまちづく
りが作られるようにする。

・パートナーシップのまち
づくり推進会議準備委員会
3回実施（報酬なし）
・パートナーシップのまち
づくり推進会議（R7開催
なし）
・まちづくり講座の開催

-
一
般

591 591 0 0.0 0.0 0.4 0.0
コ
ス
ト

4 4 4 4 0 0.0
設定不

可
自動計算

【課題】パートナーシップのまちづくり基本条例制定から約25年が経過しており、従来のパート
ナーシップのまちづくりの手法が社会情勢の変化に対応できていない。
【今後の取組】市⺠と行政の役割を明確化するなど、時代の変化に合わせたパートナーシップのまち
づくりの手法を再構築する。

- ○ ○ - - - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

市
⺠
環
境
部

自
治
・
協
働
課

市
⺠
活
動
係

52
市⺠活動センター

運営事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

共
生
社
会

自
治
・
協
働
に
よ
る
ま
ち
づ
く
り
の
実

現
推
進

行
政
経
営
基
本
計
画

H29
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②・多様な活動主体が出
  会う機会の拡大
 ・いつでも市⺠活動を
  創出、参加できる環
  境づくり
③・新たな市⺠活動の創
  出
 ・パートナーシップの
  まちづくり促進

・多様な人々が各々の活
 動を通してまちの元気
 を創出していく、まち
 づくりの拠点づくり
・事業計画や評価を検討
 協議する運営委員会の
 開催
・活動場所と情報の提
 供、相談を受け支援を
 行う

-
一
般

10,852 10,812 9,888 91.1 104.5 2.0 1.5

イ
ベ
ン
ト
・
講
座
・
研
修
会
の
開
催

8 14 8 7 8 100.0

新たな
市⺠活
動・連
携・協
働プロ
ジェク

ト

- 10 7 13 17

いつでも市⺠活
動を創出、参加
できる環境づく
りの成果指標と
して適している
ため

6 60.0

【課題】開催しているイベント、講座等が新たな市⺠活動の創出につながっておらず、市⺠活動セン
ターの利用者の固定化も見られる。
【今後の取組】市⺠からの相談に対し、適切に情報提供をできる体制を構築するとともに、新たな市
⺠活動の創出につながるイベント、講座等を企画、開催する。

- ○ - - ○ - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

市
⺠
環
境
部

自
治
・
協
働
課

市
⺠
活
動
係

53
ひと・まちプラザ

管理事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

共
生
社
会

自
治
・
協
働
に
よ
る
ま
ち
づ
く
り
の
実

現
非
該
当

行
政
経
営
基
本
計
画

H29

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①施設利用者
②適切な施設の維持管理
③施設利用者の安全確保

・全ての利用者に同じ対
 応ができるよう、マ
 ニュアルの整備、休日
 担当者との綿密な連絡
・必要な設備の整備

52
一
般

12,627 7,057 11,192 88.6 90.8 0.4 0.0
コ
ス
ト

13,613 12,130 23,456 12,320 11,192 82.2
設定不

可
自動計算 【今後の取組】引き続き定期的な点検、避難訓練等を行うとともに、施設の⻑寿命化を図る - ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

市
⺠
環
境
部

自
治
・
協
働
課

市
⺠
活
動
係

54
みんなのまちづくり

支援事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

共
生
社
会

自
治
・
協
働
に
よ
る
ま
ち
づ
く
り
の
実

現
非
該
当

行
政
経
営
基
本
計
画

H29

（交
付
先

）

補
助
等

自
治

（あ
り

）

①市⺠活動団体
②・住⺠主体のまちづく
  りの推進、事業応援
 ・事業へ挑戦できる市
  ⺠活動の土壌づくり
③・新たな事業の創出
 ・市⺠活動団体による
  まちの元気づくり、
  地域課題解決

・事業への補助⾦（経済
 的サポート）
・事業運営のための相談
 やコーディネート（人
 的サポート）
・サポートの必要な団体
 への働きかけ、随時の
 情報提供や相談対応

-
一
般

3,096 3,096 1,970 63.6 96.2 0.2 0.0

事
業
計
画
の
実
施

（％

）

（対
当
初
交

付
予
定
額

）

100.0 63.0 65.0 119.0 71.1 71.1
事業申
請数

- 14 12 13 13

いつでもチャレ
ンジできる市⺠
活動の土壌づく
りの成果指標と
して適している
ため

11 78.6
【課題】単発で行うイベント・企画支援事業が、継続的な活動に結びついていない。
【今後の取組】事業継続に向けた相談やコーディネートなどの人的サポートを行うとともに、必要に
応じて補助メニューの見直しの検討を行う。

- ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）
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直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

総
務
部

公
平
委
員
会
事
務
局

公
平
委
員
会
事
務
局

55 公平委員会運営事業
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

― ―
（直
営

）

市

自
治

（な
し

）

①茅野市、諏訪中央病院、
諏訪南行政事務組合、諏訪
広域公立大学事務組合の職
員
②職員の利益保護と公正な
人事権の行使を保証
③職員の権利保護と公正な
人事行政の推進

・職員からの勤務条件に関
する措置要求に対する審査
判定及び勧告
・不利益処分による不服申
立ての審査判定及び所定の
措置
・管理職の範囲を定める
・職員団体登録の審査

―
一
般

547 547 444 81.2 134.1 0.0 0.0
コ
ス
ト

548 79 251 331 444 81.0 自動計算

（課題）
事案発生時には相応の時間消費が想定され、特に選挙や監査と時期が重複するような場合は、人員不
足に陥る。

○ - - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

市
⺠
環
境
部

市
⺠
課

市
⺠
係

56 消費生活支援事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

市
⺠
生
活

消
費
者
の
安
全
の
確
保

推
進

- H23
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠・住⺠（原村、富士
見町）
②消費者からの相談に応じ
問題解決のための助言、事
業者への問合せやあっせん
交渉、状況に応じ専門機関
への取次ぎ
③市⺠が安心して暮らせる

・Ｈ28年10月市消費者生
活センターには富士見町・
原村を加え広域化としホッ
トライン188を当センター
に集約すると共に、録音機
能を備えた直通電話（75-
8188）を設置し対応。

14
一
般

829 829 727 87.7 271.3 0.2 1.0

セ
ン
タ

ー
の
運
営
日
数

240.0 241.0 245.0 246.0 243.0 101.3
設定不

可
自動計算

平成28年から富士見町・原村の住⺠からの相談にも効率的に対応できるように広域化を図り、消費
生活相談や相談に伴う事業者とのあっせん、消費者被害防止のため啓発活動や出前講座により情報提
供を行っている。近年、特殊詐欺やSNS型投資、ロマンス詐欺の被害が増加し、高齢者層だけでなく
幅広い年代に被害が及んでいる。相談しやすい環境の整備として、相談専用ダイヤルによる対応とと
もに、消費者被害防止の啓発は、広報及びホームページ等の他、さまざまな機会を利用して、消費者
被害の未然防止活動に取り組んでいきます。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

総
務
部

総
務
課

行
政
係

57
総務諸費一般経費事業

（総務課）

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

行
政
経
営

持
続
可
能
な
市
政
経
営
の
礎
と
な
る

人
・
組
織
・
財
政
の
構
築

非
該
当

行
政
経
営
基
本
計
画

ー
（直
営

）

市

自
治

（な
し

）

①市⺠、職員、茅野市（組
織）
②損害賠償⾦の取りまと
め、適正な支払いを推進す
る。国県支出⾦等過年度精
算返還⾦の取りまとめ適正
な支払いを推進する。
③市政に対する説明責任と
信頼性・健全性の確保

・損害賠償⾦の予算措置、
議会報告
・国県支出⾦等過年度精算
返還⾦の予算措置

-
一
般

114,714 114,714 94,113 82.0 0.6 0.1 0.0
コ
ス
ト

149,304 129,994 130,290 149,304 94,113 63.0 自動計算
損害賠償⾦については、損害賠償事案が生じた際に適正かつ迅速な事務処理に努める。また、返還⾦
については、適正な実績報告及び返還⾦の支払に努める。

- - - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

市
⺠
環
境
部

市
⺠
課

市
⺠
係

58
総務諸費一般経費事業

（市⺠課）

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

市
⺠
生
活

非
該
当

非
該
当

- -

（直
営
・
委
託
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

法
定
受
託

①市⺠
②旭市の⺠宿等と利用契約
を締結し、保健保養施設と
して利用料⾦の一部を助成
②自衛官等の募集事務。
②臨時運行許可事務（道路
運送車両法第34条による
法定受託事務）。
②区・自治会への加入案内
③市⺠が安心して暮らせる

・保険保養施設について
は、旭市と協議し保養施設
利用契約を行い、広報誌や
行政チャンネルを活用して
施設の紹介や助成内容を案
内し利用促進を図ってい
る。
・自衛官募集については、
広報への掲載及び、庁舎及
びベルビアに自衛官募集の
懸垂幕・横断幕の掲示。
・臨時運行許可業務につい
ては、申請書・車検証等を
窓口で確認し5日を限度に
使用許可証と番号標を渡し
使用後に滞りなく返却を受
ける。
・区・自治会への加入案内
については、転入者の希望
により区⻑等へ情報提供し
てもよいかの判断をし案内
する。

-
一
般

291 7 275 94.5 239.0 0.4 0.3

市
⺠
サ

ー
ビ
ス
窓
口
の
開
設

240.0 241.0 245.0 246.0 243.0 101.3 自動計算

姉妹都市である旭市の旭市宿泊情報にある宿泊施設に宿泊することによる助成制度があり、同様に旭
市では茅野市の宿泊施設に宿泊すれば姉妹都市宿泊費助成制度として、宿泊費の一部を助成する制度
となり、茅野市⺠が旭市の宿泊施設を利用し助成⾦を交付する件数はコロナ禍前の水準まで戻りつつ
ありますが、利用者が少なくない旭市⺠が当市の施設を宿泊し制度を利用する人数は茅野市⺠が旭市
の宿泊施設を利用する人数の５倍近くに上り、大きな隔たりがあることから、協定の見直しを含め協
議が必要となる可能性があります。

○ - - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

総
務
部

税
務
課

諸
税
係

59 税務事務事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

行
政
経
営

持
続
可
能
な
市
政
経
営
の
礎
と
な
る

人
・
組
織
・
財
政
の
構
築

非
該
当

行
政
経
営
基
本
計
画

-
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②税に関する意識の醸成
と、証明手数料事務環境整
備
③税証明発行環境の整備

・コンビニエンスストアで
の所得証明書発行環境整備
・窓口での手数料等の支払
い手段確保
・税作文コンクール等の租
税教育の実施等

-
一
般

38,252 38,252 31,593 82.6 103.0 1.0 1.9

制
度
や
取
組
の
周
知

1 0 0 0 1 100.0
コンビ
ニ証明
交付数

- 468 249 360 444 Ｒ6の130% 563 118.2
 課税証明の１年間の発行件数のうちコンビニエンスストアでの発行件数が553件であった。
 コンビニエンスストアにて課税証明が発行できることをより周知することにより、職員の窓口負担
の軽減を図る。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

総
務
部

固
定
資
産
評
価
審
査
委
員
会
事
務
局

固
定
資
産
評
価
審
査
委
員
会
事
務
局

60
固定資産評価審査委員会

運営事業

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

― ―
（直
営

）

市

自
治

（な
し

）

①固定資産税の納税者
②固定資産課税台帳に登録
された価格に関する不服を
審査・決定し、納税者の税
負担の公平性を確保
③公平・適正な課税を確保
し、納税者の信頼を確保

・固定資産課税台帳に登録
された価格に関する不服を
審査・決定

―
一
般

123 123 20 16.3 181.8 0.0 0.0
コ
ス
ト

243 43 22 11 20 8.2 自動計算

（課題）
事案発生時には相応の時間消費が想定され、特に選挙や監査と時期が重複するような場合は、人員不
足に陥る。

○ - ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）
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績
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当
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    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
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基
本
計
画
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関
係
分
野

関
連
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画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
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予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

総
務
部

税
務
課

諸
税
係

61 課税事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

行
政
経
営

持
続
可
能
な
市
政
経
営
の
礎
と
な
る

人
・
組
織
・
財
政
の
構
築

非
該
当

行
政
経
営
基
本
計
画

-

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（な
し

）

①市⺠
②公平公正な課税
③自主財源の確保

市税の課税客体把握・賦課 62
一
般

89,867 89,867 86,916 96.7 114.0 19.5 1.3
コ
ス
ト

81,357 94,743 69,129 75,680 85,920 105.6 自動計算
 令和７年度の税務課全体の超勤時間は、4413時間であった。
 個人のスキルアップを図りつつ、個々の事務における改善を進めて、超勤時間の縮減に努める。

- - - - - - ○

Ａ

（継
続
可

）

総
務
部

税
務
課

諸
税
係

62 収納事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

行
政
経
営

持
続
可
能
な
市
政
経
営
の
礎
と
な
る

人
・
組
織
・
財
政
の
構
築

非
該
当

行
政
経
営
基
本
計
画

-

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（な
し

）

①市⺠
②公平かつ効率的な収納及
び徴収
③自主財源の確保

調定された市税の収納、未
収入⾦の滞納整理等

61
一
般

23,069 23,067 19,164 83.1 104.0 8.4 4.0
コ
ス
ト

21,969 27,554 26,520 18,507 19,236 87.6 自動計算
 滞納額が多くなってしまうと支払が困難になるケースが多い。
 滞納者の財産状況を早期に調査し、財産状況把握に努め、財産を保有している方であれば、早期の
差押え等の滞納処分を実施する。そうすることで、徴収率の向上を図り、税収の確保を目指す。

- - - - - - ○

Ａ

（継
続
可

）

市
⺠
環
境
部

市
⺠
課

⼾
籍
係

63
⼾籍住⺠基本台帳事務

事業

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

― ー
（直
営

）

市

法
定
受
託

①市⺠（国⺠）
②⼾籍法に基づき、日本国
⺠の身分関係、親族関係の
公証をする（法定受託事
務）。住⺠基本台帳法等に
基づき住⺠に関する記録の
適正な管理を図る。
③住⺠の利便を増進、国及
び地方公共団体の行政の合
理化に資する。

①⼾籍に関する届出の受
付、審査、記載。
②住⺠異動届に基づく、住
⺠基本台帳への住⺠に関す
る記録および管理。
③印鑑登録や⼾籍に関する
証明、住⺠票等、各種証明
書の交付事務

64
一
般

56,630 42,697 46,357 81.9 103.5 11.1 4.7
コ
ス
ト

56630000.0 46699654.0 42167148.0 44803847.0 46356555.0 81.9 自動計算

氏名の振り仮名追加事務や在留カードと個人番号カードの一体化にかかる事務など、法改正による事
務への影響が大きい。事務の取扱い変更やシステムの変更に伴うインシデント対応などの事務負担が
増加している。また、近年取り扱う届出は、外国人を当事者とする難解な事案が増加しており、専門
的知識を求められている。職員の育成、事務量増加に対する適正な職員数の配置に努める。
ベルビア出張所について、取り扱っている証明書類はコンビニ交付に対応しているためマイナンバー
カードの普及により来所数は減少し続けていることから、一定の役割は果たしたと考え、営業終了に
向けた検討を行う。

○ - - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

市
⺠
環
境
部

市
⺠
課

⼾
籍
係

64 個人番号事務事業
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

― ー
（直
営

）

市

自
治

（な
し

）

①市⺠（国⺠）
②番号法に基づきマイナン
バーカードの交付を行うこ
とで、効率的な情報の管理
及び利用を図る。
③行政運営の効率化、住⺠
の手続の簡素化による負担
の軽減、本人確認の簡易な
手段その他の利便性の向上
につながる。

マイナンバーカードの交付
（更新）および電子証明書
の発行。

63
一
般

6,911 301 3,486 50.4 127.9 2.6 7.0
コ
ス
ト

6911000.0 29147706.0 21056497.0 2773758.0 3485266.0 50.4 自動計算

平成28年にマイナンバーカード発行が始まって以来10年が経過しました。令和8年3月末時点の茅野
市のカード保有率は81.9％（全国は82.1％）です。カード普及という面では市⺠の8割がカードを保
有している状況ですので、今後はカードの利活用が図られることでカード保有率の維持につながるも
のと考えます。なお、高齢者施設入所者など、申請が困難な方への支援を引き続き行っていきたいと
考えます。

○ - ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

総
務
部

選
挙
管
理
委
員
会
事
務
局

選
挙
係

65 選挙管理委員会運営事業
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

― ―
（直
営

）

市

自
治

（な
し

）

①有権者
②選挙人名簿の登録・抹
消、公平・公正な選挙の管
理執行及び投票しやすい環
境整備
③公平・公正な選挙の執行

・定時登録委員会
・定例委員会
・選挙時登録委員会
・⻑野県選挙管理委員会連
合会等への参加

―
一
般

2,580 2,580 2,306 89.4 94.4 0.2 0.0
コ
ス
ト

2,531 2,384 2,387 2,442 2,306 91.1 自動計算

（課題）
・各選挙において、全般的に投票率は低下傾向にある。
（今後の取組）
・選挙人が気軽に投票できる環境づくりを引き続き推し進める必要がある。

○ - - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

総
務
部

選
挙
管
理
委
員
会
事
務
局

選
挙
係

66 選挙啓発事業
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

― ―
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①有権者ほか
②主権者教育や選挙啓発に
より、選挙の重要性や政治
に関わる意識を高め、投票
率を向上させる。
③投票率向上

・明るい選挙啓発ポスター
作品募集
・市内高校、大学の生徒、
学生及び二十歳の式典参加
者に対する選挙啓発冊子の
配布
・市内小・中・高校の児童
会・生徒会役員選挙時にお
ける選挙啓発及び投票箱等
の貸出し
・選挙時の街頭啓発
・期日前投票立会人の公募

―
一
般

202 202 171 84.7 122.4 0.2 0.0
コ
ス
ト

171 123 153 140 171 100.0
設定不

可
自動計算

（課題）
・各選挙において、全般的に投票率は低下傾向にある。
（今後の取組）
・投票率向上に向け、効果的な啓発活動を行っていく。

○ ○ - - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）



（０） （１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８） （９） （10） （11） （12） （13） （14） （15） （16） （17） （18） （19） （20） （21） （22） （23） （24） （25） （26） （27） （28） （29） （30）（31）-1（31）-2（32） （33） （34） （35） （36） （37） （38） （39） （40） （41） （42） （43） （44） （45） （46） （47）

直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

総
務
部

選
挙
管
理
委
員
会
事
務
局

選
挙
係

67 財産区議会議員選挙事業
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

― ―
（直
営

）

市

自
治

（な
し

）

①有権者
②財産区議会議員一般選挙
の管理執行
③公平・公正な選挙の執行

・財産区議会議員選挙の管
理執行

―
一
般

55 55 55 100.0 21.6 0.2 0.0
コ
ス
ト

2,284 1,165 3,939 255 55 2.4 自動計算
（課題）
・財産区議会議員の高齢化により、人材不足が懸念されている。

○ - - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

総
務
部

選
挙
管
理
委
員
会
事
務
局

選
挙
係

68 衆議院議員選挙事業
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

― ―
（直
営

）

市

法
定
受
託

①有権者
②衆議院議員選挙の管理執
行
③公平・公正な選挙の執行

・衆議院議員選挙の管理執
行

―
一
般

37,557 37,557 29,993 79.9 107.3 0.9 1.0
コ
ス
ト

33,665 0 0 27,959 29,993 89.1 自動計算
（課題）
・選挙物品等の購入において、国から執行経費として認められにくくなっている。

○ - ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

総
務
部

選
挙
管
理
委
員
会
事
務
局

選
挙
係

68ー2 参議院議員選挙事業
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

― ―
（直
営

）

市

法
定
受
託

①有権者
②参議院議員選挙の管理執
行
③公平・公正な選挙の執行

・参議院議員選挙の管理執
行

―
一
般

35,092 35,092 29,600 84.3 112.9 0.9 1.2
コ
ス
ト

35,092 226,228 - - 29,600 84.3
（課題）
・選挙物品等の購入において、国から執行経費として認められにくくなっている。

○ - - - ○ - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

企
画
部

企
画
課

企
画
係

69 統計調査事務事業
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

- -
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠・事業所・団体・職
員・統計データの利用者
②統計に関心を寄せ、様々
な場面における基礎資料と
して、統計資料を活用して
もらうため、データを整備
する。
③統計データを活用するこ
とで、課題解決や施策反映
へ繋げてもらう。

・各種統計情報の整備
 1茅野市の統計
 2茅野市の概要
（ポケット版）
 3 諏訪地方統計要覧
 4 人口動態データ
 5 オープンデータ
 6 ＨＰ
・統計グラフコンクールの
開催

ー
一
般

921 921 649 70.5 77.9 0.2 0.1

各
種
統
計
情
報
の
作
成
数

6 6 6 6 6 100.0

設
定
不
可

自動計算

 令和８年１月末のシステム標準化により、人口統計事務について、市の事務負担部分が
増えたため、この影響を正確に把握し、新しい事務処理の流れを確立する必要がある。
 なお、システム標準化により、人口統計に係る委託業務の⾦額が減額となったため、予
算執行率が例年よりも低くなっている。

○ ○ ○ - - - -

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

企
画
部

企
画
課

企
画
係

70 学校基本統計事業
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

- -
（直
営

）

市

法
定
受
託

①国・地方公共団体・⺠間
企業・各種団体・市⺠
②教育行政における基礎資
料（教育の現状、国際比較
や他機関との情報共有等）
の整備を行う。
③行政施策等の基礎資料と
して活用される。

・基幹統計調査事務
・調査基準日：５月１日
・市内で対象となる各種学
校の状況を、オンラインに
より調査する。市内対象の
18校にオンライン調査の
パスワードを配布し、調査
を実施する。

ー
一
般

20 2 18 90.0 108.2 0.1 0.0

交
付
⾦
執
行
率

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 自動計算
 オンラインによる調査実施のため、回答方法の周知を丁寧に行い、調査事務の効率化及
び審査事務の精度を高めることに、引き続き取り組んでいく。

○ - - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

企
画
部

企
画
課

企
画
係

71 統計調査員確保対策事業
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

- -
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①国・地方公共団体・⺠間
企業・各種団体・市⺠
②正確な統計調査の実施を
維持するため、調査員のな
り手不足の解消に取り組
む。
③調査員をしっかりと確保
することにより、継続的に
調査を行うことができる体
制が整備される。

・交付⾦事業
・登録調査員の確保のた
め、「茅野市の概要」の送
付や、大規模基幹統計調査
終了時に統計調査員への登
録を促す文書を配布し、登
録を呼び掛けている。

73,74
一
般

29 8 21 72.4 83.0 0.1 0.0

大
規
模
基
幹
統
計
調
査
終
了
時
の
勧
誘

実
施
回
数

1 100 100 100 1 100.0

登
録
調
査
員
数

- 35 21 28 29

令和５年度終了
時点の28人から
２割増加の35人
体制を目指した
いため。

35 100.0

 登録調査員の高齢化により、実際に活動できる調査員は減少傾向である。新たな登録調
査員の確保に当たり、各統計調査実施後には、調査員に登録への呼び掛けを行うととも
に、国や県とも連携しながら、調査員の確保に努める必要がある。
 なお、予算執行率により評価フラグが影響を受けているが、本事業はすべて交付⾦事業
であり、交付された⾦額分の予算は執行している。

○ ○ ○ - - - -

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）



（０） （１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８） （９） （10） （11） （12） （13） （14） （15） （16） （17） （18） （19） （20） （21） （22） （23） （24） （25） （26） （27） （28） （29） （30）（31）-1（31）-2（32） （33） （34） （35） （36） （37） （38） （39） （40） （41） （42） （43） （44） （45） （46） （47）

直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

企
画
部

企
画
課

企
画
係

72
経済センサス調査区

管理事業

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

- -
（直
営

）

市

法
定
受
託

①国・地方公共団体・⺠間
企業・各種団体・市⺠
②本調査に向けた調査区の
管理を行う。
③調査区の適切な管理によ
り、正確な統計調査の実施
につながる。

・基幹統計調査事務
・令和８年経済センサス-
活動調査に向けて、調査区
の適切な管理を行う。

ー
一
般

122 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

設
定
不
可

ー ー ー ー ー ー 自動計算
 交付⾦の交付が予定されていたが、実際には交付がなかったため、事業の実施もなかっ
た。

○ - ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

企
画
部

企
画
課

企
画
係

73 農林業センサス事業
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

- -
（直
営

）

市

法
定
受
託

①国・地方公共団体・⺠間
企業・各種団体・市⺠
②農林業分野の基礎資料を
得る。
③行政施策等の基礎資料と
して活用される。

・基幹統計調査事務
・調査期日：２月１日
（５年に１度）
・指導員及び調査員を配置
し、農林業全般に関する調
査を実施する。

70
一
般

35 13 22 62.9 0.5 0.1 0.0

交
付
⾦
執
行
率

100.0 ー ー 100.0 100.0 100.0 自動計算
 令和６年度に実施された農林業センサスの国への提出後の疑義照会対応が主であり、令
和７年度までの事業となる。

○ - ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

企
画
部

企
画
課

企
画
係

74 国勢調査事業
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

- -
（直
営

）

市

法
定
受
託

①国・地方公共団体・⺠間
企業・各種団体・市⺠
②人口・世帯の実態を把握
する。
③行政施策等の基礎資料と
して活用

・基幹統計調査事務
・調査期日：10月１日
（５年に１度）
・指導員及び調査員を配置
し、人口や世帯の実態を把
握するための調査を実施す
る。

70
一
般

28,302 134 28,168 99.5 ー 1.8 1.9

交
付
⾦
執
行
率

100.0 ー ー ー 100.0 100.0 自動計算

 インターネット回答の推進はあるものの、依然として対面配布を主とする従来の調査方法が採用さ
れているために調査員の負担が非常に大きく、今後は調査員の確保がより一層厳しくなる。調査に非
協力的な世帯が増加した現状を踏まえ、時代に合った調査方法に変えていく必要があることから、国
へしっかりと要望していく。
 人工の正規・再任用以外の1.9人工のうち、1.2人工（4名分）は、国勢調査事務のため臨時的に雇
用した会計年度任用職員の人工である。

○ - - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

企
画
部

企
画
課

企
画
係

75
経済センサス-活動調査準

備事業

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

- -
（直
営

）

市

法
定
受
託

①国・地方公共団体・⺠間
企業・各種団体・市⺠
②本調査に向けて調査環境
を整える
③適切な事前準備により、
正確な統計調査の実施につ
ながる。

・基幹統計調査事務
・令和８年経済センサス-
活動調査に向けて、適切な
事前準備を行う。

ー
一
般

78 3 48 61.5 ー 0.1 0.0

交
付
⾦
執
行
率

100.0 ー ー ー 100.0 100.0 自動計算
 令和８年度に実施される経済センサス-活動調査に向けて、調査員・指導員の設置、商工会議所と
の連携など、事前準備をしっかりと行うことで、この調査を適正に実施し、正確な調査結果を得る。

○ - ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

総
務
部

監
査
委
員
事
務
局

監
査
係

76 監査委員事務事業
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

― ―
（直
営

）

市

自
治

（な
し

）

①市⺠
②市の財務や行政事務が適
法で効率的に行われている
かどうかを市⺠のために
チェックし、公正で合理的
かつ能率的な行政運営を確
保する。
③公正で能率的な行政運営
の確保やその透明性の向上
を図り、市⺠の福祉増進に
寄与する。

・例月出納検査
・決算審査
・定期監査
・工事現場監査
・財政援助団体等監査

―
一
般

4,523 4,523 3,877 85.7 103.3 0.0 0.0
コ
ス
ト

4,151 3,675 4,078 3,754 14,071 339.0 自動計算

（課題）
内部統制制度は、自治体の事務執行の適正化、リスク管理、住⺠への信頼確保のために重要である
が、現時点で精励指定都市以外は努力義務となっている。今後、義務化されることが予想される。
（今後の取組）
今後、内部統制への取組みは益々重要になり、監査の質を上げていく必要がある。

○ - - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

健
康
福
祉
部

社
会
福
祉
課

高
齢
福
祉
係

77 社会福祉総務一般事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

社
会
福
祉

生
活
基
盤
・
セ

ー
フ
テ

ィ
ネ

ッ
ト
の
整

備
に
よ
る
在
宅
福
祉
の
推
進

非
該
当

第
３
次
茅
野
市
地
域
福
祉
計
画

−
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①各種団体、市⺠
②福祉活動を推進する団体
等への支援と福祉バスの見
直しにより影響のある市⺠
への支援
③各種団体の福祉活動の継
続と資質向上が図られる。
福祉バスの見直しによる市
⺠生活の影響が軽減され
る。

・各種団体（地区社協、犯
罪被害者支援センター、訪
問看護センター、社明運動
実施委員会、保護司会、更
生保護女性会、遺族会）へ
の負担⾦・補助⾦の交付
・保護司会、更生保護女性
会の事務局として活動を支
援（視察研修の実施）
・公共交通路線バス割引チ
ケットの交付

−
一
般

5,394 5,394 3,818 70.8 1.2 1.0 0.3

保
護
司
視
察
研
修
の
開
催
回
数

1 0 1 1 1 100.0

保護司
視察研
修の参
加率

- 0.8 0.7 0.7 0.8

保護司としての
活動の一助とな
るため20名中8割
の研修参加を目
指す。

0.7 87.5

保護司、更生保護女性会については、⺠間のボランティアであるが、保護司については、非常勤の国
家公務員の扱いとなっている。
６５歳以上の高齢者方や障害者に対し、移動手段の確保として公共交通路線バスの割引を行っている
が、路線が限られており、対象者が限定的な部分がある。

- ○ ○ - - - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）
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実
績
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部

担
当
係

関
連
事
業
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担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

健
康
福
祉
部

保
健
福
祉
サ

ー
ビ
ス
セ
ン
タ

ー

福
祉
２
１
推
進
係

78
⺠生児童委員活動

支援事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

地
域
福
祉

日
常
生
活
支
援
の
充
実

、
地
域
の
支
え
合
い
の

促
進

推
進

- S33
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

① ⺠生児童委員及び茅
  野市⺠生児童委員協
  議会
② ⺠生児童委員活動及
  び協議会活動の支援
③ ⺠生児童委員が地域
  の身近な相談相手や
  見守り役として活動
  できる

・茅野市⺠生児童員協議
 会事務局業務（役員会
 の開催、協議会事業の
 支援、⺠生児童員活動
 実績取りまとめ及び報
 告、県主催等の研修
 会、諏訪圏域研修会へ
 の参加要請他）
・⺠生児童委員関係補助
 ⾦・交付⾦（県支出
 ⾦）の申請及び、⺠生
 児童委員及び協議会へ
 の交付事務
・福祉委員及び⺠生委員
 推薦会委員報酬の支
 払事務

-
一
般

19,171 10,762 18,191 94.9 1.0 0.7 0.0

茅
野
市
⺠
生
児
童
委
員
協
議
会
役
員
会
の
開
催

12 12 12 12 12 100.0
⺠生児
童委員

数
- 126 123 123 123

地域の身近な相
談相手や見守り
役の⺠生児童委
員が、地域で必
要とされる役職
として、選出さ
れる必要がある
ため。

122 97
委員の平均年齢は上昇傾向にあり、定年退職後の人材確保が難しく、欠員が課題となっている。委員
の本来の役割である「つなぎ役」に集中できるよう、過度な負担を軽減する取り組みが必要である。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

健
康
福
祉
部

社
会
福
祉
課

高
齢
福
祉
係

79 日赤奉仕団活動支援事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

地
域
福
祉

災
害
時
の
対
応
の
拡
充

非
該
当

- −

（直
営
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（あ
り

）

①茅野市赤十字奉仕団（以
下「日赤奉仕団」）、災害
等で被災した市⺠
②日赤奉仕団活動の支援
③地域における日赤奉仕団
活動の継続と、災害時に円
滑な支援活動ができる

・日赤⻑野県支部に補助
⾦・助成⾦を申請、地区日
赤奉仕団への配分
・市総合防災訓練や地区の
訓練等の開催時における
「炊き出し訓練」、研修
等、災害時の円滑な活動体
制の支援
・日赤募⾦に関する事務全
般
・災害発生時の義援⾦・援
護⾦の募集

334
335
336

一
般

242 242 162 66.9 72.2 0.2 0.1

炊
き
出
し
訓
練
・
各
種
研
修
実
施
回
数

2 1 2 2 3 150.0

炊き出
し訓

練・各
種研修
参加率

○ 0.9 0.8 0.8 0.7

全地区で分団⻑
と副分団⻑の合
計21人中の9割参
加を目指す

0.8 113.1
訓練や研修に参加した各地区正副分団⻑が、そこで学んだことを自地区の奉仕団員に教示するのが望
ましいが、各地区での研修が行われず、奉仕団の活動がない地区がある。活動を促す働きかけが必
要。

- ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

社
会
福
祉
課

高
齢
福
祉
係

80 人権対策事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

非
該
当

非
該
当

非
該
当

- −
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①生まれや属性、社会的立
場などによって、人間とし
ての尊厳や基本的人権を侵
害されている市⺠
②職場や学校、地域での人
権教育の推進
③人権に対する意識が高ま
る、あらゆる差別を許さな
い人間性豊かな社会の実現
につながる

・庁内連携による人権施策
に関する施策の推進（人権
尊重に関する各課取組事項
等のとりまとめ、人権尊重
審議会、人権教育・啓発推
進本部会議）
・犯罪被害者、遺族、家族
に対する支援（対象者・世
帯への支援⾦の支給）

−
一
般

1,276 1,276 0 0.0 0.0 0.1 0.1

犯
罪
被
害
者
等
支
援
研
修
参
加
件
数

1 0 0 1 1 100.0
設定不

可
自動計算

犯罪被害者が発生した際には必要な支援を行うが、基本的には発生しない（予算が執行されない）こ
とが重要である。基本的に執行しない予算であれば、ほかの大事業と統合する必要性もある。

○ ○ ○ - - - -

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

健
康
福
祉
部

社
会
福
祉
課

高
齢
福
祉
係

81 社会福祉協議会助成事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

地
域
福
祉

日
常
生
活
支
援
の
充
実

、
地
域
の
支
え

合
い
の
促
進

最
重
点

第
３
次
茅
野
市
地
域
福
祉
計
画

−

（交
付
先

）

補
助
等

自
治

（あ
り

）

①茅野市社会福祉協議会
②茅野市社会福祉協議会が
行う各種事業活動の補助及
び地域福祉を推進するため
の事業の委託
③茅野市が目指す「福祉で
まちづくり」が、茅野市社
会福祉協議会が策定する
「地域福祉活動計画」が、
「茅野市地域福祉計画」と
両輪で推進される。

・重層的支援体制整備事業
に基づく事業委託（小地域
福祉活動推進支援）及び、
社協CSWの重層的支援の
実施体制整備（システム等
整備）
・茅野市社会福祉協議会法
人運営に関する補助⾦交付

−
一
般

70,030 51,720 70,030 100.0 1.3 0.1 0.0
コ
ス
ト

56,786 47,590 53,094 55,843 70,030 123.3
設定不

可
自動計算

令和7年度から重層的支援体制整備事業を実施。国県の補助⾦を活用しながら、アウトリーチや参加
支援を活発に行い、地域課題解決に向けた取組につなげるために、より連携を強化して協働していく
必要がある。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

健
康
福
祉
部

社
会
福
祉
課

高
齢
福
祉
係

82 各種援護事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

社
会
福
祉

生
活
基
盤
・
セ

ー
フ
テ

ィ
ネ

ッ
ト
の
整

備
に
よ
る
在
宅
福
祉
の
推
進

非
該
当

- −
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①災害や火災に見舞われた
市⺠等
②各種支援⾦、給付⾦、見
舞⾦の給付
③災害や火災に見舞われた
市⺠や各種福祉施策や制度
の該当者ではない者に対す
る救済や支援による福祉の
向上

・災害や火災に見舞われた
者（家屋等）の罹災状況の
調査、見舞⾦の給付
・行旅人、生活保護者、障
害者、寡婦等に対する支援
⾦、給付⾦の給付

−
一
般

1,905 1,696 1,061 55.7 0.9 0.7 0.0
コ
ス
ト

1,061 1,438 1,748 1,245 1,061 100.0
設定不

可
自動計算

要援護世帯等交通災害掛⾦給付を既に実施していない自治体も多く、今後の給付の有無も含めた検討
が必要である。

- ○ ○ - - - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

健
康
福
祉
部

社
会
福
祉
課

生
活
福
祉
係

83 中国残留邦人支援事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

社
会
福
祉

生
活
基
盤
・
セ

ー
フ
テ

ィ
ネ

ッ
ト
の
整

備
に
よ
る
在
宅
福
祉
の
推
進

非
該
当

- −
（直
営

）

市

法
定
受
託

①日本に永住帰国した中国
残留邦人とその配偶者（中
国残留邦人等）
②中国残留邦人等に対する
支援給付による生活支援
③中国残留邦人等の最低限
度の生活が保障される

生活保護基準を下回る中国
残留邦人等に対して支援給
付（生活費、住宅費、医
療、介護、その他）による
生活支援の実施

−
一
般

118 31 0 0.0 0.0 0.0 0.0
コ
ス
ト

118 0 0 0 0 0.0 自動計算 現在対象者がいないが、今後対象者があった場合は基準により対応する。 - - ○ - - - -

Ａ

（継
続
可

）
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直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

健
康
福
祉
部

社
会
福
祉
課

高
齢
福
祉
係

84 戦没者等合同追悼式事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

非
該
当

非
該
当

非
該
当

- −
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①茅野市において第2次世
界大戦で犠牲となった戦没
者
②戦没者の追悼と慰霊
③戦争を繰り返さないとい
う不戦を誓いと平和を祈る
社会風土の継承

戦没者等合同追悼式の開催
（8月）

−
一
般

315 315 287 91.1 1.0 0.1 0.0

追
悼
式
の
開
催
回
数

1 1 1 1 1 100.0
追悼式
参加人

数
- 86 77 82 82

過去３年間の平
均数

80 93
遺族会の構成員も高齢化により減少している現状や追悼式への出席者も減少していることもあり、今
後市⺠館での開催は見直す必要がある。

○ ○ - - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

保
健
福
祉
サ

ー
ビ
ス
セ
ン
タ

ー

福
祉
２
１
推
進
係

85
福祉２１ビーナスプラン

推進事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

地
域
福
祉

日
常
生
活
支
援
の
充
実

、
地
域
の
支
え
合
い

の
促
進

推
進

２
１
ビ

ー
ナ
ス
プ
ラ
ン

（茅
野
市
地
域
福
祉
計

H12
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

① 市⺠
②・福祉２１ビーナスプ
  ランの着実な推進
 ・市⺠と協働による福
  祉でまちづくりの推
  進
 ・保健・医療・福祉関
  係施策、事業の整合
  性確保
 ・職員、市⺠の理解の
  促進
③ 保健・医療・福祉に
  関わる機関や部署、
  地域で活動する個
  人・団体の連携が図
  られる

・今期福祉２１ビーナス
 プラン（地域福祉計
 画）の推進、検証、次
 期プランの策定
・茅野市の２１世紀の福
 祉を創る会（福祉２１
 茅野）の事務局業務
 （幹事会の開催、各部
 会・ワーキンググルー
 プの管理）

-
一
般

1,798 1,761 1,470 81.8 0.9 0.2 0.0

福
祉
２
１
茅
野
幹
事
会
・
ワ

ー
キ
ン
グ
・
研

修
等
の
開
催

20 23 29 21 23 115.0

具体的
な施策
の推進

数

- 21 21 21 21

2027年度までの
第３次福祉２１
ビーナスプラン
で掲げた21の具
体的な施策を継
続的に推進する
ことで、福祉２
１ビーナスプラ
ンの基本構想に
基づく地域福祉
に推進つながる
ため。

23 110
第3次茅野市地域福祉計画（福祉21ビーナスプラン）の期間が令和９年度までであり、残り２年と
迫っている。人口減少社会に向けた課題を意識しながら、次期地域福祉計画の策定を福祉21茅野や
行政アドバイザーとともに進めていく必要がある。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

健
康
福
祉
部

保
険
課

国
保
年
⾦
係

86 国保特別会計繰出⾦事業
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

− −

（委
託
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（な
し

）

①国保被保険者
②国保制度の安定的運営
③加入者の経済的負担の抑
制と低所得者への負担軽減
により、国保制度の安定的
運営を図る。

国保特別会計の総務費分や
国保税の軽減・減免分を、
一般会計から国保特会へ繰
り出す。なお、総務省の技
術的助言により地方交付税
による措置あり。

454
一
般

419,385 214,532 408,500 97.4 1.03 0.2 0.0
コ
ス
ト

419,385 382,587 378,186 398,629 408,500 97.4 自動計算
国保特別会計において、引き続き安定的な運営を図るため、法に基づき繰入れを行い、持続可能な運
営を行う必要がある。

○ - - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

健
康
福
祉
部

保
険
課

後
期
高
齢
・
福
祉
医
療
係

87
後期高齢者医療特別会計

繰出⾦事業

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

− H20

（委
託
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（な
し

）

①後期高齢者医療被保険者
②後期高齢者医療制度の安
定的運営
③低所得者の保険料軽減分
を公費負担し制度の安定化
を図る

後期高齢者医療特別会計の
事務費と、保険料の減免分
を繰出す。
保険料軽減分については、
3/4を県が負担する。

481
一
般

233,544 107,601 233,544 100.0 1.09 0.3 0.0
コ
ス
ト

233,544 184,885 196,829 214,602 233,544 100.0 自動計算 高齢者の医療の確保に関する法律第99条に基づき繰入れ行い、持続可能な運営を行う必要がある。 ○ - - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

保
険
課

後
期
高
齢
・
福
祉
医
療
係

88
⻑野県後期高齢者医療

広域連合負担⾦

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

− H20

（委
託
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（な
し

）

①後期高齢者医療被保険者
②被保険者の医療費の負担
軽減
③負担軽減により、被保険
者が適切に医療を受けられ
る

高齢者の医療の確保に関す
る法律第98条に基づき、
療養の給付の1/12の額を
一般会計において負担す
る。

−
一
般

641,846 641,846 641,846 100.0 1.04 0.2 0.0
コ
ス
ト

641,846 551,422 600,488 618,748 641,846 100.0 自動計算 高齢者の医療の確保に関する法律第99条に基づき市が負担する必要がある。 ○ - - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

社
会
福
祉
課

高
齢
福
祉
係

89
物価高騰対策重点支援

給付⾦支給事業

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

− R6
（直
営

）

市

自
治

（な
し

）

①物価高騰の影響を強く受
けている市⺠
②給付⾦の支給
③物価高騰の影響を強く受
けている市⺠の生活が守ら
れる

国庫補助により、物価高騰
の影響を強く受けている市
⺠に対し、給付⾦を支給

−
一
般

- - - - - - -

支
給
率

（％

）

90.0 − − 94.4 - - 自動計算 単年度国庫補助事業【R6事業完了】 ○ - - - - - -

Ａ

（継
続
可

）
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直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

健
康
福
祉
部

社
会
福
祉
課

高
齢
福
祉
係

90
物価高騰対応低所得世帯

支援給付⾦支給事業

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

− R6
（直
営

）

市

自
治

（な
し

）

①物価高騰の影響を強く受
けている市⺠
②給付⾦の支給
③物価高騰の影響を強く受
けている市⺠の生活が守ら
れる

国庫補助により、物価高騰
の影響を強く受けている市
⺠（市⺠税非課税世帯、子
育て世帯）に対し、物価高
騰特別対策給付⾦を支給

−
一
般

205,107 0 160,826 78.4 - 0.2 0.3

支
給
率

（％

）

90.0 − − - 94.0 104.4 自動計算 単年度国庫補助事業【R6繰越事業】 ○ - ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

社
会
福
祉
課

高
齢
福
祉
係

91
価格高騰対策給付⾦支給

事業

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

− R6
（直
営

）

市

自
治

（な
し

）

①価格高騰の影響を強く受
けている市⺠
②給付⾦の支給
③価格高騰の影響を強く受
けている市⺠の生活が守ら
れる

国庫補助により、物価高騰
の影響を強く受けている市
⺠（低所得世帯、低所得子
育て世帯）に対し、価格高
騰特別対策支援⾦を支給

−
一
般

39,835 0 31,691 79.6 - 0.3 0.3

支
給
率

（％

）

90.0 − − - 92.6 102.9 自動計算 単年度国庫補助事業【R6繰越事業】 ○ - ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

社
会
福
祉
課

障
害
福
祉
係

92 障害者福祉一般事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

社
会
福
祉

地
域
を
基
盤
と
し
た
自
立
生
活
の
支
援

非
該
当

第
4
次
障
害
者
保
健
福
祉
計
画

Ｈ19
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠(障害児・者)、障害
者支援関係者、障害福祉事
務に従事する職員
②障害福祉事務や支援の実
施体制の維持
③障害者の地域生活支援が
推進される

・各種障害者手帳に関する
事務全般
・障害者スポーツ大会、酒
害者回復クラブの活動支援
・障害福祉事務システム管
理・改修

93
一
般

1,268 786 878 69.2 1653.0 0.8 0,21

手
帳
の
交
付
数

（件
数

）

100 1,017 915 968 997 997.0
手帳交
付の遅
延件数

○ 0 0 0 0

システム操作や
進達事務の遅れ
による交付の遅
延の発生割合

0 100
精神手帳の申請、変更等の件数の増加により事務負担が増加し、残業して進達に間に合わせる状況が
続いているため、事務の複数担当化により個別の負担軽減を図っている

- ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

社
会
福
祉
課

障
害
福
祉
係

93
障害福祉サービス

給付事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

社
会
福
祉

地
域
を
基
盤
と
し
た
自
立
生
活
の
支
援

最
重
点

第
4
次
障
害
者
保
健
福
祉
計
画

Ｈ25
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①障害福祉サービスを必要
とする身体障害者、知的障
害者、精神障害者、難病患
者、障害児及びその家族
②障害児者の自立を支援
し、多様な就労等社会参加
の機会を確保し、生活の向
上を図るとともに、家族の
介護負担の軽減を図る
③障害児者が住み慣れた地
域で自立した生活が推進さ
れる

・希望するサービス内容の
聞き取り、所得調査等を行
い、適切な障害福祉サービ
ス及びサービス利用計画を
提供する
・障害事務システムを使用
し、給付管理、資格管理業
務全般の実施

92
一
般

1,271,857 317,279 1,271,732 100.0 11180773.0 1.0 0.1

給
付
者
数

(

延
人
数

)

 
※
当
年
３
月

提
供
分
か
ら
次
年
２
月
提
供
分

1,958 1,784 1,802 1,860 1,958 100.0

居宅
サービ
ス利用

率

- 1.0 1.0 1.0 1.0

住み慣れた地域
での自立生活を
目標としてお
り、居宅サービ
ス利用率を成果
とし,目標値の同
数とした.
（全給付者数−
施設入所支援給
付者数）÷全給
付者数×100

1.0 100.0

・障害福祉サービス給付の居宅サービス利用率は、各年度97％以上を占めており、制度・事業の目
標の住み慣れた地域での自立生活の推進に大きく寄与している。
・一方、障害児者の生活・社会参加及び就労を支援するため事業の継続が必要だが、利用期間が⻑期
に渡り必然的にサービスが不足するため、一般就労への移行の動きを強めていく必要がある。サービ
ス利用者、提供事業者（支援者）、地域の一般就労の受け入れなど、自立支援の規範的統合に向けた
教育が必要。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

社
会
福
祉
課

障
害
福
祉
係

94 自立支援医療事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

社
会
福
祉

地
域
を
基
盤
と
し
た
自
立
生
活
の
支
援

非
該
当

第
4
次
障
害
者
保
健
福
祉
計
画

Ｈ25
（直
営

）

市

自
治

（な
し

）

①治療を施すことで、機能
向上が見込まれる身体障害
児者
②心身の障害を軽減・回復
するための医療にかかる費
用負担の軽減
③身体障害児・者の自立と
社会参加がサポートされる

・更生医療は、身体障害者
手帳の交付を受けている者
（18歳以上）が継続して
治療することで、機能向上
が見込まれる場合に治療費
の一部を助成する
・育成医療は、身体に障害
を有する児童（18歳未
満）がその障害をなくす又
は軽減する治療により、確
実に効果が期待できる場合
のみ治療費の一部を助成す
る

ー
一
般

42,479 10,615 34,975 82.3 28154.0 0.3 0.2

自
立
支
援
医
療
利
用
実
人
数

35 33 32 32 35 100.0 自動計算
更生医療の増加を防ぐためには、健診・健康教育による生活習慣病の予防が大切であり、今後他課と
協働しての取組みも検討が必要

- - - - - - ○

Ａ

（継
続
可

）

健
康
福
祉
部

社
会
福
祉
課

障
害
福
祉
係

95 補装具給付事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

社
会
福
祉

地
域
を
基
盤
と
し
た
自
立
生
活
の
支
援

非
該
当

第
4
次
障
害
者
保
健
福
祉
計
画

-
（直
営

）

市

自
治

（な
し

）

①補装具を必要とする身体
障害児者や難病患者
②失われた身体の機能や低
下した機能を補うための用
具（補装具）を購入、修理
する際の費用の補助
③身体障害児者や難病患者
の自立と社会参加がサポー
トされる

身体障害者手帳を交付され
ている者や難病患者に対
し、身体機能の障害を補う
ために必要な用具の購入又
は修理費用（補装具費）を
支給する

ー
一
般

15,200 3,800 6,642 43.7 5916.0 0.4 0.1

補
装
具
給
付
人
数

61 65 60 60 61 100.0 自動計算
個別の状況や支給した用具の摩耗等により年度ごとの実績に波があるが、障害者の自立生活を支援す
るため今後も事業の継続が必要。

- - ○ - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）
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直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

健
康
福
祉
部

社
会
福
祉
課

障
害
福
祉
係

96 障害者手当給付事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

社
会
福
祉

地
域
を
基
盤
と
し
た
自
立
生
活
の
支
援

非
該
当

― Ｓ52
（直
営

）

市

自
治

（な
し

）

①日常生活において常時特
別の介護を必要とする状態
にある障害者、その家族
②重度の障害のために生じ
る精神的・物質的負担を軽
減するため手当を支給する
③当該世帯の福祉の向上が
図られ、住み慣れた地域・
家庭での生活が継続される

現況届書により世帯収入等
の受給資格を確認し、対象
者に特別障害者手当、障害
児福祉手当等を支給する。

ー
一
般

19,777 4,901 16,993 85.9 1.0 0.4 0.0

障
害
者
手
当
給
付
者
数

58 66 62 59 58 100.0 自動計算
現況届書による世帯収入等の受給資格の確認を徹底し、対象者の選定に誤りのないように事業を行っ
ていく。

- - - - - - ○

Ａ

（継
続
可

）

健
康
福
祉
部

社
会
福
祉
課

障
害
福
祉
係

97
心身障害福祉⾦等

給付事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

社
会
福
祉

地
域
を
基
盤
と
し
た
自
立
生
活
の
支
援

非
該
当

― Ｓ46
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①心身障害児及び心身障害
者、その家族
②障害に伴う精神的、経済
的な負担を軽減するため、
福祉⾦を支給する
③当該世帯の福祉の向上が
図られ、住み慣れた地域・
家庭での生活が継続される

毎月前月申請分の受給資格
を認定し、定められた月
（７月、１１月、３月）に
心身障害福祉⾦を支給す
る。

ー
一
般

8,466 8,466 7,990 94.4 1.0 0.3 0.1

福
祉
⾦
等
給
付
者
数

245 208 217 232 245 100.0

福祉の
向上が
図られ
た心身
障害児
者数

- 245 217 232 245

福祉⾦等の支給
により心身障害
児者の福祉の向
上を図ることか
ら、事業成果、
目標値ともに支
給実績であると
判断した。

245 100
事業継続について検討中だが、諏訪支援学校PTAとの懇談会で要望のあるオムツの補助に該当する事
業として説明してきている経過があるため、時間をかけた意見聴取が必要。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

社
会
福
祉
課

障
害
福
祉
係

98 養護学校学童クラブ事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

社
会
福
祉

地
域
を
基
盤
と
し
た
自
立
生
活
の
支
援

非
該
当

第
4
次
障
害
者
保
健
福
祉
計
画

Ｈ22

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①療育及び支援を要する諏
訪養護学校在学児童・生
徒、その保護者
②昼間に保護者が就労等に
より家庭にいない児童・生
徒や必要な療育に欠ける家
庭の児童・生徒の放課後対
策
③障害特性のある児童に専
門的な支援を行うことによ
り健全な育成が図られる

・諏訪養護学校の空き教室
を利用した学童クラブの実
施
・事業は、障害児者支援の
専門性を有する「この町福
祉会」への委託により実施

93
一
般

26,269 17,712 20,739 78.9 21191.0 0.1 0.0

学
童
ク
ラ
ブ
利
用
者
数

（実
人
数

）

13 10 14 13 13 100.0
学童ク
ラブ提
供率

- 100.0 100.0 100.0 92.3

放課後の必要な
療育環境が確保
できない家庭へ
の支援を目的と
しており、利用
が必要な者への
提供体制を確保
する必要がある
ため。
（学童クラブの
利用を希望する
も定員超過で利
用できなかった
者の割合）

100.0 100.0

放課後等デイサービスが増加し、利用児童数は減少傾向にあるが、発達特性が強い（居度行動障害
等）ため放課後等デイサービスが利用できない児童の受け皿となっている。
マンツーマン対応が必要な児が多く、受入れ日数を増やせない面があり、導員の育成について委託先
との検討が必要である。

- ○ ○ - - - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

健
康
福
祉
部

社
会
福
祉
課

障
害
福
祉
係

99
地域活動支援センター

事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

社
会
福
祉

地
域
を
基
盤
と
し
た
自
立
生
活
の
支
援

推
進

第
4
次
障
害
者
保
健
福
祉
計
画

Ｈ18
（委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠(障害児・者等)
②障害者が住み慣れた地域
社会の中で孤立することな
く、自立した生活が営める
よう相談に応じ、日中活動
の場を提供する
③障害者の社会との交流が
促進される

・創作活動や生産活動等を
提供し、社会との交流を促
進する。
・茅野市地域活動支援セン
ター「ひまわりの里」とし
て設置しており、運営主体
のNPO法人やまびこ会に
運営補助を行う。

ー
一
般

7,529 939 7,529 100.0 7456.0 0.1 0.0

地
域
活
動
支
援
セ
ン
タ

ー
利
用
者
数

19 22 19 25 19 100.0
サービ
ス提供

率
- 100.0 100.0 100.0 100.0

社会との交流の
機会が乏しい障
害者への支援を
目的としてお
り、利用が必要
な者への提供体
制を確保する必
要があるため
（地域活動支援
センターの利用
を希望するも定
員超過で利用で
きなかった者の
割合）

100.0 100.0

障害者が、住み慣れた地域社会の中で自立生活を営むために必要な活動の機会を提供し、障害者等や
介護者等からの相談に応じることで地域生活の支援を促進する事業だが、障害特性から定期的に通所
できない者も多い。
定期的案通所から生活リズムを整え、就労支援等へ移行できるような支援を行っていく必要がある。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

社
会
福
祉
課

障
害
福
祉
係

100 障害者相談支援事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

社
会
福
祉

地
域
を
基
盤
と
し
た
自
立
生
活
の
支
援

推
進

第
4
次
障
害
者
保
健
福
祉
計
画

Ｈ18

（委
託
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（あ
り

）

①市⺠(障害児・者等)、そ
の家族
②障害のある方やその家族
の総合的な相談・支援の拠
点として諏訪6市町村で設
置した「諏訪圏域障がい者
総合支援センターオアシ
ス」を運営するための負担
⾦支出
③障害者やその家族の幅広
い悩みに対して必要な情報
提供や一元的なサポートを
受けられることで、住み慣
れた地域で安心して自立し
た生活が送れる

・「諏訪圏域障がい者総合
支援センターオアシス」へ
の負担⾦の支払い
・自立支援協議会、部会へ
の参加

ー
一
般

13,257 9,224 13,257 100.0 10971.0 0.3 0.0

相
談
支
援
利
用
者
数

（実
人
数

）

88 117 113 93 89 101.1

相談支
援件数
（延件
数）

- 434 671 429 425

総合的な相談・
支援の対応が、
住み慣れた地域
で孤立すること
なく自立した生
活の目標達成に
つながるため、
目標値は実績値
と同数とした。

434 100
６市町村から諏訪圏域障がい者総合支援センターに委託して事業実施。自立支援協議会のあり方や地
域課題への取り組み等、見直しや課題も多いため、行政として関わるべき所には関っていく。

- ○ - ○ - - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

健
康
福
祉
部

社
会
福
祉
課

障
害
福
祉
係

101 障害者移動移送支援事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

社
会
福
祉

地
域
を
基
盤
と
し
た
自
立
生
活
の
支
援

最
重
点

第
4
次
障
害
者
保
健
福
祉
計
画

Ｈ18
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①移動の支援を必要とする
障害者
②移動の支援を必要とする
障害者の移動手段を確保す
る
③地域における自立した生
活と積極的な社会参加が促
進される

・身体障害者用自動車改造
費の助成
・タクシー利用料⾦の助成
・余暇活動等の社会参加の
ための付き添いのサービス
提供
・障害児通園施設、障害者
通所施設等の通所費補助⾦
の交付

ー
一
般

11,649 6,989 10,370 89.0 10101.0 0.3 0,1

移
動
支
援
利
用
者
数

（実
人
数

）

97 31 56 67 97 100.0
移動支
援延利
用数

- 389 348 409 392

障害者の積極的
な社会参加の機
会が促進される
ことを目的とし
ており、延利用
数が参加の機会
が確保されたと
判断できるた
め、目標値は実
績値と同数とし
た。

389 100

諏訪圏域内で当市のみが、就労継続支援B型のみ通所補助対象に上限なく補助している。
一般就労への移行を推進（扶助費増を押さえる）ためには、上限設定や就労移行支援も補助対象にす
る等の対応が必要。
要綱改正を行い、令和９年から月額上限を設定し、就労移行を対象に加えていく。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）
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直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

健
康
福
祉
部

社
会
福
祉
課

障
害
福
祉
係

102
コミュニケーション

支援事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

社
会
福
祉

地
域
を
基
盤
と
し
た
自
立
生
活
の
支
援

推
進

第
4
次
障
害
者
保
健
福
祉
計
画

Ｈ18
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①聴覚・言語・音声・視覚
等のコミュニケーションに
支障のある障害者
②日常生活や社会生活にお
いて円滑にコミュニケー
ションが図れるよう支援す
る
③社会利便性の向上によ
り、自立と社会参加が促進
され、福祉の向上が図られ
る。

・障害者のニーズ（生命・
健康管理や権利、職業、教
育等に関わる内容）に合わ
せて、意思疎通支援者（手
話通訳者、要約筆記者、盲
ろう者向け通訳・介助者）
を派遣する。（事前申請）

ー
一
般

1,279 157 1,193 93.3 1170.0 0.4 0.1

意
思
疎
通
支
援
者
派
遣
件
数

199 90 162 210 199 100.0

意
思
疎
通
支
援
者
派
遣
件
数

- 199 90 162 210

事業実績自体
が、社会利便性
の向上、社会参
加の促進につな
がるものと判断
し、目標値は実
績値と同数とし
た。

199 100
利用は増えているが、利用者自身の高齢化等、受診のための利用が多い。また、手話奉仕員の養成
等、会場が岡谷市のため要性及び手話通訳者の育成につながっていない面がある。
養成講座の会場については、茅野市や諏訪市での実施検討を求めている。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

社
会
福
祉
課

障
害
福
祉
係

103 日常生活用具給付等事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

社
会
福
祉

地
域
を
基
盤
と
し
た
自
立
生
活
の
支
援

推
進

第
4
次
障
害
者
保
健
福
祉
計
画

Ｈ18
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①重度の身体・知的・精神
に障害のある者、難病患者
等
②日常生活をより円滑に送
るための用具（日常生活用
具）の給付または貸与
③日常生活の便宜と福祉の
増進、介護者の負担軽減を
図る

対象者からの申請に基づ
き、介護・訓練支援用具、
自立生活支援用具、在宅療
養等支援用具、情報・意思
伝達支援用具、排泄管理支
援用具の給付または貸与を
行う

95
一
般

14,444 4,342 11,558 80.0 13499.0 0.4 0.2

日
常
生
活
用
具
給
付
者
数

198 139 163 172 198 100.0

日
常
生
活
用
具
給
付
件
数

- 667 683 695 732

給付実績（延件
数）自体が、日
常生活の便宜と
福祉の増進、介
護者の負担軽減
につながるもの
と判断し、目標
値は実績値と同
数とした。

667 100
ストマ用具の申請が中心で、他の用具の申請は年度により異なり、災害対策や自立支援のための用具
等、障害児者の保護者から求められている用具もある。
ニーズ調査を実施し、必要と認められる用具は対象にしていく必要がある。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

社
会
福
祉
課

障
害
福
祉
係

104 訪問入浴サービス事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

社
会
福
祉

地
域
を
基
盤
と
し
た
自
立
生
活
の
支
援

推
進

第
4
次
障
害
者
保
健
福
祉
計
画

Ｈ18
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①家庭の浴槽で入浴が困難
な重度の身体障害者等
②自宅に訪問し入浴機会を
提供する
③障害者の福祉の向上並び
にその家族の身体的及び精
神的な負担の軽減が図られ
る

・訪問入浴事業者が対象者
の自宅を訪問し、浴槽を提
供して入浴及び洗髪、血
圧、脈珀及び体温の測定、
健康相談、健康に関する助
言等のサービスを提供
・サービスは、訪問入浴事
業者により提供

ー
一
般

2,743 633 2,743 100.0 2064.0 0.1 0.0

訪
問
入
浴
サ

ー
ビ
ス
利
用
者
数

3 1 1 2 3 100.0

訪
問
入
浴
サ

ー
ビ
ス
利
用
者
数

- 3 1 1 2

事業利用自体
が、入浴機会が
確保され、福祉
の増進につなが
るものと判断
し、目標値は実
績値と同数とし
た。

3 100
生活介護での入浴が困難(希望する日に入浴できない)等の課題から、訪問入浴の利用は
安心して自宅で入浴できるメリットの反面、生活介護事業所が増えが増えなければ今後も利用は増え
ると見込まれる。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

社
会
福
祉
課

障
害
福
祉
係

105 成年後見支援事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

社
会
福
祉

地
域
を
基
盤
と
し
た
自
立
生
活
の
支
援

推
進

第
4
次
障
害
者
保
健
福
祉
計
画

Ｈ18

（委
託
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（あ
り

）

①知的障害や精神障害等に
より、判断能力が不十分な
者（この項目では「障害
者」とする）
②障害者の成年後見制度の
利用の支援、後見等の業務
を適正に行える法人の確保
とともに市⺠後見人の育
成・活用
③障害者の権利擁護が図ら
れる

・成年後見申立等に関する
支援（茅野市・原村成年後
見センターを茅野市社協に
委託）
・成年後見審判の市⻑申立
・申立費用の助成
・成年後見人等の報酬の助
成
・成年後見制度の利用促進
（諏訪圏域成年後見利用促
進協議会）

ー
一
般

7,301 2,875 7,164 98.1 6096.0 0.2 0.0

成
年
後
見
支
援
セ
ン
タ

ー
相
談
件
数

122 84 71 71 122 100.0

市⻑申
縦、後
見報酬
助成件

数

- 2 1 1 1

成年後見に関す
る相談を通じ、
市⻑申立、後見
報酬の助成等、
市の積極的な介
入により権利擁
護が図られるこ
とを成果と判断
し、目標値は実
績値の同数とし
た。

2 100
成年後見支援センターの運営業務と現在抱えている支援者で業務がひっ迫している。
市⺠後見人の養成等、進めていかなければならない課題もあるが、諏訪圏域全体で取り組む必要があ
る。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

社
会
福
祉
課

障
害
福
祉
係

106 障害児支援事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

社
会
福
祉

地
域
を
基
盤
と
し
た
自
立
生
活
の
支
援

推
進

第
4
次
障
害
者
保
健
福
祉
計
画

Ｈ18
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①障害のある児童、心身の
発達に心配、遅れのある子
ども（障害児等）
②障害児等の健全な育成に
必要な訓練の機会、保護者
が不在時等の支援の確保、
補聴器の購入を支援する
③その子らしく健やかな成
⻑と保護者の子育てをサ
ポートすることで、児童の
福祉の増進が図られる

・障害児の健全な育成を図
るため機能訓練事業の提供
・保護者の不在時等に必要
な介護・支援を確保するた
め、日中一時支援事業の提
供
・中、軽度難聴児の健全育
成を支援するため補聴器の
購入等の助成

95
一
般

11,246 2,171 11,114 98.8 1.1 0.3 0.1

日中一
時支援
事業利
用者数

178 98 113 160 178 100.0

日中一
時支援
事業利
用者数

- 178 98 113 160

・複数の事業が
あるが、利用の
大半を占める日
中一時支援事業
の実績により評
価
事業利用自体
が、障害児の子
育てをサポート
し福祉の増進に
つながるものと
判断し、目標値
は実績値と同数
とした。

178 100
日中一時支援事業の利用者増が著しいが、介護者の就労継続に必要な支援という面もある。特殊な利
用の仕方を、事前相談・正しい利手続きを踏まず行うケース等もあったため、利用状況を確認してい
く必要がある。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

社
会
福
祉
課

障
害
福
祉
係

107 地域生活支援事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

社
会
福
祉

地
域
を
基
盤
と
し
た
自
立
生
活
の
支
援

推
進

第
4
次
障
害
者
保
健
福
祉
計
画

Ｈ18
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠(障害児・者等)、そ
の家族、支援団体
②障害についての啓発・支
援団体への補助、食事の確
保等の支援
③住み慣れた地域で障害
児・者等が安心して暮らせ
る

・障害福祉制度、サービス
の情報提供（障害福祉のし
おりの作成、配布）
・障害児・者についての啓
発・支援団体への補助
・配食サービス（茅野市社
協に委託）
・介護者支援（介護者入浴
券・マッサージ券他）

ー
一
般

3,014 2,742 1,717 57.0 0.6 0.2 0.1

配食
サービ
ス利用
者数

31 61 66 73 31 100.0
配食提
供食数

- 4,900 10,287 9,802 10,382

・令和6年度に対
象者を確認し、
高齢者に該当す
る者を除いたた
め、令和7年度の
実績は50％以下
だが、食の確保
と配達時の見守
りは、住み慣れ
た地域での暮ら
しにつながる要
因として大き
く、配食サービ
スによる評価と
した。
・配達時の見守
りにより利用者
の異常等が早期
に発見されるこ
とは、安心が担
保されると判断
し、延配食数を
成果とし目標値
と同数とした。

4,900 100

本来障害者としてカウントすべき以外の、高齢者等も対象に含まれていたため、令和7年1月に見直
しを行い、障害者のみを対象とするよう見直した。
予算は減となったが、今後は適正実施に向けて、サービスがどの程度自立した生活の支えになってい
るか等の検証が必要。

- ○ ○ - - - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）
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計
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予
算
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正
規
・
再
任
用
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以
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R
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R
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目
標
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前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

健
康
福
祉
部

社
会
福
祉
課

高
齢
福
祉
係

108 高齢者福祉一般経費事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

社
会
福
祉

生
活
基
盤
・
セ

ー
フ
テ

ィ
ネ

ッ
ト
の
整

備
に
よ
る
在
宅
福
祉
の
推
進

非
該
当

- −
（直
営

）

市

自
治

（な
し

）

①市内に居住する高齢者、
高齢者支援に関わる団体等
②老人福祉事務を補完する
ための事務的経費の支出
③高齢者の福祉の増進のた
めの事業や養護（措置等）
の事務が滞りなく行うこと
ができる

老人入所措置事務全般
・入所判定委員会
・入所措置費の支払

−
一
般

123,114 123,114 126,095 102.4 105.9 0.5 0.0

養
護
老
人
ホ

ー
ム
措
置
入
所
者
人
数

56 55 57 64 56 100.0 自動計算
養護老人ホームの入所対象外の方からの措置申出が増加傾向となっている(やむを得ない措置など)。
サービスセンターと連携し、ケース検討を行っていく。

- - - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

健
康
福
祉
部

社
会
福
祉
課

高
齢
福
祉
係

109 高齢者いきがい対策事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

社
会
福
祉

高
齢
者
の
社
会
参
加
と
福
祉
的
予
防
の

推
進

非
該
当

第
７
期
茅
野
市
高
齢
者
保
健
福
祉
計
画

−
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市内に居住する高齢者
②高齢者を対象とした事業
を計画し、高齢者の生きが
いに寄与する
③高齢者が⻑年培ってきた
知識や経験をいかして生き
生きと暮らせる環境が整
い、社会参加の促進、孤立
の防止、健康維持等が図ら
れる

・88歳、100歳に市⺠に対
し、敬老祝品の贈呈
・⾦婚式を迎える夫婦に⾦
婚祝品の贈呈及び式典の開
催
・高齢者作品展の開催

−
一
般

5,343 5,343 4,091 76.6 86.95 0.1 0.0

作
品
展
の
開
催
数

1 1 1 1 1 100.0
作品展
の参加
者数

- 25 18 31 27
過去６年間の参
加者数平均から
算出

13 52
高齢者祝賀事業については、高齢者の増加に伴い予算も増加しているため祝品や、事業の簡略化など
見直しが必要。

- ○ ○ - ○ - -

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

健
康
福
祉
部

社
会
福
祉
課

高
齢
福
祉
係

110 高齢者クラブ助成事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

社
会
福
祉

高
齢
者
の
社
会
参
加
と
福
祉
的
予
防
の

推
進

推
進

第
７
期
茅
野
市
高
齢
者
保
健
福
祉
計
画

−

（交
付
先

）

補
助
等

自
治

（あ
り

）

①各地区高齢者クラブ
②高齢者クラブの活動に対
する財政的な援助（補助⾦
交付）
③高齢者同士がクラブ活動
を通じ、高齢者が互いに交
流し、生きがいを高め、健
全で豊かな老後の生活につ
ながる

・申請のあった高齢者クラ
ブに対し、会員数に応じた
⾦額の補助⾦を交付する。
・希望のあったクラブには
ゲートボール場等に使用す
る敷砂の助成も行う。

−
一
般

3,259 3,259 2,447 75.1 88.84 0.1 0.0

活
動
ク
ラ
ブ
数

37 52 46 40 37 100.0
クラブ
継続率

- 93.0 100.0 90.0 88.9

対前年比継続率
過去3年のクラブ
継続率を目標値
とした。

92.5 99.5
役員のなり手不足によって休止・解散するクラブが例年３~６件程ある。補助⾦等に係る提出書類の
簡略化など役員の負担を減らす工夫が必要。

- ○ ○ ○ - - -

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

健
康
福
祉
部

社
会
福
祉
課

高
齢
福
祉
係

111
シルバー人材運営

助成事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

社
会
福
祉

高
齢
者
の
社
会
参
加
と
福
祉
的
予
防
の

推
進

非
該
当

第
７
期
茅
野
市
高
齢
者
保
健
福
祉
計
画

−

（交
付
先

）

補
助
等

自
治

（あ
り

）

①茅野広域シルバー人材セ
ンター
②補助⾦交付による運営支
援
③高齢者の就業機会の確
保、生きがいの誦実と社会
参加の促進

茅野市補助⾦交付規則に基
づき、補助⾦の交付を行
う。なお、補助⾦は富士見
町、原村、茅野市で負担
し、各市町村の負担額につ
いては前年10月1日時点で
の人口を基に算出する。

−
一
般

12,452 12,452 12,452 100.0 100.00 0.1 0.0
会
員
数

543 598 570 538 543 100.0
契約⾦
額（千
円）

- 19,466 22,255 21,556 19,263

補助⾦交付によ
る運営補助であ
るため、目標値
は実績値と同数
とした。

19,466 100
シルバー会員の数が減少傾向にある。シルバーの業務は主に清掃や草刈作業であるが、会員からは事
務作業など別の業務にあたりたいという声も多く聞かれる。幅広い業務に携われるよう市からも委託
できる業務がないか検討していく。

- ○ - ○ - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

社
会
福
祉
課

高
齢
福
祉
係

112
養護老人ホーム施設管理

事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

非
該
当

非
該
当

非
該
当

− −

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①茅野市養護老人ホーム寿
和寮指定管理者、寿和寮入
所者
②施設の維持・修繕に関す
る工事の実施
③施設の適正な運営管理及
び入所所の福祉の向上が図
られる

指定管理協定に基づき、施
設の維持・修繕に関し、
10万円以上の工事費につ
いて、市か指定管理者のど
ちらで実施するかを指定管
理者と協議し、実施する。

108
一
般

3,204 3,204 840 26.2 18.73 0.1 0.0

指
定
管
理
者
と
の
運
営
推
進
会
議
出
席

率 100 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
工事実
施件数

- 3 0 1 3

施設の適切な運
営のたに必要な
修繕工事等の実
施のため、実績
値と目標値は同
数とした。

3 100
施設の老朽化が進んだことにより、設備等の修繕工事が増加している。修繕が必要な箇所の洗い出し
を行い、優先順位を決めていく必要がある。

○ ○ ○ - - - -

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

健
康
福
祉
部

社
会
福
祉
課

高
齢
福
祉
係

113
高齢者福祉センター

塩壺の湯管理運営事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

社
会
福
祉

高
齢
者
の
社
会
参
加
と
福
祉
的
予
防
の

推
進

推
進

第
７
期
茅
野
市
高
齢
者
保
健
福
祉
計
画

−

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①茅野市高齢者福祉セン
ター指定管理者、センター
利用者
②施設の維持・修繕に関す
る工事の実施、土地賃借料
の支払い
③施設の適正な運営管理及
び利用所の福祉の向上が図
られる

指定管理協定に基づき、施
設の維持・修繕に関し、
20万円以上の工事費につ
いて、指定管理者と協議・
調整し、実施する。

118
一
般

40,301 40,301 40,241 99.9 95.08 0.1 0.0

指
定
管
理
者
と
の
定
例
会
開
催
数

12 0 6 10 12 100.0
工事実
施件数

- 4 2 1 2

施設の適切な運
営のたに必要な
修繕工事等の実
施のため、実績
値と目標値は同
数とした。

4 100
温泉施設と同様に、⺠間譲渡を検討していくため、⺠間事業者へ指定管理を委託し、⺠間譲渡の可能
性を図っていく必要がある。

- ○ - - - ○ ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）



（０） （１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８） （９） （10） （11） （12） （13） （14） （15） （16） （17） （18） （19） （20） （21） （22） （23） （24） （25） （26） （27） （28） （29） （30）（31）-1（31）-2（32） （33） （34） （35） （36） （37） （38） （39） （40） （41） （42） （43） （44） （45） （46） （47）

直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

健
康
福
祉
部

社
会
福
祉
課

高
齢
福
祉
係

114
地域医療介護総合確保

基⾦事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

非
該
当

非
該
当

非
該
当

第
９
期
介
護
保
険
事
業
支
援
計
画

R6

（交
付
先

）

補
助
等

自
治

（な
し

）

①補助対象事業を行う⺠間
事業者
②補助⾦交付
③補助⾦交付により、⺠間
事業者が補助対象事業を行
う。

申請のあった⺠間事業者に
対し、⻑野県地域医療介護
総合確保基⾦事業補助⾦交
付要綱に基づき、補助⾦交
付を行う。

−
一
般

70,197 0 0 0.0 0.0 0.1 0.0
コ
ス
ト

− − − 52,531 0 - 自動計算
国の内示がでるタイミングによっては、交付⾦の支払時期が年度を跨ぐ場合があるため、施設および
県と密に連絡を取り合うことが必要。

○ - ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

保
険
課

国
保
年
⾦
係

115 国⺠年⾦事務事業
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

− -

（委
託
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

法
定
受
託

①国⺠年⾦被保険者及び年
⾦受給権者
②日本年⾦機構との協力及
び連携及び年⾦制度の周知
③事務の効率化及び適正実
施と市⺠の利便性

・日本年⾦機構への年⾦情
報の提供
・広報ちのへ「国⺠年⾦だ
より」を掲載
・手続き時に、各種パンフ
レットやチラシを配布

-
一
般

1,782 1,527 1,527 85.7 2.3 0.5 0.5

広
報
掲
載
回
数

10 10 10 10 10 100.0 自動計算
国⺠年⾦事務は、法定受託事務として国から委任されていることから、引き続き市⺠への情報提供を
行うとともに、適正な事務処理を行う必要がある。

○ - - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

健
康
福
祉
部

保
険
課

後
期
高
齢
・
福
祉
医
療
係

116 福祉医療費給付等事業
非
該
当

子
育
て

保
健
・
福
祉
事
業
の
充
実

非
該
当

地
域
福
祉
計
画

-
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①福祉医療制度対象者（こ
ども、心身障害者、⺟子家
庭等の⺟子、⽗子家庭の⽗
子、75歳以上低所得世帯
老人）
②早期適切な受診と医療費
の家計への負担軽減を図
り、もって健康と福祉の増
進、子育て支援を図る。
③医療費の家計への負担軽
減。

◎高校３年生までのこど
も：受給者証を医療機関等
に提示し、受給者負担⾦
（500円）のみで受診がで
きる（R8.8〜無償化）。
◎その他の対象者：受給者
証を医療機関等に提示し、
自己負担額を支払うこと
で、診療月の２か月後から
３か月後に自己負担額から
受給者負担⾦を控除した額
を登録口座へ振込む。

-
一
般

561,554 391,558 508,543 90.6 101.1 1.0 1.6

広
報
掲
載
回
数

2 1 2 2 2 100.0
本人申
請非発
生率

- 1.0 1.0 1.0 1.0

自動・現物給付
方式の定着を確
認するため
（100%-窓口申請
件数/給付総件
数）

1.0 100.0
制度改正を実施。R8.８月から県制度に合わせるとともに、子どもの受給者負担⾦無償化を実施。今
後は、県制度に合わせた対応を実施していく。R8（〜R11 )まではR7の制度改正に伴う周知等の対応
を実施する。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

健
康
福
祉
部

保
険
課

後
期
高
齢
・
福
祉
医
療
係

117 養育医療給付事業
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

地
域
福
祉
計
画

−
（直
営

）

市

自
治

（な
し

）

①未熟のまま出生し、医師
が入院療育を必要と認めた
乳児
②生後速やかに治療を受け
るために、医療の給付を行
う
③高額な医療費の負担軽減

⺟子保健法第20条に基づ
き、身体が未熟なまま出生
した乳児に対し、その治療
に要する医療費を公費負担
する。
国1/2、県1/4が補助する

−
一
般

805 167 641 79.6 2.61 0.1 0.0
コ
ス
ト

805 1,521 890 246 641 79.6 自動計算
H25年度に県から権限移譲された事業・
出生率の低下により申請者も減少している
保護者の経済的負担軽減のため、今後も必要である。

○ - ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

社
会
福
祉
課

高
齢
福
祉
係

118 温泉施設管理運営事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

非
該
当

非
該
当

非
該
当

− −

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①福祉温泉施設指定管理
者、福祉温泉施設利用者
②施設の維持・修繕に関す
る工事の実施、土地賃借料
の支払い
③施設の適正な運営管理及
び利用所の福祉の向上が図
られる

指定管理協定に基づき、施
設の維持・修繕に関し、
20万円以上の工事費につ
いて、指定管理者と協議・
調整し、実施する。

113
一
般

152,507 152,507 149,523 98.0 94.58 0.6 0.0

指
定
管
理
者
と
の
定
例
会
開
催
数

12 0 6 10 12 100.0
工事実
施件数

- 39 14 18 25

施設の適切な運
営のたに必要な
修繕工事等の実
施のため、実績
値と目標値は同
数とした。

39 100
公共施設等総合管理計画においては、温泉施設は将来的な⺠間譲渡とされている。令和８年度に現在
の指定管理が終了するため、次期指定管理には将来的な譲渡が可能となる⺠間業者の公募があるよう
に指定管理の要項を検討・作成していく必要がある。

○ ○ - - - ○ ○

Ｄ

（廃
止
検
討

）

健
康
福
祉
部

保
健
福
祉
サ

ー
ビ
ス
セ
ン
タ

ー

全
係

119
保健福祉

サービスセンター
一般経費事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

地
域
福
祉

日
常
生
活
支
援
の
充
実

、
地
域
の
支
え
合
い
の
促

進
推
進

祉
２
１
ビ

ー
ナ
ス
プ
ラ
ン

（茅
野
市
地
域
福
祉
計
画

H12
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

① 保健・医療・福祉に
  関する課題を抱える
  市⺠や家族、その関
  係者（以降「支援対
  象者」）
② 保健福祉サービスセ
  ンターの相談支援体
  制の確保
③ 身近な地域での包括
  ケアが推進される

・保健福祉サービスセン
 ターの相談支援事業を
 実施するための事務経
 費や研修派遣、訪問車
 両の管理の実施
・地域の保健活動を推進
 するための保健補導員
 活動支援の実施

-
一
般

7,592 7,372 5,474 72.1 1.1 17.1 3.1

相
談
支
援
対
応
件
数

（延
相
談
件
数

）

7,303 8,552 7,962 7,303 6,797 93.1

相談支
援提供
者数

（相談
受付実
人数）

- 2,715 3,300 2,714 2,715

保健・医療・福
祉に関する課題
を抱える市⺠や
家族、その関係
者が保健福祉
サービスに相談
でき適切な支援
が受けられるこ
とで、地域包括
ケアの推進につ
ながると判断
し、成果は相談
提供者数（実人
数）とした。相
談者数の目標設
定は困難であ
り、目標値の実
績値とした。

2,252 83
相談件数の実績値が減少しているが、相談内容は年々複雑化複合化しており、１件あたりに多大な時
間を要する解決困難な事例は減っていない状況である。超高齢化・人口減少社会に向けて、職員の業
務効率化に取り組むとともに今後の保健福祉SCのあり方についても検討していく必要がある。

- ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）



（０） （１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８） （９） （10） （11） （12） （13） （14） （15） （16） （17） （18） （19） （20） （21） （22） （23） （24） （25） （26） （27） （28） （29） （30）（31）-1（31）-2（32） （33） （34） （35） （36） （37） （38） （39） （40） （41） （42） （43） （44） （45） （46） （47）

直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

健
康
福
祉
部

保
健
福
祉
サ

ー
ビ
ス
セ
ン
タ

ー

全
係

120
保健福祉

サービスセンター
施設管理事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

地
域
福
祉

日
常
生
活
支
援
の
充
実

、
地
域
の
支
え
合
い
の
促
進

推
進

福
祉
２
１
ビ

ー
ナ
ス
プ
ラ
ン

（茅
野
市
地
域
福
祉
計
画

）

H12

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

① ・保健・医療・福祉
   に関する課題を抱
   える市⺠や家族
   （以降「支援対象
   者」）とその関係
   者
  ・地域の課題ため活
   動したい市⺠
  ・保健福祉サービス
   センター内で事業
   を行っている診療
   所、介護事業所及
   びその患者・利用
   者
② ・保健福祉サービス
   センターの相談支
   援、ボランティア
   等地域貢献活動の
   ための拠点、医
   療・介護サービス
   を提供するための
   施設の維持管理
③ ・施設を安全に利用
   できる
  ・⻑期間可動できる
   状態が保たれる

・保健福祉サービスセン
 ターの施設を維持する
 ため、環境整備、設備
 点検・修繕、施設改修
 工事等の実施、施設使
 用料の支払い

-
一
般

26,284 9,704 24,720 94.0 1.2 1.0 0.1

修
繕
及
び
改
修
工
事
費
用

（千
円

）

1,834 9,859 16,025 1,834 5,341 291.2
施設稼
働率

- 100.0 100.0 100.0 100.0

設備の故障等に
よる緊急休業が
発生しないこと
が、施設管理業
務の成果と判断
したため。

100.0 100.0
⻄部デイサービスの撤退によって空きスペースが発生している。今後は空きスペースの活用について
⺠間事業所の運営を含めた検討を行っていく必要がある。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

健
康
福
祉
部

保
健
福
祉
サ

ー
ビ
ス
セ
ン
タ

ー

福
祉
２
１
推
進
係

121 短期入所事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

地
域
福
祉

日
常
生
活
支
援
の
充
実

、
地
域
の
支
え
合
い
の
促
進

推
進

高
齢
者
保
健
福
祉
計
画

H12
（委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

① ・高齢者世帯、障害
   者世帯等で介護力
   が極めて小さく保
   険給付が不足する
   要支援・要介護認
   定を受けた者とそ
   の家族
  ・冠婚葬祭等のため
   家族が短期間不在
   となる場合に、ひ
   とりで生活するこ
   とが困難な高齢者
   とその家族
② ・介護が必要な高齢
   者等の短期入所施
   設等への入所
③ ・介護を必要とする
   高齢者等とその家
   族の福祉が向上さ
   れる

・申請に基づき必要性を
 審査し、事業利用の可
 否を決定
・介護保険指定短期入所
 施設への委託により、
 介護等を必要とする高
 齢者等に対し訪問サー
 ビスを提供する
・利用実績に基づき、委
 託事業所へのサービス
 提供費用（委託料）の
 支払及び利用者負担の
 請求

-
一
般

2,134 1,931 951 44.6 0.6 0.1 0.1

短
期
入
所
利
用
者
数

16 23 16 16 5 31.3

申請者
の負担
軽減が
図られ
た日数
（短期
入所事
業提供
日数）

- 155 252 219 155

介護力が極めて
小さい世帯等の
負担軽減による
福祉の向上を目
的としているこ
とから、事業成
果、目標値とも
にサービス提供
実績であると判
断したため。

91 59

ふれあい保健福祉事業検討会議の定例開催により、サービスの可否を判断するだけでなく、介護保険
支給限度額を超えて、本当にサービスが必要ないわゆる困難ケースを抱えるケアマネージャーの支援
につなげることが必要である。地域包括支援センターに求められる包括的継続的ケアマネジメント機
能を強化し、必要な人に必要なサービスを提供できるよう引き続き取り組んでいく。

- ○ ○ ○ ○ - -

Ｄ

（廃
止
検
討

）

健
康
福
祉
部

保
健
福
祉
サ

ー
ビ
ス
セ
ン
タ

ー

福
祉
２
１
推
進
係

122 訪問サービス事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

地
域
福
祉

日
常
生
活
支
援
の
充
実

、
地
域
の
支
え
合
い
の
促
進

推
進

高
齢
者
保
健
福
祉
計
画

H12
（委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

① ・高齢者世帯、障害
   者世帯等で介護力
   が極めて小さく保
   険給付が不足する
   要支援・要介護認
   定を受けた者
  ・虚弱なひとり暮ら
   し等のため、日常
   生活に支援が必要
   な者
  ・病院又は介護保険
   施設から一時的に
   外泊等をする高齢
   者で、訪問サービ
   スが必要な者
② ・介護等が必要な高
   齢者等への訪問
   サービスの提供
③ ・介護等が必要な高
   齢者等が健全で安
   らかな生活がで
   き、介護予防又は
   自立支援が図られ
   る

・申請に基づき必要性を
 審査し、事業利用の可
 否を決定
・介護保険指定訪問介
 護、訪問看護事業所へ
 の委託により、介護等
 が必要な高齢者等に対
 し訪問サービスを提供
 する
・利用実績に基づき、委
 託事業所へのサービス
 提供費用（委託料）の
 支払及び利用者負担の
 請求

-
一
般

1,255 1,109 1,207 96.2 3.0 0.1 0.1

訪
問
サ

ー
ビ
ス
利
用
者
数

6 15 7 6 3 50.0

申請者
の自立
支援が
図られ
た日数
（訪問
サービ
ス事業
提供日
数）

- 109 179 296 109

介護力が極めて
小さい世帯等の
自立支援を目的
としていること
から、事業成
果、目標値とも
にサービス提供
実績であると判
断したため。

276 253

ふれあい保健福祉事業検討会議の定例開催により、サービスの可否を判断するだけでなく、介護保険
支給限度額を超えて、本当にサービスが必要ないわゆる困難ケースを抱えるケアマネージャーの支援
につなげることが必要である。地域包括支援センターに求められる包括的継続的ケアマネジメント機
能を強化し、必要な人に必要なサービスを提供できるよう引き続き取り組んでいく。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）
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直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

健
康
福
祉
部

保
健
福
祉
サ

ー
ビ
ス
セ
ン
タ

ー

福
祉
２
１
推
進
係

123 通所サービス事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

地
域
福
祉

日
常
生
活
支
援
の
充
実

、
地
域
の
支
え
合
い
の
促
進

推
進

高
齢
者
保
健
福
祉
計
画

H12
（委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

① ・重度の認知症等に
   より介護負担が極
   めて大さく保険給
   付が不足する要支
   援・要介護認定を
   受けた者
  ・生活の助⻑、社会
   的孤立感の解消、
   心身機能の維持向
   上等を図ることが
   できる日常生活に
   何らかの支援が必
   要な高齢者
② ・介護が必要な高齢
   者等への通所介護
   サービスの提供
③ ・介護が必要な高齢
   者等の生活の助
   ⻑、閉じこもり予
   防、社会的孤立感
   の解消、心身機能
   の維持向上等が図
   られ、その家族の
   身体的、精神的負
   担の軽減が図られ
   る

・申請に基づき必要性を
 審査し、事業利用の可
 否を決定
・介護保険指定通所介
 護施設、通所リハビリ
 施設への委託により、
 介護を必要とする高齢
 者等に対し通所サービ
 スを提供する
・利用実績に基づき、委
 託事業所へのサービス
 提供費用（委託料）の
 支払及び利用者負担の
 請求

-
一
般

1,176 1,029 1,051 89.4 1.0 0.1 0.1

通
所
サ

ー
ビ
ス
利
用
者
数

10 9 10 10 7 70.0

申請者
の負担
軽減が
図られ
た日数
（通所
サービ
ス事業
提供日
数）

- 109 395 74 109

介護負担が極め
て大きい世帯等
の負担軽減によ
る家族の身体
的、精神的負担
の軽減を目的と
していることか
ら、事業成果、
目標値ともに
サービス提供実
績であると判断
したため。

109 100

ふれあい保健福祉事業検討会議の定例開催により、サービスの可否を判断するだけでなく、介護保険
支給限度額を超えて、本当にサービスが必要ないわゆる困難ケースを抱えるケアマネージャーの支援
につなげることが必要である。地域包括支援センターに求められる包括的継続的ケアマネジメント機
能を強化し、必要な人に必要なサービスを提供できるよう引き続き取り組んでいく。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

健
康
福
祉
部

保
健
福
祉
サ

ー
ビ
ス
セ
ン
タ

ー

福
祉
２
１
推
進
係

124 福祉用具貸与事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

地
域
福
祉

日
常
生
活
支
援
の
充
実

、
地
域
の
支
え
合
い
の
促
進

推
進

高
齢
者
保
健
福
祉
計
画

H12
（委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

① 病院又は介護保険施
  設から一時的に外泊
  等をする要支援・要
  介護認定を受けた者
  又は65歳以上の高齢
  者とその家族
② 福祉用具の利用が必
  要な者への福祉用具
  の貸与
③ 病院又は介護保険施
  設から一時的に外泊
  等をする者の心身機
  能の維持向上等が図
  られ、その家族の身
  体的及び精神的な負
  担の軽減

・申請に基づき必要性を
 審査し、事業利用の可
 否を決定
・介護保険指定福祉用具
 貸与事業所等への委託
 により貸与する
・利用実績に基づき、委
 託事業所へのサービス
 提供費用（委託料）の
 支払及び利用者負担の
 請求

-
一
般

49 45 17 34.7 2.8 0.0 0.0

福
祉
用
具
貸
与
者
数

1 1 1 1 1 100.0

申請者
の心身
機能維
持向

上・家
族の負
担軽減
件数

（福祉
用具貸
与件
数）

- 1 1 1 1

病院又は介護保
険施設から一時
的に外泊等をす
る者の心身機能
維持向上、家族
と負担軽減を目
的としているこ
とから、事業成
果、目標値とも
にサービス提供
実績であると判
断したため。

2 200
病院又は介護保険施設から一時的に外泊等をする者の心身機能維持向上、家族と負担軽減を目的とし
ていることから、利用者にとって一定の効果があると考えられる。利用件数が少ないことについては
市⺠が利用しやすい事業内容になるよう検討が必要と考える。

- ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

保
健
福
祉
サ

ー
ビ
ス
セ
ン
タ

ー

福
祉
２
１
推
進
係

125 緊急通報装置貸与事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

地
域
福
祉

日
常
生
活
支
援
の
充
実

、
地
域
の
支
え
合
い
の
促

進
推
進

高
齢
者
保
健
福
祉
計
画

H12
（委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

① 身体に急を要する危
  険性を有する一人暮
  らし高齢者又は同居
  者が寝たきり等の状
  態の高齢者又は同居
  者が⻑時間不在とな
  る高齢者とその家族
② 身体に急を要する危
  険性を有する高齢者
  への緊急通報装置の
  貸与
③ 身体に急を要する危
  険性を有する高齢者
  の日常生活の不安が
  解消され、緊急時に
  おける通報体制の整
  備が図られる

・申請に基づき必要性を
 審査し、貸与の可否を
 決定
・市で購入し保管してい
 る装置を電気通信事業
 者（ＮＴＴ）にて設置
 、または、警備事業者
 が提供する端末（セコ
 ム見守りフォン）の貸
 与を行う
・設置に係る費用を補助
 し、通信に係る費用は
 利用者が負担

-
一
般

49 49 0 0.0 0.0 0.0 0.0

緊
急
通
報
装
置
新
規
設
置
者
数

1 0 1 1 0 0.0

緊急通
報体制
が確保
されて
いる件
数（緊
急通報
装置貸
与者
数）

- 9 8 8 9

緊急時の通報体
制が整備され、
身体に急を要す
る危険性を有す
る高齢者の日常
生活の不安の解
消を目的として
いることから、
事業成果、目標
値ともにサービ
ス提供実績であ
ると判断したた
め。

8 89

継続して事業利用している者はいるが、新規の利用者が少ないことから、市⺠が利用しやすく需要の
ある事業内容の見直しの検討も必要と考える。
第７期高齢者保健福祉計画の中において見守りネットワークの構築と推進を兼ねた事業に位置付けら
れているため内容を見直しながら推進していきたい。

- ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

保
健
福
祉
サ

ー
ビ
ス
セ
ン
タ

ー

福
祉
２
１
推
進
係

126 外出支援事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

社
会
福
祉

生
活
基
盤
・
セ

ー
フ
テ

ィ
ネ

ッ
ト
の
整

備
に
よ
る
在
宅
福
祉
の
推
進

推
進

高
齢
者
保
健
福
祉
計
画

H12
（委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

① 交通機関を利用し外
  出することが困難
  な、車いす等を利用
  している高齢者及び
  障害者
② 外出支援の提供
③ 外出困難な者の社会
  参加の促進及び社会
  福祉の向上が図られ
  る

・茅野市社会福祉協議会
 への委託により実施
・社会福祉協議会では、
 地域のボランティアの
 参加と協力により福祉
 車両等を運行、利用登
 録した利用者への利用
 券の販売を行い、利用
 者からの予約を受け
 サービスを提供してい
 る

-
一
般

5,664 5,664 3,419 60.4 0.7 0.0 0.0

外
出
支
援
事
業
利
用
登
録
者
数

（実
利

用
者
数

）

37 33 43 37 27 73.0

外出機
会確保
数（外
出支援
提供件
数）

- 3,000 2,670 2,701 2,238

第7期高齢者保健
福祉計画策定の
具体的施策にお
いて設定された
数値目標

2,138 71

諏訪中央病院への透析治療のための利用が多い状況が続いている。外出困難な方の余暇活動の充実の
ため、のらざあとの住み分けについても検討が必要。
第７期高齢者保健福祉計画の中において見守りネットワークの構築と推進を兼ねた事業に位置付けら
れているため内容を見直しながら推進していきたい。

- ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）



（０） （１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８） （９） （10） （11） （12） （13） （14） （15） （16） （17） （18） （19） （20） （21） （22） （23） （24） （25） （26） （27） （28） （29） （30）（31）-1（31）-2（32） （33） （34） （35） （36） （37） （38） （39） （40） （41） （42） （43） （44） （45） （46） （47）

直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

健
康
福
祉
部

保
健
福
祉
サ

ー
ビ
ス
セ
ン
タ

ー

福
祉
２
１
推
進
係

127 訪問理美容助成事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

地
域
福
祉

日
常
生
活
支
援
の
充
実

、
地
域
の
支
え
合
い
の
促
進

推
進

高
齢
者
保
健
福
祉
計
画

H12
（委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

① 要介護3〜5の認定を
  受けた者又は重度心
  身障害者で心身の障
  害・傷病等により理
  髪店又は美容院に出
  掛けて理美容を受け
  ることが困難である
  者（以降「寝たきり
  高齢者等」）とその
  介護者
② 寝たきり高齢者等へ
  の訪問理美容費の助
  成
③ 寝たきり高齢者等の
  心身のリフレッシュ
  及び介護者の負担の
  軽減が図られる

・申請に基づき必要性を
 審査し、事業利用の可
 否を決定
・利用を決定した寝たき
 り高齢者等に、年4枚を
 限度に助成券を交付す
 る
・助成券1枚当たりの助成
 額は1,500円

-
一
般

77 77 54 70.1 0.8 0.0 0.0

訪
問
理
美
容
券
交
付
者
数

26 42 33 26 17 65.4

訪問理
美容費
助成件

数

- 43 55 50 43

寝たきり高齢者
等の心身のリフ
レッシュと介護
者の負担軽減を
目的としている
ことから、事業
成果、目標値と
もにサービス提
供実績であると
判断したため。

36 84
一定の利用者数がおり、寝たきり高齢者等の心身のリフレッシュ、介護者の負担軽減に効果があると
考えている。利用できる事業所が限られているため協力店舗の拡充については引き続き継続していき
たい。

- ○ ○ ○ - - -

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

健
康
福
祉
部

保
健
福
祉
サ

ー
ビ
ス
セ
ン
タ

ー

福
祉
２
１
推
進
係

128 機能訓練事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

地
域
福
祉

日
常
生
活
支
援
の
充
実

、
地
域
の
支
え

合
い
の
促
進

非
該
当

高
齢
者
保
健
福
祉
計
画

H12

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

① 疾病、負傷等により
  心身の機能が低下し
  ている40歳以上65歳
  未満の者
② 理学療法士、作業療
  法士、保健師、看護
  師による訓練の実施
③ 事業利用者の心身機
  能の低下防止及び社
  会的孤立感の解消が
  図られる

・申請に基づき必要性を
 審査し、事業利用の可
 否を決定
・茅野市健康管理セン
 ター又は、介護保険指
 定通所介護施設、通所
 リハビリ施設への委託
 により実施する

-
一
般

0 0 0 - 0.0 0.0 0.0

機
能
訓
練
事
業
利
用
者
数

1 0 0 0 0 0.0
機能訓
練提供
者数

○ 1 0 0 0

事業利用者の心
身機能の低下防
止や社会的孤立
感の解消を目的
としていること
から、事業成
果、目標値とも
にサービス提供
実績であると判
断したため。

0 - 事業廃止 - ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

健
康
福
祉
部

保
健
福
祉
サ

ー
ビ
ス
セ
ン
タ

ー

福
祉
２
１
推
進
係

129
在宅介護者緊急時支援

事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

地
域
福
祉

日
常
生
活
支
援
の
充
実

、
地
域
の
支
え

合
い
の
促
進

推
進

高
齢
者
保
健
福
祉
計
画

H12
（委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

① 要支援、要介護認定
  を受けた者（以降
  「要介護者等」）と
  要介護者等を在宅で
  介護する介護者
② 宅老所等での要介護
  者等の緊急の宿泊経
  費の一部を助成
③ 介護者の急病等緊急
  時の介護体制が確保
  される

・申請に基づき必要性を
 審査し、事業利用の可
 否を決定
・要介護者が利用してい
 る宅老所等への委託に
 より、緊急宿泊サービ
 スを提供する

-
一
般

16 8 0 0.0 0.0 0.0 0.0

在
宅
介
護
者
緊
急
支
援
事
業
利
用
者
数

1 0 0 0 0 0.0

在宅介
護者緊
急支援
提供者

数

- 1 0 0 0

事介護者の急病
等緊急時の介護
体制が確保を目
的としているこ
とから、事業成
果、目標値とも
にサービス提供
実績であると判
断したため。

0 0
福祉２１ビーナスプランに掲げる住み慣れた自宅で暮らすことを支援するための事業の一つとして位
置付けられているが、実績としては非常に少ないことから、廃止も含めて検討する必要がある。

- ○ ○ - ○ - -

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

健
康
福
祉
部

保
健
福
祉
サ

ー
ビ
ス
セ
ン
タ

ー

福
祉
２
１
推
進
係

130 介護福祉⾦支給事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

地
域
福
祉

日
常
生
活
支
援
の
充
実

、
地
域
の
支
え

合
い
の
促
進

推
進

高
齢
者
保
健
福
祉
計
画

H12
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

① 要介護3〜5の認定を
  受けている者を、年
  間180日以上居宅で
  介護している介護者
  （以降「在宅介護
  者」）
② 在宅介護者への介護
  福祉⾦の支給
③ 在宅介護者の労が報
  われ、その家族の福
  祉が向上される

・在宅介護者に合致する
 者の調査の実施
・介護福祉⾦の受領意思
 確認の実施
・介護福祉⾦（5万円）の
 支給

-
一
般

15,530 15,530 11,935 76.9 1.0 0.2 0.1

介
護
福
祉
⾦
支
給
対
象
者
数

229 268 249 229 238 103.9
介護福
祉⾦支
給者数

- 229 268 249 228

在宅介護者の労
を報い、その家
族の福祉の向上
を目的としてい
ることから、事
業成果、目標値
ともに支給実績
であると判断し
たため。

237 103

予算規模と事務コストがかかる事業であるが、福祉２１ビーナスプランに掲げる住み慣れた自宅で暮
らすことを支援するための事業の一つとして、介護を行う家庭への慰労⾦という位置付けとなってい
る。超高齢化社会に突入していく中で、事業の見直しは必要であると考えるが、県内19市では全て
の市で実施しており、持続可能な事業としての見直し内容を慎重に検討していく必要がある。

- ○ ○ ○ - - -

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

健
康
福
祉
部

保
健
福
祉
サ

ー
ビ
ス
セ
ン
タ

ー

福
祉
２
１
推
進
係

131
認知症高齢者等

個人賠償責任保険事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

地
域
福
祉

日
常
生
活
支
援
の
充
実

、
地
域
の
支
え
合
い
の

促
進

推
進

高
齢
者
保
健
福
祉
計
画

Ｒ3
（委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

① 茅野市に住⺠登録が
  あり、認知症と診断
  されている者（以降
  「認知症の高齢者
  等｝）
② 市が契約者となり、
  認知症の高齢者等を
  被保険者とする個人
  賠償責任保険に加入
  する
③ 認知症の者及びその
  家族等が安心して暮
  らすことができる環
  境の整備が図られる

・申請書及び医師の診断
 書の提出を受け、利用
 の可否を決定
・利用決定者を被保険者
 として保険加入手続き
 を実施
・保険事故が発生した場
 合には、利用決定者又
 は法定相続人等が、保
 険会社の指定する手続
 きにより、保険⾦を請
 求する

-
一
般

60 60 65 108.3 3.3 0.0 0.0

広
報
・
周
知
回
数

2 2 2 2 2 100.0

個人賠
償責任
保険加
入者数

- 16 16 15 16

認知症の者及び
その家族等が安
心して暮らすこ
とができる環境
の整備の成果を
図ることは難し
く、認知症高齢
者の行動に伴う
他者への損害を
補償するための
保険加入実績が
事業成果の目標
達成につながる
と判断したた
め、支援実績を
成果指標とし
た。

14 88
継続して利用している者もおり、新規加入も毎年度ある状況。認知症の者及びその家族が安心して暮
らすことができる環境づくりに一定の効果があると考える。しかし市⺠個人が加入する保険を市が負
担することの整合性については検討の余地があると考える。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

健
康
福
祉
部

保
健
福
祉
サ

ー
ビ
ス
セ
ン
タ

ー

福
祉
２
１
推
進
係

132 介護予防通所事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

地
域
福
祉

日
常
生
活
支
援
の
充
実

、
地
域
の
支
え

合
い
の
促
進

推
進

高
齢
者
保
健
福
祉
計
画

Ｈ18
（委
託）
市

自治
（あ
り）

① 生活機能の維持向上
  が必要と認められる
  65歳以上の者
② 対象者への通いの場
  の提供
③ 対象者の運動機能向
  上、閉じこもり、認
  知症予防により要介
  護状態に陥ることが
  予防される

・申請に基づき必要性を
 審査し、事業利用の可
 否を決定
・介護保険通所介護（デ
 イサービス）事業所や
 茅野市社会福祉協議会
 への委託によるサービ
 スの提供
・運動機能向上、栄養改
 善、口腔機能等の向上
 プログラムの実施

-
一
般

33,842 0 29,162 86.2 1.0 0.0 0.0

委
託
事
業
者
数

6 6 6 5 5 83.3
延べ利
用者数

- 6,580 5,453 5,991 6,580

事業継続利用に
より、対象者の
運動機能維持向
上、閉じこも
り、認知症予防
が図られ、利用
実績が目標値で
あると判断した
ため。

9,427 143
本事業の内容、利用者像が、地域支援事業内の総合事業におけるサービス活動Aに酷似していること
から、社会福祉協議会以外の事業所の事業実施を令和７年度末を以て終了とした。
社会福祉協議会についても、本事業の在り方含めて継続して検討してきたい。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）
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直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

健
康
福
祉
部

保
健
福
祉
サ

ー
ビ
ス
セ
ン
タ

ー

福
祉
２
１
推
進
係

133 介護予防普及啓発事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

地
域
福
祉

日
常
生
活
支
援
の
充
実

、
地
域
の
支
え

合
い
の
促
進

推
進

高
齢
者
保
健
福
祉
計
画

Ｈ18

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

① 65歳以上の高齢者
② 介護予防に関する基
  本的知識を得るため
  の講演会や講座の開
  催
③ 市⺠への介護予防の
  周知と自発的な介護
  予防への取組が推進
  される

・有識者による講演会の
 開催
・介護予防の基礎知識の
 習得、普及啓発につな
 がる講座を委託又は
 直営にて開催
・4種類の講座（各講座
 定員15〜50名）を概ね
 4半期単位で開催

-
一
般

3,214 0 1,281 39.9 0.6 0.4 0.2

講
演
会
・
講
座
開
催
数

13 13 13 13 10 76.9

普及啓
発講演
会参加
者数

- 80 50 86 73

健康づくりや社
会的つながりを
保てる機会提供
することが、介
護予防の気発に
つながり、利用
実績が目標値で
あると判断した
ため。

72 90
市⺠向けの介護予防に資する講演会の開催は、介護予防の普及啓発に効果があると考える。今後も市
⺠ニーズに合わせて講演会内容を検討しながら継続していきたい。

- ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

保
健
福
祉
サ

ー
ビ
ス
セ
ン
タ

ー

福
祉
２
１
推
進
係

134 いきいき健幸ルーム事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

地
域
福
祉

日
常
生
活
支
援
の
充
実

、
地
域
の
支
え

合
い
の
促
進

推
進

高
齢
者
保
健
福
祉
計
画

H30
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

① 65歳以上の高齢者
② 市高齢者福祉セン
  ター塩壺の湯ゆうゆ
  う館において、健康
  づくりや運動等、各
  種講座の開催
③ 高齢者の健康づくり
  や運動、社会的つな
  がりを保てる場が確
  保される

・高齢者福祉センターゆ
 うゆう館いきいき健幸
 ルームを会場とする講
 座・教室の企画・運営
・4種類の講座（各講座
 定員12名）を通年又は
 半年単位で開催

-
一
般

2,503 0 1,907 76.2 1.0 0.1 0.9

講
座
開
催
数

15 15 15 15 15 100.0

いきい
き健幸
ルーム
利用者

数

- 3,327 1,999 2,800 3,327

健康づくりや社
会的つながりを
保てる機会提供
することが、介
護予防の気発に
つながり、利用
実績が目標値で
あると判断した
ため。

5,130 154
いきいき健幸ルームで開催する講座は、毎回定員を上回る申し込みがあり需要があると考える。生き
がいづくりや仲間づくりに寄与している事業であると考えるため内容を適宜見直しながら継続してい
きたい。

- ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

保
健
福
祉
サ

ー
ビ
ス
セ
ン
タ

ー

福
祉
２
１
推
進
係

135 健康熟年大学事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

地
域
福
祉

日
常
生
活
支
援
の
充
実

、
地
域
の
支
え
合
い
の
促
進

推
進

高
齢
者
保
健
福
祉
計
画

Ｈ18

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

① 熟年者（概ね60歳以
  上の者）
② インターバル速歩に
  関する指導、健康講
  座、レクリエーショ
  ン等のカリキュラム
  等の提供
③ 参加者の日常生活で
  のインターバル速歩
  の実施、運動機能の
  向上、主観的健康観
  の向上が図られる

・健康熟年大学学生（1年
 生、2年生）方式による
 参加者の募集し2年間の
 カリキュラムの実施（1
 年間で約半数が入れ替
 わる）
・参加者の体力にあわせ
 た目標を設定、専用機
 器（熟大メイト）を使
 用したインターバル速
 歩や運動の指導、個別
 評価に関する専門的業
 務は熟年体育大学リ
 サーチセンターへの委
 託により実施
・参加者は日常生活でイ
 ンターバル速歩を実施
 し、目標達成目指す

-
一
般

3,990 0 2,931 73.5 0.9 0.1 0.4

健
康
熟
年
大
学
参
加
者
数

50 33 37 38 32 64.0
運動機
能維等
向上率

- 100.0 100.0 100.0 100.0

体力、血液検査
データを基にし
た医学的所見、
主観的健康観等
により、利用者
個人の評価を行
うため。

100.0 100.0
熟年大学リサーチセンターへの委託により、体力測定、血液検査結果から、２年間のカリキュラム成
果をデータにより評価している。利用者個人の評価として一定の評価が出ていおり、事業継続してい
きたい。

- ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

保
健
福
祉
サ

ー
ビ
ス
セ
ン
タ

ー

福
祉
２
１
推
進
係

136 認知症予防事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

地
域
福
祉

日
常
生
活
支
援
の
充
実

、
地
域
の
支
え

合
い
の
促
進

推
進

高
齢
者
保
健
福
祉
計
画

Ｈ18
（委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

① 65歳以上の高齢者
② 認知症の理解や認知
  症予防に関する講座
  の開催
③ 市⺠の認知症の理解
  による認知症高齢者
  の地域での見守り・
  支えあい等の推進
  と、認知症予防の自
  発的な取組が推進さ
  れる

・認知症の理解、認知症
 と口腔機能の関係、予
 防のための運動につい
 て学ぶ講座の開催
・認知症高齢者支援等専
 門性の高い事業所への
 委託により実施
・定員30名による前10回
 の講座を年2回実施

-
一
般

1,125 0 1,082 96.2 1.1 0.1 0.0

講
座
開
催
回
数

2 2 2 2 2 100.0
参加者

数
- 60 30 45 42

同一講座の2回開
催であり、定員
に対する参加者
数で評価が可能
なたため。

42 70
今年度契約していた事業所が継続不可となった。令和８年度からSSAP+を各地区CCに地域展開して
いく予定となっているため、今まで以上に推進していきたい。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

健
康
福
祉
部

保
健
福
祉
サ

ー
ビ
ス
セ
ン
タ

ー

福
祉
２
１
推
進
係

137
地域介護予防活動支援

事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

地
域
福
祉

日
常
生
活
支
援
の
充
実

、
地
域
の
支
え

合
い
の
促
進

推
進

高
齢
者
保
健
福
祉
計
画

Ｈ18
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

① 65歳以上の高齢者と
  地域住⺠等支援に関
  わる者
② 住⺠主体の介護予防
  活動の育成支援（身
  近な地域の通いの場
  の立ち上げ支援）
③ 身近な地域で住⺠主
  体の通いの場等が形
  成される

・住⺠主体の通いの場等
 の形成に向けた検討の
 場への講師等の派遣及
 び、その立ち上げに係
 る経費の助成
・主に高齢者クラブや地
 域サロンに講師を派遣
 している

138
139

一
般

188 0 42 22.3 2.1 0.0 0.0

講
師
派
遣
件
数

12 8 19 12 13 108.3

住⺠主
体活動
の立ち
上げ支
援件数

- 1 0 0 0

高齢者クラブや
地域サロンの既
存の集いの場の
支援に留まら
ず、新たな集い
の場等の立ち上
げに向けた支援
実績の評価が妥
当であるため。

0 0
高齢者クラブや地域サロンからの要望は一定数あり、通いの場の継続に効果が出ていると考える。新
たな通いの場の立ち上げについて支援内容含めて検討が必要と考える。

- ○ ○ - ○ - -

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）
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実
績
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担
当
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担
当
係

関
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事
業
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担
当
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事業
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実
施
主
体

事
務
区
分
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（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
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（
基
本
計
画
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関
係
分
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関
連
計
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事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円
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う
ち
一
財

（
千
円
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決
算
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予
算
執
行
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（
％
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活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

健
康
福
祉
部

保
健
福
祉
サ

ー
ビ
ス
セ
ン
タ

ー

福
祉
２
１
推
進
係

138 地区運動教室事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

地
域
福
祉

日
常
生
活
支
援
の
充
実

、
地
域
の
支
え
合
い
の
促

進
推
進

高
齢
者
保
健
福
祉
計
画

Ｈ18
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

① 65歳以上の高齢者と
  地域住⺠等支援に関
  わる者
② 地域の通いの場と
  して住⺠主体で開催
  している足腰おたっ
  しゃ教室への講師の
  派遣と運営支援
③ 身近な地域で住⺠主
  体の通いの場等が継
  続運営される

・公⺠館、地区コミュニ
 ティセンター等におい
 て開催する足腰おたっ
 しゃ教室の運営支援
・健康運動指導士、理学
 療法士、作業療法士等
 指導者の派遣による運
 動指導
・保健師等による健康講
 話の実施
・⻭科衛生士による口腔
 機能の維持・改善のた
 めの講話の実施
・管理栄養士による栄養
 改善の講話の実施

137
139

一
般

3,132 0 3,144 100.4 1.1 0.1 0.4

足
腰
お
た

っ
し

ゃ
教
室
開
催
地
区
数

50 42 45 51 52 104.0

足腰お
たっ

しゃ教
室が翌
年度も
継続開
催され
た割合

- 100.0 100.0 100.0 96.1

・身近な地域で
 の住⺠主体の
 通いの場が継
 続されること
 を目的として
 いるため

104.0 104.0
５１か所の地区で開催されており、高齢者の通いの場として機能していると考える。ただし、人数が
少ない会場にも講師を派遣することのコスト面と効果の評価を行い実施方法について検討が必要と考
える。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

健
康
福
祉
部

保
健
福
祉
サ

ー
ビ
ス
セ
ン
タ

ー

福
祉
２
１
推
進
係

139
地域リハビリテーション

活動支援事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

地
域
福
祉

日
常
生
活
支
援
の
充
実

、
地
域
の
支
え

合
い
の
促
進

推
進

高
齢
者
保
健
福
祉
計
画

Ｈ18
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

① 65歳以上の高齢者と
  地域住⺠等支援に関
  わる者
② 地域での集まりの場
  に講師を派遣し、介
  護予防や健康づくり
  の啓発活動等を行う
③ 地域での介護予防や
  健康づくりへの取組
  が推進される

・リハビリテーションに
 関する専門的知見を有
 する者が、高齢者クラ
 ブ等地域住⺠の集まり
 の場や介護施設に出向
 き、住⺠や介護職員等
 に技術的助言を行う

137
138

一
般

72 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

事
業
活
用
地
域
数

1 0 0 0 0 0.0
講師派
遣件数

- 1 0 0 0

地域での介護予
防や健康づくり
への取組のため
専門職派遣の実
績を成果とした
ため。

0 0 ここ数年利用実績がない状況が続いている。事業の在り方や必要性含めて検討が必要と考える。 - ○ ○ - ○ - -

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

健
康
福
祉
部

保
健
福
祉
サ

ー
ビ
ス
セ
ン
タ

ー

福
祉
２
１
推
進
係

140 介護用品支給事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

地
域
福
祉

日
常
生
活
支
援
の
充
実

、
地
域
の
支
え

合
い
の
促
進

推
進

高
齢
者
保
健
福
祉
計
画

H12
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

① 要介護3〜5までの認
  定をされた者で、お
  むつ等の介護用品を
  必要とする者を在宅
  で介護している世帯
  の市⺠税が非課税の
  者（以降「対象世
  帯」）
② 対象世帯に1月当たり
  6,300円を限度に介護
  用品の購入にかかっ
  た費用を助成する
③ 対象世帯の経済的負
  担が軽減される

・申請に基づき必要性を
 審査し、事業利用の可
 否を決定
・利用決定を受けた対象
 世帯で実際に購入した
 介護用品の費用の申請
 により助成する

-
一
般

1,507 0 1,417 94.0 1.0 0.0 0.1

事
業
利
用
者
数

38 40 41 38 38 100.0

経済的
負担の
軽減額
（千
円）

- 1,373 1,406 1,609 1,373

低所得世帯の経
済的負担を軽減
することを目的
としており、助
成実績が目標値
と判断したた
め。

1,419 103
一定の利用実績があり、低所得世帯の負担軽減に効果があると考える。ただし、現在は地域支援事業
において補助がおりているが今後地域支援事業の補助メニューから外れる可能性があり、その場合に
市単独での事業を継続するのか検討が必要と考える。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

健
康
福
祉
部

保
健
福
祉
サ

ー
ビ
ス
セ
ン
タ

ー

福
祉
２
１
推
進
係

141
徘徊高齢者家族支援

サービス事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

地
域
福
祉

日
常
生
活
支
援
の
充
実

、
地
域
の
支
え
合
い
の
促
進

推
進

高
齢
者
保
健
福
祉
計
画

H12
（委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

① 認知症の状態にある
  高齢者及びその家族
② 認知症高齢者が行方
  不明となった際に現
  在位置を特定するた
  めの位置検索システ
  ム専用端末機等必要
  な機器の貸与
③ 認知症高齢者が所在
  不明となった際の早
  期発見、事故の防止
  が図られ、家族等の
  介護負担が軽減され
  る

・申請に基づき必要性を
 審査し、位置検索シス
 テム専用端末機の貸与
 の要否を決定
・指定事業者による専用
 端末機器の貸与
・利用者は、対象者が徘
 徊により行方不明に
 なった場合に指定事業
 者に問い合わせ検索を
 依頼し位置の情報提供
 を受ける
・専用端末機器は無償に
 て貸与するが、位置検
 索情報提供に係る費用
 は利用者負担とし、指
 定事業者に利用者が支
 払う

-
一
般

8 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

広
報
・
周
知
回
数

2 2 2 2 2 100.0
貸与者

数
- 1 1 1 1

介護者の負担軽
減、安心が図ら
れることを目的
としており、目
標値の設定は難
しく、貸与者の
位置検索体制が
と整えられ維持
されている実績
を目標値とし
た。

1 100

位置情報検索機能付きの端末を貸与することで、介護者の負担軽減につながると考えられる。ただ
し、利用実績が少ないことからも市⺠の使いやすい事業内容への見直しの必要性があると考えられ
る。第７期高齢者保健福祉計画の中において見守りネットワークの構築と推進を兼ねた事業に位置付
けられているため内容を見直しながら推進していきたい。

- ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

保
健
福
祉
サ

ー
ビ
ス
セ
ン
タ

ー

福
祉
２
１
推
進
係

142
介護者入浴・マッサージ

等助成事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

地
域
福
祉

日
常
生
活
支
援
の
充
実

、
地
域
の
支
え

合
い
の
促
進

推
進

高
齢
者
保
健
福
祉
計
画

H12
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

① おおむね65歳以上の
  寝たきり又は認知症
  であって、かつ、要
  介護3〜5までの認定
  をされた高齢者の主
  たる介護者（以降
  「対象者」）
② 対象者への入浴券、
  マッサージ等施術助
  成券の交付
③ 対象者の介護疲労を
  和らげ、福祉の向上
  が図られる

・申請に基づき必要性を
 審査し、事業利用の可
 否を決定
・対象者に入浴券（年間
 12枚を限度）、マッ
 サージ等施術助成券
 （年間6枚を限度、助成
 額1500円）を交付する
・入浴券は市内福祉温
 泉、マッサージ等施術
 助成券は市が指定する
 身体障害者手帳の交付
 を受けた者が開業する
 施術院にて使用

-
一
般

274 0 276 100.7 1.1 0.0 0.0

入
浴
券
申
請
件
数

55 68 53 55 57 103.6
入浴券
利用枚

数
- 541 610 588 541

対象者の介護疲
労を和らげ、福
祉の向上を目的
としており、申
請件数、利用頻
度の高い入浴券
の利用を成果と
したが、目標値
の設定は困難で
あり、利用実績
を目標値とし
た。

458 85
対象者の介護疲労を和らげ、福祉の向上を目的としており、利用者数からも一定の効果があると考え
られる。

- ○ - ○ - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）
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実
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担
当
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担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

健
康
福
祉
部

保
健
福
祉
サ

ー
ビ
ス
セ
ン
タ

ー

福
祉
２
１
推
進
係

143 成年後見支援事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

地
域
福
祉

日
常
生
活
支
援
の
充
実

、
地
域
の
支
え
合
い
の
促
進

推
進

高
齢
者
保
健
福
祉
計
画

H12
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

① 判断能力が不十分な
  認知症高齢者、知的
  障害者又は精神障害
  者であって、後見、
  保佐、補助開始の審
  判の請求を行うこと
  が困難な者
② 市⻑が行う後見、保
  佐、補助開始の審判
  の請求及び低所得者
  等に対して審判に係
  る費用、後見人等の
  報酬に係る費用の助
  成を行う
③ 成年後見制度の利用
  が必要な者の権利を
  擁護し、その福祉の
  向上が図られる

・判断能力が不十分な認
 知症高齢者、知的障害
 者又は精神障害者で
 あって、審判の請求
 を行うことが困難なも
 のに対し、市⻑による
 後見、保佐、補助開始
 の審判の請求の実施
・生活保護法による被保
 護者及び審判の請求に
 係る費用を負担するこ
 とで、要保護状態に陥
 る者に対し、審判請求
 に要する費用の助成
・審判の請求により審判
 を受け、選任された成
 年後見人、保佐人又は
 補助人に報酬を支払う
 ことが困難であると認
 められる者に対し、報
 酬に係る費用の全部又
 は一部の助成

-
一
般

839 0 569 67.8 3.0 0.0 0.0

審
判
請
求
・
後
見
人
報
酬
助
成
件
数

2 2 2 2 3 150.0

市⻑に
よる後
見等審
判請求
件数

- 2 4 4 2

判断能力が不十
分な認知症高齢
者、知的障害者
又は精神障害者
の権利擁護が必
要な者数の目標
値の設定は困難
であり、申立実
績を目標値とし
た。

3 150
権利擁護の観点から、成年後見支援を行うことは必要と考えている。令和７年度に後見人への報酬額
の見直しも実施。第７期高齢者保健福祉計画の中においても本事業の推進を目標としており、実情に
合わせて事業内容を見直しながら事業継続していきたい。

- ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

保
健
福
祉
サ

ー
ビ
ス
セ
ン
タ

ー

福
祉
２
１
推
進
係

144 配食サービス事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

地
域
福
祉

日
常
生
活
支
援
の
充
実

、
地
域
の
支
え
合
い
の
促
進

推
進

高
齢
者
保
健
福
祉
計
画

H12
（委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

① 65歳以上のひとり暮
  らしの者、高齢者の
  みの世帯で、食事づ
  くりが困難な者、ひ
  とり暮らしの障害
  者、寝たきりの者が
  いる2人世帯（以降
  「配食サービス利用
  者」）
② 配食サービス利用者
  に栄養のバランスの
  とれた食事を提供す
  るとともに、見守り
  活動とふれあい活動
  を展開する
③ 安心して暮らせるま
  ちづくりの実現が図
  られる

・栄養バランスのとれた
 昼食又は夕食を365日
 配食サービス利用者の
 居宅に配達するととも
 に、その際に安否を確
 認し、異常を認めたと
 きは、関係機関への連
 絡等をする
・事業は茅野市社会福祉
 協議会への委託により
 実施
・配食サービス利用を希
 望する者は社会福祉協
 議会に申請し利用決定
 を受ける
・社会福祉協議会では、
 弁当の製造、弁当の配
 達、安否確認、実費負
 担⾦の集⾦を宅配弁当
 製造事業者に委託して
 いる

-
一
般

17,099 0 18,753 109.7 1.1 0.0 0.0

利
用
者
数

348 302 299 348 384 110.3 配食数 - 54,293 49,954 49,904 54,293

配食の提供によ
る安否確認、見
守り等による安
心して暮らせる
まちづくりを目
標としており、
配食の提供数を
成果としたが、
目標値の設定は
困難であり、実
績を目標値とし
た。

62,791 116
社会福祉協議会に委託して実施。独居高齢者の見守りや関係づくりに効果があると考える。
第７期高齢者保健福祉計画の中において見守りネットワークの構築と推進を兼ねた事業に位置付けら
れているため内容を見直しながら推進していきたい。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

健
康
福
祉
部

保
健
福
祉
サ

ー
ビ
ス
セ
ン
タ

ー

福
祉
２
１
推
進
係

145
認知症サポーター

養成事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

地
域
福
祉

日
常
生
活
支
援
の
充
実

、
地
域
の
支
え

合
い
の
促
進

推
進

高
齢
者
保
健
福
祉
計
画

H29
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

① 認知症の人の支援に
  関心のある市⺠、認
  知症を抱える人、そ
  の家族
② 認知症サポーター養
  成講座を開催する
③ 認知症の理解と普及
  啓発により認知症に
  なっても安心して暮
  らせるまちづくりが
  推進される

・認知症の人の支援に関
 心のある市⺠や企業、
 学校、介護施設、地域
 の団体から認知症サ
 ポーターの研修開催の
 希望があった際に、所
 定の研修を受講した認
 知症キャラバンメイト
 を派遣し、認知症サ
 ポーター養成講座を開
 催する

149
一
般

80 0 50 62.5 1.2 0.1 0.0

養
成
講
座
開
催
件
数

10 2 15 8 5 50.0
養成講
座受講
者数

- 100 25 111 94

認知症の理解者
を増やすこと
で、認知症に
なっても安心し
て暮らせるまち
づくりを目指し
ており、令和5年
度、6年度の実績
を勘案した目標
値とした。

152 152
認知症の理解を地域に広めていくために効果のある事業と考えている。
第７期高齢者保健福祉計画の中において認知症サポーターの養成と活用の推進を目標としており、継
続していきたい。

- ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

保
健
福
祉
サ

ー
ビ
ス
セ
ン
タ

ー

福
祉
２
１
推
進
係

146
介護サービス相談員派遣

事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

地
域
福
祉

日
常
生
活
支
援
の
充
実

、
地
域
の
支
え
合
い
の
促
進

推
進

高
齢
者
保
健
福
祉
計
画

H12
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

① サービス利用者、そ
  の家族等（以降「利
  用者」）及び介護
  サービスを提供する
  事業者
② 介護サービス相談員
  を介護サービス事業
  所等に派遣し、利用
  者からの介護サービ
  スに対する相談に応
  じる
③ 介護サービスの不平
  や不満等が重大な苦
  情に至ることを防止
  し、介護サービスの
  質の確保、向上が図
  られる

・市（事務局）は介護
 サービス相談員を募集
 し、介護サービス事業
 所等の介護サービス提
 供の場に派遣する
・市（事務局）は介護
 サービス相談員を養
 成、するため介護サー
 ビス相談員の研修派
 遣、活動を支援するた
 めの連絡会、介護サー
 ビス相談員の受入事業
 所との連絡調整を行う
・介護サービス相談員
 は、利用者から介護
 サービスに対する疑
 問、不平、不満及び不
 安等の相談に応じ、そ
 の問題点の提起、解決
 策について介護サービ
 ス事業所に提案を行う

-
一
般

1,502 0 1,501 99.9 1.8 0.1 0.0

介
護
サ

ー
ビ
ス
相
談
員
活
動
回
数

18 0 18 18 18 100.0

介護
サービ
ス相談
員活動
回数

- 392 24 357 392

介護サービス相
談員が施設等に
訪問し利用者の
疑問や希望等を
聞き取り、施設
に橋渡しするこ
とで、重大な苦
情に至ることの
予防を目的とし
ており、介護
サービス相談員
の活動実績自体
が目標値と判断
したため。

589 150
令和７年度から相談員を新たに５名委嘱し１５名体制での訪問活動を実施。
第７期高齢者保健福祉計画内において介護サービスの質の向上、相談・苦情対応への体制整備の推進
として目標にあげられており、事業継続していきたい。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）
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％
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R
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重
点
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位
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け
な
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）
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り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
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向

成
果
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標
達
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率

7
0
％
未
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⺠
間
代
替
の
可
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性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
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0
％
未
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保
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サ

ー
ビ
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ー
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祉
２
１
推
進
係

147
在宅医療・介護連携推進

事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

地
域
福
祉

日
常
生
活
支
援
の
充
実

、
地
域
の
支
え
合
い
の
促
進

推
進

高
齢
者
保
健
福
祉
計
画

H29
（委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

① 在宅医療・介護サー
  ビスの両方が必要な
  高齢者、その家族、
  在宅医療を提供する
  医療機関、介護サー
  ビス事業所
② 在宅医療・介護連携
  に関する相談支援の
  実施
③ 在宅医療・介護関係
  機関が連携して、在
  宅医療・介護を一体
  的に提供できる体制
  が推進される

・在宅医療・介護連携に
 関する相談窓口を諏訪
 中央病院への委託によ
 り、病院内患者サポー
 トセンターに設置
・患者サポートセンター
 では、在宅医療・介護
 サービスの両方が必要
 な高齢者、その家族、
 在宅医療を提供する医
 療機関、介護サービス
 事業所等からの相談を
 受け、在宅医療・介護
 連携の調整を行う
・デジタル技術を活用し
 た在宅医療・介護の情
 報連携の仕組みを構築
 し、地域展開を図る

-
一
般

4,556 0 4,441 97.5 1.1 0.1 0.0

在
宅
医
療
・
介
護
連
携
相
談
件
数

1,068 1,183 1,141 1,068 1,100 103.0

在宅医
療・介
護連携
調整件

数

- 256 251 337 256

地域における在
宅医療・介護の
連携が推進され
ることを目標と
しており、連携
調整実績が目標
値と判断したた
め。

279 109
諏訪中央病院に委託して実施。相談者の情報共有を行うことで、スムーズな支援につながっていると
考えている。事業継続していきたい。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

健
康
福
祉
部

保
健
福
祉
サ

ー
ビ
ス
セ
ン
タ

ー

福
祉
２
１
推
進
係

148 生活支援体制整備事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

地
域
福
祉

日
常
生
活
支
援
の
充
実

、
地
域
の
支
え

合
い
の
促
進

推
進

高
齢
者
保
健
福
祉
計
画

H28
（委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

① 地域で暮らす高齢者
  とその支援関係者、
  地域住⺠
② 地域の実情に合わせ
  て介護保険サービス
  以外に高齢者を支え
  る地域の支え合いの
  体制づくりの推進
③ 多様な日常生活上の
  支援体制の充実・強
  化、高齢者の社会参
  加が促進される

・市社会福祉協議会への
 委託により実施
・社会福祉協議会では地
 域支援事業実施要綱に
 規定されている生活支
 援コーディネーターを
 市域、生活圏域（10地
 区）に配置し、地域の
 多様な関係者と連携
 し、見守り体制や居場
 所作り等の生活支援体
 制づくりを進めている

-
一
般

24,000 0 24,000 100.0 1.0 0.0 0.0

生
活
支
援
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
活
動
実

績

（個
人
・
地
域
団
体
支
援
の
合
計

）

5,146 5,423 4,630 5,146 4,859 94.4

ネット
ワーク
構築、
地域に
おける
資源開
発件数

- 200 122 179 200

多様な日常生活
上の支援体制の
充実・強化、高
齢者の社会参加
のため、ネット
ワークの構築や
社会資源の開発
を成果として判
断したが、目標
値の設定は難し
く実績とした。

111 56

社会福祉協議会に委託して実施。地域における課題の発見や地域資源の創出にむけて様々な活動を
行っている。
地域における通いの場の創出や地域課題解決に向けた支援など、地域住⺠を巻き込んだ形での支援実
施に向けて社会福祉協議会と連携しながら事業継続していきたい。

- ○ - - ○ - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

保
健
福
祉
サ

ー
ビ
ス
セ
ン
タ

ー

福
祉
２
１
推
進
係

149 認知症総合支援事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

地
域
福
祉

日
常
生
活
支
援
の
充
実

、
地
域
の
支
え
合
い

の
促
進

推
進

高
齢
者
保
健
福
祉
計
画

Ｈ18
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

① 認知症を抱える高齢
  者、その家族、支援
  関係者、地域住⺠
② 認知症の早期の段階
  からの適切な診断と
  支援、認知症に対す
  る正しい知識と理
  解、本人・家族への
  支援につながる事業
  の実施
③ 認知症になっても、
  本人の意思が尊重さ
  れ、できる限り住み
  慣れた環境で暮らし
  続けられるための体
  制が構築される

・認知症初期集中支援
 チームによる認知症の
 早期の診断と支援の実
 施
・認知症地域支援推進員
 の配置
・オレンジカフェの開催
 による認知症の理解の
 啓発
・認知症の人の家族会に
 よる当事者支援の実施

145
一
般

569 0 18 3.2 0.2 0.1 0.0

コ
ス
ト

（千
円

）

569 80 183 90 263 46.2

認知症
初期集
中支援
実績

- 18 16 21 18

認知症になって
も、住み慣れた
環境で暮らし続
けられる体制の
構築の成果は図
ることができ
ず、早期の本
人・家族支援が
行われること
で、事業成果の
目標達成につな
がると判断した
ため、支援実績
を目標値とし
た。

19 106
認知症初期集中支援チームにおいて、介入の難しい初期段階の認知症の人への支援を実施。サポート
医との連携を行いながら事業継続していきたい。

- ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

保
健
福
祉
サ

ー
ビ
ス
セ
ン
タ

ー

福
祉
２
１
推
進
係

150 地域ケア会議推進事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

地
域
福
祉

日
常
生
活
支
援
の
充
実

、
地
域
の
支
え

合
い
の
促
進

推
進

高
齢
者
保
健
福
祉
計
画

H28
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

① 介護サービスだけで
  は解決されない複合
  的課題を抱えた高齢
  者、その家族、支援
  関係者、地域住⺠
② 地域ケア会議の開催
③ 多職種の協働、地域
  のネットワークの構
  築、ケアマネジメン
  トの支援など、高齢
  者個人に対する支援
  の充実が図られる

・保健福祉サービスセン
 ターの総合相談支援の
 過程において、多職
 種、多機関による支援
 の必要性を判断し、地
 域ケア会議を主催し開
 催する

-
一
般

103 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

地
域
ケ
ア
会
議
開
催
回
数

20 4 5 8 12 60.0

ネット
ワーク
構築件
数（地
域ケア
会議開
催回
数）

- 8 4 5 8

地域ケア会議の
開催により、高
齢者個人に対す
る支援の充実、
支援ネットワー
クが構築され、
地域ケア会議開
催実績が目標値
と判断したた
め。

12 150
個別ケースを対象とした地域ケア会議の開催は行えているが、地域レベルでの課題解決に向けた開催
件数が少ない状況。
地域課題の抽出や解決に向けた検討をするために積極的な開催を目指していきたい。

- ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

保
険
課

介
護
保
険
係

151 介護保険事務事業
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

地
域
福
祉
計
画

H15

（委
託
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（な
し

）

①茅野市在住の介護保険資
格取得者及び介護保険受給
者のうち、1号被保険者
②介護保険事務
③諏訪広域連合規約で除外
された介護保険事業におけ
る事務を実施

・資格管理
・要介護・要支援認定
・保険給付に関する窓口事
務及び処理

‐
一
般

1,334 1,334 1,321 99.0 0.40 3.0 11.7
コ
ス
ト

1,307 27,773 33,792 3,327 1,321 101.1 自動計算
高齢化のニーズが高まる中、適切な認定調査と保険料徴収、システム管理のサービス基盤の維持が不
可欠である。

○ - - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

健
康
福
祉
部

保
険
課

介
護
保
険
係

152
諏訪広域連合介護保険

事業負担⾦事業

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

介
護
保
険
事
業
計
画

-

（委
託
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（な
し

）

①介護保険受給者、活動事
業対象者
②諏訪広域連合の経費負担
③介護保険サービスの提供

諏訪広域連合の介護保険法
にかかわる経費の負担

-
一
般

891,537 891,537 869,583 97.5 1.06 0.2 0.0
コ
ス
ト

891,762 777,314 802,992 817,128 869,583 97.5 自動計算
諏訪広域連合との相互事業にとって不可欠な事業。今後給付額が増えると、負担額増額の可能性があ
る。

○ - - - - - -

Ａ

（継
続
可

）
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直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

健
康
福
祉
部

保
険
課

介
護
保
険
係

153
介護予防ケアプラン

作成等事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

非
該
当

非
該
当

非
該
当

高
齢
者
保
健
福
祉
計
画

−

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（な
し

）

①要介護認定における要支
援認定者及び事業対象者
②適正な介護保険サービス
の提供
③自立支援・介護予防につ
なげ、介護給付費の抑制に
繋げる。

要支援認定者及び事業対象
者の状況・情報を基にアセ
スメントを実施し、必要な
サービスを提供するための
ケアプランを作成。

-
一
般

19,201 19,201 16,086 83.8 1.00 2.2 3.2

ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
契
約
数

設定不可 5997（うち委託 3359） 7017（うち委託 3339） 7966（うち委託 3475） 8386（うち委託 3717） - 自動計算 年々契約件数が増加している。質の高い給付の継続のため、人工が不足している。 ○ - - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

健
康
福
祉
部

保
険
課

介
護
保
険
係

154
特別養護老人ホーム（ふ
れあいの里）施設整備事

業

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

− −
（直
営

）

市

自
治

（な
し

）

①入居者
②破損等による施設内設備
の修繕・整備
③施設内サービスの円滑化

50万円を超えた修繕の実
施

-
一
般

6,201 6,201 6,182 99.7 1.07 0.2 0.0
コ
ス
ト

6,003 1,848 5,374 5,770 6,182 103.0 自動計算 施設の今後の方向性を見据え、施設存続に必要な拠出となる。 ○ - - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

健
康
福
祉
部

社
会
福
祉
課

生
活
福
祉
係

155 自立相談支援事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

社
会
福
祉

生
活
基
盤
・
セ

ー
フ
テ

ィ
ネ

ッ
ト
の
整

備
に
よ
る
在
宅
福
祉
の
推
進

非
該
当

第
３
次
茅
野
市
地
域
福
祉
計
画

H27
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①経済上の課題や生活上の
困難を抱えており生活に困
窮している者、困窮する恐
れのある者
②経済的自立だけでなく日
常生活自立や社会生活自立
に向け生活困窮者の状態に
応じ支援する
③庁内関係課や関係機関と
の協働による支援、相談者
への伴走支援の定着が図ら
れる

就労の支援その他の自立に
関する問題についての生活
困窮者からの相談に応じ、
必要な情報の提供や助言を
行う。

156
157
158
159

一
般

9,471 4,264 9,507 100.4 108.8 0.8 1.5

新
規
相
談
受
付
件
数

96 111 85 86 102 106.3
支援プ
ラン作
成件数

- 48 45 41 41
新規相談受付件
数の50%

48 100
重層的支援体制整備事業における事業展開において、当該事業の位置づけや役割、他の事業との関連
性が変わる可能性がある。
「引きこもり支援」について、当該事業において実施すべきか否かの検討が必要。

- ○ - - - ○ -

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

社
会
福
祉
課

生
活
福
祉
係

156 住居確保給付⾦支給事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

社
会
福
祉

生
活
基
盤
・
セ

ー
フ
テ

ィ
ネ

ッ
ト
の
整

備
に
よ
る
在
宅
福
祉
の
推
進

非
該
当

第
３
次
茅
野
市
地
域
福
祉
計
画

H27
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①離職や収入減少等によ
り、住まいを失う恐れのあ
る生活困窮者（この項目で
は「離職者等」とする）
②離職者等に対し、住居確
保給付⾦を支給し、就職活
動と生活再建のための基盤
を整える
③離職者等が早期の就労、
安定した収入を得て、生活
困窮状態を脱する

離職者等に、生活保護の住
宅扶助額を限度に住宅確保
給付⾦を支給する。
住居確保給付⾦支給期間中
の離職者等の就職活動状況
の確認、必要に応じ就労支
援を実施する。

155
157
158
159

一
般

1,783 446 427 23.9 87.1 0.1 0.1

住
宅
確
保
給
付
⾦
支
給
者
数

3 26 5 5 3 100.0
プラン
作成率

- 100.0 100.0 100.0 100.0

就職や増収等の
目標を設定（プ
ラン作成）し、
自立相談支援事
業（まいさぽ相
談支援）にて相
談支援を行うこ
ととされてお
り、プラン作成
率とした。

100.0 100.0
令和7年度の生活困窮者自立支援事業の改正に伴い、住居を持たない生活困窮者等に対する支援策
を、都市計画課と連携して安定した居住環境の確保に努める体制整備が求められる。

- ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

社
会
福
祉
課

生
活
福
祉
係

157 就労準備支援事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

社
会
福
祉

生
活
基
盤
・
セ

ー
フ
テ

ィ
ネ

ッ
ト
の
整

備
に
よ
る
在
宅
福
祉
の
推
進

非
該
当

第
３
次
茅
野
市
地
域
福
祉
計
画

H27
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①就労経験がない、⻑期間
働いていないこと等によ
り、すぐに仕事を探して働
くことが難しい者（この項
目では「就労準備支援対象
者」とする）
②就労準備支援対象者に対
し、就労意欲が形成等、
個々の状態に合わせたプロ
グラムを提供
③就労準備支援対象者の一
般就労に向けた段階的なス
テップアップが図られる

生活困窮者自立相談支援事
業（まいさぽにおける相談
支援）の支援プランに基づ
き、就労準備支援事業の実
施機関により支援プログラ
ムを提供する。
就労準備支援事業の実施機
関が、支援ノウハウ、実績
のある事業者に委託してい
る

155
156
158
159

一
般

3,030 1,104 3,030 100.0 148.5 0.1 0.3

就
労
準
備
支
援
利
用
人
数

5 0 4 6 5 100.0
事業中
断者数

○ 0 0 3 1

一般就労に向け
た段階的なス
テップアップを
目標としてお
り、中断するな
く事業の利用継
続が必要なため

2 0
相談者の動向により予想利用者人数の把握が難しい。
就労に向けた基礎能力の形成が出来るよう実施プログラムを作成し、自立相談支援事業と併用して支
援をしていく。

- ○ - - ○ - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

社
会
福
祉
課

生
活
福
祉
係

158 家計改善支援事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

社
会
福
祉

生
活
基
盤
・
セ

ー
フ
テ

ィ
ネ

ッ
ト
の
整

備
に
よ
る
在
宅
福
祉
の
推
進

非
該
当

第
３
次
茅
野
市
地
域
福
祉
計
画

H27
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①収入の減少や債務などに
より家計管理に課題を抱え
る者（この項目では「家計
支援対象者」とする）
②家計支援対象者に対し、
家計の状況を見える化し、
課題を整理した家計再生プ
ランの作成
③家計支援対象者の家計管
理能力の育成が図られる

生活困窮者自立相談支援事
業（まいさぽにおける相談
支援）の支援プランに基づ
き、家計再生プランの作成
等、家計管理に関する助
言、支援を行う。

155
156
157
159

一
般

1,245 415 753 60.5 50.7 0.2 0.4

家
計
改
善
支
援
事
業
利
用
者
数

10 14 15 10 10 100.0
プラン
作成率

○ 100.0 100.0 100.0 100.0

家計管理能力の
育成や債務整理
等の目標を設定
（プラン作成）
し、自立相談支
援事業（まいさ
ぽ相談支援）に
て相談支援を行
うこととされて
おり、プラン作
成率とした。

100.0 100.0
問題が複合化・複雑化しており⻑期にわたる相談が必要なケースが増えており、現在の勤務体制では
対応が難しくなっている。職員体制を常勤としたい。

- ○ ○ - - ○ -

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）



（０） （１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８） （９） （10） （11） （12） （13） （14） （15） （16） （17） （18） （19） （20） （21） （22） （23） （24） （25） （26） （27） （28） （29） （30）（31）-1（31）-2（32） （33） （34） （35） （36） （37） （38） （39） （40） （41） （42） （43） （44） （45） （46） （47）

直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

健
康
福
祉
部

社
会
福
祉
課

生
活
福
祉
係

159 一時生活支援事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

社
会
福
祉

生
活
基
盤
・
セ

ー
フ
テ

ィ
ネ

ッ
ト
の
整

備
に
よ
る
在
宅
福
祉
の
推
進

非
該
当

第
３
次
茅
野
市
地
域
福
祉
計
画

H27
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①ネットカフェ難⺠やホー
ムレスなど一定の住居をも
たない生活困窮者（この項
目では「一時生活支援対象
者」とする）
②一時生活支援対象者への
緊急的かつ一時的な宿泊場
所、衣食の提供
③一時生活支援対象者の生
活を立て直すための基盤が
整えられる

一時生活支援対象者に対
し、一時的な滞在の場所の
提供。（当市では、ビジネ
スホテルの協力を得て滞在
場所を提供。）
※Ｒ７より事業名が「居住
支援事業」に改まる

155
156
157
158

一
般

199 126 125 62.8 500.0 0.1 0.1

一
時
生
活
支
援
事
業
利
用
決
定
者
数

5 14 15 3 5 100.0
方針決
定率

- 100.0 100.0 100.0 100.0

単なるホテル滞
在でなく、事業
利用により生活
基盤を整えるた
めの支援方針
（就労支援や他
制度利用など）
が決定される必
要があるため

100.0 100.0 協力いただいているホテルが1件のため、満室の場合を考え、新たな受け入れ先を開拓する。 - ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

こ
ど
も
部

幼
児
教
育
課

幼
児
教
育
係

160 児童福祉一般経費事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

子
育
て

子
ど
も
・
家
庭
へ
の
支
援
の
充
実

非
該
当

こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

―
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①保育所入所児童及びその
保護者
②・保育所に入所する家庭
の入所受付を事務を適正に
行い、必要相当分の保育料
等を徴収し未納が無いよう
にする。
③・保育料の未納を０に
し、公平で安定した保育所
運営を行う。

・保育所入所受付事務
・保育料等の算定、徴収及
び滞納整理の実施
・保育所の適正な運営を行
うための運営審議会の開催

171
一
般

1,356 1,356 936 69.0 62.1 1.6 0.0

滞
納
者
へ
の
連
絡

（回

）

150 150 150 150 150 100.0
保育料
未納額

○ 0 3,257 3,106 1,185
保育料の未納額
の合計

475 0.0

大口滞納者の不能欠損処理により、未納額が減少した。昨年は60%の達成率だった。
今後も、早目の折衝を実施していく。

- ○ ○ ○ ○ - -

Ｄ

（廃
止
検
討

）

こ
ど
も
部

幼
児
教
育
課

幼
児
教
育
係

161 児童福祉人権対策事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

子
育
て

子
ど
も
・
家
庭
へ
の
支
援
の
充
実

非
該
当

こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

―
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①・保育園入所児童
②・人権を大切にする心を
育む。
③・相手を認めるとともに
自分を大切にする心を育
む。
 ・社会生活における望ま
しい習慣や態度を身につけ
ていく。

・園⻑会人権委員による人
権図書の選定、購入。
・人権図書を活用した読み
聞かせ等の実施。

-
一
般

32 32 30 93.8 130.4 0.2 0.0

人
権
図
書
購
入
冊
数

19 19 19 19 19 100.0

人権図
書読み
聞かせ
回数

- 171 171 171 171

３クラス（年
少、年中、年
⻑）✕３回×19
園

171 100.0 毎年購入していた人権関連の本を、今まで購入した本を活用する。 - ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

こ
ど
も
部

こ
ど
も
課

こ
ど
も
・
家
庭
相
談
係

162 こども家庭センター事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

子
育
て

子
ど
も
・
家
庭
へ
の
支
援
の
充
実

最
重
点

綱

、
第
３
次
茅
野
市
こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

（ど
ん
ぐ
り

R6
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①概ね18歳までのこども
やその保護者
②児童福祉分野と⺟子保健
分野の更なる情報情報共有
や連携を強化し、妊娠期か
ら成人になるまでの家庭を
一体的・総合的に支援し、
虐待予防、安心した子育て
支援を行い、困難を抱える
家庭に対して、切れ目なく
対応する。
③困難を抱える家庭を早期
に発見・把握し、支援家庭
の虐待予防と安心した子育
て、自立への支援につなげ
る。相談や支援に必要な情
報を共有し、関係機関と協
力体制をつくり、チームで
支援する。

・児童福祉と⺟子保健に関
する相談を総合的に受け付
け、必要な助言や支援を行
う。
・児童福祉分野と⺟子保健
分野との連絡会議を開催す
る。
・要保護児童地域対策協議
会（代表者会議・実務者会
議・個別ケース検討会議）
を開催する。

-
一
般

6,725 2,058 3,167 47.1 130.8 7.2 3.6

受
理
会
議
の
開
催

36 32 40 46 44 122.2

新規及
び継続
ケース
の取扱
件数

（※健
康づく
り推進
課を除
く、こ
ども課
で対応
した件
数）

- 5,000 5,138 4,822 5,457

新規相談の他、
様々な相談内容
に継続した相談
支援を行うこと
で、総合相談窓
口としての存在
意義が担保でき
るため。

5,656 113.1

現在の指標となっている「受理会議の開催」や「ケースの取扱い件数」については、業務の効率化や
ワークライフバランスを考慮すれば、少ない方がより望ましい。また、相談対応や支援についても限
りがないうえに属人化しており、どこまで対応するかが不明確である。
令和８年度は、相談対応に関する基準・支援のあり方・手法について、係員それぞれが検討すること
としたい。

- ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

こ
ど
も
部

こ
ど
も
課

こ
ど
も
・
家
庭
支
援
係

163
ながの子育て家庭

優待パスポート事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

子
育
て

非
該
当

非
該
当

家
庭
応
援
計
画

（ど
ん
ぐ
り
プ
ラ
ン

）
茅
野
市
こ
ど
も

H22
（直
営

）

市

自
治

（な
し

）

①年度末年齢18歳以下の
子がいる家庭・妊婦のいる
家庭
②県内の子育て家庭を地域
全体で支える機運を高める
ため
③◇協賛店舗・企業（県内
5,366店舗）でパスポート
提示すると、優待特典が受
けられる。乳幼児連れの外
出をサポートする「フレン
ドリー・メニュー」のサー
ビスも受けられる。
◇協賛店舗・企業は県サイ
トでPRできる

県と県内の市町村が連携・
協働し、店舗等の協賛を得
て子育て家庭にサービス等
の支援を行う
◇児童手当申請時のパス
ポートの配布
◇パスポート再発行
◇郵送での一⻫配布（４年
に一度実施。次回R9年
度）
◇協賛店の登録受付業務

-
一
般

6 6 0 0.0 0.0 0.0 0.0
コ
ス
ト

6 0 411 0 0 0.0 自動計算

県と市町村の連携・協働事業である。
４年に一度の郵送でのパスポート一⻫配布（次回は令和９年度冬）が主な作業。
⻑野県公式LINEアプリでの電子パスポートの活用が始まったため、紙でのパスポート廃止を期待し
ていたが、電子パスポートの受付を拒否している協賛店もあり、普及は難しいと聞いている。次回も
カードの配布と電子の併用が決まっている。

○ - ○ - - ○ ○

Ｄ

（廃
止
検
討

）
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績
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事
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NO.
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当
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NO.
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主
体
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分
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    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

こ
ど
も
部

幼
児
教
育
課

幼
児
教
育
係

164 幼保小連携推進

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

子
育
て

子
ど
も
・
家
庭
へ
の
支
援
の
充
実

最
重
点

こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

―
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①・保育園及び小学校児
童、保護者、保育士、教員
②・保育園から小学校に進
んだ時に、生活や学びの場
面で様々な違いに出会う小
１ギャップなどの課題を解
消し、小学校生活にスムー
ズに移行する
③・アプローチカリキュラ
ムやスタートカリキュラム
を通して、遊びを中心とし
た生活の幼児期から、教科
や時間に区切られた小学校
生活への移行がスムーズに
行われ、学校生活における
満足度を高める。

平成２４年２月に策定した
保小連携推進計画に基づ
き、幼児期から児童期への
移行について、保育園、幼
稚園、学校、家庭が相互理
解を深めながら、接続期に
おける子どもの滑らかで連
続的な育ちを支えていく。
・保育園におけるアプロー
チカリキュラムの実施
・小学校におけるスタート
カリキュラムの実施
・保育園、学校関係者によ
る協議会、研究会の実施
・保育士、教員、保護者の
連携を深めるための一日保
育士体験の活用

171
一
般

70 40 68 97.1 69.4 0.2 1.0

カ
リ
キ

ュ
ラ
ム
等
実
施
回
数

37 37 37 37 37 100.0

小学校1
年生に
おける
学校生
活の満
足度

- 95.0 93.0 95.0 92.0
小学校１年生に
対するアンケー
ト

89.0 93.7
「学校が楽しいですか。」というアンケート調査の実施時期と1回だけという回数の検討と、幼保小
連携の成果をどのような形で成果とするのかの検討する。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

こ
ど
も
部

こ
ど
も
課

こ
ど
も
・
家
庭
支
援
係

165 親支援推進事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

子
育
て

非
該
当

非
該
当

応
援
計
画

（ど
ん
ぐ
り
プ
ラ
ン

）
茅
野
市
こ

H25
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①支援を必要としている家
庭
②支援を必要としている家
庭は衣食住等基本的な生活
習慣が身についていないこ
とや、様々な体験の機会が
少ない傾向がある。子ども
が安心して過ごせる居場所
の確保や生活習慣を定着さ
せ、自立に向けて体験の場
を提供する。
③子どもが安心して過ごせ
る居場所の確保や生活習慣
を定着させることができ
る。

子どもが安心して過ごせる
よう生活習慣を定着させ、
自立に向けて必要な親子の
体験の場を提供する。
◇R６年度は、クリスマス
ケーキ作り、支援家庭の高
校生が講師になり虫さが
し、食事作りを実施。

162/
184

一
般

0 0 0 - - 0.0 0.0

自
立
に
向
け
て
親
子
の
体
験
の
場
の
提
供
回

数 3 0 3 3 - -
設定不

可
自動計算 - ○ ○ - - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

こ
ど
も
部

こ
ど
も
課

こ
ど
も
・
家
庭
支
援
係

166 子育て短期支援事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

子
育
て

子
ど
も
・
家
庭
へ
の
支
援
の
充
実

非
該
当

応
援
計
画

（ど
ん
ぐ
り
プ
ラ
ン

）
茅
野
市
こ

H28
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①子育て中の保護者
②保護者による養育が一時
的に困難になった児童を児
童養護施設等に短期入所さ
せ、その児童の福祉の向上
を図るとともにその家庭に
おける子育てを支援する
③育児疲れなどで一時的に
子どもと離れることで、子
育ての負担軽減や子どもの
安全につながる

児童養護施設や乳児院、里
親等に委託し、支援を必要
とする児童を短期入所させ
一時的に養育する。

162
一
般

198 47 0 0.0 0.0 0.2 0.0

市
⺠
に
対
し
て
の
広
報
件
数

2 2 2 2 2 100.0

利用希
望者に
対して
サービ
スが利
用でき
た人の
割合

（％）

- 100.0 100.0 100.0 100.0

安心して子育て
ができる環境の
整備の指標とし
て適しているた
め。

0.0 0.0

 こども家庭センター事業においても同様の支援を実施（利用対象者は要対協
家庭や支援家庭）。令和７年度の利用者は,全て支援家庭であった（決算額対前
年度比率は466％）。
 子どもの受入れ先（委託先）である児童養護施設や乳児院では支援希望者の
増加に伴い、⻑期休暇を中心に受入れ困難な状況が続いている。令和７年度か
らは、当事業を担っていただける地域人材の育成事業（すくすくパートナー事
業）を諏訪６市町村と児童相談所が共同で進めている。茅野市ではファミ
リー・サポート・センター事業援助会員3名と委託契約を締結できた。すくすく
パートナー事業は今後も積極的に進めていく。
令和８年度は、こども家庭センターの機能充実を図るため、本事業を全てこど
も家庭センター事業へ統合した。

- ○ ○ - ○ - -

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

こ
ど
も
部

こ
ど
も
課

こ
ど
も
・
家
庭
支
援
係

167
ファミリー・サポート・

センター事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

子
育
て

子
ど
も
・
家
庭
へ
の
支
援
の
充
実

非
該
当

応
援
計
画

（ど
ん
ぐ
り
プ
ラ
ン

）
茅
野
市
こ

H28
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市内に居住する子育て中
の親等
②地域における育児に関す
る援助活動の推進と安心し
て子育てができる環境の整
備
③地域の中で子育ての助け
合いができる

◇子育て中の手助けをして
ほしい方と子育てのお手伝
いをしたい方が会員とな
り、地域の中で子育ての助
け合いを有償で行う活動の
連絡・調整を行う。
◇援助会員養成講習の開催
◇子育て援助活動支援事業
（児童福祉法第6条の3第
14項）

-
一
般

402 114 184 45.8 61.3 0.2 0.4

新
規
援
助
会
員
登
録
者
数

5 4 5 3 4 80.0

援助活
動成立

率
（％）

- 100.0 100.0 100.0 100.0

安心して子育て
ができる環境の
整備の指標とし
て適しているた
め

100.0 100.0

援助会員の高齢化による会員の成り手不足や依頼会員の要望の多様化（子育て環境の変化）にどのよ
うに対応していくかが、課題。
都市部からの移住者の利用も増えており、前居住地から継続利用もある。
こども家庭センター（こども・家庭相談係）とも連携し、支援家庭への援助活動も行っている。

援助会員登録者の大部分は、研修を修了したのみで実際の活動実績がない。そこで、研修修了時のモ
チベーションを保ちつつ即戦力のある援助会員を再育成する研修に取り組みたい。

- ○ ○ - - ○ -

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

こ
ど
も
部

こ
ど
も
課

こ
ど
も
・
家
庭
支
援
係

168
子どもの居場所づくり

推進事業

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

子
育
て

居
場
所
づ
く
り
の
推
進

非
該
当

応
援
計
画

（ど
ん
ぐ
り
プ
ラ
ン

）
茅
野
市
こ

Ｒ１

（交
付
先

）

補
助
等

自
治

（あ
り

）

①子どもの居場所づくりを
推進する事業の実施団体
②子どもの健やかな成⻑を
支援すること
③食事提供、学習支援、生
活相談等を通した子どもの
居場所づくりを推進できる

◇食事提供、学習支援、生
活相談等を通した子どもの
居場所づくりを推進する事
業（子ども食堂）を実施す
る団体に対して、補助⾦を
交付する
◇子どもの居場所づくり懇
談会。子ども食堂実施団体
と定期的に開催。
◇相談支援で、市で把握し
ていない家庭を関係機関に
つなげる

-
一
般

4,000 1,334 2,535 63.4 51.0 0.2 0.0

子
ど
も
食
堂
実
施
団
体

と
の
懇
談
会
開
催
回
数

2 3 2 2 2 100.0

市内で
開催さ
れる年
間子ど
も食堂
の回数

- 120 204 305 244

子どもの居場所
づくりの推進を
図るための指標
として適してい
るため

233 194.2

実際に困っている子どもや家庭に直接支援をしている事業ではないが、市等が把握していない困難を
抱えている子育て家庭を関係機関に繋げてもらうことをお願いしている。
子ども居場所づくり推進補助⾦のあり方について、活動自体が市⺠活動の要素もあることから、研究
する必要がある。
補助⾦交付以外にも、活動に役立情報や学習の場を提供している。

- ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

こ
ど
も
部

こ
ど
も
課

こ
ど
も
係

169 学童クラブ運営事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

子
育
て

居
場
所
づ
く
り
の
推
進

推
進

３
次
茅
野
市
こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

（ど

H9
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①昼間保護者が就労等によ
り家庭にいない児童及び保
護者
②保護者が安心でき、安全
に児童の健全育成が図れる
居場所を提供する
③放課後の小学生の居場所

児童福祉法の規定に基づ
き、保護者が就労等により
昼間家庭にいない小学校に
就学している児童に対し
て、安心・安全に過ごせる
居場所を提供し、児童の健
全育成を図るとともに、保
護者の仕事と子育ての両立
を支援する。

185
一
般

132,760 34,510 107,838 81.2 75.9 1.2 16.6

支
援
員
研
修

（回

）

10 4 10 10 10 100.0
学童ク
ラブ入
所率

- 100.0 100.0 100.0 100.0

保護者の就労支
援の実効性を示
す数値であるた
め。

100.0 100.0

特別支援教育を受けるこどもの数が増加し、多様な特性の対応が求められている。放課後児童支援員
は、学童クラブにおいて子どもの育成支援を担っているため、支援員の育成や資質の向上が必要。支
援員の人員不足があるため、随時求人募集が必要。放課後の子どもの居場所として他事業と併せて総
合的に検討が必要。

- ○ - - - ○ ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）
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直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

こ
ど
も
部

こ
ど
も
課

こ
ど
も
・
家
庭
支
援
係

169-1
物価高対応子育て応援手

当支給事業費

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

子
育
て

非
該
当

非
該
当

- R7
（直
営

）

市

自
治

（な
し

）

①令和７年９月分の児童手
当受給者など
②物価高の影響が⻑期化
し、その影響を強く受けて
いる子育て世帯を力強く支
援し、こどもたちの健やか
な成⻑を応援する観点から
手当を支給。
③こどもたちの健やかな成
⻑に寄与する。

物価高対応子育て応援手当
支給事業費補助⾦（全額国
庫負担）を活用し、０歳か
ら18歳までのこども１人
当り２万円を年度内に支
給。（令和７年12月25日
付専決処分）
令和８年３月31日出生ま
で対象児童であるため、一
部令和８年度へ繰越事業と
した。
※国の補助率10分の10
◇要綱の制定
◇補正予算
◇給付⾦支給事務

-
一
般

170,043 0 158,309 93.1 - 0.4 0.0

支
給
対
象
児
童
数

7,836 実績なし 実績なし 実績なし 7,836 100.0

国の要請を受け、実施（法定受託事務）。
臨時給付⾦事務は年度途中に実施が決まるため予測ができない。準備期間が短いため、大きな負担で
ある。（要綱の制定、予算措置、支給事務を約４カ月で実施。）
急な事業実施に対して、常に対応できるよう基盤を整えたい。

○ - - - ○ - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

こ
ど
も
部

こ
ど
も
課

こ
ど
も
・
家
庭
支
援
係

169-2
子育て世帯生活支援特別
給付⾦（ひとり親世帯

分）支援事業費

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

子
育
て

非
該
当

非
該
当

- R7
（直
営

）

市

自
治

（な
し

）

①令和７年12月分の児童
扶養手当受給者など
②エネルギー・食料品価格
等の物価高騰の影響を受け
た低所得のひとり親世帯を
支援するため給付⾦を支
給。
③低所得のひとり親世帯へ
の家計負担の軽減。

重点支援地方交付⾦を活用
し（令和７年12月25日付
専決処分）、年度内に対象
児童１人あたり1万円を給
付。県の実施要綱に準じて
実施。※国の補助率10分
の10
◇要綱の制定
◇補正予算
◇給付⾦支給事務

-
一
般

5,750 0 4,892 85.1 - 0.2 0.0

支
給
対
象
児
童
数

480 実績なし 実績なし 実績なし 480 100.0

県の協力要請を受け、実施。
臨時給付⾦事務は年度途中に実施が決まるため予測ができない。準備期間が短いため、大きな負担で
ある。（要綱の制定、予算措置、支給事務を約３カ月で実施。）
急な事業実施に対して、常に対応できるよう基盤を整えたい。

○ - - - ○ ○ ○

Ｄ

（廃
止
検
討

）

こ
ど
も
部

こ
ど
も
課

こ
ど
も
・
家
庭
支
援
係

170
物価高騰対応子育て世帯

支援給付⾦支給事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

子
育
て

非
該
当

非
該
当

応
援
計
画

（ど
ん
ぐ
り
プ
ラ
ン

）
茅
野
市
こ

R6
（直
営

）

市

自
治

（な
し

）

①H28年4月2日からR7年2
月28日までの間に生まれ
た児童を養育している者
②物価高騰の影響を受けた
子育て世帯に対して、当該
世帯の生活を支援する給付
措置
③乳幼児期のオムツ代や入
園、進学、進級等に伴い、
物価高騰の影響を大きく受
ける子育て世帯への経済的
な負担の軽減が期待できる

◇要綱の制定
◇給付⾦支給事務

90
一
般

ー ー ー 自動計算 ー ー ー
コ
ス
ト

ー 事業なし 事業なし ー ー 自動計算 自動計算 ー ○ - - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

こ
ど
も
部

幼
児
教
育
課

保
育
総
務
係

171 保育所運営事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

子
育
て

子
ど
も
・
家
庭
へ
の
支
援
の
充
実

推
進

こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

-
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①保育所入所児童、就学前
の児童を保護者の様々な理
由で保育できない家庭
②保育が必要な児童の養護
と教育、保護者の子育てと
就労の両立の支援
③児童の生きる力の基礎を
培い、身体的な発達ととも
に情緒的、社会的、道徳的
な発達を育む。

・市内14保育園の運営
・ニーズに合わせた保育の
質の向上
・親育ちを支える環境づく
り

160
161
164
172
173
174
175
176
177
178
179
380

一
般

805,676 745,597 758,185 94.1 103.2 2.4 1.0

入
所
希
望
者
分
の
定
員
確
保
率

100 100 100 100 100 100.0
非待機
児童率

- 100.0 100.0 100.0 100.0
入所希望者が保
育園に入所でき
た割合

100.0 100.0

課題
・児童の情緒的、社会的、道徳的な発達を育むための各園における園児数の適正規模の見直し
・児童数の適正規模を見据えた保育士の適正配置
今後の取組
・管理計画に基づき、児童数や多様化する保育形態等の動向を注視し、保育園の適正数、適正規模及
び適正配置の検討を始める。
・質の高い保育の実現のために、研修等の実施による保育士の資質向上に加えて、児童数の適正規模
を見据えた保育士の適正配置の検討を行う。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

こ
ど
も
部

幼
児
教
育
課

幼
児
教
育
係

172 延⻑保育事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

子
育
て

子
ど
も
・
家
庭
へ
の
支
援
の
充
実

非
該
当

こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

―
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①・延⻑保育を必要とする
保護者および児童
②・早朝及び夕方に保護者
が就労等をし、保育を希望
する場合に安心・安全な保
育環境を整備して受け入れ
を行う。
③・児童の健全育成を図る
とともに、保護者の子育て
と就労の両立を支援する。

保育園に入所している児童
のうち、保護者の就労時間
等により、朝及び夕方の保
育を必要とする児童を預か
る事業。

171
一
般

61,345 54,722 61,326 100.0 110.4 0.1 0.0

実
施
保
育
園
数

13 13 13 13 13 100.0
非待機
児童率

- 100.0 100.0 100.0 100.0
延⻑保育希望者
が利用できた割
合

13.0 13.0
令和８年度から延⻑保育補助員の任用時間の見直しを行い、利用人数が少なくなる18：00以降の常
勤等を削減し、経費の削減を行っているため、効果検証を行いながらサービスを低下させず経費を削
減する方法を検証する。

- ○ - - ○ - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

こ
ど
も
部

幼
児
教
育
課

幼
児
教
育
係

173 一時保育事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

子
育
て

子
ど
も
・
家
庭
へ
の
支
援
の
充
実

非
該
当

こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

―
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①・一時保育を必要とする
保護者および児童。
②・保育所を利用しない家
庭が、安心して子育てがで
きる環境を整備し、保護者
の子育てを支援する。
③・子どもを一時的に預け
る場所を用意することで、
保護者の育児疲れなどリフ
レッシュなどができる環境
を整備し、子育ての負担を
軽減する。

保育園等に通っていない８
か月以上の子どもを仕事や
子どもの学校行事、育児疲
れのためのリフレッシュな
ど家庭での保育が困難なと
きに、一時的に保育園で預
かる事業。

171
一
般

8,911 2,171 7,997 89.7 110.0 0.3 0.0

実
施
園
数

3 2 2 2 2 66.7 利用率 - 80.0 47.0 59.0 68.0
利用者数÷（開
所日数✕定員）

69.8 87.3
保育士の確保ができたことから、令和８年５月から一時保育実施園を２園から３園に増加した。利用
者数の変動を注視して今後の対応を検討していく。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）



（０） （１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８） （９） （10） （11） （12） （13） （14） （15） （16） （17） （18） （19） （20） （21） （22） （23） （24） （25） （26） （27） （28） （29） （30）（31）-1（31）-2（32） （33） （34） （35） （36） （37） （38） （39） （40） （41） （42） （43） （44） （45） （46） （47）

直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

こ
ど
も
部

幼
児
教
育
課

幼
児
教
育
係

174 広域入所委託事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

子
育
て

子
ど
も
・
家
庭
へ
の
支
援
の
充
実

非
該
当

こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

―
（委
託

）

市

法
定
受
託

①・市外保育所等に入所を
希望する保護者及び児童
②・保護者が市外の職場に
就労している場合や里帰り
出産等により市内の保育所
等に預けることが困難な時
に、他市町村で保育ができ
る環境を提供する。
③・保護者の保育園の送迎
時間の削減等による子育て
の負担軽減
 ・子育てと就労の両立の
支援。

・就労・出産等の事情によ
り、市外の保育所等への入
所を希望する場合に、他市
町村と協議を行い保育を行
う事業。

-
一
般

35,572 9,235 23,021 64.7 70.0 0.2 0.0
コ
ス
ト

32,234 16,174 17,986 25,777 23,021 71.4 自動計算 他市町村と連携を図り、事務を円滑に行っていく。 - - ○ - - - -

Ａ

（継
続
可

）

こ
ど
も
部

幼
児
教
育
課

保
育
総
務
係

175 保育所施設維持管理事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

子
育
て

子
ど
も
・
家
庭
へ
の
支
援
の
充
実

非
該
当

こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

―
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①在園児及び子育て支援に
参加する未就園児及びその
保護者
②・園児が安全・安心に園
生活を送るための施設環境
を整備し、保育の充実を図
る。
 ・保護者が安心して保育
園に預けることができる環
境の整備。
③・施設の適切な維持管理
を行い、安全な保育環境を
整備することで、事故を未
然に防ぎ、安全な保育を実
践する。
 ・計画的な維持管理工事
を行い、施設の⻑寿命化を
図る。

・保育園管理計画に基づい
た日常的な定期点検の実
施。
・不具合箇所の早期発見と
修繕の実施による安全な保
育環境の確保。
・屋根や外壁の改修の計画
的な実施。

-
一
般

48,378 27,178 40,577 83.9 170.4 0.8 0.0

定
期
点
検
数

14 14 14 14 14 100.0
事故件

数
○ 0 0 0 0

点検漏れのため
事故が発生した
件数

0 100.0

課題
・園舎及び付帯設備の老朽化
・原材料等の価格高騰に伴う、改修費用の増加
今後の取組
・当課及び保育園における、定期的な園舎及び付帯設備の点検実施
・外壁や屋根などの大規模修繕は、関係部署を協議し、計画的に実施。
・大規模改修の計画策定に当たっては、保育園整備計画に基づき計画策定をする。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

こ
ど
も
部

幼
児
教
育
課

幼
児
教
育
係

176
地域活動・子育て

支援事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

子
育
て

子
ど
も
・
家
庭
へ
の
支
援
の
充
実

推
進

こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

―
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①未就園児とその保護者
②・未就園児や地域の人々
との交流を深めることで、
地域に根ざした保育園とし
ての認知向上
 ・未就園児の保護者が保
育園を選ぶ時の参考にする
場
 ・未就園児の保護者の子
育てに関する相談の場
③・保護者が保育園等を選
ぶ際の情報収集。
 ・保育園が入園前に課題
を抱える家庭を把握できる
 ・地域住⺠との交流によ
る多世代間交流、地域文
化、行事の伝承。

・入園前の親子を対象にし
たイベント等や園庭の開放
を行い、園選びの参考にし
てもらう。
・未就園児交流に来た保護
者の育児相談の実施
・地域の人たちと畑作業等
で交流を行い、地域の力を
活用した子育て支援を行
う。

-
一
般

196 196 110 56.1 32.6 0.1 0.0

未
就
園
児
交
流
・
地
域
交
流
実
施
回
数

140 98 184 186 198 141.4

地域交
流・未
就園児
交流参
加人数

- 2,500 1,467 2,474 2,560
未就園児交流と
地域交流に参加
した人数の合計

2,193 87.7
・未就園児の入所が増えたことにより参加者の減少。
・地域の人達の積極的な参加の呼びかけを実施。

- ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

こ
ど
も
部

幼
児
教
育
課

幼
児
教
育
係

177
私立認定こども園等

支援事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

子
育
て

子
ど
も
・
家
庭
へ
の
支
援
の
充
実

非
該
当

こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

―

（直
営
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（あ
り

）

①・私立認定こども園等
②・私立認定こども園等が
安定した運営を行うための
国・県・市の補助⾦の支出
 
③・私立認定こども園等の
教育・保育の充実の促進と
質の高い保育の提供
 ・市内の入所希望者を全
て受け入れるための安定し
た園運営
 ・公立保育園運営費の削
減

私立認定こども園等への保
育委託料及び特別保育に要
する補助⾦及び運営に対す
る国・県・市の補助の支出
業務

-
一
般

694,037 198,268 648,401 93.4 104.8 0.7 0.0
コ
ス
ト

640,985 563,805 573,141 600,252 648,401 101.2
設定不

可
自動計算 補助⾦の精査と新規の補助⾦を提案し、円滑に運営できるよう支援する。 - ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

こ
ど
も
部

幼
児
教
育
課

幼
児
教
育
係

178
病児・病後児保育

支援事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

子
育
て

子
ど
も
・
家
庭
へ
の
支
援
の
充
実

非
該
当

こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

―
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①・病児・病後児保育を必
要とする、保護者および児
童
②・病児・病後児の保護者
が安心して子どもを預ける
場所を提供し、安全・安心
な子育て環境を整備する。
③・病気または病気回復期
に安全・安心に児童を預け
る場所を提供し、子育てと
就労の両立を支援する。

・児童の病気又は病気回復
期に保育園での集団保育が
困難な期間に一時的に保育
を行う施設を運営する事
業。

171
一
般

8,522 3,046 7,491 87.9 87.0 1.1 0.0

実
施
か
所

1 1 1 1 1 100.0 利用率 - 80.0 27.5 37.6 34.2
年間利用可能人
数に対しての利
用者数割合

19.4 24.3
・おやすみ館の認知度をあげる。
・予約システムを導入し申し込みのしやすさを検討する。

- ○ - - ○ ○ -

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）
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直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

こ
ど
も
部

幼
児
教
育
課

保
育
総
務
係

179 食育推進事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

子
育
て

子
ど
も
・
家
庭
へ
の
支
援
の
充
実

非
該
当

こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

―
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①・保育園の園児、保護者
②・市のオリジナルキャラ
クターである「３人の栄養
マン」を活用した食育活動
を通して基本的な食習慣を
身につける。
③・児童が３人の栄養マン
に親しみを持つことで、食
に対する関心を高める。
 ・保護者向けの食育を考
える機会の創出。

・3人の栄養マンを使った
栄養士による毎月の食育指
導
・調理員が給食で使用する
旬の食材や特産品を紹介す
る「調理員の関わる日」の
実施。
・保護者に向けた「食育だ
より」の発行。

-
一
般

48 48 47 97.9 100.0 1.9 0.0

食
育
指
導
回
数

140 140 140 140 140 100.0

年
⻑
児
保
護
者
の
栄
養
マ
ン
認
知
度

- 50.0 98.0 99.0 93.0
第２次食育推進

計画
97.0 194.0

・食育指導の方法や回数の見直し
・より効果的な食育指導の検討
・保育園での栄養マン媒体利用の働きがけ

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

こ
ど
も
部

こ
ど
も
課

こ
ど
も
・
家
庭
支
援
係

180 ひとり親家庭等支援事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

子
育
て

子
ど
も
・
家
庭
へ
の
支
援
の
充
実

非
該
当

も
・
家
庭
応
援
計
画

（ど
ん
ぐ
り
プ
ラ

ン

）

茅
野
市
こ
ど
も
・
家
庭
の
豊
か
な
未
来

−
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①ひとり親家庭等の親と子
②児童の養育や健康面の不
安など生活の中に多くの問
題を抱えており、その生活
の安定と向上のために必要
な措置を講じ、ひとり親家
庭等の福祉の増進を図る
③ひとり親家庭の生活の負
担を軽減し、安定した生活
を送ることができる

◇⺟子生活支援施設入所措
置費の負担、
◇⺟子家庭等自立支援教育
訓練給付⾦、高等職業訓練
促進費、高等学校卒業程度
認定試験合格支援事業給付
⾦の給付
◇身元保証人確保対策

162
一
般

16,627 4,234 14,238 85.6 115.4 0.3 0.0
コ
ス
ト

16,627 8,857 9,054 12,334 14,238 85.6
設定不

可
自動計算

・⺟子生活支援施設での入所期間の⻑期化
・ひとり親に対しての給付⾦事業。（町村は県福祉事務所で事業を実施。町村役場は申請書を受付、
送達している。）給付実績は少ないが、ひとり親家庭の自立支援には必要な事業である。
・国庫補助⾦等の申請や頻繁な要綱改正に事業の多くの時間を費やす。
・給付⾦支給事業について、ひとり親家庭への更なる周知について、現況届来庁の際を捉え行う。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

こ
ど
も
部

こ
ど
も
課

こ
ど
も
・
家
庭
支
援
係

181 児童扶養手当給付事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

子
育
て

非
該
当

非
該
当

市
教
育
大
綱

、
第
３
次
茅
野
市
こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

（ど
ん
ぐ
り
プ
ラ
ン

）

茅
野
市
こ
ど
も
・
家
庭
の
豊
か
な
未
来
づ
く
り
推
進
計
画

−
（直
営

）

市

自
治

（な
し

）

【児童扶養手当】
①満18歳未満の児童のい
るひとり親家庭等及び精神
又は身体に障害のある満
20歳未満の児童のいる家
庭
②ひとり親家庭等の生活の
安定と自立を助け、子ども
の福祉の増進を図る
③手当を支給することによ
り、児童の福祉増進が図ら
れる
【特別児童扶養手当】
①精神又は身体に障害のあ
る満20歳未満の障害児を
看護する⽗もしくは⺟又は
養育者
②児童の福祉増進
③手当を支給することによ
り、児童の福祉増進が図ら
れる

【児童扶養手当】
児童扶養手当法により児童
扶養手当給付事務を行う

【特別児童扶養手当】
特別児童扶養手当の支給に
関する法律及び県の委託に
より特別児童扶養手当事業
の受付及び進達事務を行う

183
一
般

180,504 120,070 165,731 91.8 101.6 0.8 0.2
コ
ス
ト

180,504 177,819 163,194 163,188 165,731 91.8 自動計算

児童扶養手当・特別児童扶養手当の受給者が増加傾向の中、事務が煩雑であり担当者が１人のため負
担が増えている。
共同親権や親子交流、パートナーシップ制度などの時代の変化と手当制度にはギャップがあり、支給
者に対し丁寧な説明が求められている。

事務の煩雑さ、担当者が一人であること。申請のDX化、担当を毎年変えるなどして対応したい。継
続的な業務改善を行い市⺠及び職員の負担軽減につなげる。

○ - - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

こ
ど
も
部

こ
ど
も
課

こ
ど
も
・
家
庭
相
談
係

182
⺟子⽗子自立支援員及び

女性相談員事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

子
育
て

子
ど
も
・
家
庭
へ
の
支
援
の
充
実

非
該
当

３
次
茅
野
市
こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

（ど

−
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①⺟子家庭、⽗子家庭、寡
婦、女性
②⺟子家庭等の生活の安
定、自立の促進、女性相談
窓口として、関係機関への
つなぎ役
③⺟子家庭等の生活の安定
を図ることにより、子育て
家庭のよりよい環境と親子
関係を育てる。女性相談者
のより良い環境で生活でき
るために関係部へのつなぎ
役となる。

⺟子⽗子寡婦の相談に応
じ、自立に必要な情報提供
などを行う。ひとり親家庭
や女性の相談対応を行う。

-
一
般

157 79 111 70.7 1007.8 0.1 1.0

女
性
相
談
者
の
実
人
数

（面
接

、
出

張

、
電
話

）

80 94 86 103 115 143.8
設定不

可
自動計算

案件が増えていること、また、サービスセンター等や病院でも相談先として紹介しているため、相談
人数・件数ともに増えている。また、相談自体も深刻な事案が多いため、相談に時間もかかる。加え
て、子どものいない女性相談が全体の４分の１になっており、複数人での対応ができる体制づくりを
進める必要がある。

R6の実績
84⇒103に修正

- ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

こ
ど
も
部

こ
ど
も
課

こ
ど
も
・
家
庭
支
援
係

183 児童手当給付事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

子
育
て

非
該
当

非
該
当

応
援
計
画

（ど
ん
ぐ
り
プ
ラ
ン

）
茅
野
市
こ

−
（直
営

）

市

自
治

（な
し

）

①高校生年代までの児童を
養育している者
②子育て家庭等における生
活の安定に寄与するととも
に、次代の社会を担う児童
の健やかな成⻑に資するこ
と
③児童養育費の軽減を図
り、生活の安定に寄与する
とともに児童福祉の向上が
図られる

①児童手当支給事務（認定
請求の処理、支給および支
払、現況届の処理、その他
届出の処理）
②交付⾦関係の事務（児童
手当給付費国庫負担⾦と児
童手当県負担⾦の交付申請
や事業実績報告、精算な
ど）
③諏訪保健福祉事務所によ
る事務指導監査（２年ごと
１月初旬に実施される）

181
一
般

1,280,413 158,078 1,106,619 86.4 125.2 1.0 0.2
コ
ス
ト

1,280,413 808,949 772,267 883,572 1,106,619 86.4 自動計算
令和6年10月に制度改正され（対象児童の拡大等）、事務作業が増えた部分がある。
マイナポータル電子申請数の増加や公⾦受取口座などを活用できるように検討していきたい。

○ - - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

こ
ど
も
部

こ
ど
も
課

こ
ど
も
館

184
こども館0123広場運営事

業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

子
育
て

居
場
所
づ
く
り
の
推
進

推
進

３
次
茅
野
市
こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

（ど

H13〜
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①0歳〜3歳までの子ども
とその保護者
②子どもと子育て中の親の
居場所づくりの推進
③利用者満足度の向上

・子育ち、子育て。親育ち
を支援応援する場。
・子どもと保護者がいつで
も自由に遊べ交流できる場
の提供。
・子育てについて、学習の
場の提供。
・子育てに関する情報の提
供。
・子どもに関する相談の実
施。

185
一
般

2,399 40 2,210 92.1 151.1 1.5 3.0

講
座
及
び
イ
ベ
ン
ト
の
開
催

30 12 18 31 30 100.0
利用満
足度

- 80.0 - 89.0 90.0

居場所づくりを
行ううえでの数
値に適している
ため

88.0 110.0

前年度比では、利用者数が減少となったが、少子化に加え保育所等への未満児入所が影響していると
思われる。
連続講座の開催では、参加者が定員に満たない状況。参加者の満足度は高いため、魅力ある講座であ
る周知をどのように行っていくかが課題であるため、募集時に過去の参加者の声を届けながら、周知
していきたい。

- ○ - - - ○ ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）



（０） （１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８） （９） （10） （11） （12） （13） （14） （15） （16） （17） （18） （19） （20） （21） （22） （23） （24） （25） （26） （27） （28） （29） （30）（31）-1（31）-2（32） （33） （34） （35） （36） （37） （38） （39） （40） （41） （42） （43） （44） （45） （46） （47）

直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

こ
ど
も
部

こ
ど
も
課

こ
ど
も
係

185 地区こども館運営事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

子
育
て

居
場
所
づ
く
り
の
推
進

推
進

３
次
茅
野
市
こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

（ど

H15
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

① 市⺠
② 子ども・親子・地域住
⺠がつながりをつくる居場
所の確保
③ 放課後の小学生の居場
所、地域住⺠の交流の場、
つながりの場

市内10か所に地区こども
館（分館併設）を設置し、
メイト（職員）・地区運営
委員会の見守りやサポー
ト、事業運営

395
一
般

31,813 31,813 25,660 80.7 104.4 0.6 9.1

各
館
の
情
報
交
換

4 0 6 4 6 150.0

地区こ
ども館

利用者1
日平均
利用者

数

- 40 14 22 26

利用者数の数
が、住⺠が地域
の居場所として
利用しているこ
とにつながるた
め。

28 69.5

住⺠や地域のニーズに合わせた開館の仕方の検討が必要。メイトがニーズを考えて動けるような仕組
み作りが必要。情報共有の場を今まで以上に作り、これからの事を一緒に考えてもらう。放課後のこ
どもの居場所として、学童クラブとの統合や地区こども館同士の合併など、将来の可能性を考えてゼ
ロベースで見直す。

- ○ - - ○ - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

こ
ど
も
部

こ
ど
も
課

発
達
支
援
セ
ン
タ

ー

186 発達障害等相談支援事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

子
育
て

子
ど
も
・
家
庭
へ
の
支
援
の
充
実

非
該
当

３
次
茅
野
市
こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

（ど

−
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①心身の発達で、不安等が
あり、相談を希望する、乳
幼児及びその家族。
②発達の理解と支援方法等
を専門職に相談する。
③保護者が子どもと向き合
えるようになり、子どもの
成⻑・発達につながる。

・発達支援センター（市役
所）を拠点とした言語聴覚
士による言語相談。
・やまびこ園を拠点とし
た、作業療法士・臨床心理
士による療育相談。

-
一
般

311 156 293 94.2 22.3 2.3 2.4

相
談
開
催
数

15 15 15 15 14 93.3
相談利
用人数

- 50 52 46 49

保護者が子ども
の発達を理解
し、今後の子育
てに向き合うた
めの指標として
適しているため

47 94.0
・相談場所がわからない保護者の方のために、保健師や保育園等と連携を図りながら、発達に関して
相談が受けられるよう、関係機関へ周知を行っていく。
・相談後、子ども・保護者のフォローができるような、体制を考えていく。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

こ
ど
も
部

こ
ど
も
課

発
達
支
援
セ
ン
タ

ー

187 発達支援通園事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

子
育
て

子
ど
も
・
家
庭
へ
の
支
援
の
充
実

非
該
当

３
次
茅
野
市
こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

（ど

ー
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①心身の発達で早期の療育
や支援などを必要とする乳
幼児及びその家族。
②・専門職からのアドバイ
スを受けながら、特性の理
解と支援方法等を共有し、
個々の発達段階に添った
様々な機能の発達を促が
す。
・保護者の相談を受けなが
ら家庭支援を行い、親子共
に成⻑できる場にする。
③保護者が子どもと向き合
えるようになり、子どもの
成⻑・発達につながる。

・茅野市在住で心身の発達
に早期の療育や支援を必要
とする乳幼児に、個々の発
達に寄り添った様々な機能
発達を促す。
・保護者への家庭支援を行
う。

-
一
般

1,682 841 1,056 62.8 60.8 1.5 0.9

専
門
家
に
よ
る
療
育
の
回
数

58 58 56 58 58 100.0

やまび
こ園の
活動に
対して
保護者
が満足
してい
る割合

- 80.0 100.0 100.0 100.0

保護者が子ども
の発達を理解
し、向き合うた
めの指標として
適しているため

100.0 125.0
・やまびこ園に通園することで、保護者は何を求めているのかを考慮しながら、専門職による療育・
相談体制を充実させ、子育てに対する不安軽減につながるような支援の在り方を考えていく。

- ○ ○ - - - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

健
康
福
祉
部

社
会
福
祉
課

生
活
福
祉
係

188 生活保護事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

社
会
福
祉

生
活
基
盤
・
セ

ー
フ
テ

ィ
ネ

ッ
ト
の
整

備
に
よ
る
在
宅
福
祉
の
推
進

非
該
当

− −
（直
営

）

市

法
定
受
託

①茅野市に居住する生活に
困窮する者
②茅野市に居住する生活に
困窮する者に対して、その
困窮の程度に応じて必要な
保護を行い、最低限度の生
活を保障する
③健康で文化的な割いて生
活が保障され自立助⻑が図
られる

生活保護法、生活保護施行
令および生活保護法施行規
則に基づく事業

189
一
般

301,095 85,880 294,023 97.7 111.0 3.6 0.0

保
護
実
施
世
帯
数

132 132 124 133 132 100.0 自動計算
対応内容が多岐に亘り、1件当たりの対応時間が⻑くなっている。関係機関との今まで以上の連携が
必要となっている。

- - - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

健
康
福
祉
部

社
会
福
祉
課

生
活
福
祉
係

189
生活保護適正実施

推進事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

社
会
福
祉

生
活
基
盤
・
セ

ー
フ
テ

ィ
ネ

ッ
ト
の
整

備
に
よ
る
在
宅
福
祉
の
推
進

非
該
当

− −
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①生活保護査察指導員、現
業員、医療扶助担当者
②生活保護費の適正支出や
事業の効率化を進める
③生活保護の適正な運営を
確保できる

生活保護費の適正支出や生
活保護事務の効率化のため
に、国が定めた事業の中か
ら、福祉事務所が任意事業
として行う。
・診療報酬点検（専門的技
能を有する事業者に委託し
て実施）
・生活保護担当者研修（査
察指導員研修、ケースワー
カー研修等、国が指定する
研修への派遣）

188
一
般

277 70 245 88.4 96.5 0.2 0.0

診
療
報
酬
点
検
実
施
回
数

6 6 6 6 6 100.0

医療扶
助過誤
調整額
（千
円）

- 2,311 359 1,351 2,765

本事業の主要事
業である診療報
酬点検等により
医療扶助額の過
誤調整が行われ
適正化が図られ
た額を成果し、
目標値も同数と
した。

2,311 100
委託によりレセプト点検を行っている。疑義が生じた場合は嘱託医に意見を求めており、今後も継続
して協力を依頼していく。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

健
康
福
祉
部

健
康
づ
く
り
 

推
進
課

健
康
総
務
係

190 保健衛生一般経費事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

地
域
医
療

医
療
提
供
体
制
の
充
実

非
該
当

健
康
づ
く
り
計
画

ー

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（な
し

）

①市⺠
②市⺠の健康保持と医療確
保のための一般経費
③市⺠が日々健康に過ごせ
るよう、病気等の早期発見
や早期治療へ繋がる

⺟子モや小児オンライン相
談サービスリーバーの提供
やパーソナルヘルスレコー
ドを活用した個人情報管
理。

-
一
般

7,309 4,918 6,605 90.4 211.2 0.1 0.1
コ
ス
ト

3,698 8,621 2,976 3,128 6,605 178.6 自動計算 ⺟子モやリーバーの更なる普及促進により、保護者の事務的負担や精神的不安の軽減を図っていく。 - - - - - - -

Ａ

（継
続
可

）



（０） （１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８） （９） （10） （11） （12） （13） （14） （15） （16） （17） （18） （19） （20） （21） （22） （23） （24） （25） （26） （27） （28） （29） （30）（31）-1（31）-2（32） （33） （34） （35） （36） （37） （38） （39） （40） （41） （42） （43） （44） （45） （46） （47）

直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

健
康
福
祉
部

健
康
づ
く
り
 

推
進
課

健
康
総
務
係

191 休日・夜間診療体制事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

地
域
医
療

医
療
提
供
体
制
の
充
実

非
該
当

- ー
（委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②休日や夜間でも医療を受
けられる体制の構築
③休日、夜間の急病患者が
医療を受けることができる
安心感と重症化の予防につ
ながる

一次医療については、諏訪
郡医師会へ委託。二次医療
については、病院群輪番制
の運営に要する経費を負担
している。

-
一
般

6,293 6,293 6,292 100.0 100.0 0.1 0.0

広
報
等
に
よ
る
周
知
回
数

12 12 12 12 12 100.0
必要機
関への
周知率

- 100.0 100.0 100.0 100.0
報道機関や広報
を通じて周知

100.0 100.0
今後も医師会等の協力のもと休日当番医体制を確保する。広報やホームページに掲載し市⺠周知を継
続して実施する。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

健
康
福
祉
部

健
康
づ
く
り
 

推
進
課

健
康
総
務
係

192
健康管理センター

運営事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

健
康
・
食
育

が
ん
検
診
の
受
診
率
向
上

、
生
活
習
慣

病
の
重
症
化
予
防

非
該
当

健
康
づ
く
り
計
画

ー
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②施設を安全に使用するこ
とができるための管理
③安全で安心して健診や予
防接種を受けていただく

各種業者へ依頼し、施設内
の点検や修繕等を行う

-
一
般

39,997 20,497 34,499 86.3 501.4 0.4 0.2
点
検
数

4 4 4 4 4 100.0
点検実
施率

- 100.0 100.0 100.0 100.0

R7年度に予定し
た修繕の実施
必要な設備点検
等を行う

100.0 100.0
施設内外において、経年劣化箇所による不具合や傷みがみられる。修繕等により⻑く利用できるよ
う、状態の維持、改善を図っていく。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

健
康
福
祉
部

健
康
づ
く
り
 

推
進
課

健
康
総
務
係

193 地域医療推進事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

地
域
医
療

医
療
提
供
体
制
の
充
実

推
進

- ー

（交
付
先

）

補
助
等

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②診療所の監理および予防
業務等に伴う負担⾦
③地域予防業務の円滑な運
営、献血推進等を図る

予防業務および地域医療事
業を連携して実施していく
ための負担⾦を協議会等へ
支払う。

-
一
般

1,155 1,155 1,155 100.0 99.6 0.0 0.0

活
動
関
係
団
体
数

6 6 6 6 6 100.0

活動す
る関係
団体割

合

- 100.0 100.0 100.0 100.0

関係団体の活動
の実績等に基づ
く

100.0 100.0
予防業務および地域医療事業実施に係る費用を負担⾦のため今後も継続する。事業を一般経費事業と
統合も考える。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

健
康
福
祉
部

保
険
課

国
保
年
⾦
係

194 諏訪中央病院負担⾦事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

地
域
医
療

医
療
提
供
体
制
の
充
実

推
進

− −

（交
付
先

）

補
助
等

自
治

（な
し

）

①茅野市⺠
②諏訪中央病院への継続的
な財政負担による安定的な
病院運営
③基幹病院の存立による地
域医療の充実

諏訪中央病院組合に対し
て、総務省の地方公営企業
繰出基準と諏訪中央病院組
合規約に基づき、茅野市負
担分（85％）を拠出す
る。

480
一
般

824,988 810,316 810,316 98.2 1.2 0.2 0.0
コ
ス
ト

824,988 649,151 636,558 661,769 810,316 98.2 自動計算
３市村間で負担⾦を拠出していることから、市単独での裁量では及びにくい。人事院勧告等により、
人件費が増加していることから、今後も負担⾦が増加することが考えられる。

- - - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

健
康
福
祉
部

健
康
づ
く
り
 

推
進
課

健
康
総
務
係

195 各種予防接種事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

健
康
・
食
育

が
ん
検
診
の
受
診
率
向
上

、
生
活
習
慣

病
の
重
症
化
予
防

非
該
当

- -
（委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②感染症の発生や蔓延を防
止、疾病の重症化を防ぐ
③感染症の蔓延を防いでい
る

予防接種法に基づく定期予
防接種を医療機関に委託し
て実施する。

196
一
般

228,992 37,519 157,696 68.9 98.7 0.9 0.4

接
種
勧
奨

1 1 1 1 1 100.0

未就学
児の平
均接種

率

- 80.0 70.5 76.7 76.7
感染症の蔓延を
防ぐために高い
接種率を維持

79.5 99.4
ワクチン代の高騰や、ワクチンの種類の増加などにより、今後歳出が増加する可能性がある。
ワクチン使用数と接種者数の突合が煩雑であったため、令和８年度より、すべての予防接種をワクチ
ン代を含めた委託に変更。

- ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

健
康
づ
く
り
 

推
進
課

健
康
総
務
係

196 感染症予防対策事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

健
康
・
食
育

が
ん
検
診
の
受
診
率
向
上

、
生
活
習
慣

病
の
重
症
化
予
防

非
該
当

健
康
づ
く
り
計
画

ー
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②感染症の発生に備える
③感染症発生時に感染の拡
大を防ぎ、被害を最小に抑
える

感染症発生や災害発生時の
浸水家屋へ噴霧器による消
毒液の散布を行う

-
一
般

23 0 0 0.0 100.0 0.2 0.0

必
要
物
品
の
確
認

1 1 1 1 1 100.0
必要物
品充足

率
- 100.0 100.0 100.0 100.0

年に1回は必要物
品の確認、補充
を行い有事の際
に備えておく

100.0 100.0
災害時等のための感染症予防のための備品整備。次年度、一般経費または運営事業費への統合を検
討。

- ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）
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直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

健
康
福
祉
部

健
康
づ
く
り
 

推
進
課

健
康
総
務
係

197
結核胸部レントゲン

検診事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

健
康
・
食
育

が
ん
検
診
の
受
診
率
向
上

、
生
活
習
慣

病
の
重
症
化
予
防

非
該
当

- -
（委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②結核の早期発見、呼吸
器、循環器疾患等の発見
③呼吸器等の疾患が発見さ
れている

感染症法に基づき65歳以
上の市⺠に胸部レントゲン
検診を検診機関に委託し行
う。公⺠館等を巡回。

-
一
般

8,783 8,783 7,062 80.4 88.5 0.3 0.1

広
報
等
に
よ
る
周
知
回
数

1 1 1 1 1 100.0 受診率 - 30.0 25.0 24.0 24.0

結核等の早期発
見のため、受診
率を上げる必要
がある。

30.0 100.0
令７年度中に医師に聞き取りを行い個別検診の検討を行った。
医師会の了承が得られれば、個別検診が可能な医師もいる。
今後も医師に聞き取りを行い個別検診ができないか検討していく。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

健
康
福
祉
部

健
康
づ
く
り
 

推
進
課

健
康
総
務
係

198 健康増進事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

健
康
・
食
育

が
ん
検
診
の
受
診
率
向
上

、
生
活
習
慣

病
の
重
症
化
予
防

非
該
当

- -
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②検診受診者の向上
③死亡率の低下、高血圧に
よる健康障害の予防

検診申込書を作成し、世帯
へ配布する。
健康管理センターや保健福
祉サービスセンターにて尿
中塩分測定を実施。

-
一
般

34,489 34,489 30,612 88.8 93.5 0.2 0.0

周
知
回
数

1 1 1 1 1 100.0 提出率 - 30.0 - - 23.0

インターネット
からの申込みを
推奨しているた
め。

21.0 70.0
インターネットからの申込み数が増えてきている。市⺠の方が見やすく、申込みしやすいような内容
を検討していく。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

健
康
づ
く
り
 

推
進
課

健
康
総
務
係

199 ⻭科健診事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

健
康
・
食
育

が
ん
検
診
の
受
診
率
向
上

、
生
活
習
慣

病
の
重
症
化
予
防

非
該
当

健
康
づ
く
り
計
画

-
（委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②早期発見
③治療につなげる

30歳から70歳までの10歳
刻み年齢、21歳の市⺠の
⻭周疾患検診費用を市が負
担。委託先⻭科医院で検診
を実施。

-
一
般

2,683 590 1,755 65.4 82.6 0.5 0.1

周
知
回
数

1 1 1 1 1 100.0 受診率 - 20.0 15.3 15.0 15.0
健康づくり計画
（R10目標値）

8.5 42.5
他の健診等も自己負担⾦を徴収しているため、令和7年度から自己負担⾦を導入したことにより大幅
に健診受診者が減少した。
現在、一定の年代に受診勧奨ハガキを発送しているが、発送時期と対象者の検討を行っていきたい。

- ○ ○ - ○ - ○

Ｄ

（廃
止
検
討

）

健
康
福
祉
部

健
康
づ
く
り
 

推
進
課

健
康
総
務
係

200 各種がん検診等事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

健
康
・
食
育

が
ん
検
診
の
受
診
率
向
上

、
生
活
習
慣

病
の
重
症
化
予
防

推
進

か
ら
だ
・
こ
こ
ろ
す
こ
や
か
プ
ラ
ン

-
（委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②がんの早期発見
③がんによる死亡率の低下

・胃がん検診（個別、集団）：胃バ
リウム検査
・大腸がん検診（個別、集団、セッ
ト）：便潜血反応検査
・子宮頸がん検診（個別）：警部細
胞診
・乳がん検診（集団、個別）：マン
モグラフィー検査
・乳がん検査（集団）：乳房エコー
検査
緑内障検査：40〜75歳の5歳刻みの
方を対象に実施。

-
一
般

27,448 27,448 27,100 98.7 98.5 0.9 0.8

周
知
回
数

3 3 3 3 3 100.0 受診率 - 20.0 7.2 7.0 9.1

受診者数÷対象
者数（4月初旬時
点の国保加入
者）「胃、大
腸、肺、子宮、ﾏ
ﾝﾓの平均」

8.4 42.0
大腸がん検診の受診率向上に力を入れており、大腸がん検診の受診者数は増加傾向であるが、その他
のがん検診の受診者数は伸びていない現状がある。効果的な周知方法について考えていき、受診者数
の増加を図っていく。

- ○ - - ○ - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

健
康
づ
く
り
 

推
進
課

健
康
総
務
係

201 こころの相談事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

健
康
・
食
育

「
生
き
る

」
自
殺
対
策
の
取
組
の
推
進

推
進

茅
野
市

「
生
き
る

」
自
殺
対
策
構
造
計

画 -
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②メンタルヘルスの普及・
啓発
③自殺者の減少につながる

・9月の自殺対策週間及び3月の自殺
対策強化月間にメンタルヘルスの啓
発及び相談窓口を広報紙へ掲載す
る。
・市内の中小企業を中心にメンタル
ヘルスの出張講座を行う。
・若者への啓発活動
・こころの相談事業の実施

-
一
般

1,870 914 817 43.7 101.4 0.3 0.0

啓
発
回
数

10 9 6 7 9 90.0 自殺率 ○ 15.0 16.8 17.7 17.4

人口10万人当た
りの自殺者数
（茅野市生きる
自殺対策行動計
画の数値に基づ
く）

9.3 162.2
今年度は、自殺者が減少したが、男性や働いている世代の自殺者が多い傾向にある。引き続き、各種
相談窓口の案内や事業所におけるメンタルヘルス講座等への講師派遣を継続して実施していく。

- ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

健
康
づ
く
り
 

推
進
課

健
康
総
務
係

202 Ｂ・Ｃ型肝炎検査事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

健
康
・
食
育

が
ん
検
診
の
受
診
率
向
上

、
生
活
習
慣

病
の
重
症
化
予
防

非
該
当

健
康
づ
く
り
計
画

-
（委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②早期発見
③治療につなげる

40歳以上の市⺠を対象
に、BC型肝炎検査（血液
検査）の費用を市が負担。
委託先医療機関にて検査を
実施。市の負担は一人につ
き一度のみ。

-
一
般

724 139 451 62.3 68.2 0.1 0.1

周
知
回
数

1 1 1 1 1 1.0
受診者

数
- 185 181 154 177 過去の実績+α 96 52

令和6年度に40、45、50歳に送付していた通知を、40、45歳としたこともあってか減少している。
予防接種等のまわし打ちによる世代も高齢化し、既に検査を終えた方も多い。
若年層で不安があるため検査をするという方は減少している印象だが、早期発見のために継続してい
く。

- ○ ○ - ○ - ○

Ｄ

（廃
止
検
討

）
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直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

健
康
福
祉
部

健
康
づ
く
り
 

推
進
課

健
康
総
務
係

203 健康づくりポイント事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

健
康
・
食
育

が
ん
検
診
の
受
診
率
向
上

、
生
活
習
慣

病
の
重
症
化
予
防

非
該
当

健
康
づ
く
り
計
画

-
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②健康増進
③健康増進意欲の持続

健診受診などで5ポイント
を集めると、参加賞と交換
ができる。年度末に抽選を
行い、100名に健康増進
グッズ、地場産品等が当た
る。健康への意識を高める
ことが目的。

-
一
般

997 997 892 89.5 97.0 0.8 0.0

周
知
回
数

2 2 2 2 2 100.0 継続率 - 40.0 35.0 38.0 36.0 過去の実績+α 40.3 100.8
令和7年度までは、用紙提出による応募のみで健康習慣の可視化、数値化ができずにいたが、令和8
年度から主に歩数を計測できるアプリを導入した。
今後は、アプリや数値を活用した健康づくりの方法を考えていく。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

健
康
づ
く
り
 

推
進
課

健
康
推
進
係

204 妊婦一般健診事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

健
康
・
食
育

が
ん
検
診
の
受
診
率
向
上

、
生
活
習
慣

病
の
重
症
化
予
防

非
該
当

か
ら
だ
・
こ
こ
ろ
す
こ
や
か
プ
ラ
ン

食
育
プ
ラ
ン

H9
（委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②妊娠中の⺟体や胎児の健
康管理
③健やかに安全に出産を迎
える

妊婦一般健康診査、妊婦⻭
科健診費用の一部を助成

210
一
般

36,597 36,597 31,092 85.0 100.9 0.3 0.0

周
知
回
数

1 1 1 1 1 100.0
受診票
発行率

- 100.0 100.0 100.0 100.0
安心して出産が
できるようにす
る

100.0 100.0 妊娠届出数が減少しているが、安心して出産ができるように継続して実施する。 - ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

健
康
福
祉
部

健
康
づ
く
り
 

推
進
課

健
康
総
務
係

205 不妊・不育治療助成事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

子
育
て

保
健
・
福
祉
事
業
の
充
実

非
該
当

こ
ど
も
家
庭
応
援
計
画

H17
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②治療費の一部を助成し経
済的負担を軽減する
③少子化対策の一環

不妊及び不育症の治療を受
けた夫婦に治療費の一部を
助成。

-
一
般

2,412 2,412 2,412 100.0 115.0 0.2 0.0

周
知
回
数

1 1 1 1 1 100.0
助成者
の妊娠

率
○ 60.0 51.7 47.8 56.6 実績値から 57.9 103.6 申請者が増加し、予算が足りなくなった。今後も申請者が増えると思われる。 - ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

健
康
福
祉
部

健
康
づ
く
り
 

推
進
課

健
康
推
進
係

206
パパママ講座・赤ちゃん

相談事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

健
康
・
食
育

が
ん
検
診
の
受
診
率
向
上

、
生
活
習
慣

病
の
重
症
化
予
防

推
進

か
ら
だ
・
こ
こ
ろ
す
こ
や
か
プ
ラ
ン

食
育
プ
ラ
ン

H18
H16

（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②出産を控える夫婦が健や
かな妊娠期が過ごせる
③新生児、乳幼児に対して
発育発達の確認や不安に対
して相談が出来る。

【パパママ講座・マタニ
ティ相談】
妊娠期を⺟子ともに健康に
過ごすこし、親として育児
力を形成していくことの大
切さを学び支援する。
【赤ちゃん相談】
身体測定、育児に関する相
談、離乳食・栄養相談、哺
乳量測定等を通しての育児
支援

209
一
般

279 279 267 95.7 101.9 0.8 0.3

パ
パ
マ
マ
講
座
開
催
数

12 8 12 12 12 100.0
パパマ
マ講座
参加率

- 55.0 29.5 49.6 42.3 過去の実績値 46.6 84.7
対象の妊婦、対象の乳幼児が減少傾向にある。対象者に合わせた講座の方法の検討や、ポヒュレー
ションアプローチを行う必要がある。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

健
康
福
祉
部

健
康
づ
く
り
 

推
進
課

健
康
推
進
係

207 親子広場事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

子
育
て

保
健
・
福
祉
事
業
の
充
実

非
該
当

こ
ど
も
家
庭
応
援
計
画

Ｈ6
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②こども・保護者のフォ
ローアップ
③安心して育児ができる。
育児力のスキルアップ

乳幼児健診等のフォロー
アップとして、集団遊びを
通じて発育、発達を促し、
保護者の支援をする場、心
理士、ＳＴ，ＰＴ等直接相
談できる機会とする場の開
催。

209
一
般

631 631 613 97.1 78.3 0.2 0.5

教
室
開
催
数

35 38 37 35 35 100.0 参加率 - 100.0 100.0 100.0 100.0
⺟子フォローの
ため100％の参加
を目指している

100.0 100.0
発達支援センターとの役割分担を整理し、必要な支援につなげていく。
出生数が減少しているため、乳幼児健診と一緒に回数等の検討が必要。

- ○ - - - ○ ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

健
康
福
祉
部

健
康
づ
く
り
 

推
進
課

健
康
推
進
係

208 乳幼児健診事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

健
康
・
食
育

が
ん
検
診
の
受
診
率
向
上

、
生
活
習
慣

病
の
重
症
化
予
防

非
該
当

か
ら
だ
・
こ
こ
ろ
す
こ
や
か
プ
ラ
ン

食
育
プ
ラ
ン

H9

県から
市町村
へ委譲

（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①乳幼児とその保護者
②保護者の育児力を高めら
れるよう支援する（子育て
支援、乳幼児の発育発達や
生活習慣等に関わる知識の
普及）
③発育発達の確認及び保護
者の育児不安の軽減

４か月児、10か月児、1歳
6か月児、3歳児に対して
内科診察、⻭科診察（1歳
6か月児、3歳児）、成⻑
発達や生活の様子の確認を
行う。保護者に対し、各月
齢・年齢の児の発達の特徴
を伝え、見通しを持って育
児できるよう支援する。

471
一
般

9,366 9,366 7,594 81.1 115.9 3.8 1.8

周
知
回
数

1 1 1 2 1 100.0 受診率 - 100.0 98.9 97.9 98.7
受診率100％を目
標としている

98.4 98.4

・受診率100％の達成に向け、⺟子モを活用した情報発信及び、未受診児の保護者への受診勧奨の徹
底に努める。
・幼少期からの生活習慣病予防のためのポピュレーションアプローチの実施や、保護者の育児力を高
めるための情報提供や育児不安等の軽減につながるような相談対応ができるよう、健診に携わる職員
の力量形成を継続して行っていく。
・出生数が減少しているため、回数等の見直しが必要。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）



（０） （１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８） （９） （10） （11） （12） （13） （14） （15） （16） （17） （18） （19） （20） （21） （22） （23） （24） （25） （26） （27） （28） （29） （30）（31）-1（31）-2（32） （33） （34） （35） （36） （37） （38） （39） （40） （41） （42） （43） （44） （45） （46） （47）

直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

健
康
福
祉
部

健
康
づ
く
り
 

推
進
課

健
康
推
進
係

209 産婦健診事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

健
康
・
食
育

が
ん
検
診
の
受
診
率
向
上

、
生
活
習
慣

病
の
重
症
化
予
防

非
該
当

か
ら
だ
・
こ
こ
ろ
す
こ
や
か
プ
ラ
ン
 

R1
（委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②産後の⺟体の健康管理、
授乳状況及び精神状態の把
握
③安心して育児がスタート
できる。孤立を予防する。

妊娠届出をした妊婦に対し
て産婦健康診査受診票を発
行し、産後2週間及び1か
月の健康診査の費用を公費
負担する。

205
一
般

3,077 1,552 2,368 77.0 97.5 0.1 0.0

周
知
回
数

1 1 1 1 1 100.0
受診票
発行率

- 100.0 100.0 100.0 100.0
安心して子育て
ができるように
する

100.0 100.0 出生者数が減少しているが、安心して生み子育てができるように継続して実施する。 - ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

健
康
づ
く
り
 

推
進
課

健
康
総
務
係
・
健
康
推
進
係

210
子ども子育て支援関連事

業費

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

子
育
て

保
健
・
福
祉
事
業
の
充
実

推
進

こ
ど
も
家
庭
応
援
計
画

H29

R5

（委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②子育て支援
③保護者の育児負担・育児
不安の軽減

【産後ケア】
出産後のお⺟さんと赤ちゃ
んが医療機関や助産所等で
心身のケアや育児のサポー
トを受けられる事業で費用
の一部を市が助成。
【妊婦のための支援給付
⾦】
妊娠届時と出産後に5万円
の給付。妊娠届時、妊娠8
か月、産後の面接。

-
一
般

43,014 2,310 36,530 84.9 - 0.6 0.1

周
知
回
数

1 1 1 1 1 100.0
短時間
通所型
申請率

- 100.0 100.0 100.0 100.0
安心して子育て
ができるように
する

100.0 100.0

【産後ケア】
妊娠届出時に案内しているが必要な時に必要な支援が受けられるよう、より分かりやすく説明してい
く。また⺟子モを活用して情報発信に努めていく。
【妊婦のための支援給付⾦】
少子化対策、経済的支援、育児支援として継続して実施する。（国の施策）

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

市
⺠
環
境
部

環
境
課

公
害
衛
生
係

211 狂犬病予防等事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

環
境
・
衛
生

安
全
な
生
活
環
境
の
確
保

非
該
当

第
2
次
茅
野
市
環
境
基
本
計
画

(

改
定
版

)

1950

（直
営
・
委
託

）

市

法
定
受
託

①市⺠等
②飼い犬等の適正飼育及び
法的義務を遵守してもらう
よう働きかけ、人と飼い犬
等が良好な関係をもって共
存できるようにする。
③狂犬病の蔓延防止や近隣
トラブルまたは苦情発生の
抑制。

狂犬病予防法で市町村事務
として規定されている「犬
の登録」及び「狂犬病予防
注射済票交付」の実施。登
録台帳の管理などは（社）
⻑野県獣医師会へ委託して
いる。また、飼い犬の登録
や注射、適正な飼育などに
ついては、「広報ちの」や
「公式ホームページ」など
で呼びかけ、ペットに関す
る苦情などがあった際には
ペットの飼育管理に関する
所管である諏訪保健福祉事
務所と連携し苦情対応す
る。

-
一
般

1,223 607 1,152 94.2 1.5 0.4 0.8

狂
犬
病
予
防
注
射
の
督
促
は
が
き

3 3 3 3 3 100.0 自動計算

犬や猫などのペットを家族の一員として共に暮らす方が増えてきている。ペットの命と社会に対する
責任を飼い主に自覚してもらい、マナーを守り適切な飼育を心がけ、動物による人への危害や周囲の
方への迷惑を防止し、人とペットが共に快適に暮らせるよう事業を推進する。また、狂犬病予防注射
の実施率向上に向けた取組を進める。

- - - - - - ○

Ａ

（継
続
可

）

市
⺠
環
境
部

美
サ
イ
ク
ル
セ
ン
タ

ー

業
務
係

212 環境自治会活動支援事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

環
境
・
衛
生

安
全
な
生
活
環
境
の
確
保

最
重
点

環
境
基
本
計
画

H20

（交
付
先

）

補
助
等

自
治

（あ
り

）

①地域住⺠
②茅野市環境自治会の活動
に対し負担⾦の交付及び清
掃活動支援
③生活環境の保全と公衆衛
生の向上

茅野市環境自治会の活動に
対し負担⾦の交付及び清掃
活動による土砂処理を支援
する。

-
一
般

5,811 5,811 5,801 99.8 99.0 0.9 0.0

一
⻫
清
掃
に
よ
る
全
市
的
な
環
境
美
化

活
動

3 3 3 3 3 100.0

一⻫清
掃

（CW、
AP含

む）参
加人数
（年
間）

- 11,000 11,668 13,432 14,390
直近３年間の平
均参加人数
(11309)

10,728 97.5
各区のステーションに出される混在ゴミや、不法投棄があるので各環境自治会と連携した研修会等を
通じて分別や廃棄物の処分方法についての周知を進める。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

市
⺠
環
境
部

市
⺠
課

市
⺠
係

213
諏訪南行政事務組合
一般会計負担⾦事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

市
⺠
生
活

交
通
安
全
対
策
の
推
進

最
重
点

- -

（交
付
先

）

補
助
等

自
治

（な
し

）

①静香苑利用者
②茅野市が組合事務局を担
当。定例議会及び臨時会等
の開催実施及び静香苑（火
葬場）の運営を行う。
③市⺠が安心して暮らせる

・諏訪南行政事務組合規約
（S49.3.25）に基づき、組
合を構成する市町村から負
担⾦を徴収し一般会計での
管理により、議会運営と静
香苑（火葬場）の運営を行
う。

-
一
般

26,355 26,355 26,355 100.0 27145.4 0.8 0.0

火
葬
場
の
営
業
日
数

362.0 362.0 362.0 362.0 362.0 100.0 自動計算

静香苑の使用料改定から8年が経過した。施設の老朽化に伴い炉の補修工事も高額となっており、補
修工事も高騰していることから、使用料の料⾦改定が必要と考えます。
また、災害時に静香苑が使用不可となった事を想定し、湖北行政事務組合と協定の締結が急務と考え
ます。

- - - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

市
⺠
環
境
部

市
⺠
課

市
⺠
係

214 公園墓地維持管理事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

市
⺠
生
活

非
該
当

推
進

- -

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①区画墓地及び合葬式墓地
申請許可者・公園墓地利用
者
②墓参者が心やすらぎ安心
して永続的に利用できる墓
地とする。また、墓地が必
要な転入者等も安心して利
用できるように維持管理す
る。
③市⺠が安心して暮らせる

・条例に基づく区画墓地の
返還及び再分譲を行う。
・受益者負担とする管理料
を徴収し、清掃等の業務を
⺠間委託する。
・施設維持管理面は、構造
物調査結果に基づき策定し
た維持管理計画に沿って、
計画的に維持補修等を行い
施設管理を図る。

-
一
般

11,113 0 8,429 75.8 23039.6 0.6 0.2
コ
ス
ト

23916.0 4764.0 9816.0 23040.0 8429.0 35.2

墓地の
営業日

数
（閉庁
日を除
く１年
間の日
数）

- 240.0 241.0 245.0 246.0 246 243.0 101.3

 令和３年の第二合葬式墓地供用開始以降、合葬式墓地の需要が増えており数年後には第二合葬式墓
地も募集件数に達する見込みのため、今後の合葬式墓地の建築計画等検討の必要があります。
 平成29年の構造物調査より公園墓地全体の計画的改修工事を進めているが、莫大な費用がかかる
見込みです。また、合葬式墓地の需要に伴い区画墓地では墓じまいによる空区画が多くなっていま
す。

○ ○ ○ - - - -

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）
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直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

市
⺠
環
境
部

環
境
課

環
境
保
全
係

215 環境保全対策事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

環
境
・
衛
生

良
好
な
自
然
環
境
の
確
保

最
重
点

第
2
次
茅
野
市
環
境
基
本
計
画

(

改
定
版

2005
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②第２次茅野市環境基本計
画(改定版)に基づく施策を
推進し、自然環境、生活環
境、快適環境、地球環境の
保全を図る
③基本計画に基づき、現在
の課題に適応できるよう施
策し、自然環境・生活環境
の保全を推進できる。

茅野市環境にやさしいまち
づくり条例・茅野市生活環
境保全条例に基づく乱開発
の防止及びグリーンパト
ロール等、自然保護活動の
推進、特定外来生物に対す
る市⺠への周知や活動を行
い、自然環境及び生活環境
の保全を図る。

310
一
般

592 572 305 51.5 41.0 1.7 0.0

外
来
生
物
駆
除
作
業
の
実
施

3 2 3 3 5 166.7

外来生
物駆除
作業の
年間活
動延べ
人数

- 175 106 145 182

茅野市本来の植
生を維持し、豊
かな自然を育む
ことが、市⺠の
環境保全に関す
る満足度を向上
させることに寄
与するため。

70 40.0

駆除に協賛していた連携企業が活動を終了したことが人数の大幅な減少要因となっている。今後も大
幅な人数の増加は見込めない状況ではあるが、活動回数自体は増加させており、駆除重量の実績も増
加している状況ではあります。一時的な効果だけで判断するのではなく、継続して取り組んでいくこ
とが肝要と考えます。
多くの数量を駆除出来る状況が良いのではないこと、刈り倒しの数量把握ができないこと等から、環
境基本計画の中でも駆除数量ではなく参加人数を採用した目標値となっているが、実質的な活動内容
を考慮し、事務事業評価では駆除数量等を目標とすることを検討していきたい。

- ○ ○ - ○ - -

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

市
⺠
環
境
部

環
境
課

環
境
保
全
係

216 里山づくり支援事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

環
境
・
衛
生

良
好
な
自
然
環
境
の
確
保

推
進

第
2
次
茅
野
市
環
境
基
本
計
画

(

改
定
版

2004

（直
営
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②市⺠の森や里山づくり推
進地域での活動を通じて、
市⺠、森林所有者、事業
者、滞在者が里山づくりへ
の取組に関わることを目指
す。
③多くの市⺠が里山づくり
に関わることで、身近な里
山を保全するモデル地域を
形成し、里山の保全に対す
る意識が醸成される。

多くの市⺠、森林所有者、
事業者、滞在者が里山づく
りへの取組に関わることを
目指している。そのため、
地域での里山づくりに取り
組む団体が、事業をスムー
ズに推進できるように必要
な支援を行う。

265
一
般

6,760 5,893 5,222 77.2 102.0 1.4 0.0

市
⺠
の
森
に
関
わ
る
行
事
開
催

3 2 2 3 3 100.0

里山づ
くりイ
ベント
参加人

数

- 195 36 231 206

里山の活用状況
を把握でき、市
⺠の環境に対す
る意識向上に寄
与するため。

209 107.2

全体のイベント参加者数は比較的に安定はしているが、市⺠の森のイベント参加者が少ないことが課
題となっている。
今後は市⺠の森の⽊材を活用したイベントや近年なかなか見られなくなった水生昆虫等を紹介して魅
力を発信していきたい。

学校教育との連携や市⺠が里山と触れ合う機会の創出など、意義の高い活動を行っているが、担い手
の不足が顕著になってきている。
会員や漢字の募集は随時行っているが、目に見えた効果が得られていない実情があるので、各会の活
動内容の中で相互協力が出来る箇所については積極的な連携を進めていきたい。

- ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

市
⺠
環
境
部

環
境
課

環
境
保
全
係

217
水資源・水環境保全

対策事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

環
境
・
衛
生

良
好
な
自
然
環
境
の
確
保

非
該
当

第
2
次
茅
野
市
環
境
基
本
計
画

(

改
定
版

2005

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②市内の地下水位及び湧水
量を把握する
③地下水位及び湧水量を把
握することにより、茅野市
の水資源の状況を確認す
る。

茅野市の環境状況を把握す
るため、毎年地下水位及び
湧水量の調査を継続する。

222
一
般

40 40 2 5.0 200.0 0.2 0.0

地
下
水
位
測
定
・
湧
水
測
定

2 2 2 2 2 100.0

地下水
位測

定・湧
水測定

- 6 2 2 6

毎年調査する地
下水位及び湧水
量の調査を継続
することが茅野
市の環境状況を
把握することに
寄与するため。

6 100.0

従前は国を中心とした大規模な調査がある事から大事業として設定されていたが、現在は積極的に調
査は行われておらず、市内の地下水位測定・湧水測定を継続している状況である。
今後も継続的なデータを積み上げる事によって環境に対する大きな変化があった際には有効なデータ
として活用できると判断しています。
今後は環境保全対策事業の中に予算を移動し、継続的な調査行うことが望ましいと考えます。

- ○ ○ - - ○ ○

Ｄ

（廃
止
検
討

）

市
⺠
環
境
部

ゼ
ロ
カ

ー
ボ
ン
 

推
進
室

ゼ
ロ
カ

ー
ボ
ン
推
進
係

218 ゼロカーボン推進事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

環
境
・
衛
生

低
炭
素
型
ま
ち
づ
く
り
の
推
進

最
重
点

茅
野
市
ゼ
ロ
カ

ー
ボ
ン
戦
略

R4
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

① 市⺠、事業者、
滞在者、職員
②2050年までに市内にお
ける二酸化炭素排出量を実
質ゼロとするため、温室効
果ガスを削減し、再生可能
エネルギーを最大限に有効
活用すること
③茅野市の温室効果ガスの
削減と再生可能エネルギー
を最大限活用することによ
り、カーボンニュートラル
の達成、SDGｓの達成に
資する

2050年までに市内におけ
る二酸化炭素排出量を実質
ゼロとすることを見据え、
温室効果ガスの削減を推進
するとともに再生可能エネ
ルギーを最大限に有効活用
していく地域包括的な取組
について、費用対効果や実
現可能性、持続可能性を考
慮しつつ、計画的に着実に
実行していくための事業

-
一
般

3,584 3,584 2,036 56.8 104.0 1.4 0.5

茅
野
市
既
存
住
宅
エ
ネ
ル
ギ

ー

自
立
化
補
助
⾦
の
交
付
額
執
行
率

50.0 13.5 55.0 40.0 55.0 110.0

温室効
果ガス
排出量
削減率

- 3.2 1.0 1.0 1.0

茅野市ゼロカー
ボン戦略で、
2030年度におけ
る温室効果ガス
排出量を基準年
度（2013年度）
比で54％削減す
ることを目標と
しているため。
1年当たりにする
と約3.2％。

1.0 31.3
寒冷地である茅野市では温暖化に対して自分事として捉えられない傾向にある。テキストや資料の作
成を行い周知することが必要である。

- ○ ○ - ○ - -

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

市
⺠
環
境
部

ゼ
ロ
カ

ー
ボ
ン
 

推
進
室

ゼ
ロ
カ

ー
ボ
ン
推
進
係

219
八ヶ岳⻄麓地域共生会議

事業

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

- R5
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠（⻄麓三市町村⺠）
②⻄麓三市町村における環
境・観光・農業を効率よく
連携することを目的とす
る。
③⻄麓三市町村の脱炭素と
活性化を目指す。

令和５年の八ヶ岳⻄麓共同
宣言を切っ掛けに、環境・
観光・農業の三部門を三市
町村が連携して共通の課題
に取り組むことにより、効
率を上げることを目的とす
る。さらに今後は環八ヶ岳
を取り巻く市町村との連携
を図り、様々な分野での取
組みを広げていく。

-
一
般

317 317 189 59.6 380.0 0.7 0.5
コ
ス
ト

317 ー 50 50 189 59.6
設定不

可
自動計算

環境・観光・農業を⻄麓三市町村が担当し検討を行なって来たが、R8年度からは各分野を跨るクロ
スオーバー戦略を行う。

○ ○ ○ - - - -

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

市
⺠
環
境
部

環
境
課

公
害
衛
生
係

220 公害防止事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

環
境
・
衛
生

安
全
な
生
活
環
境
の
確
保

非
該
当

第
2
次
茅
野
市
環
境
基
本
計
画

(

改
定
版

1968

（直
営
・
委
託

）

市

法
定
受
託

①公害苦情申立者及びその
近隣住⺠等
②公害発生を未然に防止す
る。公害苦情が寄せられた
際は、被害の拡大を防ぎ、
解決を図る。
③主に市⺠等から寄せられ
た公害苦情の対応であり、
早急に対応する事により、
安心・安全な生活を送る事
ができる。

騒音規制法や茅野市公害防
止条例等に基づき、特定施
設及び特定建設作業の届出
をしてもらい、公害の未然
防止を図ることや自動車騒
音常時監視に係る騒音調査
及び面的評価を実施し、環
境大臣に報告する。発生し
た公害について状況を把握
し、被害の拡大を防ぎ、そ
の発生者に指導・助言をお
こない解決を図る。

-
一
般

2,096 2,096 1,240 59.2 1.0 0.7 0.2

自
動
車
騒
音
常
時
監
視
に
係
る
騒
音
調

査
及
び
面
的
評
価

1 1 1 1 1 100.0 自動計算
近隣同士のトラブルによる匿名での苦情が増えてきている。申立人の言い分だけを聞くのではなく、
現地確認などにより実際の状況を確認し、公平性のある対応に努める必要がある。苦情の内容によ
り、関係機関と情報共有しながら連携し、対応する必要もある、

- - ○ - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）
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直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

市
⺠
環
境
部

環
境
課

公
害
衛
生
係

221 水質検査事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

環
境
・
衛
生

安
全
な
生
活
環
境
の
確
保

非
該
当

第
2
次
茅
野
市
環
境
基
本
計
画

(

改
定
版

1970
（委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②自然由来又は事業活動等
により一般河川が有害生物
などに汚染されてないか、
また市内河川等の水質状況
を確認するため。
③市内河川の水質状況を経
年的に監視することによ
り、諏訪湖へ流入する水の
状態が把握できる。

環境基本法により環境基準
が設けられている項目を検
査するほか、自然由来又は
人的に流出するおそれのあ
る有害物質や農薬などにつ
いても検査することで、生
活環境の監視を行う。

-
一
般

1,628 1,034 1,288 79.1 1.0 0.1 0.1

水
質
検
査
回
数

2 2 2 2 2 100.0
検査項
目実施

率
- 100.0 100.0 100.0 100.0

規制値はない
が、県発行の公
害関係基準のし
おりにより、生
活環境の保全に
関する環境基準
による。

100.0 100.0

市単独で実施している水清検査については、令和2年度に採水場所、検査項目、検査回数の精査を行
い、大幅に見直をした。ゴルフ場農薬水質検査については、水環境の安全を監視する上で必要であ
り、今後も協議会と連携し、共に意識を高めていく必要がある。水質検査は、影響因子が多岐にわた
るため、経年経過を見ていく必要があるため、今後も水質検査を実施することが必要である。また、
基準値を超過した項目があった場合は、要因の特定と改善のための対応が必要となる。

- ○ ○ - - - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

市
⺠
環
境
部

環
境
課

公
害
衛
生
係

222
合併処理浄化槽設置整備

事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

環
境
・
衛
生

安
全
な
生
活
環
境
の
確
保

推
進

第
2
次
茅
野
市
環
境
基
本
計
画

(

改
定
版

1992
（直
営

）

市

法
定
受
託

①市⺠等
②合併処理浄化槽の設置を
推進する事により、水質汚
濁を防止し、良好な水資源
の保全を図る。
③合併処理浄化槽の設置を
推進することにより、河川
及び地下水の水質汚濁を防
止することができる。

下水道計画区域外又は下水
道計画区域であり、合併処
理浄化槽設置後7年以上、
下水道法第2条第3号に規
定する公共下水道が整備さ
れていないと認められる地
域において、水質汚濁を防
止するため合併処理浄化槽
の設置者に対して補助⾦を
交付し、設置を推奨する。
諏訪南地域循環型社会形成
推進地域計画（5ヶ年計
画）に基づき、合併処理浄
化槽設置を推奨する。

-
一
般

13,748 4,612 7,256 52.8 1.2 0.6 0.0

補
助
⾦
交
付
割
合

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 自動計算

令和7年度末において、494基の単独浄化槽が登録されている。新規の単独浄化槽の設置は認められ
ておらず、現存するものについても合併処理浄化槽への転換を推進していく必要がある。水環境保全
のため、全ての浄化槽に対して法定点検を実施していく必要がある。また、平成25年度以降、合併
処理浄化槽設置補助⾦交付要綱改正を行っていないため、国の方針や近隣市町村の要綱を参考にし、
令和9年度から改正を行いたい。

- - ○ - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

市
⺠
環
境
部

環
境
課

公
害
衛
生
係

223
諏訪市・茅野市

衛生施設組合負担⾦事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

環
境
・
衛
生

安
全
な
生
活
環
境
の
確
保

非
該
当

第
2
次
茅
野
市
環
境
基
本
計
画

(

改
定
版

1964

（交
付
先

）

補
助
等

自
治

（な
し

）

①し尿等の処理許可業者、
汲取りトイレ設置者及び浄
化槽設置者
②茅野市から発生するし尿
や合併処理浄化槽の汚泥を
処理
③茅野市から発生するし尿
等を適正に処理している。

昭和39年から諏訪市と茅
野市の共同でし尿処理を
行っている。平成23年度
から中央アメニティパーク
に移転し、その施設の運営
費等に係る経費である。

-
一
般

42,871 42,871 42,871 100.0 0.8 0.1 0.0

処
理
水
希
釈
倍
率

1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 100.0 自動計算
施設建設費の起債の償還は令和7年度で終了し、コストは減少したが、システムの更新や設備の維持
管理に伴う費用の増加及び地元区との協議により、施設更新に伴う積立の必要が出てるくることが考
えられる。。諏訪市と連携し、費用負担が大幅に増える事がないようにしていく必要がある。

- - - - - - ○

Ａ

（継
続
可

）

市
⺠
環
境
部

環
境
課

公
害
衛
生
係

224 し尿前処理施設除却事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

環
境
・
衛
生

安
全
な
生
活
環
境
の
確
保

非
該
当

第
2
次
茅
野
市
環
境
基
本
計
画

(

改
定
版

2024
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①施設の土地所有者
②施設内に水や汚泥が溜
まっているため、水質等の
検査を実施し、その後解体
する。
③当該敷地は㈱三井の森か
ら無償で借りているため、
原状回復し返却する事によ
り、有効活用ができる。

㈱三井の森の敷地に昭和
52年にし尿前処理施設を
建設したが、下水道の普及
により昭和59年以降使用
していないため、当該施設
を解体し原状回復する。

-
一
般

0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0
コ
ス
ト

809.0 ー ー 0.0 0.0 0.0
設定不

可
自動計算

昭和58年度以降、40年余り使用してない。隣接地にある㈱三井の森が所有する、し尿処理施設につ
いては、地下ピットは未解体であるものの、建屋は解体済みであるため、市が所有する施設も今後計
画的に解体が必要と考えます。

- ○ ○ - - - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

市
⺠
環
境
部

美
サ
イ
ク
ル
セ
ン
タ

ー

業
務
係

225 塵芥処理一般経費事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

環
境
・
衛
生

循
環
型
社
会
の
形
成

最
重
点

一
般
廃
棄
物

（ご
み

）
処
理
基
本
計
画

H3

（直
営
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②茅野市、富士見町、原村
から排出される廃棄物の共
同処理のため、諏訪南行政
事務組合を設立し、事業経
費を負担⾦として拠出す
る。
③廃棄物の処理

 諏訪南行政事務組合が行
う清掃センター及びリサイ
クルセンターの適正な管理
運営（委託）、可燃物及び
不燃物の処理などを行う。
※成果指標は減少目標

-
一
般

574,144 571,136 478,695 83.4 110.9 1.6 0.4

施
設
稼
働
日
数

309 310 310 309 309 100.0

家庭系
可燃ご
みの搬
入量の

減少(t）

○ 9,200 9,406 8,954 8,984
直近３年間の平
均平均搬入量
(9252)

8,822 104.3
諏訪南行政事務組合の負担⾦に対する財政負担が増していることに対し、廃棄物の搬入量を減少させ
ることで、処理費用等の抑制が図れるため、分別指導等の推進を行う。併せて、家庭系ごみの有料化
を進める。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

市
⺠
環
境
部

美
サ
イ
ク
ル
セ
ン
タ

ー

業
務
係

226 可燃物処理事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

環
境
・
衛
生

循
環
型
社
会
の
形
成

最
重
点

一
般
廃
棄
物

（ご
み

）
処
理
基
本
計
画

S49
（委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②一般家庭から発生する可
燃ごみを適切且つ効率的に
収集する。
③生活環境の保全及び公衆
衛生の向上

業務委託により、市内の可
燃ごみステーションから可
燃ごみを週2回収集する。

-
一
般

81,616 77,108 81,616 100.0 81616.0 0.1 0.0

ス
テ

ー
シ

ョ
ン
1
か
所
・
1
週
間
ご
と

の
収
集
回
数

2 2 2 2 2 100.0 収集率 - 100 100 100 100
（収集回数-収集
漏れの回数）/収
集回数×100

100 100.0
ステーションの管理が区・自治体の負担につながっているため、ごみ捨てに関する利便性とのバラン
スを図りながら、ステーション設置者の区や自治会と協議を進め、適切なステーション数を維持す
る。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）



（０） （１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８） （９） （10） （11） （12） （13） （14） （15） （16） （17） （18） （19） （20） （21） （22） （23） （24） （25） （26） （27） （28） （29） （30）（31）-1（31）-2（32） （33） （34） （35） （36） （37） （38） （39） （40） （41） （42） （43） （44） （45） （46） （47）

直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

市
⺠
環
境
部

美
サ
イ
ク
ル
セ
ン
タ

ー

業
務
係

227 旧不燃物処理場事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

環
境
・
衛
生

循
環
型
社
会
の
形
成

非
該
当

- S55
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②公共施設としては既に廃
止されているが、管理及び
事後処理を適切に行う。
③有効な跡地利用、周辺環
境の保全

 廃棄物の撤去や土壌の入
替等事業の後処理を進める
とともに、水質検査を実施
し、周辺への影響について
調査監督を行う。

-
一
般

33,589 33,589 12,596 37.5 161.2 0.1 0.0

点
検
回
数

4 - 1 4 4 100.0

基準を
満たし
た点検
結果(回

数）

- 4 - 1 4
省令の基準に準
ずる

4 100.0
施設廃止後の対応が課題となっているため、周辺環境への影響に配慮しながら、地権者との協議を含
め、事後処置を適切に進める。

- ○ ○ - - - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

市
⺠
環
境
部

美
サ
イ
ク
ル
セ
ン
タ

ー

業
務
係

228 最終処分場管理事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

環
境
・
衛
生

循
環
型
社
会
の
形
成

最
重
点

一
般
廃
棄
物

（ご
み

）
処
理
基
本
計
画

S51
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②焼却灰等を埋立処分する
ため、茅野市最終処分場に
ついて適正な状態に維持管
理する。
③最終処分場の確保、周辺
環境の保全

 ごみ処理施設から排出さ
れる焼却灰等を処分するに
あたり、法令の基準に準じ
た維持管理を行う。

-
一
般

7,226 7,226 6,188 85.6 115.2 0.0 0.0

点
検
回
数

1 1 1 1 1 100.0

基準を
満たし
た点検
結果
（回
数）

- 1 1 1 1 省令による 1 100.0
最終処分場の残余容量が僅かとなっているため、処分場の埋立容量を確保して施設の延命化を図れる
よう、可燃ごみの減量化を進めていく。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

市
⺠
環
境
部

美
サ
イ
ク
ル
セ
ン
タ

ー

業
務
係

229 資源物収集事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

環
境
・
衛
生

循
環
型
社
会
の
形
成

最
重
点

一
般
廃
棄
物

（ご
み

）
処
理
基
本
計
画

H10
（委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②・資源物及び不燃物の収
集
・分別方法の見直しや分別
の支援
③分別の促進に伴う、可燃
ごみの低減

市内のリサイクルステー
ションへ出される資源物及
び不燃物の収集を行うとと
もに、資源物などが適切に
分別されるように分別の支
援をする。

-
一
般

69,044 69,044 67,243 97.4 100.0 0.1 0.0

収
集
日
数

288 289 289 288 288 100.0 収集率 - 100 100 100 100
（収集回数-収集
漏れの回数）/収
集回数×100

100 100.0
役員の負担軽減のため、収集回数を減らす区や自治会が出てきている。状況を見ながら収集日の最適
化を実施していく。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

市
⺠
環
境
部

美
サ
イ
ク
ル
セ
ン
タ

ー

業
務
係

230 不法投棄対策事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

環
境
・
衛
生

安
全
な
生
活
環
境
の
確
保

推
進

一
般
廃
棄
物

（ご
み

）
処
理
基
本
計
画

S58
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②不法投棄、不適正排出防
止を図る
③良好な生活環境を保つ

公費による不法投棄物の処
分や、不適切排出防止のた
め、ごみの適切な排出方法
の周知を行う。
※成果指標は減少目標

-
一
般

1,911 1,911 841 44.0 60.0 0.4 0.0

注
意
喚
起
看
板
の
設
置
箇
所
数

2 - - - 13 650.0

不法投
棄物の
撤去回
数（基
準以下
に抑え
る）

○ 7 9 5 18
直近３年間の平
均件数（7.6)

16 43.8

・川や山の中に不法投棄されているケースがあるので、看板を設置し注意喚起を行う。
・ごみ分別や収集日を住⺠に知らせたり、ごみの出し忘れや品目名からごみの出し方を検索できる、
分別アプリを導入している。今後は多言語対応が出来るアプリの導入を検討しており、外国人への情
報提供にも努め、ステーションへの混在ごみ対策を行う。

- ○ ○ - ○ - ○

Ｄ

（廃
止
検
討

）

市
⺠
環
境
部

美
サ
イ
ク
ル
セ
ン
タ

ー

業
務
係

231 環境美化推進事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

環
境
・
衛
生

循
環
型
社
会
の
形
成

推
進

一
般
廃
棄
物

（ご
み

）
処
理
基
本
計
画

H9

（直
営
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②ごみ減量やリサイクルの
推進のための意識の高揚
③循環型社会の形成

公⺠協働の環境教育の実
践、HP等による情報発信
や、分別アプリの利用促進
による分別方法の周知を行
う。

-
一
般

3,646 3,634 2,951 80.9 161.3 0.9 0.1

環
境
美
化
に
関
す
る
意
識
啓
発
事
業
の

回
数

1 1 1 1 1 100.0

美サイ
クル茅
野推進
大会参
加者数

- 53 96 58 52
直近３年間の平
均参加人数(53)

73 137.7
参加者数の減少が大きな課題の一つであるが、今年度実施した高校生の司会及び学生主導での成果発
表は好評価を得られたため、次年度へ継続するとともに、小中学校の環境教育の取組にも焦点を当
て、参加者数の増加に結び付ける内容を検討していく。

- ○ - ○ - - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

市
⺠
環
境
部

美
サ
イ
ク
ル
セ
ン
タ

ー

業
務
係

232 資源物啓発事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

環
境
・
衛
生

循
環
型
社
会
の
形
成

推
進

一
般
廃
棄
物

（ご
み

）
処
理
基
本
計
画

S59
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
①ごみ減量に対する意識向
上を図る
③循環型社会の形成

生ごみ処理機器設置補助⾦
の交付による設置推進や、
団体資源回収報奨⾦による
自発的な資源物収集活動の
推進

-
一
般

712 712 636 89.3 102.8 0.3 0.1

分
別
収
集
研
修
会

(

施
設
見
学
含
む

)

開
催
数

7 4 13 10 5 71.4

資源物
回収報
償⾦交
付件数

- 8 9 8 5
直近３年間の平
均交付件数(8)

6 75.0
ごみ減量は個人の意識によるところが大きいため、分別指導、団体収集等を通じて、資源物は廃棄物
ではなく、資源であるという意識付けを行っていく。

- ○ - ○ - - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）



（０） （１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８） （９） （10） （11） （12） （13） （14） （15） （16） （17） （18） （19） （20） （21） （22） （23） （24） （25） （26） （27） （28） （29） （30）（31）-1（31）-2（32） （33） （34） （35） （36） （37） （38） （39） （40） （41） （42） （43） （44） （45） （46） （47）

直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

市
⺠
環
境
部

美
サ
イ
ク
ル
セ
ン
タ

ー

業
務
係

233
生ごみ回収・堆肥化処理

事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

環
境
・
衛
生

循
環
型
社
会
の
形
成

非
該
当

一
般
廃
棄
物

（ご
み

）
処
理
基
本
計
画

H19
（委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②生ごみの減量、食品廃棄
物の有効利用
③可燃ごみ搬入量の減少

 市内小中学校、保育園か
ら出る生ごみを回収し、堆
肥化処理を行う。

-
一
般

- - - - - - -
コ
ス
ト

1,576 4,536 4,932 753 - -
設定不

可
自動計算 ※R5年度に事業（蓼科有機センター運営事業）廃止 - ○ ○ - - ○ ○

Ｄ

（廃
止
検
討

）

市
⺠
環
境
部

美
サ
イ
ク
ル
セ
ン
タ

ー

業
務
係

234 茅野環境館管理運営事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

環
境
・
衛
生

循
環
型
社
会
の
形
成

非
該
当

- H12

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②資源ごみ、不燃ごみ搬入
量の抑制
③リユースの推進による循
環型社会の構築

 不用品（リユース品）の
引受・販売及び情報提供等
の実施（委託）

-
一
般

- - - - - - -
コ
ス
ト

173 2,876 2,941 35 - -
設定不

可
自動計算 ※R5年度に事業（環境館運営事業）廃止 - ○ ○ - - ○ ○

Ｄ

（廃
止
検
討

）

産
業
経
済
部

商
工
課

商
業
労
政
係

235
勤労者福利厚生等

支援事業

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

商
工
業

商
業
振
興
の
推
進

非
該
当

産
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

-

（直
営
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（あ
り

）

①市内の中小企業等で働く
勤労者等
②市内の中小企業等で働く
勤労者等の福利向上や福祉
の増進、生活の安定
③勤労者等の福利増進と経
済的地位の向上

・茅野市勤労者互助会の福
利厚生事業や運営の支援
・中小企業退職⾦共済掛⾦
補助
・勤労者生活資⾦融資等の
支援

237
一
般

71,902 71,902 71,860 99.9 99.7 0.1 0.8

会
計
事
務
処
理
件
数

370 318 370 499 456 123.2

茅野市
勤労者
互助会
加入者

- 433 423 433 417

勤労者互助会に
加入する中小企
業等の従業員
は、当該互助会
が実施する福利
向上等の各種
サービスを受け
ることが可能と
なる。したがっ
て、その加入者
数を指標とする
ことで事業目的
の成果が捕捉で
きる。

402 92.8
茅野市勤労者互助会への加入事業所及び加入者を増加させるため、予算を考慮しつつ魅力的なサービ
スを検討、改善していただく必要がある。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

産
業
経
済
部

商
工
課

商
業
労
政
係

236
労働力確保・雇用対策

事業

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

商
工
業

商
業
振
興
の
推
進

推
進

産
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

-

（直
営
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（あ
り

）

①求職者及び就職者・市内
事業所等
②労働力確保と求職者の待
遇改善
③・事業所等の持続的な人
材確保
 ・年齢等を理由に働く機
会が制限されやすい求職
者、非正規雇用労働者な
ど、様々な人材の円滑な就
業や待遇改善

・茅野市労務対策協議会へ
の補助⾦交付
・新入社員歓迎大会、諏訪
地域合同就職説明会開催
・地域職業相談室（ふるさ
とハローワーク）の設置
・⻑野県若年者就業サポー
トセンター等と連携し相談
事業の開催
・ハローワーク求人一覧表
等ホームページでの情報提
供
・ハローワークと共同開催
する街かど企業ガイダンス
・雇用促進奨励⾦やイン
ターンシップ促進事業補助
⾦等の交付

236
一
般

5,818 5,818 4,937 84.9 78.3 0.2 0.0

就
職
説
明
会
の
開
催

8 5 8 8 9 112.5
就職説
明会参
加者数

- 594 247 594 804

市内中小企業等
の労働力を確保
するため、就職
説明会を開催す
るとともに、参
加を促すように
関連情報を様々
な媒体を通じて
発信をすること
から、就職説明
会の参加者数を
指標することで
成果や傾向が捕
捉可能である。

900 151.5
近隣市で開催されていた就職説明会に茅野市労務対策協議会が参画することで、市内企業等が参加し
やすい環境となっている。引続き広域による連携を支援していく。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

産
業
経
済
部

農
業
委
員
会
 

事
務
局

農
地
係

237 農業委員会運営事業

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

農
林
業

農
業
振
興
の
推
進

推
進

産
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン
 

農
業
振

ー
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

① 農業者
②・農地の売買・賃借の
  調整
 ・農地法（関連法令
  を含む）の規定に基
  づく適正な事務処理
③・農地利用の適正化
 ・開発行為による周辺
  農地への被害を防除

・農業委員会運営
・農業委員会関係団体と
 の連携

-
一
般

16,590 16,590 16,213 97.7 102.6 1.5 0.7
コ
ス
ト

16329.0 17829.0 17329.0 15796.0 16329.0 100.0
設定不

可
自動計算

地方自治法に基づき設置されている行政委員会であり、行政評価結果を事業の取捨選択に繋がること
ができない。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

産
業
経
済
部

農
業
委
員
会
 

事
務
局

農
地
係

238 遊休農地活用対策事業

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

農
林
業

農
業
振
興
の
推
進

推
進

産
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン
 

農
業
振

ー

（直
営
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（あ
り

）

① 農業者
②・優良農地の確保
 ・遊休農地の解消及び
  活用
③・農林課との連携強化
 ・農業者との対話
 ・課題の見える化

・農地パトロールによる
 耕作実態調査
・農地パトロールの結果
 に基づく非農地通知
 の発行
・遊休農地所有者への今
 後の意向確認や解消へ
 の働きかけ

-
一
般

660 396 287 43.5 4.3 0.5 0.7

全
体
調
査
へ
の
参
加
率

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
遊休農
地の面
積(ha)

○ 200.0 250.0 245.0 240.0
当年度の農地パ
トロールによる
実績値

250.0 80.0
農地マッチングシステムの活用や、あっせんにより、農地と耕作者を効率的に繋げていく必要があ
る。
一方、立地等により、解消がそもそも難しいと考えられる農地もある。

- ○ ○ ○ - - -

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）



（０） （１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８） （９） （10） （11） （12） （13） （14） （15） （16） （17） （18） （19） （20） （21） （22） （23） （24） （25） （26） （27） （28） （29） （30）（31）-1（31）-2（32） （33） （34） （35） （36） （37） （38） （39） （40） （41） （42） （43） （44） （45） （46） （47）

直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

産
業
経
済
部

農
林
課

農
政
係

239 農業一般経費事業

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

農
林
業

農
業
振
興
の
推
進

推
進

農
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

-

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①農業者
②姉妹都市交流を活用した
特産品の相互PR、農業行
政事務の円滑な実施
③茅野市産農産品の認知度
向上・販売促進、農業振興

・農政審議会の実施
・姉妹都市等の交流におけ
る農産品PRと販売
・農業振興地域情報等の
データ基盤整備

-
一
般

4,921 1,276 4,908 99.7 271.6 0.9 0.1

農
政
審
議
会
の
開
催

2 2 2 4 2 100.0
設定不

可
自動計算

農業政策の方針や推進を図るうえで必要となる業務であるため、行政評価結果を事業の取捨選択に繋
がることができない。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

産
業
経
済
部

農
林
課

農
政
係

240 水田農業推進事業

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

農
林
業

農
業
振
興
の
推
進

推
進

農
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

-

（直
営
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（な
し

）

①農業者、農地所有者
②農業者の意欲と収益向
上、水田転作の推進
③農業者の確保育成、米の
安定価格維持、遊休荒廃地
解消

・経営所得安定対策とし
て、補助制度により地域振
興作物を中心に農産物の価
格保証を行う。
・米の適正生産と主体的作
付けに関する需要見通し等
の情報提供を行う。

-
一
般

7,000 0 5,875 83.9 97.5 0.5 0.4
コ
ス
ト

7,000 10,552 10,925 6,025 5,875 83.9 自動計算
令和9年度から制度の抜本的な改正の方針が打ち出されているため、円滑な新制度移行に対し今度調
査等業務の増加が考えられる。

- - - - - - ○

Ａ

（継
続
可

）

産
業
経
済
部

農
林
課

土
地
改
良
係

241 環境保全型農業推進事業

手
段
・
価
値
観

農
林
業

農
業
振
興
の
推
進

最
重
点

農
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

H30

（交
付
先

）

補
助
等

自
治

（あ
り

）

① 農業者、集落営農
②・環境保全型農業に取
  り組む団体の支援。
③・有機農業への新規取
  組者の拡大。

・地球温暖化防止や生物
 多様性保全に効果の高
 い農業活動を行う団体
 への支援⾦交付制度。
・環境保全型農業の普及
 を推進する。
 

-
一
般

294 74 249 84.7 109.2 0.2 0.1

活
動
組
織
の
増
加

2 0 0 0 2 100.0
設定不

可
自動計算

有機農業への関心が高まっている状況であるが、生産量の安定が難しく収穫量が少なくなる傾向にあ
り、手間が増加するなど課題も多くある。令和５年度からホームページにも掲載し周知を図っている
が、本事業の存在を知らない農業者も多いことから、より多くの人の目につくような周知方法を検討
する必要がある。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

産
業
経
済
部

農
林
課

農
政
係

242 農業担い手育成事業

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

農
林
業

農
業
振
興
の
推
進

最
重
点

農
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

H29

（直
営
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（な
し

）

①新規就農者・農業者等
②新規就農者の獲得
 農業者の維持
③農業経営の継続や新規就
農者の獲得により、遊休荒
廃地の解消等の繋がる。

国の補助⾦を活用し、新規
就農者の営農支援に加え、
農業用機械や施設の購入補
助を行うことにより農業者
が営農継続に繋がる。

-
一
般

65,347 1,712 49,744 76.1 151.6 1.5 0.1
コ
ス
ト

41,907 96,340 210,851 32,792 49,744 118.7 自動計算
農業者の高齢化や減少に伴う遊休荒廃地の拡大は、今後も大きな課題であり、信州ちの就農ＬＡＢＯ
等農業者やＪＡや⻑野県等と連携し、新規就農者の獲得や農業経営への支援へは、継続して行ってい
く必要がある。

- - ○ - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

産
業
経
済
部

農
林
課

農
政
係

243 市⺠農園貸出事業

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

農
林
業

農
業
振
興
の
推
進

推
進

農
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

Ｈ25

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市内在住者
②農業未経験者に向けた農
業への誘導
③農業をとおして潤いのあ
る生活の醸成

市⺠農園の募集・受付等園
主産との橋渡しを行い、農
のある暮らしを行うことに
より生活に潤い実感しても
らう。

-
一
般

119 119 111 93.3 43.2 0.1 0.0

農
園
利
用
者
数

52 51 50 50 50 96.2
設定不

可
自動計算

市⺠農園の需要は高まっているが、法面の草刈等農園の管理に園主に負担が発生することに加え、ト
イレや水の利用等立地的な条件もあり新たな市⺠農園の増設にいたっていない。

- ○ - - - ○ ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

産
業
経
済
部

農
林
課

農
政
係

244 農業振興団体等支援事業

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

農
林
業

農
業
振
興
の
推
進

推
進

農
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

Ｓ47

（直
営
・
委
託
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（あ
り

）

①団体農業者、漁協
②農業祭の実施や農業振興
団体の活性化
③交付⾦・補助⾦を交付す
ことによる農業振興団体の
事業の活性化を促す。

農業祭の実施や農業振興団
体、漁協へ支援を行うこと
により、市内農業の活性化
につながる。

-
一
般

1,423 1,423 1,342 94.3 112.7 0.8 0.3
コ
ス
ト

1,593 315 1,514 1,513 1,342 84.2
設定不

可
自動計算

農業祭の実施等を目的とする負担⾦ではあるが、開催の方法等ＪＡと協議を行うとこで負担⾦減額を
検討する余地がある。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）



（０） （１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８） （９） （10） （11） （12） （13） （14） （15） （16） （17） （18） （19） （20） （21） （22） （23） （24） （25） （26） （27） （28） （29） （30）（31）-1（31）-2（32） （33） （34） （35） （36） （37） （38） （39） （40） （41） （42） （43） （44） （45） （46） （47）

直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

産
業
経
済
部

農
林
課

農
政
係

245 転作作物推進事業

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

農
林
業

農
業
振
興
の
推
進

推
進

農
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

-

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①農業者
②時期転作作物候補の研究
等
③次期転作作物の研究を行
うことにより、そばにかわ
る作物の検証を促す。

市内で転作供物として栽培
されいているそばの栽培振
興を促すとともに、高収益
な次期転作作物の研究を行
うことにより、農家の所得
向上に繋がる取組の検証を
行う。

241
一
般

297 297 237 79.8 91.5 0.5 0.4
コ
ス
ト

576 481 344 217 237 41.1
設定不

可
自動計算

転作作物については、令和9年から国の方針転換の方針が打ち出されているため、転作品目の検討を
含め、今後国の動向を注視していく必要がある。

- ○ ○ - - - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

産
業
経
済
部

農
林
課

鳥
獣
被
害
対
策
係

246 有害鳥獣駆除対策事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

農
林
業

農
業
振
興
の
推
進

最
重
点

農
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

ー

（委
託
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（あ
り

）

①鳥獣被害に遭う市内農林
業者及び市⺠
②鳥獣被害の減少
③被害面積、被害量の減少

・鳥獣被害実施隊による罠
によるニホンジカ等の捕獲
活動
・諏訪猟友会茅野支部への
委託による銃器によるニホ
ンジカ等の捕獲活動
・有害獣防護柵設置に要す
る資材の提供
・鳥獣被害防止総合対策交
付⾦を活用した鳥獣被害対
策協議会への補助による捕
獲資材等の購入等鳥獣対策
の推進

-
一
般

16,600 4,660 14,915 89.8 95.1 1.1 0.1

計
画
頭
数
に
対
す
る
捕
獲
率

100.0 88.1 104.4 98.1 99.7 99.7
設定不

可
自動計算

鳥獣による農作物被害は横ばいであり、増加させないためにニホンジカの捕獲に注力しているが、捕
獲者から報償に関して不満があるため、ガソリンや物価高騰んい合わせ報償費等の見直しが必要とさ
れる。
ツキノワグマ対策にかかる捕獲者への報償や、対応に係る備品の準備が必要。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

産
業
経
済
部

農
林
課

農
政
係

247
地域農産物戦略的マーケ

ティング推進事業費

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

農
林
業

農
業
振
興
の
推
進

推
進

農
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

Ｒ6

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①農業者
②茅野市産農産物のブラン
ド化や新規販路の開拓等農
業者の所得向上を図る。
③農業者の所得向上

農産物を「蓼科野菜」とし
てブランド化の推進（商標
登録等）
地域おこし協力隊による新
たな販路開拓等
上記の取り組みによる、農
業者の所得向上を図る

-
一
般

5,839 5,839 5,717 97.9 103.8 0.6 0.0

蓼
科
野
菜
販
売
事
業
者
登
録
件
数

20 - - - 49 245.0
設定不

可
自動計算 令和6年度から事業開始を行い、今後更なる事業展開と事業内容の検討が必要である。 - ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

産
業
経
済
部

農
林
課

農
政
係

248 園芸振興事業

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

農
林
業

農
業
振
興
の
推
進

推
進

農
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

Ｓ47

（直
営
・
委
託
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（あ
り

）

①農業者・ＪＡ
②ＪＡ等の実施事業を通じ
た農業者への支援
③農業者の生産性向上や労
働力の減少

ＪＡの実施する事業に対
し、支援を行い農業者の生
産性向上や労働力の減少に
つながる。

-
一
般

7,526 7,526 7,192 95.6 78.5 0.2 0.0
コ
ス
ト

9,967 9,086 9,425 9,151 7,192 72.2
設定不

可
自動計算

ＪＡ等が行う農業振興への支援であるが、支援内容等ＪＡと協議を行うとこで支援内容や支援額を検
討する余地がある。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

産
業
経
済
部

農
林
課

農
政
係

249 畜産振興事業

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

農
林
業

農
業
振
興
の
推
進

推
進

農
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

Ｓ42

（交
付
先

）

補
助
等

自
治

（な
し

）

①畜産農家、諏訪地域畜産
関係団体
②広域連携による畜産課題
への対応
③畜産経営の安定と生産
性、収益性向上を図る

諏訪6市町村で組織する協
議会を通し連携することで
畜産振興につながる。

-
一
般

25 25 24 96.0 100.0 1.0 0.0
コ
ス
ト

25 30 23 24 24 96.0 自動計算 畜舎消毒で病気発生予防に努める。 - - - - - - ○

Ａ

（継
続
可

）

産
業
経
済
部

農
林
課

土
地
改
良
係

250 農地一般経費事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

農
林
業

農
業
振
興
の
推
進

非
該
当

農
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

ー
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

① 農業者
②・各事業における農業
  振興及び集落共同活
  動の活性化を図る。
③・農業農村の活性化。

・揚水施設の光熱費やため
池監視シ
 ステム通信費等の農業
 振興を図る為に必要な
 経費。

-
一
般

636 636 583 91.7 95.0 0.1 0.2
コ
ス
ト

621 610 598 609 583 93.9
設定不

可
自動計算

農林課が所管する土地改良施設に係る光熱水費・通信費・道路責任賠償保険料・⻑土連賦課⾦といっ
た事業に不可欠な経費である。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）
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直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

産
業
経
済
部

農
林
課

土
地
改
良
係

251 市単土地改良事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

農
林
業

農
業
振
興
の
推
進

非
該
当

農
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

ー

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

① 農業者、地域住⺠
②・用水の安定供給等。
 ・維持管理労力の低減
  を図る。
③・地域農業の活性化。
 ・農業生産性の向上。
 ・耕作放棄地の減少。

・老朽化している水路改
 修工事や農道の舗装工
 事。

-
一
般

68,095 37,115 66,358 97.4 96.1 1.4 0.1
コ
ス
ト

68,376 68,899 65,998 69,084 66,358 97.0
設定不

可
自動計算

施設の老朽化が年を追うごとに進み、更新・修繕を必要と会う江う施設が増加している。各区からの
要望件数も増加し、現状の予算では対応が困難になってきている。早期の修繕や補修により、少しで
も⻑寿命化を図っていくことが課題。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

産
業
経
済
部

農
林
課

土
地
改
良
係

252 県営中山間総合整備事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

農
林
業

農
業
振
興
の
推
進

非
該
当

農
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

H27

（委
託
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（な
し

）

① 農業者、地域住⺠、
  ⻑野県
②・農業生産性の向上。
 ・農地集積促進。
③・地域農業の活性化。
 ・用水の安定供給等。
 ・維持管理労力の低減
  を図る。

・老朽化した農業用施
 設、集落排水の改修、
 また未整備農地の区画
 整理等を行う。

-
一
般

0 0 0 - 0.0 0.0 0.0
コ
ス
ト

26,748 14,592 6,367 25,573 0 0.0 自動計算
一部繰越があるものの、令和６年度発注工事で本事業が完了となる。最終の全体事業費は約15億円
となったが、市の負担割合は７％と低く、18箇所の大規模な改修工事が完了した。

- - - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

産
業
経
済
部

農
林
課

土
地
改
良
係

253 多面的機能支払事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

農
林
業

農
業
振
興
の
推
進

最
重
点

農
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

H26

（交
付
先

）

補
助
等

自
治

（あ
り

）

① 農業者、地域住⺠
②・地域共同活動による農
地の保全活動の支援。
 ・担い手農家への作業負
担軽減や農地集積の促進。
③・耕作放棄地の減少
 ・市による施設修繕、改
修費用の抑制。
 ・農村地域の活性化。

・農業者、地域住⺠、関係
団体等が幅広く参加する組
織により、農業農村が持つ
多面的機能 の発揮のため
に行う地域活動等を交付⾦
により支援する。

255
一
般

52,649 13,134 49,157 93.4 122.7 0.4 0.1

交
付
組
織
数

22 20 21 20 23 104.5
活動面

積
- 690.0 683.0 689.0 683.0

地域住⺠による
農地の維持管理
の推進を図るた
めの指標として
適しているた
め。

868.6 125.9

農業用施設、農地の老朽化が進行し、農業者が減少する中で、従来のように農業者のみで維持管理を
行うことが困難となってきている。地域住⺠等も一緒になって地域の環境を保全していく取組が継続
できるよう支援を行っていく。また、地域組織による施設の⻑寿命化による、市費の削減を図るた
め、積極的な周知により新たな活動組織の増加を図る。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

産
業
経
済
部

農
林
課

土
地
改
良
係

254 農地保全管理事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

農
林
業

農
業
振
興
の
推
進

最
重
点

農
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

-

（交
付
先

）

補
助
等

自
治

（あ
り

）

① 農業者
②・農業生産条件の不利の
補正。
 ・農地の保全。
 ・多面的機能の維持。
③・農業生産活動継続。
 ・集落の活性化。
 ・耕作放棄地の抑制。

・農業生産条件の不利な中
山間地域において、将来の
農業生産活動を維持するた
めの活動を行う集落協定を
交付⾦により支援する。

254
一
般

47,241 11,758 47,025 99.5 102.2 0.5 0.1

交
付
協
定
数

28 0 0 1 27 96.4
活動面

積
- 219.0 213.0 213.0 219.0

農地維持活動推
進を図る為の指
標として適して
いるため。

223.0 101.8

農業用施設、農地の老朽化が進行し、農業者が減少する中で、従来のように農業者のみで維持管理を
行うことが困難となってきている。地域住⺠等も一緒になって地域の環境を保全していく取組が継続
できるよう支援を行っていく。また、地域組織による施設の⻑寿命化による、市費の削減を図るた
め、積極的な周知により新たな活動組織の増加を図る。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

産
業
経
済
部

農
林
課

土
地
改
良
係

255
県営土地改良事業
（滝之湯堰地区）

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

農
林
業

農
業
振
興
の
推
進

非
該
当

農
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

R4

（交
付
先

）

補
助
等

自
治

（な
し

）

① 農業者、地域住⺠、
  ⻑野県
②・基幹的農業用水の安
  定供給。
 ・災害の未然防止。
③・用水の安定供給に伴
  う生産性の向上。
 ・維持管理労力の低
  減。

未整備個所や老朽化による
漏水等により、用水の供給
や維持管理に支障をきたし
ている。地域農業の活性化
と災害の未然防止を図る
為、水路改修を行う。

-
一
般

30,060 2,160 20,040 66.7 89.4 0.2 0.0
コ
ス
ト

22,545 7,515 13,777 22,419 20,040 88.9 自動計算
当初令和4年度から令和8年度までの事業期間で開始されたが、国の予算割当の減少、資材費労務費
の高騰等により、事業完了時期が遅延していくと推測される。土地改良区、県と情報共有をしなが
ら、事業の進捗に支障が生じないよう、地元調整を積極的に図る。

- - ○ - - - -

Ａ

（継
続
可

）

産
業
経
済
部

農
林
課

土
地
改
良
係

256
県営土地改良事業
（大河原堰地区）

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

農
林
業

農
業
振
興
の
推
進

非
該
当

農
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

R6

（交
付
先

）

補
助
等

自
治

（な
し

）

① 農業者、地域住⺠、
  ⻑野県
②・基幹的農業用水の安
  定供給。
 ・災害の未然防止。
③・用水の安定供給に伴
  う生産性の向上。
 ・維持管理労力の低
  減。

未整備個所や老朽化による
漏水等により、用水の供給
や維持管理に支障をきたし
ている。地域農業の活性化
と災害の未然防止を図る
為、水路改修を行う。

-
一
般

0 0 0 - 0.0 0.0 0.0
コ
ス
ト

12,525 0 0 6,988 0 0.0 自動計算
平成29年度から令和3年度まで県営事業で実施された箇所の追加工事。総延⻑13.5kmの基幹水路であ
るが、未だ未整備区間が存在しており維持管理に苦労している。令和6年度で事業が完了。

- - - - - - -

Ａ

（継
続
可

）



（０） （１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８） （９） （10） （11） （12） （13） （14） （15） （16） （17） （18） （19） （20） （21） （22） （23） （24） （25） （26） （27） （28） （29） （30）（31）-1（31）-2（32） （33） （34） （35） （36） （37） （38） （39） （40） （41） （42） （43） （44） （45） （46） （47）

直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

産
業
経
済
部

農
林
課

土
地
改
良
係

257
土地改良施設維持管理

適正化事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

農
林
業

農
業
振
興
の
推
進

非
該
当

農
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

R5

（交
付
先

）

補
助
等

自
治

（な
し

）

① 農業者、地域住⺠、
  ⻑野県
②・ため池の貯水能力の
  向上。
 ・災害の未然防止。
③・用水の安定供給に伴
  う生産性の向上。
 ・維持管理労力の低
  減。

槻⽊ため池に堆積した土砂
の浚渫工事。国30％、県
30％、地元40％で事業を
実施し、事業費については
５年間で均等に積み立てを
行い、令和９年度に市の発
注で工事を実施する。

-
一
般

540 0 540 100.0 100.0 0.1 0.1
コ
ス
ト

540 0 540 540 540 100.0 自動計算 令和9年度の工事実施に向けて、堆積土の搬出先の確保等、地元及び県と綿密に調整を図っていく。 - - - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

産
業
経
済
部

農
林
課

土
地
改
良
係

258 湿田対策事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

農
林
業

農
業
振
興
の
推
進

非
該
当

農
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

R元
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

① 農業者
②・耕作放棄地の抑制。
 ・農業生産性の向上。
③・湿田による耕作放棄
  地の減少。

湧水の発生により耕作に支
障をきたしている農地を改
善するために、個人が行う
湧水処理工事の費用を補助
する。

-
一
般

1,100 1,100 1,100 100.0 37.1 0.5 0.1

補
助
件
数

15 9 13 14 9 60.0
湿田の
減少面

積
- 3.0 3.0 2.0 3.0

耕作放棄地増加
抑制を図る為の
支障として適し
ているため。

3.0 100.0

本事業により、令和6年度までに76件の湿田が解消され、一定の効果は見られたものの、依然として
湿田が多く存在しており、農地の貸し借りにも支障が生じ、農地の集積にも影響が出てきている状況
である。今後は、農政係が策定する地域計画に連動させた農地耕作条件改善事業の導入を視野に検討
をする

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

産
業
経
済
部

農
林
課

土
地
改
良
係

259
農業水路等⻑寿命化

・防災減災事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

農
林
業

農
業
振
興
の
推
進

非
該
当

農
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

-
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

① 農業者、地域住⺠
②・ため池の豪雨耐性の
  向上。
 ・ため池堤体の耐震性
  の向上。
③・用水の安定供給。
 ・防災能力の向上。

農業施設の⻑寿命化や防災
減災を目的とした補助事
業。入笠湖の耐震性診断及
び豪雨耐性評価により、確
認された不具合箇所につい
て防災減災の観点から改善
のための改修工事を行う。

-
一
般

4,121 161 4,444 107.8 28.4 0.3 0.0
コ
ス
ト

15,008 0 0 15,672 4,444 29.6
設定不

可
自動計算

市内全域で施設の老朽化が進行しており、今後改修に高額な費用が必要となることが推測される。国
の補助事業を活用し、改修工事や修繕工事を行うことにより、施設の⻑寿命化を図っていく。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

産
業
経
済
部

農
林
課

土
地
改
良
係

260
農業用施設自然災害

防止対策事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

農
林
業

農
業
振
興
の
推
進

非
該
当

農
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

-
（直
営）
市

自治
（あ
り）

① 農業者・地域住⺠
②・災害の未然防止。
 ・用水の安定供給。
 ・災害復旧。
③・用水の安定供給。
 ・防災能力の向上。

農村地域の防災力・減災を
向上させるため、農業用施
設の集中豪雨等による災害
を防止する。主に未整備個
所の水路改修、過年度に補
助事業の対象外となった箇
所の災害復旧工事の実施。

-
一
般

19,196 188 18,393 95.8 65.6 0.3 0.0
コ
ス
ト

31,316 0 0 28,056 18,393 58.7
設定不

可
自動計算

令和5年度から本事業を活用し、主に未整備個所で高額となる箇所の水路改修工事を実施している。
本起債事業は起債充当率100％で交付税措置率70％と有利な事業であるが、令和8年度以降も引き続
き継続する見込みである。令和9年度以降も本事業を積極的に活用し、施設の更新を図っていきた
い。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

産
業
経
済
部

農
林
課

林
務
係

261 森林保全管理事業

手
段
・
価
値
観

農
林
業

林
業
振
興
の
推
進

推
進

林
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

H30

（直
営
・
委
託
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（あ
り

）

①市⺠・滞在者
②森林の適切な保全、管理
③森林の持つ多面的機能の
発揮

・松くい虫監視員、森林保
全巡視員による森林巡視
・間伐材の有効利用として
ペレット材の消費拡大
・みどりの少年団育成支援

-
一
般

3,412 2,773 2,576 75.5 108.7 0.4 0.7

松
く
い
被
害
巡
視
回
数

24 31 35 35 40 166.7

積率
被害の
無い森
林面

- 100.0 100.0 100.0 100.0

森林の保全を図
るための指標と
して、松枯れ被
害の拡大程度が
指標として適し
ているため

100.0 100.0 諏訪地域でも松枯れの確認が増加傾向にあるため、マツ林監視員の委嘱を継続し森林監視を維持。 - ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

産
業
経
済
部

農
林
課

林
務
係

262 林道管理事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

農
林
業

林
業
振
興
の
推
進

推
進

林
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

ー
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①林道を使用する住⺠、財
産区、林野組合
②林道の維持管理
③林道として必要な機能が
維持されている状態

・主たる受益者である地元
財産区、林野組合が実施す
る整備に対し、重機借上げ
の費用負担、必要な砕石等
の消耗品の支給

-
一
般

1,500 1,500 114 7.6 14.1 0.3 0.0

林
道
現
場
確
認
調
査

12 12 12 12 12 100.0
設定不

可
自動計算 地元財産区や林野組合からの要望により林道(作業道)の維持管理に係る原材料等の補助を継続。 - ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）
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直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

産
業
経
済
部

農
林
課

林
務
係

263 治山事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

農
林
業

林
業
振
興
の
推
進

推
進

林
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

ー

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠及び森林所有者
②自然災害等による危険個
所の予防対策
③森林が有する多面的機能
の保全

・危険個所の予防及び災害
により引き起こされた個所
の復旧工事

-
一
般

500 500 0 0.0 0.0 0.1 0.0

災
害
箇
所
の
調
査

危
険
個
所

、

15 15 15 15 15 100.0
設定不

可
自動計算

危険個所の調査を継続し、復旧を要する箇所や行政区等からの要望を地域振興局林務課へ治山事業と
して要望する。

- ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

産
業
経
済
部

農
林
課

林
務
係

264 森林整備事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

農
林
業

林
業
振
興
の
推
進

推
進

林
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

ー

（委
託
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（あ
り

）

①森林所有者、林業事業体
及び流域住⺠
②公益的機能が充分に発揮
できる健全な森林状態を保
つための整備
③森林整備の促進

・国県の補助事業の対象と
なった事業のうち、茅野市
森林造成事業補助⾦交付要
綱及び茅野市間伐対策事業
補助⾦交付要綱に基づき、
交付対象となるものに市独
自の嵩上補助
・ライフライン等沿いの支
障⽊の伐採

-
一
般

1,671 168 1,595 95.5 76.7 0.4 0.0

補
助
⾦
事
業
の
件
数

10 11 8 6 9 90.0
間伐面

積
- 130.0 49.8 25.5 20.2

間伐の進捗程度
が森林整備の促
進の成果として
の指標に適して
いるため。

40.4 31.1
ライフライン等保全対策は県補助事業であるため、補助メニューがあるうちは積極的に要望を上げて
いく。補助事業では年間に施工できる箇所が限られるため、譲与税事業と併せての事業展開の検討が
必要。

- ○ - ○ ○ - -

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

産
業
経
済
部

農
林
課

林
務
係

265 森林環境譲与税事業

手
段
・
価
値
観

農
林
業

林
業
振
興
の
推
進

最
重
点

林
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

R2

（直
営
・
委
託
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（あ
り

）

①市⺠、森林所有者
②森林経営管理制度に基づ
く森林整備、森林の公益的
機能の保全や⽊材利用の促
進
③林業経営の効率化及び森
林管理の適正化の促進、林
業の持続的発展及び森林の
多面的機能の維持

・整備の行き届いていない
森林の間伐
・松くい虫被害対策及び被
害⽊の伐倒
・狛江市との連携協定に基
づき新生児等への⽊工製品
の配布

-
一
般

64,619 33,500 53,050 82.1 142.1 0.8 0.9

意
向
調
査
実
施
面
積

60 77 4 53 5 8.2
森林整
備面積

- 30.0 2.0 3.0 5.7

森林環境譲与税
の活用について
は、間伐の事業
実施率を指標と
することが適し
ているため。

38.6 128.7
整備の行き届いていない森林の整備を進めるとともに、林野庁が示す森林環境譲与税の使途の範囲で
幅広く事業展開をしていく必要がある。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

産
業
経
済
部

商
工
課

工
業
・
産
業
振
興
係

266 電波管理事業

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

商
工
業

工
業
振
興
の
推
進

非
該
当

工
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

ー
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①テレビ・ラジオ各局、諏
訪広域消防
②公共性の高い電波中継局
の利用補助
③市⺠生活に不可欠な情報
インフラである電波利用の
環境整備

高部林野組合・飯島林野組
合から土地を借り受け、日
本放送協会等へ転貸借

ー
一
般

310 310 310 100.0 100.0 0.2 0.0

転
貸
借
費
用
の
7
者
へ
の
請
求

7 7 7 7 7 100.0
設定不

可
自動計算

市⺠生活に不可欠な情報インフラである電波利用の環境整備のため、今後も事業継続の必要がある。
現在地価の上がっている地域ではないが、物価高・資材高騰が賃借料の上昇に繋がる可能性があり、
その点は今後も注視すべきである。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

産
業
経
済
部

商
工
課

商
業
労
政
係

267 商店街等活性化事業

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

商
工
業

商
業
振
興
の
推
進

推
進

商
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

-
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①商店街等の中小企業者、
商店等への買い物客、駅利
用者、観光客等
②商店街の活性化や街なか
の賑わい創出
③・便利な暮らしの支え
 ・地域コミュニティの場
として多くの市⺠が集まり
交流が生まれる

・商業会への商店街活性化
イベント事業補助⾦の交付
・商業者等への消費喚起イ
ベント事業補助⾦の交付
・中小企業者等への中小企
業振興補助⾦（空き店舗等
活用事業補助⾦）の交付
・商店街の街路灯に商店街
フラッグを掲げる

-
一
般

6,601 6,601 3,556 53.9 43.7 0.8 0.0

空
き
店
舗
等
活
用
事
業
補
助
⾦
の
交
付

件
数

1 1 3 1 1 100.0
設定不

可
自動計算

第3次商業振興ビジョンで定めたとおり補助⾦の見直しを行った。次年度の運用から要件変更を行う
ため、見直しの効果についても注視していく。

- ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

産
業
経
済
部

商
工
課

商
業
労
政
係

268 商業振興団体支援事業

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

商
工
業

商
業
振
興
の
推
進

非
該
当

商
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

-

（直
営
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（あ
り

）

①市内中小事業者等
②市内中小企業者等の経営
基盤の安定と発展を図る上
において、商工会議所が実
施する事業への支援は必要
③茅野商工会議所新規加入
会員が増加し、市内中小企
業者等の経営基盤の安定
と、発展、産業振興が図ら
れる

商工会議所等が実施する事
業へ補助⾦等を交付する

-
一
般

11,500 11,500 11,500 100.0 99.1 0.2 0.0

茅
野
商
工
会
議
所
事
業
等
の
補
助
⾦
交
付

、
負

担
⾦
支
援

3 3 3 3 3 100.0

茅野商
工会議
所会員
の増加

- 1,364 1,367 1,364 1,362

商工会議所に加
入する市内中小
企業等は、会議
所が実施する各
種支援事業を受
けることが可能
となる。した
がって、会議所
会員企業は経営
基盤の安定や発
展に資する環境
整備がされるこ
とから、その会
員数を指標とす
ることで成果を
捕捉できる。

1,365 100.1
商工会議所は、地域総合経済団体として地域産業の振興や経営者の支援等重要な役割を担っている。
補助⾦等の交付は継続する必要がある。

- ○ - ○ - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）
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直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

産
業
経
済
部

商
工
課

商
業
労
政
係

269 新商品開発等支援事業

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

商
工
業

商
業
振
興
の
推
進

推
進

商
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

H20
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市内中小事業者等
②観光事業の促進及び商業
等の振興、縄文プロジェク
ト構想の推進を図る
③・茅野市の魅力向上
 ・市内外の需要の取り込
み

地域資源（市内において生
産される農林水産品等）や
観光資源（茅野市をイメー
ジできる観光や文化、縄文
等に関連した資源）を活用
した新たなブランド商品の
開発を支援する

-
一
般

1,041 1,041 0 0.0 0.0 0.1 0.0

事
業
者
へ
の
補
助
事
業
周
知
件
数

438 458 438 432 429 97.9

新商品
開発支
援事業
補助⾦
交付件

数

- 1 0 2 0

新商品の開発は
地域経済の活性
化や地域ブラン
ドの確立につな
がる。したがっ
て開発に対する
補助⾦交付件数
を指標とするこ
とで成果が補足
できる。

0 0.0
申請件数を増やすため、令和5年度から要件緩和を行うなど取り組みを行っている。
令和7年度は商品化に至らなかった。

- ○ ○ - ○ - -

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

産
業
経
済
部

商
工
課

工
業
・
産
業
振
興
係

270 受注販路拡大事業

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

商
工
業

工
業
振
興
の
推
進

非
該
当

工
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

H30

市
・
補
助
等

（直
営
・
委
託
・
交
付

先

）

自
治

（あ
り

）

①市内中小企業者等
②市内中小企業の外に向け
た事業展開の支援
③受注販路拡大による企業
の活性化

・工業展等への出展補助
・ものづくりネットによる
企業の魅力、情報発信
・諏訪圏工業メッセ開催、
出展支援

274
一
般

11,731 11,731 11,280 96.2 101.4 0.3 0.0

工
業
展
等
出
展
補
助
交
付
申
請
件
数

22 23 25 24 25 113.6

販路拡
大に伴
う新規
契約

- 20 24 65 32

当補助⾦は、展
示会等への出展
により、新たな
販路拡大につな
がることを目的
としている。補
助⾦申請者への
アンケート調査
により、展示会
等を契機とした
新規契約件数を
把握することが
でき、補助⾦の
効果を捕捉でき
る指標のため

234 1170.0

精密機械部品や加工等の技術をセールスポイントとする当市の製造業において、認知度向上と新規受
注獲得への支援制度は必要である。より出展しやすい環境づくりを進めるため、出展企業に成果等を
ヒアリングし、フィードバックすることで、企業と行政の信頼関係を築き、制度設計に活かしてい
く。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

産
業
経
済
部

商
工
課

工
業
・
産
業
振
興
係

271 企業立地支援事業

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

商
工
業

工
業
振
興
の
推
進

最
重
点

工
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

ー

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①補助⾦により企業立地の
活性化を目指す
②工業団地内の環境整備を
実施することにより団地内
企業のイメージの向上を図
る

工場の立地誘導の促進を図
るため、市外の中小企業が
新たに茅野市内に立地した
場合、または、既存の市内
企業が増設した場合は、固
定資産税相当額を補助す
る。
工業団地内の市の管理地に
おいて定期的に環境整備を
行う。

ー
一
般

18,287 18,287 14,900 81.5 53.02 1.6 0.0

中
小
企
業
振
興
補
助
⾦
交
付
件
数

6 5 6 12 10 166.7
市内事
業者数
の増

- 265 261 261 261

補助⾦による企
業立地の直接支
援や工業団地の
環境整備によっ
て市内で継続し
た事業活動を促
すことから、市
内事業者数によ
りその成果を捕
捉できる

261 98.5

（企業立地支援）
新規の工場立地を促進するため、また既存の事業所に茅野市を選び続けてもらうために、中小企業振
興補助⾦という形での事業サポートを行っていく。新規の工場立地については、空き用地がほぼ無い
ことからすぐに結果を出すのは難しいところである。
補助⾦以外の企業立地支援事業費が少額である（旅費のみ）。
直接企業にアプローチする機会の創出のため、企業立地フェアへの出展経費などを計上していく。

（環境整備）
工業団地を立地企業に美しく安全で快適に利用してもらえる環境整備を続けることが、立地企業が茅
野市で事業を行い続けること、また関係企業に対する茅野市のイメージアップに繋がる。今後も、環
境整備を維持していく。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

産
業
経
済
部

商
工
課

工
業
・
産
業
振
興
係

272
新技術・新製品研究開発

事業

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

商
工
業

工
業
振
興
の
推
進

推
進

工
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

H15
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市内中小企業者等
②革新的、創造的な開発の
促進
③地域産業の活性化に繋が
る

新技術・新製品研究開発等
への補助
(一般、試作・改良、大学
連携、知財)

274
一
般

5,543 5,543 5,272 95.1 132.9 0.3 0.0

新
技
術
・
新
製
品
研
究
開
発
に
関
す
る

相
談
件
数

10 6 5 9 9 90.0
補助⾦
交付企
業数

- 5 6 4 9

市内中小企業等
が単独では二の
足を踏むような
革新的、創造的
な製品開発等を
補助⾦を活用す
ることで実現さ
せることを狙っ
ていることか
ら、補助⾦交付
企業数によって
その成果を捕捉
できる

9 180.0

精密などの部品メーカーが集積する本市の製造業において、新技術や新製品への研究開発は、ビジネ
スチャンスが期待され、継続的な制度設計が求められている。企業戦略を支えるうえで、研究開発を
動機付ける制度設計が必要である。ビジョンに掲げる「グローバルニッチトップ」を目指す企業の増
加を図るため、より多くの市内事業者が利用しやすい制度設計を検討する。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

産
業
経
済
部

商
工
課

工
業
・
産
業
振
興
係

273 産学公等連携推進事業

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

商
工
業

工
業
振
興
の
推
進

推
進

工
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

H21

市
・
補
助
等

（直
営
・
委
託
・
交
付

先

）

自
治

（あ
り

）

①製造業者
②市内製造業者の稼ぐ力の
向上
③市内製造業者の製造品出
荷額の向上に繋げる

高度な加工技術を保有する
中小企業の工業振興を強力
に推進することで、企業
ニーズや成⻑分野、新産業
分野への参入等を支援する
ことができる

271
273
277

一
般

13,996 13,996 12,656 90.4 92.7 1.6 0.0

市
内
製
造
業
者
の
稼
ぐ
力
の
向
上
等
に

向
け
た
講
座
や
交
流
会
の
開
催
件
数

15 10 15 0 14 93.3

市内製
造業者
の稼ぐ
力の向
上等に
向けた
講座や
交流会
への参
加者数

- 244 241 244 0

直近の実績及び
意見交換会の回
数から達成可能
といえると期待
できる数値であ
る。加えて、人
手不足が深刻化
している中で、
昨年度参加者数
を維持し、継続
的な支援を行っ
て行くため。

227 93.0
補助⾦額の見直しに加え、事業の見直しを継続的に実施していく必要がある。
また、連携先（理科大等に加え、関係機関）との関係性を強化し、具体的な連携事業を実施していく
ことで、市内企業の経営力強化や稼ぐ力の向上につなげていきたい。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

産
業
経
済
部

商
工
課

商
業
労
政
係

274 制度融資あっせん事業

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

商
工
業

商
業
振
興
の
推
進

推
進

商
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

-
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①制度資⾦を利用する中小
企業者等
②信用力の低い中小企業や
個人事業者への資⾦調達支
援
③中小企業等の経営安定及
び起業、創業の促進

事業資⾦を必要とする中小
企業者等に対し、融資の
あっせんを低利で行う。ま
た、中小企業者等の負担軽
減を図るため、信用保証協
会保証料や利子の一部を補
助し支援する

-
一
般

1,054,160 1,054,160 1,054,133 100.0 99.3 1.0 0.0

制
度
融
資
メ
ニ

ュ
ー
等
に
係
る
市
内
⾦

融
機
関
等
支
店
⻑
協
議

6 7 7 7 6 100.0

制度融
資あっ
せん件

数

- 313 358 313 212

制度融資によ
り、中小企業者
等の資⾦調達を
円滑化し、経営
の安定化を図る
ことで、持続的
な成⻑につが
る。したがって
制度融資のあっ
せん件数を指標
とすることで成
果や地域経済の
動向が捕捉可能
となる。

244 78.0
ウクライナに加え中東における紛争により、さらなるエネルギー価格や原材料費の高騰が懸念され
る。新要件を加えた制度融資の利用状況を検証しつつ、今年度同様に年度途中であってもメニューを
追加していく姿勢が必要と考える。

- ○ - ○ - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）
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直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

産
業
経
済
部

商
工
課

工
業
・
産
業
振
興
係

275 起業・創業等支援事業

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

商
工
業

工
業
振
興
の
推
進

最
重
点

工
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

-

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠や学生の他市内外の
企業、大学、団体等の関係
者、起業・創業を目指す者
②市内外とのネットワーク
やコミュニティ形成と交流
の促進を通じた多様な働き
方の促進
③若者や女性の起業・創業
などの新たな経済活動の創
出、地域経済の活性化

ワークラボ八ヶ岳は、設置
目的である市⺠や学生、企
業・創業を目指す者、市内
外の企業、大学、団体等の
関係者間のネットワークや
コミュニティ形成と交流の
促進を図り、多様な働き方
の促進をすること、若者や
女性の起業・創業などの新
たな経済活動の創出、地域
経済の活性化を図るための
事業を実施する。

-
一
般

27,487 27,487 23,891 86.9 90.2 1.0 0.0

目
的
達
成
の
た
め
の
事
業
実
施
数

20 13 20 20 15 75.0
設定不

可
自動計算

コワーキングスペースは、設置目的を達成するため、市や茅野商工会議所等の創業支援機関と連携
し、創業支援のための事業を実施する。但し、事業の実施回数と起業・創業件数との因果関係が明確
でないことから、成果指標を設定不可とする。今後も創業支援機関と連携しながら、創業機運の醸成
と起業・創業セミナーを実施し、創業者のフォローアップを行う。

- ○ - - - ○ -

Ｂ

（改
善
検
討

）

産
業
経
済
部

商
工
課

工
業
・
産
業
振
興
係

276 人材育成等支援事業

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

商
工
業

工
業
振
興
の
推
進

推
進

商
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

H23
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市内中小企業者等
②自発的な能力開発、経営
改善活動の促進
③企業の人材育成を促し経
営の改善が図られる

研修会・講座等を受講・開
催する事業への補助

237 一
般

700 700 452 64.6 81.9 0.1 0.0

補
助
⾦
交
付
件
数

10 31 43 36 39 390.0

研修会
等受

講・開
催事業
参加者

数

- 40 108 104 64
受講者の増は、
企業の人材育成
に直結するため

75 187.5
毎年計画的に人材育成、経営改善事業等に取組む事業者があり、参加者数は目標を達成している。引
続き制度の周知に努め、補助⾦交付件数や事業所数を増やしていきたい。

- ○ ○ ○ - - ○

Ｄ

（廃
止
検
討

）

産
業
経
済
部

商
工
課

工
業
・
産
業
振
興
係

276.1
産業まちづくり推進事業

（補正予算）

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

商
工
業

工
業
振
興
の
推
進

推
進

工
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

H23
（委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠、茅野市、市内中小
企業者等
②メディアを活用し、茅野
市のまちづくりの取組みを
全国的にプロモーション
し、知名度向上を図る。
③新たな人材を呼び込み、
様々な交流を生み出す。

茅野市の知名度向上を目的
とし、全国に放送網を持つ
大手メディアに、茅野市の
プロモーションを委託する
もの。
茅野市の取組を取材し、地
上波及びYouTubeで放送す
る。

272
273

一
般

10,053 5,000 10,051 100.0 - 0.5 0.0

Y
o
u
T
u
b
e
視
聴
回
数

2,000 - - - 1,467 73.4

番組制
作を通
じたプ
ロジェ
クト実
施数

- 3 - - -

プロジェクトの
実施が、茅野市
の知名度向上、
地域経済の活性
化等につながる
内容である。
番組内で出たプ
ロジェクト提案
数を根拠とし
た。

1 33.3

番組の製作を通じて提案されたプロジェクトの実行主体をどこにしていくか、請負先があるのか、そ
の確保、調整が課題。
令和7年度〜9年度は、地域未来交付⾦（旧：第2世代交付⾦）の対象となっているが、令和10年度以
降の事業継続を市単費で継続するか、事業継続判断が必要。
令和7年度は、ベルビア再開発と駅前活性化にフォーカスした。令和8年度は、ベルビア1階のオープ
ニングイベントの公開収録を皮切りに、山側（白樺湖方面）にフォーカスしてプロモーションと新た
なプロジェクトの検討を行っていく。

- ○ - - ○ ○ -

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

産
業
経
済
部

観
光
課

観
光
係

277 観光一般経費事業

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

観
光

観
光
振
興
の
推
進

非
該
当

観
光
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

-
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市内外観光客
②茅野市の観光セールスを
通じた誘客宣伝
③茅野市の認知度の向上、
観光誘客の推進

・茅野市の観光セールスを
目的とし旅費及び観光パン
フレット等の発送

ー
一
般

387 294 294 76.0 110.7 0.0 0.1
コ
ス
ト

387 ー ー 265 294 自動計算 不可 自動計算 現状維持 - ○ ○ - - - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

産
業
経
済
部

観
光
課

観
光
係

278 観光誘客宣伝事業

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

観
光

観
光
振
興
の
推
進

最
重
点

観
光
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

-

（直
営
・
委
託
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（あ
り

）

①市内観光事業者等、国内
外から茅野市に訪れる観光
客
②ちの観光まちづくり推進
機構と連携した観光地域ブ
ランド推進及び国内外での
プロモーションの展開
③新規客層の誘客促進によ
る観光客増加、観光消費額
の拡大

・修学旅行、インバウン
ド、個人旅行者等の新規客
層をターゲットとした情報
発信を強化する。
・観光需要に則した誘客
ツールの作成や広告、プロ
モーション活動の実施

ー
一
般

11,858 8,622 8,622 72.7 72.8 0.4 0.2

国
内
外
プ
ロ
モ

ー
シ

ョ
ン
商
談
・
訪
問

数 10 4 4 3 4 40.0
観光消
費額

- 2,000,000 1,066,949 1,197,412 11,578,520

各種プロモー
ション活動によ
る新規客層への
誘客効果が、結
果的に地域全体
の観光消費額の
増分に寄与する
ことから、これ
を補足すること
で成果指標とす
る。

1,157,852 57.9
信州DCや御柱等イベントかの開催も予定されているため、今後も選ばれる観光地に向けて各種事業
を実施していく。（実績値については、⻑野県統計調査の公表が8月頃のため参考値とする。）

- ○ ○ - ○ - ○

Ｄ

（廃
止
検
討

）

産
業
経
済
部

観
光
課

観
光
係

279 観光振興支援事業

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

観
光

観
光
振
興
の
推
進

最
重
点

観
光
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

-

（直
営
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（あ
り

）

①ちの観光まちづくり推進
機構、市内外観光事業者及
び関係自治体、観光地を訪
れる観光客
②各観光振興団体が実施す
る事業支援を通じた観光整
備、安全対策の推進
③関係機関との連携による
広域的な観光整備、効果的
な誘客促進

・観光客のための環境整備
や安全対策
・イベントの開催
・茅野市の観光振興に寄与
する団体に対し、負担⾦、
補助⾦を支出する。

ー
一
般

108,832 108,832 108,734 99.9 140.0 0.2 0.0
コ
ス
ト

108,832 80,551 84,134 77,677 108,734 99.9
延べ宿
泊者数

- 2,000 1,373 1,537 1,486

各観光振興団体
が実施する観光
整備や誘客事業
によって、茅野
市に訪れる観光
客数や滞在時間
が増加し、結果
的に延べ宿泊者
数の増分に寄与
する。

1,437 71.9
環八ヶ岳、レイクリゾート構想等広域的な連携を図り、観光連携事業を推進する。（実績値について
は、⻑野県統計調査の公表が8月頃のため参考値とする。）

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）
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直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

産
業
経
済
部

観
光
課

観
光
係

280
蓼科観光施設建設基⾦

積立⾦事業

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

観
光

観
光
振
興
の
推
進

最
重
点

観
光
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

-
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①蓼科地域を訪れる観光
客、観光事業者
②入湯税を還元し、蓼科観
光施設整備の財源を確保す
る
③蓼科エリアの魅力ある持
続的な観光整備、観光振興

蓼科観光施設整備に要する
経費の財源として、入湯税
の２分の１相当額を積み立
てる事業である。

ー
一
般

33,705 33,705 33,386 99.1 119.5 0.0 0.0

基
⾦
積
立
額

27,875 27,674 26,617 27,933 29,314 105.2
設定不

可
自動計算 入湯税と併せ、令和8年度から開始される宿泊税の活用も含め活用方針も含め活用を図る。 - ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

産
業
経
済
部

観
光
課

観
光
係

281 観光施設維持管理事業

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

観
光

観
光
振
興
の
推
進

非
該
当

観
光
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

-

（直
営
・
委
託
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（な
し

）

①市⺠、観光客、登山者、
観光事業者
②観光地の公衆トイレ、登
山道、遊歩道等の既存イン
フラ施設の維持管理
③安全で快適な魅力ある観
光整備

・遊歩道巡回の強化施し、
維持工事が必要な個所は迅
速に対応する。
・公衆トイレの点検回数、
清掃回数を増やす。

ー
一
般

34,788 24,227 30,740 88.4 113.9 0.1 0.1
コ
ス
ト

34,788 27,657 26,617 26,983 30,740 88.4 自動計算 安全安心な観光施設の維持により、観光客の誘客に繋がることから今後も継続を図る。 - - - - - - ○

Ａ

（継
続
可

）

産
業
経
済
部

観
光
課

観
光
係

282 観光施設整備事業

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

観
光

観
光
振
興
の
推
進

非
該
当

観
光
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

-
（委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠、観光客、登山者、
観光事業者
②観光需要等に応じたジョ
ギングロード、登山道、公
衆トイレ等の新規・拡充整
備
③蓼科湖周辺等の交流拠点
における賑わい創出、安全
で快適な魅力ある観光整備

・各エリアの特徴を生かし
た観光施設整備を行う。
・観光客が気持ちよく安全
に満喫できる施設整備を行
う。

ー
一
般

10,222 3,111 8,308 81.3 49.4 0.2 0.1

登
山
道
改
修
箇
所
数

23,467 4 4 5 5 0.0
八ヶ岳
登山者

数
- 2,500 1,726 1,809 1,828

観光資源として
高い人気を誇る
八ヶ岳登山は、
そこに至るまで
に市内各観光エ
リアの拠点を巡
る総合的な観光
ルートであるこ
とから、市内観
光施設の利便
性、快適性の向
上によって結果
的に八ヶ岳登山
者数の増分に寄
与する。

1,848 73.9 安全安心な観光施設の維持により、観光客の誘客に繋がることから今後も継続を図る。 - ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

産
業
経
済
部

観
光
課

観
光
係

283
千駄刈自然学校運営管理

事業

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

観
光

観
光
振
興
の
推
進

非
該
当

観
光
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

-

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①NPO法人蓼科八ヶ岳国
際自然学校、市⺠及び観光
客、周辺観光事業者・デベ
ロッパー
②満足度の高い自然体験活
動の推進、観光振興
③自然体験プログラムを強
みとする学習旅行等の活性
化、市⺠及び環境客の集客
促進

・千駄刈自然学校の管理運
営を通じて、八ヶ岳中腹の
亜高山帯の自然環境を活か
した自然体験プログラムを
市⺠や観光客に提供し、自
然体験活動を推進する。

ー
一
般

0 0 0 - 0.0 0.1 0.0
コ
ス
ト

3,888 4,839 4,267 4,595 0 0.0
設定不

可
自動計算 NPO法人蓼科・八ヶ岳国際自然学校を含めた、⺠間譲渡への譲渡を継続的に検討する。 - ○ - - - ○ ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

産
業
経
済
部

観
光
課

観
光
係

284 観光まちづくり推進事業

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

観
光

観
光
振
興
の
推
進

最
重
点

観
光
振
興
ビ
ジ

ョ
ン

H28

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①ちの観光まちづくり推進
機構、市内観光事業者
②公益を目的としたちの観
光まちづくり推進機構を、
茅野市全体の誘客活動や情
報発信を担える組織として
機能するよう組織や人材育
成し、⺠間活力の導入によ
る「観光を活かしたまちづ
くり」を推進する。
③地域資源を活用した地域
ブランドの形成、観光客・
交流人口の増加や地域経済
の活性化

・観光需要の変化に対応す
るため、マーケティングに
基づいて地域の素材を磨
き、着地型旅行商品とし
て、造成・発信・実践して
いく。

ー
一
般

23,467 23,467 15,276 65.1 107.6 1.0 0.0
コ
ス
ト

25,522 35,331 18,524 16,433 15,275 59.9
設定不

可
自動計算 （一社）ちの観光まちづくり推進機構と一層の連携を図り、観光事業を推進する。 - ○ ○ - - ○ ○

Ｄ

（廃
止
検
討

）

都
市
建
設
部

建
設
課

管
理
係

285 土⽊一般経費事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

道
路
・
河
川

安
全
・
快
適
な
道
路
・
河
川
の
構
築

非
該
当

道
路
・
河
川
等
整
備
計
画

-
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠・市
②・道路賠償保険加入
 ・事務機器及びシステ
  ムの管理
③・道路賠償保険⾦の適正
な支払い
 ・事務の効率化
 ・積算システムによる効
率及び正確性の向上

・道路賠償保険対応
・事務機器及びシステムの
使用料の支払い
・付け替え払下げの可否及
び⾦額の算定

-
一
般

4,560 4,560 3,952 86.7 0.990 1.7 0.1

事
故
処
理
件
数

100 100 100 100 100 100.0
示談成
立率

- 100.0 100.0 100.0 100.0

示談交渉が決裂
すると裁判に発
展し、事務の煩
雑化、⻑期化す

る為。

100.0 100.0

【課題】
示談交渉に、かなりの時間を要すケースが増えてきている。

【今後の取組】
裁判になると⻑期化する為、過失割合の根拠を明確化し、示談交渉で解決を図る。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）
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直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

都
市
建
設
部

建
設
課

管
理
係

286 道路・水路管理事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

道
路
・
河
川

安
全
・
快
適
な
道
路
・
河
川
の
構
築

非
該
当

道
路
・
河
川
等
整
備
計
画

-

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②道路・水路の管理
③・道路、水路トラブル
  の防止
 ・道路延⻑や幅員、構
  造物の把握
 ・占用料適正な徴収

・道路境界の適正管理
・道路台帳整備
・未登記道路解消
・占用料の適正管理

-
一
般

4,171 4,171 2,626 63.0 0.145 5.1 2.1

境
界
確
認
件
数

180 188 180 187 163 90.6

未登記
解消率
（地権
者から
同意が
得られ
た場
合）

- 100.0 100.0 100.0 100.0

道路改良等の際
に、道路敷き部
分に⺠地が介在
すると施工が出
来なくなり、判
明した時点で解
消する必要があ
るため。

100.0 100.0

【課題】
区からの要望や県事業関連推進の為、未登記路線の解消を進める必要がある。それに伴い、測量費等
が費用が必要となっている。

【今後の取組】
地元や法務局等の関連機関と協議を進め、未登記解消を推進する。

※予算額は、令和8年度に繰り越し分を差し引いた分

- ○ ○ - - - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

都
市
建
設
部

建
設
課

地
籍
調
査
係

287 地籍調査事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

防
災
・
減
災

災
害
時
等
の
迅
速
か
つ
的
確
な
対
応
の

確
立

非
該
当

都
市
計
画
マ
ス
タ

ー
プ
ラ
ン

H24

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

① 市⺠、市、法務局
②・災害復旧の迅速化
 ・公共事業の円滑化
 ・土地売買の円滑化
③・境界トラブルの防止
 ・課税の適正化

・測量委託
・境界立会
・地権者合意の調整
・測量結果の閲覧
・登記事務

-
一
般

24,457 7,636 24,229 99.1 95.8 2.1 1.0

地
籍
調
査
の
実
施
面
積

4 2 2 3 3 69.7

地籍調
査成果
の法務
局送達
面積達
成率

- 2.1 1.5 1.5 1.9

法務局送達の進
捗を図る指標と
して適している
ため。

2.1 99.1

【課題】
国の補助⾦を財源として事業を推進しているが、近年は補助⾦の配分額が要望額を下回る状況が続い
ており、計画的な事業執行が難しい状況である。

【今後の取組】
第７次十箇年計画 （R2〜R11）に、基づいて実施する。
実施区域については、「防災対策の推進」と連携して事業を実施することで、国の優遇措置を活用で
きることから、宮川地区から⾦沢地区までの糸魚川-静岡構造線断層帯に沿った区域を対象に進めて
いく。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

都
市
建
設
部

建
設
課

交
通
安
全
係

288 交通安全一般経費事業
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

- ー
（直
営

）

市

自
治

（な
し

）

①車両利用者及び市⺠
②No.290から293を達成す
るため
③No.290から293の事業効
果

交通安全車の維持管理等 -
一
般

330 330 278 84.2 0.5 0.1 0.1

消
火
器
点
検
回
数

1 1 1 1 1 100.0
設定不

可
自動計算

交通安全に係る消耗品や施設管理の法定点検の事業である為、課題・今後の取組あ特になし。
中沢倉庫にある備品の老朽化に伴い、⺠間委託を検討する。

○ - - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

都
市
建
設
部

建
設
課

交
通
安
全
係

289 交通安全施設整備事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

市
⺠
生
活

交
通
安
全
対
策
の
推
進

推
進

- ー
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①道路利用者
②安全な道路環境を整備す
る
③適時適切な交通安全施設
整備により交通事故防止を
図る

・道路反射鏡の整備
・転落防止策の整備
・路面標示の整備
・標識の整備

-
一
般

23,413 17,013 23,391 99.9 0.8 0.8 0.1

老
朽
化
道
路
反
射
鏡
の
整
備
実
施
個
所

数 24 20 20 50 24 100.0

交通安
全施設
に起因
する事
故発生
件数

○ 0 0 0 0
倒壊事故によ
る、死傷者をな
くす為。

0 100.0

【課題】
市内の約1700基の内、120基が老朽化が進んでいる。

【今後の取組】
倒壊による事故を防ぐため、道路反射鏡を撤去若しくは更新するか通行量、危険性などから必要性を
判断しつつ、他の道路反射鏡との優先性を考慮し、計画的に更新する。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

都
市
建
設
部

建
設
課

交
通
安
全
係

290 交通安全対策事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

市
⺠
生
活

交
通
安
全
対
策
の
推
進

非
該
当

- ー

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①子ども及び保護者、道路
利用者
②交通死亡事故抑止活動
③
・⻑野県交通安全教育支援
センター、茅野交通安全協
会茅野支部役員協力のもと
幼児、児童に対する交通安
全教室の実施
・茅野警察署、茅野交通安
全協会茅野支部役員などと
街頭啓発活動の実施

・保育園における交通安全
教室の実施
・小学校における交通安全
教室の実施（歩行者・自転
車）
・横断歩道における横断
旗、旗ポストの整備
・人波作戦の実施
・飲酒運転根絶パトロール
の実施

-
一
般

5,232 5,232 5,183 99.1 0.9 1.0 0.1

交
通
安
全
教
室
実
施
回
数

57 53 51 57 59 103.5

小学生
以下の
人身交
通事故
発生件
数（同
乗除
く）

○ 3 3 2 5

3年間の小学生以
下の人身交通事
故発生件数のの
平均

2 165.0

【課題】
茅野交通安全協会茅野支部の役員が減少している。

【今後の取組】
事業を継続する為、効果的な方法を模索する必要がある。
児童の交通事故対策を通学路交通安全プログラムや区⻑要望を通じて講ずるとともに、今後も交通安
全教室を通じ、児童の交通事故を抑止する。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

市
⺠
環
境
部

市
⺠
課

市
⺠
係

291 交通災害共済事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

市
⺠
生
活

交
通
安
全
対
策
の
推
進

推
進

- -
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①交通災害共済加入対象者
及び交通災害共済申込者
②交通事故により災害を受
けた方を救済するため、交
通災害共済制度に加入を促
すことにより市⺠の生活の
安定と福祉の増進に寄与す
る。
③市⺠が安心して暮らせる

・市は加入案内や会費の徴
収、見舞⾦支給の受付
・区・自治会に配布及び徴
収を依頼し、加入者１人
20円の報償⾦を区へ支給
し、加入率増加を図る。
・広報誌や行政チャンネル
等を通じて周知し、組合で
はテレビCM・新聞の折込
チラシ・ホームページやポ
スターを配布し案内を行
う。

-
一
般

1,214 0 844 69.5 9023.0 0.1 0.5

⻑
野
県
⺠
交
通
災
害
共
済
加
入
促
進
の

た
め
の
説
明
会
回
数

10.0 10.0 10.0 10.0 10.0 100.0

⻑野県
⺠交通
災害共
済加入

率

- 48.0 43.9 42.5 41.7 41.7 40.4 84.2

交通災害共済の年会費集⾦業務における、区の役員や、事務職員の負担軽減のため、交通災害共済の
申込み支払いが令和９年度から電子化されます。これにより、不慣れな高齢者などの加入率の低下が
懸念されます。   このため、電子申請の申込方法を広く周知するとともに、各出張所職員が電子
化に対応でるよう講習も必要と考えます。

- ○ ○ ○ - - -

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）
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直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

都
市
建
設
部

建
設
課

交
通
安
全
係

292
茅野駅前自転車駐車場

管理事業

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

- ー

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠及び市内通勤通学利
用者
②茅野駅前駐輪場の秩序正
しい整然とした環境の整備
③
・（社）茅野広域シルバー
人材センターへの委託事業
として駐輪場内整理整頓

・駐輪場内の自転車、バイ
クの整理整頓
・駐輪場内の清掃・除雪、
盗難防止
・放置自転車の片付け

-
一
般

2,134 2,134 2,071 97.0 1.0 0.1 0.1

放
置
自
転
車
警
告
台
数

63 56 61 72 78 123.8
放置自
転車非
処分率

- 55.8 53.6 63.9 50.0
（１−処分台数/
警告台数）×100

47.4 84.9

【課題】
放置自転車が増加傾向にある。駐輪場や駅利用者のマナーの問題がある。

【今後の取組】
茅野駅前駐輪場の適正利用及び放置自転車の抑制の啓発活動並びに清掃活動の促進

○ ○ - - - - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

都
市
建
設
部

建
設
課

管
理
係

293 道路橋梁一般経費事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

道
路
・
河
川

安
全
・
快
適
な
道
路
・
河
川
の
構
築

非
該
当

道
路
・
河
川
等
整
備
計
画

-

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②・道路の安全対策
③・外灯設置による、防犯
及び交通安全
 ・アンダーパスの冠水時
の警告及び排水処理

・道路管理構造物の管理 -
一
般

4,305 4,305 4,067 94.5 0.995 0.2 0.1

排
水
ポ
ン
プ
及
び
冠
水
表
示
板
の
点
検

回
数

1 1 1 1 1 100.0

アン
ダーパ
ス冠水
時事故
件数

○ 0 0 0 0

排水ポンプ及び
冠水表示板が適
正に作動するこ
とにより、事故
を未然に防ぐ必
要があるため。

0 100.0

【課題】
近年は、集中豪雨などで冠水するリスクが高まっている。

【今後の取組】
今後も、排水ポンプ及び冠水表示板の点検を実施し、冠水時に正常に表示板やポンプが作動するよう
監視し、事故の発生を防ぐ。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

都
市
建
設
部

建
設
課

維
持
係

294 道路・河川維持修繕事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

道
路
・
河
川

安
全
・
快
適
な
道
路
・
河
川
の
構
築

推
進

道
路
・
河
川
等
整
備
計
画

ー

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠ならびに公共インフ
ラ利用者
②道路等の公共インフラの
安全性・利便性の確保
③
・市道通行における事故抑
制
・異常気象時における自然
災害被害低減
・主要幹線市道における交
通障害の抑制

・道路および道路構造物等
の維持補修
・河川等のしゅんせつ
・路肩法面等の草刈
・区・自治会が行う未舗装
道路補修活動の原材料支給
・通行支障となる倒⽊処理
・道路パトロール実施
・道路清掃車による道路清
掃

297
298
299

一
般

210,449 199,699 184,973 87.9 98.1 1.4 1.1

舗
装
補
修
件
数

200 169 197 233 163 81.5

舗装に
起因す
る事故
件数

○ 4 2 2 9 3年平均 1 400.0

【課題】
建設資材、人件費等の上昇による工事価格の増加や老朽化による維持修繕箇所の増加に伴う発注者、
受注者共に人材確保

【今後の取組】
包括的⺠間委託の導入を模索する必要がある。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

都
市
建
設
部

建
設
課

維
持
係

295
市道除雪・融雪剤散布

事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

道
路
・
河
川

安
全
・
快
適
な
道
路
・
河
川
の
構
築

非
該
当

道
路
・
河
川
等
整
備
計
画

ー
（委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠ならびに公共インフ
ラ利用者
②冬季間における道路等の
公共インフラの安全性・利
便性の確保
③
・積雪・凍結による事故抑
制
・主要幹線市道における交
通障害の抑制

・主要幹線市道の除雪業務
の実施
・主要幹線市道急坂・日影
箇所の凍結防止剤散布業務
の実施
・区・自治会が行う生活道
路への凍結防止剤散布のた
めの原材料支給

ー
一
般

115,902 110,262 109,493 94.5 94.3 0.6 0.1

塩
カ
ル
散
布
業
者
出
動
日
数
合
計

300 321 286 294 264 88.0

着雪注
意報発
令日又
は翌日
におけ
る実施

率

- 75.6 64.0 83.0 80.0

（着雪注意報発
令日又は翌日対
応日数/着雪注意
報発令日数）×

100の３年平均値

100.0 132.3

【課題】
消耗品費、使用料及び賃借料の物価上昇によるコストの増加と委託業者の確保

【今後の取組】
融雪剤の共同購入などの広域化への取組みが必要である。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

都
市
建
設
部

建
設
課

建
設
係

296 生活道路整備事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

道
路
・
河
川

安
全
・
快
適
な
道
路
・
河
川
の
構
築

推
進

道
路
・
河
川
等
整
備
計
画

-

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①・市道利用者
 ・沿線住⺠
②・安全と安心の確保
 ・利便性の向上
③・生活道路に確保
 ・交通環境の改善
 ・交通事故の防止
 ・交通の円滑化

・道路改良
・舗装修繕
・側溝及び水路改修
・法面修繕
・道路施設修繕
 などの委託、工事

-
一
般

267,946 2,833 217,208 81.1 77.3 1.4 0.4

工
事
実
施
率

(

%
/
単
年

)

100.0 100.0 100.0 92.0 81.1 81.1

舗
装
工
事
延
⻑

（k
m
/
単
年

）

- 2 3 2 2
舗装集中修繕計
画に基づく
単年実施延⻑

2 88.2

【課題】
①舗装、側溝などの市内の道路施設については、老朽化が深刻化してきている。しかしながら、限ら
れた予算の中で、労務費や資材の物価高騰により、事業の数を絞る必要が生じていことから、緊急性
が高い案件から優先的に修繕や改築を実施しており多くの要望に応えることができていない。
②事業を進めるにあたり、未登記道路の解消が必要となる箇所が多く、一つの案件を事業化するまで
に多くの時間を費やしている。

【今後の取組】
①道路施設の老朽化について、道路河川等整備計画を見直し、緊急性の高く優先的に実施する案件と
計画的に進め案件に分け、効率的な整備を進めていく。
②未登記道路の解消が必要となる箇所について、課として取り組めるよう横の連携を強化していく。

- ○ - ○ - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

都
市
建
設
部

建
設
課

建
設
係

297 舗装修繕事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

道
路
・
河
川

安
全
・
快
適
な
道
路
・
河
川
の
構
築

非
該
当

道
路
・
河
川
等
整
備
計
画

H26

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①・市道利用者
②・安全と安心の確保
③・交通環境の改善

・幹線市道の舗装修繕の委
託、工事

-
一
般

83,841 6,000 36,201 43.2 61.4 0.4 0.0

工
事
実
施
率

(

単
年

)

100.0 47.1 55.1 42.3 61.4 61.4

舗
装
工
事
延
⻑
 
 
 

（㎞
/
単
年

）

- 1 1 1 0
交付⾦舗装修繕
計画に基づく単
年実施延⻑

0 20.0

【課題】
①国からの交付⾦を活用して事業を推進しているが、国への交付⾦要望額に対する交付⾦決定額が
年々減少しており、財源を交付⾦に頼った整備計画では、事業の進捗が図れない状況である。

【今後の取組】
①減少する交付⾦を少しでも活用しながら事業を推進するとともに、緊急自然災害防止対策事業債な
どの市の財政が優位となる起債も併せて活用しいく。

- ○ ○ - ○ - -

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）
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直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

都
市
建
設
部

建
設
課

建
設
係

298 道路橋メンテナンス事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

道
路
・
河
川

安
全
・
快
適
な
道
路
・
河
川
の
構
築

最
重
点

橋
梁
⻑
寿
命
化
計
画

H25

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①・橋梁利用者
 ・橋下利用者
②・安全と安心の確保
③・交通環境の改善

・橋梁及び附属物の
 定期点検業務
・橋梁及び附属物補修の委
託、工事

-
一
般

541,200 53,469 369,353 68.2 193.8 1.7 0.4

補
修
橋
梁
実
績
率

（
％
/
単
年

）

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

補
修
橋
梁
数
 

（橋
/
累
計

）

- 55 31 37 39

1巡目定期点検か
らのレベルⅢ以
上判定橋梁の補
修実施数

46 83.6

【課題】
①関係機関との協議が進まないことから、河川内工事を伴う下部工補修工事に着手できていない状況
である。（真徳寺橋、中大塩下橋、山口平橋）
②当市が管理する486橋の法定点検や補修工事などの維持管理に多額の費用を要している。（JR、
NEXCO関係、⻤場橋）
③緊急輸送路に係る橋について、耐震性能の見直しが行われ、新たな耐震化が必要になる。（公園大
橋、NEXCO関係）

【今後の取組】
①関係機関との協議が整うように努め、整備を実施する。
②管理する486橋について、利用状況とライニングコストを再考し、橋の撤去を進め、維持管理費を
抑えていく。
①現在の橋梁の耐震性能の確認を行い、緊急輸送路に係る橋について、新たな耐震化が必要か検討し
ていく。

- ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

都
市
建
設
部

建
設
課

建
設
係

299
永明小中学校周辺整備

事業（建設課）

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

道
路
・
河
川

安
全
・
快
適
な
道
路
・
河
川
の
構
築

非
該
当

立
地
適
正
化
計
画

R4
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①・通学利用者
 ・沿線住⺠
②・安全と安心の確保
 ・利便性の向上
③・交通の円滑化
  学校周辺と幹線道路
  とのアクセス向上。

・用地買収
・物件移転補償
・永明小中学校周辺の
 道路改良（歩道整備）工
事

-
一
般

131,750 8,190 76,701 58.2 25.0 0.6 0.0

工
事
実
施
率
 
 
 

（％
/
単
年

）

100.0 0.0 100.0 100.0 60.0 60.0

道
路
改
良
延
⻑
 
 
 

（m
/
単
年

）

- 395 0 114 395
道路改良計画延
⻑

236 59.8

【課題】
①年度内の計画整備路線のうち、１路線については、他の周辺工事の工程の影響により、工事着手が
できなかった。

【今後の取組】
①工事着手ができなかった１路線については、令和８年度に他工区の進捗状況に併せて、整備してい
く。

- ○ ○ - ○ - -

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

都
市
建
設
部

建
設
課

建
設
係

300
幹線道路整備事業
（１級１８号線）

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

道
路
・
河
川

安
全
・
快
適
な
道
路
・
河
川
の
構
築

推
進

道
路
・
河
川
等
整
備
計
画

R5

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①・市道利用者
②・安全と安心の確保
 ・利便性の向上
③・交通の円滑化

・用地買収
・物件移転補償
・道路改良の委託、工事

-
一
般

132,420 7,295 95,921 72.4 67.4 1.1 0.2

工
事
進
捗
率
 
 
 
 
 

（％
/
単

年

）
100.0 - 100.0 100.0 100.0 100.0

道
路
改
良
延
⻑
 
 
 

（m
/
３

ヶ

年

）
- 156 - 52 156

３ヶ年（R５〜
７）計画整備延
⻑

156 100.0

【課題】
①道路用地の取得については、地権者の合意を得るために説明や交渉に多くの時間を要している。
②最も優位な交付⾦を活用するため、３ヶ年ごと事業効果を発揮する必要があり、確実な事業費の確
保が必要である。

【今後の取組】
①道路用地の取得については、地元区と各地権者の協力を得ながら進めてきているが、今後集落内の
整備区間の用地交渉を控えている。地元区の協力を得ながら、計画的な説明と交渉に取り組む。
②最も優位な交付⾦を活用するため、事業計画の確実な推進と財源の確保に努めていく。

- ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

都
市
建
設
部

建
設
課

建
設
係

301 交差点改良事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

道
路
・
河
川

安
全
・
快
適
な
道
路
・
河
川
の
構
築

非
該
当

道
路
・
河
川
等
整
備
計
画

R5

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①・市道利用者
②・安全と安心の確保
 ・交通渋滞の緩和
③・交通の円滑化

・用地買収
・物件移転補償
・道路改良の委託、工事

-
一
般

109,000 5,502 56,586 51.9 874.7 0.5 0.0

道
路
改
良
延
⻑

（％
/
単
年

）

100.0 - 100.0 100.0 0.0 0.0

道
路
改
良
延
⻑

（m
/
累
計

）

- 317 - 113 127
塚原交差点、2級
10号線交差点合
計延⻑

0 0.0

【課題】
①道路用地の取得については、用地交渉に不測の日数を要したため、用地取得が令和８年度に繰越す
こととなった。

【今後の取組】
①用地取得が令和８年度へ繰越すことから、用地取得完了後、速やかに工事発注を行い、令和８年度
内の事業完了を目指す。

- ○ ○ - ○ - -

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

都
市
建
設
部

建
設
企
画
課

建
設
企
画
係

302
建設関連対策一般経費

事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

道
路
・
河
川

安
全
・
快
適
な
道
路
・
河
川
の
構
築

推
進

建
設
産
業
振
興
ビ
ジ

ョ
ン
 

茅
野

―

（交
付
先

）

補
助
等

自
治

（あ
り

）

①道路利用者等
②国、県事業の推進
③国、県事業による安全性
の向上

・国道20号バイパス４車
線化事業の推進
・県が管轄する道路、河
川、砂防事業の促進
・観光道路・広域道路の推
進・検討
・バリアフリー化の推進
・建設産業振興ビジョンの
推進
・市内幹線道路における国
県道昇格による維持管理の
軽減
・部内の企画調整

304
一
般

1,239 1,239 1,027 82.9 1.3 2.0 0.8

各
種
同
盟
会
等
へ
の
参
加
数

（市
⻑
・

部
⻑

）

20 ― ― 15 17 85.0
諏訪建
設事務
所予算

- 1,500 1,446 925 1,318

県の事業を拡大
し、市⺠益を増
大することがア
ウトプットの目
的であるため。

2,183 145.6

・各種同盟会等による要望活動を継続し、市内における国県事業の必要性を具体的に提案していく必
要がある。
・令和9年度に「茅野駅周辺地区バリアフリー基本構想（2018-2027）」の改定の検討が必要とな
る。
・広域道路計画の促進と、市内の渋滞対策の検討を進めるため、庁内外の連携・情報共有を行う。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

都
市
建
設
部

建
設
企
画
課

建
設
企
画
係

303 国県道整備関連事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

道
路
・
河
川

安
全
・
快
適
な
道
路
・
河
川
の
構
築

推
進 ― ―

（交
付
先

）

補
助
等

自
治

（な
し

）

①警戒区域内住⺠等
②国、県事業の実施
③国、県事業による安全性
の向上

・県単道路舗装事業
・急傾斜地崩落対策事業
・国補砂防事業

303
一
般

38,950 5,289 28,495 73.2 1.2 0.1 0.0
コ
ス
ト

45,690 14,318 10,673 23,793 28,495 62.4 自動計算
・国道２０号の整備は用地買収の遅れにより停滞しているため、用地交渉に積極的に関わり早期完了
を目指す。
・県事業を促進するため、地元の合意形成や用地交渉に積極的に関わる。

- - ○ - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）



（０） （１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８） （９） （10） （11） （12） （13） （14） （15） （16） （17） （18） （19） （20） （21） （22） （23） （24） （25） （26） （27） （28） （29） （30）（31）-1（31）-2（32） （33） （34） （35） （36） （37） （38） （39） （40） （41） （42） （43） （44） （45） （46） （47）

直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

都
市
建
設
部

建
設
課

建
設
係

304 河川自然災害防止事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

道
路
・
河
川

安
全
・
快
適
な
道
路
・
河
川
の
構
築

非
該
当

道
路
・
河
川
等
整
備
計
画

R4

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①・河川周辺住⺠
②・安全と安心の確保
 ・市⺠の財産を守る
③・溢水及び浸水被害の
  未然防止

・河川改修の委託、工事 -
一
般

100,000 0 2,167 2.2 2.2 0.2 0.0

工
事
整
備
率

（％
/
単
年

）

100.0 - 100.0 0.0 0.0 0.0

改
修
済
河
川
数

(

河
川
数
/
５
年
間
累
計

）

- 4 0 0 0

改修計画河川数
（令和10年末ま
でに⻄山系の河
川完了）

0 0.0

【課題】
河川自然災害防止事業については、関係機関と協議に時間を要していることから、現時点、事業着手
に至っていない。

【今後の取組】
河川自然災害防止事業については、関係機関との協議が円滑に進むよう調整・働きかけに努める。ま
た、事業の遅れを取り戻すため、適宜事業計画の見直しを行いながら、早期着手に向けて取り組んで
いく。 - ○ ○ - ○ - -

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

都
市
建
設
部

都
市
計
画
課

都
市
計
画
係

305 都市計画一般経費事業
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

− −
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②都市計画事務の円滑な執
行
③都市計画事務の円滑な執
行

都市計画事務に要する基礎
的経費であり個別の事業は
無い

-
一
般

515 515 481 93.4 11.47% 0.0 0.1
コ
ス
ト

515 14,054 13,977 29,807 481 93.4
設定不

可
自動計算 一般的な事務費であり、引き続き縮減に努める。 ○ ○ - - - - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

都
市
建
設
部

都
市
計
画
課

都
市
計
画
係

306
下水道事業会計繰出⾦

事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

非
該
当

非
該
当

非
該
当

− −

（交
付
先

）

補
助
等

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②下水道事業の円滑な執行
③下水道事業の円滑な執行

下水道事業会計に対する所
要の繰出⾦

-
一
般

570,000 570,000 570,000 100.0 93.44% 0.0 0.0
コ
ス
ト

570,000 650,000 702,380 610,000 570,000 100.0
設定不

可
自動計算 下水道事業の計画による。 ○ ○ - - - - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

都
市
建
設
部

都
市
計
画
課

都
市
計
画
係

307 都市計画策定事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

非
該
当

非
該
当

非
該
当

− −

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②各種都市計画の策定
③都市の秩序ある発展

各種都市計画の策定と都市
計画審議会の運営
大規模盛土造成地調査
都市計画基礎調査

-
一
般

8,519 5,740 6,913 81.1 3018.8% 0.3 0.1
コ
ス
ト

8,519 683 8,338 229 6,913 81.1
設定不

可
自動計算

大規模盛土変動予測調査については、まずは市の責任として必要な調査を完了させる。その後、対策
工事が必要となる場合には、地権者や関係機関と協議の上で進める。

○ ○ - - - - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

都
市
建
設
部

都
市
計
画
課

都
市
計
画
係

308 街路管理事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

非
該
当

非
該
当

非
該
当

− −

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠、道路利用者
②街路灯・街路樹の維持管
理更新
③通行する車両や歩行者の
安全性、快適性を維持する
とともに、環境にやさしい
都市空間の推進。

街路灯・街路樹の保守点
検、剪定、草刈、補修工事
等や維持管理更新

-
一
般

22,445 13,007 19,159 85.4 117.6% 0.4 0.1
コ
ス
ト

22,445 7,096 14,417 16,295 19,159 85.4
設定不

可
自動計算

街路樹や植栽がある以上は管理が必要であり、近年の物価上昇もあってコストが上昇傾向にある。作
業回数を減らすなどして最低限の管理を続けていく方針。

○ ○ - - - - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

都
市
建
設
部

都
市
計
画
課

公
園
景
観
係

309 景観づくり推進事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

住
環
境

非
該
当

非
該
当

景
観
計
画

−
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠及び茅野市を訪れる
人々
②・八ヶ岳の眺望と調和し
た景観の形成
・景観づくりに対する意識
の高揚
・良好な景観の形成
③・八ヶ岳の眺望と調和し
た景観の形成
・景観づくりに対する意識
の高揚
・良好な景観の形成

・景観を守り、山麓に広が
る地域を重視した景観づく
り
・景観づくり条例の行為に
対して規制・誘導・助成
・緑の基本計画を推進する
ための啓蒙活動
・⻑野県屋外広告物条例の
規定に基づいた規制誘導

ー
一
般

259 258 129 49.8 23.80 1.5 0.0

屋
外
広
告
物
禁
止
物
件
一
⻫
点
検

1 1 1 1 1 100.0
設定不

可

景観に関する満
足度を図るため
の指標の設定が
難しい

自動計算
・茅野市景観づくり条例制定から15年以上経過していることから、これまでの成果と現状を検証
し、見直しの必要性を検討していく。 ○ ○ ○ - - - ○

Ｄ

（廃
止
検
討

）



（０） （１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８） （９） （10） （11） （12） （13） （14） （15） （16） （17） （18） （19） （20） （21） （22） （23） （24） （25） （26） （27） （28） （29） （30）（31）-1（31）-2（32） （33） （34） （35） （36） （37） （38） （39） （40） （41） （42） （43） （44） （45） （46） （47）

直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

都
市
建
設
部

都
市
計
画
課

公
園
景
観
係

310 公園管理一般経費事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

住
環
境

公
園
の
安
全
・
安
心
の
確
保

非
該
当

 
緑
の
基
本
計
画

−
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②公園の安心・安全の確保
③市⺠の公園利用の促進

・公園設備維持管理事業実
施のための備品・公用車等
の維持管理

ー
一
般

722 722 677 93.8 107.46 0.3 0.0
コ
ス
ト

722 627 735 630 677 93.8
設定不

可
自動計算 一般的な事務費であり、引き続き縮減に努める。 - ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

都
市
建
設
部

都
市
計
画
課

公
園
景
観
係

311 公園施設維持管理事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

住
環
境

公
園
の
安
全
・
安
心
の
確
保

推
進

緑
の
基
本
計
画

−

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②公園の安心・安全の確保
③市⺠の公園利用の促進

・公園内における水道及び
電気設備の維持管理
・園内施設（遊具、東屋
等）の修繕・点検の実施
・植栽管理による周辺環境
の整備
・賃貸借契約による公園用
地の確保・維持

ー
一
般

93,275 71,303 86,468 92.7 99.66 2.0 0.0

遊
具
の
安
全
点
検
実
施

1 1 1 1 1 100.0

緊急的
な修

繕・撤
去が必
要な遊
具の数

○ 0 3 2 0

市⺠に公園を安
全に安心して使
用してもらうた
め、遊具の安全
性を示す指標と
して適している
ため。

0 100.0

・公園施設の老朽化が進んでおり、修繕や改修あるいは撤去が必要な施設が増えてきている。また、
公園の樹⽊等も巨大化してきているため、適切な量にしていく必要がある。
・計画的な改修、修繕ができるように、公園施設⻑寿命化計画の対象となっていない街区公園の維持
管理計画及び樹⽊管理計画を作成していく。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

都
市
建
設
部

都
市
計
画
課

都
市
計
画
係

312 駐車場管理事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

非
該
当

非
該
当

非
該
当

− −

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠、駐車場利用者
②市営駐車場施設の維持管
理
③安全・快適な市営駐車場
施設を利用者へ提供

市営駐車場（8箇所）の整
備及び運営

-
一
般

58,679 6,270 57,316 97.7 193.4 0.9 0.1
コ
ス
ト

58,679 85,051 31,058 29,639 57,316 97.7
設定不

可
自動計算

トラブルなく駐車場が運営できるよう、引き続き維持管理を行う。
また、持続可能な運営のため、借地上の駐車場については見直しを行う。

○ ○ - - - ○ -

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

都
市
建
設
部

都
市
計
画
課

都
市
計
画
係

313 駅周辺施設管理事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

非
該
当

非
該
当

非
該
当

− −

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠、駅周辺利用者
②駅周辺施設の維持管理
③駅周辺施設の機能を良好
に保ち、快適な空間を市⺠
や来街者へ提供

駅周辺にある各施設の保守
点検、清掃、補修工事等の
維持管理

-
一
般

18,245 18,045 15,680 85.9 86.9 0.5 0.1
コ
ス
ト

18,245 20,018 21,678 18,650 15,680 85.9
設定不

可
自動計算

利用者に快適な駅前空間を提供できるよう、引き続き維持管理を行い、点検により破損等の危険箇所
を確認し適宜修繕を行う。

○ ○ - - - - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

都
市
建
設
部

都
市
計
画
課

都
市
計
画
係

314
茅野駅⻄口エリア活性化

推進事業

稼
げ
る
ま
ち

活
力
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

中
心
市
街
地

Ｊ
Ｒ
茅
野
駅
⻄
口
エ
リ
ア
活
性
化
の
推

進
最
重
点

野
駅
⻄
口
駅
前
広
場
リ
ニ

ュ
ー
ア
ル
基
本
計

H31

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠、駅周辺利用者
②茅野駅⻄口エリアの活性
化
③都市の秩序ある発展

茅野駅⻄口エリアの活性化
に向けた駅前広場リニュー
アル検討及びベルビア活性
化推進

-
一
般

236,630 126,585 193,830 81.9 - 1.4 0.1
コ
ス
ト

236,630 1,260 6,032 0 193,830 81.9

JR茅野
駅周辺
の一日
平均滞
在者数

- 3,000 - 2,512 2,537

茅野駅⻄口エリ
ア活性化を測る
指標として適し
ているため左記
指標を設定し、
目標値は現況値
の20％増を目標
とした

2,796 93.2
茅野駅前賑わい交流拠点施設およびテレワーク拠点施設の整備・運用により茅野駅周辺の賑わいや交
流を促進する。
また、⻄口広場のリニューアルについて検討を進める。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

都
市
建
設
部

都
市
計
画
課

都
市
計
画
係

315
本町地区まちづくり整備

事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

非
該
当

非
該
当

非
該
当

茅
野
市
中
心
市
街
地
活
性
化
基
本
計
画

H30
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①地元住⺠、道路利用者
②本町商店街を中心とした
まちなみの再生
③都市の秩序ある発展

本町地区のまちづくり -
一
般

47 47 21 44.7 2100.0% 0.2 0.1
コ
ス
ト

47 5,105 98 0 21 44.7
設定不

可
自動計算 中断中の都市計画変更手続きについて関係機関との協議を行う。 ○ ○ ○ - - - -

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）



（０） （１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８） （９） （10） （11） （12） （13） （14） （15） （16） （17） （18） （19） （20） （21） （22） （23） （24） （25） （26） （27） （28） （29） （30）（31）-1（31）-2（32） （33） （34） （35） （36） （37） （38） （39） （40） （41） （42） （43） （44） （45） （46） （47）

直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

都
市
建
設
部

都
市
計
画
課

都
市
計
画
係

316
永明小中学校周辺整備
事業（都市計画課）

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

非
該
当

非
該
当

非
該
当

立
地
適
正
化
計
画

R2

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠、道路利用者
②永明小中学校建替えに併
せ中心市街地の土地利用及
び都市計画を推進する
③学生の安全な通学ルート
確保と、ビーナスラインか
ら駅や国道20号線へのア
クセス性の向上を図る

永明小中学校建替え事業に
伴う周辺道路整備

-
一
般

257,234 16,646 241,942 94.1 99.8% 1.3 0.1
コ
ス
ト

257,234 256,444 192,044 242,408 241,942 94.1
工事の
進捗率

- 100.0 28.7 45.0 67.6

ハード整備であ
ることから供用
開始を目標とし
た

93.3 93.3
令和8年度工事で事業が完了する予定であることから、無事に全線供用開始できるよう工事を進め
る。

○ ○ - - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

都
市
建
設
部

都
市
計
画
課

住
宅
係

317 市営住宅管理事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

住
環
境

非
該
当

非
該
当

茅
野
市
公
営
住
宅
等
 

⻑
寿
命

-
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠

②低額所得者の住居
 確保
③入居者の安心

市営住宅の適切な維持管理
県との協働建替え事業

-
一
般

12,111 0 11,014 90.9 99.3 0.7 0.3

修
繕
・
改
修
率

50.0 44.0 44.0 44.0 45.5 91.0
設定不

可
自動計算

施設の老朽化に伴う改修費増加が課題であるため、中⻑期的な改修及び保守の計画に取り組む必要が
ある。

○ ○ - - - - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

都
市
建
設
部

都
市
計
画
課

住
宅
係

318
サンコーポラス旭ヶ丘

管理事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

住
環
境

非
該
当

推
進

茅
野
市
公
営
住
宅
等
 

⻑
寿
命

H22
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠、子育て世帯、移
 住希望者
②入居者が安心して暮
 らせる住宅の提供
③入居者の増加

市単独住宅の適切な維持管
理
計画的な施設の改善、改修
入居者の増加

-
一
般

28,114 984 28,737 102.2 326.0 0.5 0.0

入
居
案
内

20 - - 37 16 80.0
入居⼾

数
- 80 49 57 68

最終的に満室に
することを目標
とするため。

65 81.3
施設の老朽化に伴う改修費増加が課題であるため、中⻑期的な改修及び保守の計画に取り組む必要が
ある。移住・交流推進室と連携し、入居案内を積極的に行うことで、入居率を上げていく。

○ ○ - - - ○ ○

Ｄ

（廃
止
検
討

）

都
市
建
設
部

都
市
計
画
課

住
宅
係

319 住宅団地管理事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

住
環
境

非
該
当

非
該
当

- H26
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②住宅団地の良好な住環境
の維持
③住宅団地の良好な住環境
の維持

住宅団地における市有地の
維持管理を実施する。
グリーンヒルズビレッジ
旭ヶ丘団地

-
一
般

1,969 1,969 1,968 99.9 82.6 0.3 0.0
コ
ス
ト

5,507 15,378 5,160 2,382 1,968 35.7
設定不

可
自動計算 販売区画の完売に伴い、維持管理負担⾦の見直しを検討する。 ○ ○ - - - - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

都
市
建
設
部

都
市
計
画
課

住
宅
係

320 空家等対策事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

住
環
境

空
き
家
の
増
加
抑
制
と
活
用
の
促
進

最
重
点

茅
野
市
空
家
等
対
策
計
画
 

茅
野

Ｈ29
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠、空き家所有者等
②良好な住環境を維持し快
適で安全なまちとすること
③空き家数の減少とその予
防

①空家等対策促進事業補助
⾦事務
②市⺠空き家相談会の開催
③空き家バンクの利用促進
④管理不全空き家所有者へ
の相談及び解決に向けての
アプローチ

-
一
般

10,950 10,950 10,684 97.6 99.3 1.5 1.3

相
談
会
開
催
件
数

12 9 11 11 11 91.7
空き家
減少数

○ 25 ― ― 31

空き家対策の成
果を測るのに左
記指標が適して
いるため設定
し、目標値は解
体補助⾦額２０
万円
５００万円÷２
０万円＝２５と
した。

35 71.4
 人口減少により増加する空き家に対し、管理不全な状態の抑制と、空き家バンク等を活用した居
住・事業への転換を推進する。空き家の「解消と予防」及び「利活用」の両面からアプローチし、市
⺠が安全で安心に暮らせる良好な住環境の形成と、地域社会の活性化を目指す。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

都
市
建
設
部

都
市
計
画
課

建
築
係

321 建築指導一般経費事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

非
該
当

非
該
当

非
該
当

公
共
施
設
総
合
管
理
計
画

ー
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②改修費用の平準化
③再編計画の推進

公共施設の⻑寿命化及び適
切な維持管理
公共施設の営繕（施設主管
課からの依頼による、工事
設計、監督業務）
建築確認申請の受付、相談
公共施設カルテに基づく再
編計画の推進

ー
一
般

36,769 36,769 32,978 89.7 140.0 4.5 0.0
コ
ス
ト

36,769 - 1,803 2,343 33,261 90.5
設定不

可
自動計算

公共施設の総量縮減に向け、公共施設再編計画に基づき、昨年度作成した公共施設カルテを元に、施
設主管課と施設の複合化等の検討を進めていく。

○ ○ - - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）
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直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

都
市
建
設
部

都
市
計
画
課

建
築
係

322
建築物耐震改修等

促進事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

防
災
・
減
災

住
宅
・
建
築
物
の
耐
震
化
の
促
進

推
進

耐
震
改
修
促
進
計
画

Ｈ15
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②地震による倒壊被害を軽
減し、市⺠の生命及び財産
を保護
③住宅・建築物の耐震化率
の向上

耐震化率向上に向けた周知
と耐震化への働きかけ
住宅・建築物の耐震診断及
び耐震改修の補助⾦交付事
務

-
一
般

14,082 4,308 11,618 82.5 115.0 0.5 0.0

茅
野
市
住
宅
耐
震
化
緊
急
促
進
プ
ロ
グ

ラ
ム
取
組
数

4 4 4 4 4 100.0

耐
震
化
⼾
数

- 11 5 11 11
耐震改修工事実
施⼾数

10 90.9

耐震化目標件数に対して例年目標に達さないことが多い。耐震化工事は費用が高く、申請者負担が大
きいことが主な要因と考えられる。補助制度を知らない市⺠も多いため、アクションプログラムの取
り組みを引き続き行う。また、無料の耐震診断を受け、耐震改修が必要となった対象者に耐震改修工
事を促すなど個別のアプローチも実施していく。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

総
務
部

消
防
課

消
防
係

323 常備消防一般経費事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

防
災
・
減
災

非
該
当

非
該
当

- ー

（交
付
先

）

補
助
等

自
治

（な
し

）

①市⺠
②常備消防を充実させ、非
常備消防との連携を緊密化
を図る。専門的かつ高度な
災害対応力を確保し、質の
高い消防・救急サービスを
提供する。
③多様な災害への対応能力
が向上する。市⺠の生命・
身体・財産を保護し、安全
安心が強化される。

諏訪地域６市町村の消防業
務を諏訪広域連合で行って
おり、その経費を諏訪地域
６市町村で負担している。
災害時や山岳遭難に備え消
防防災航空隊を設置してお
り、その経費を県内市町村
で負担している。

-
一
般

701,878 701,878 701,598 100.0 108.5 0.0 0.1
コ
ス
ト

646933124.0 74850070.0 76771422.0 646933124.0 701598685.0 108.4 自動計算
多様な災害への対応能力を向上させ、市⺠の生命・身体・財産を保護することが不可欠。
常備消防を充実させ、非常備消防との連携と緊密化を図り、専門的かつ高度な災害対応力を確保し、
質の高い消防・救急サービスを提供していく。

○ - - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

総
務
部

消
防
課

消
防
係

324 消防団運営事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

防
災
・
減
災

非
該
当

非
該
当

茅
野
市
地
域
防
災
計
画

ー
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①消防団員、消防関係団体
等
②消防団の運営を円滑に行
い、災害発生時に迅速かつ
的確な対応を行えるよう、
地域密着の消防防災体制を
確立する。
③地域の安全・安心を確保
し、市⺠の生命、身体及び
財産を災害から守る。

地域の防火・防犯活動の中
心となる消防団の運営が円
滑に行われるとともに、消
防団員の活動が安全かつ的
確に行われるよう支援す
る。

-
一
般

7,824 7,824 7,650 97.8 79.6 0.4 0.0

消
防
学
校
入
校
者
数

26.0 29.0 29.0 27.0 25.0 96.2
設定不

可
自動計算

訓練や災害現場で公務災害が発生している。
消防団の運営を円滑に行い、災害発生時に迅速かつ的確な対応を行えるよう、地域密着の消防防災体
制を確立する。

○ ○ - - - - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

総
務
部

消
防
課

消
防
係

325 消防団活動支援事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

防
災
・
減
災

非
該
当

非
該
当

茅
野
市
地
域
防
災
計
画

ー
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①消防団員
②消防団活動の支援を行
い、消防活動の安全性を確
保し士気を高める。
③地域防災力の維持、災害
対応力の向上

消防団員が安全に活動でき
るよう、被服等の整備を行
う。

-
一
般

6,875 5,471 6,030 87.7 107.1 0.4 0.0

活
動
服
貸
与
者
数

678.0 880.0 770.0 678.0 591.0 87.2
設定不

可
自動計算

茅野市消防団総合計画施行に伴い、諸課題を抽出する必要がある。
消防団活動の支援を行い、消防活動の安全性を確保し、士気を高めていく。

○ ○ - - - - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

総
務
部

消
防
課

消
防
係

326 消防団加入促進事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

防
災
・
減
災

非
該
当

非
該
当

茅
野
市
地
域
防
災
計
画

ー
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①消防団員
②消防団員の確保・入団促
進を図る。
③要因動員力や即時対応力
の発揮が期待される。

住⺠の安全安心を守る消防
団の重要性をアピールし消
防団員募集パンフレットを
作成し入団の募集を行う。
退団者への報償⾦を支給す
る。

-
一
般

33,519 4,181 33,428 99.7 91.1 0.3 0.1

退
職
報
償
⾦
件
数

127.0 76.0 151.0 127.0 127.0 100.0
全団員

数
- 700.0 880.0 770.0 678.0

人口減少や少子
高齢化などによ
り、消防団員の
確保が困難な状
況になっている
ため、適正な団
員数を成果指標
とする。

591.0 84.4
消防団サポート事業は実績が少なく、特典のメリットが希薄となっているのが現状である。
消防団員の確保・入団促進を図っていく。

○ ○ - ○ - - ○

Ｄ

（廃
止
検
討

）

総
務
部

消
防
課

消
防
係

327 防火防犯事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

防
災
・
減
災

非
該
当

非
該
当

茅
野
市
地
域
防
災
計
画

ー

（直
営
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（あ
り

）

①市⺠、防災関係団体等
②火災や災害、犯罪の被害
や犯罪を減らす。防火・防
犯の意識の高揚につなが
る。
③市⺠の安全な生活環境の
確保、防犯・防災意識の向
上、関係機関との連携強
化。

茅野市防火協会、地区防犯
組合の運営、活動が円滑か
つ的確に行われるよう支援
する。
地域の防犯灯整備を支援す
る。

-
一
般

6,509 6,509 4,281 65.8 73.1 0.8 0.3

防
犯
組
合
総
会
の
実
施

1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 100.0
設定不

可
自動計算

防犯灯等の補助⾦申請が増加傾向にある。
市⺠の安全な生活環境の確保、防犯・防災意識の向上、関係機関との連携強化に努める。

○ ○ ○ - - - ○

Ｄ

（廃
止
検
討

）
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３
つ
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ま
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（
基
本
計
画
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関
係
分
野

関
連
計
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事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

総
務
部

消
防
課

消
防
係

328 消防施設・水利整備事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

防
災
・
減
災

非
該
当

非
該
当

茅
野
市
地
域
防
災
計
画

ー

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠、消防団
②地域の消防施設・水利整
備により消防力の充実を図
る。
③市⺠の生命、身体及び財
産を火災から保護し、被害
を最小限に抑え、市⺠の安
心・安全が図られる。

有効な初期消火及び消火活
動ができるように消防水利
（消火栓・防火貯水槽）の
設置・管理を行う。消防団
へ維持管理を委託する。

-
一
般

19,632 19,632 14,203 72.3 86.1 0.7 0.1

消
火
栓
点
検
の
実
施

1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 100.0

消火栓
の新設
等設置

数

- 5.0 5.0 6.0 5.0

消火栓は初期消
火の即応対応に
不可欠であり、
古い消火栓の取
り換えが速やか
に必要なため、
設置数を成果指
標とする。

7.0 140.0
古い消火栓の修理等が増えてきている。
市⺠の生命・身体・財産を火災から保護し、被害を最小限に抑え、安心・安全を図っていく。

○ ○ ○ - - - ○

Ｄ

（廃
止
検
討

）

総
務
部

消
防
課

消
防
係

329 消防機械整備事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

防
災
・
減
災

非
該
当

非
該
当

茅
野
市
地
域
防
災
計
画

ー
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠、消防団
②車両等を維持管理し、市
⺠の生命、身体及び財産を
火災等災害から保護し、被
害を最小限に抑える。
③地域の消防力が強化され
ることにより市⺠の安心・
安全が図られる。

各種災害に対応するため、
消防団車両をはじめとした
消防資機材の整備を図ると
ともに、安全かつ迅速な活
動が行えるように維持管理
する。

-
一
般

31,925 31,925 18,509 58.0 115.3 0.4 0.2

ポ
ン
プ
点
検
の
実
施

1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 100.0

点検に
より不
具合の
見つ

かった
ポンプ
の修理
実施率

- 100.0 100.0 100.0 100.0

消防ポンプは、
緊急時の即応対
応や団員の安全
確保に不可欠で
あり、点検によ
り不具合の見つ
かったポンプは
速やかに修理が
なされる必要が
あるため、これ
の修理実施率を
補足することで
整備状況の成果
指標とする。

100.0 100.0
複雑多様化する災害が発生している。
車両等を維持管理し、火災等災害から保護し、被害を最小限抑える。

○ ○ ○ - - - ○

Ｄ

（廃
止
検
討

）

総
務
部

消
防
課

消
防
係

330 水防事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

防
災
・
減
災

非
該
当

非
該
当

茅
野
市
地
域
防
災
計
画

ー
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②風水害から、市⺠の生命
財産を守り、被害を最小限
に抑える。
③迅速な水防活動をするこ
とにより市⺠の安心・安全
が図られる。

水害発生時や水害の恐れの
あるときに使用する水防資
材を、必要に応じて迅速に
使用できるようにするた
め、水防資材の備蓄を行
う。

-
一
般

263 263 104 39.5 95.6 0.1 0.0

茅
野
市
水
防
・
土
砂
災
害
訓
練
の
実
施

1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 100.0

水防資
材の管
理・備
蓄率

- 100.0 100.0 100.0 100.0

水害の発生によ
る被害を軽減す
るため、迅速な
水防活動が必要
となる。これの
水防資材の点検
率を補足するこ
とで備蓄状況の
成果指標とす
る。

100.0 100.0
経年経過により老朽化した資機材や水防倉庫がある。
水防資機材を備蓄し、訓練を通じて、風水害から市⺠の生命・財産を守り、被害を最小限に抑えられ
るよう務める。

○ ○ ○ - - - ○

Ｄ

（廃
止
検
討

）

総
務
部

危
機
管
理
防
災
課

危
機
管
理
防
災
係

331 防災対策推進事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

防
災
・
減
災

災
害
時
等
の
迅
速
か
つ
的
確
な
対
応
の

確
立

推
進

地
域
防
災
計
画

ー

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（な
し

）

①市⺠
②地域防災力の向上、実行
性のある防災対策
③地域の安全の向上

・地域防災計画の随時見直
し
・地域防災計画の推進

ー
一
般

1,100 1,100 906 82.4 0.1 0.6 0.0
コ
ス
ト

9,041 12,548 12,381 8,074 906 10.0 自動計算
毎年軽微なものも含めて、計画の追記修正がある。仮に国から防災の取組みに対する考え方につい
て、大幅な計画の見直しがあった場合は、市の取り組みについても対応が必要。

- - - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

総
務
部

危
機
管
理
防
災
課

危
機
管
理
防
災
係

332 防災訓練事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

防
災
・
減
災

災
害
時
等
の
迅
速
か
つ
的
確
な
対
応
の

確
立

最
重
点

地
域
防
災
計
画

ー

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（な
し

）

①市⺠
②安全で安心な災害に強い
まちづくりの実現
③職員が災害に対して迅速
対応できる

・有事に即応できる防災体
制の充実と防災意識の向上
を図るため、地域住⺠と防
災関係者が相互に連携し各
種訓練の実施

ー
一
般

0 0 0 - 0.0 0.9 0.0
コ
ス
ト

155 172 212 79 0 0.0 自動計算
毎年、会場を変えて、水防・土砂災害訓練及び総合防災訓練を実施している。実際に災害が起きた時
にどのように動けばよいか考える機会と捉えてもらえるよう、訓練内容については、適宜見直しを実
施していくことが重要である。

- - - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

総
務
部

危
機
管
理
防
災
課

危
機
管
理
防
災
係

333 防災用備蓄事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

防
災
・
減
災

災
害
時
等
の
迅
速
か
つ
的
確
な
対
応
の

確
立

推
進

地
域
防
災
計
画

ー

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（な
し

）

①市⺠
②避難所等に応急生活物資
の安定供給
③被災住⺠への迅速供給

・災害時に備えた応急資機
材・非常食料の計画備蓄 ー

一
般

2,888 2,888 1,804 62.5 1.3 0.7 0.0
コ
ス
ト

1,456 1,265 1,581 1,368 1,804 123.9 自動計算
県のアクションプランに基づき、市では計画的に備蓄を進めているが、現時点で十分とは言い難い。
備蓄を計画通り進めるとともに。備蓄物資を保管するスペースの確保についても検討が必要。

- - ○ - - - -

Ａ

（継
続
可

）
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直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

総
務
部

危
機
管
理
防
災
課

危
機
管
理
防
災
係

334
自主防災組織活動支援

事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

防
災
・
減
災

災
害
時
等
の
迅
速
か
つ
的
確
な
対
応
の

確
立

推
進

地
域
防
災
計
画

ー

（直
営
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（な
し

）

①自主防災組織
②自主防災組織活動の充
実・強化
③有事の際の機動的に動け
る仕組みづくり

・自主防災組織の具体的な
取組みに対して、必要な人
的・技術的・財政的な支援

ー
一
般

7,000 7,000 5,154 73.6 0.9 0.8 0.0
コ
ス
ト

6,708 3,501 3,968 6,400 5,154 76.8 自動計算
発災時において、各地区の自主防災組織が迅速かつ適切に機能することが重要である。活動が円滑に
進められるように、防災資機材の購入棟の補助や、学習支援を継続的に行うことが重要。

- - ○ - - - -

Ａ

（継
続
可

）

総
務
部

危
機
管
理
防
災
課

危
機
管
理
防
災
係

335 防災情報関連事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

防
災
・
減
災

災
害
時
等
の
迅
速
か
つ
的
確
な
対
応
の

確
立

推
進

地
域
防
災
計
画

ー

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（な
し

）

①市⺠
②常に正常機能できるよう
な保守管理
③市⺠に対する災害情報の
伝達

・円滑な通信確保を図る
・防災行政無線等のシステ
ム運用、管理及び整備の実
施

ー
一
般

164,429 164,429 141,839 86.3 5.3 0.3 0.0
コ
ス
ト

28,543 37,578 37,278 26,839 141,839 496.9 自動計算
令和7年度は同報系操作卓の更新があり、前年比実績値が大きくなった。操作卓から放送される子局
(屋外拡声子局)調査をR8年実施し、調査結果を基にして、R9以降の更新計画を予定。

- - - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

総
務
部

危
機
管
理
防
災
課

危
機
管
理
防
災
係

336
令和６年能登半島地震

対策事業

非
該
当

防
災
・
減
災

災
害
時
等
の
迅
速
か
つ
的
確
な
対
応
の

確
立

非
該
当

- ー
（直
営

）

市

自
治

（な
し

）

①被災地住⺠
②復旧支援
③有事の際の職員対応力の
向上

・被災地の支援 ー
一
般

0 0 0 - 0.0 0.0 0.0
コ
ス
ト

1,873 7,000 2,000 1,809 0 0.0 自動計算 特に無し。 - - - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

こ
ど
も
部

学
校
教
育
課

教
育
総
務
係

337 教育委員会運営事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

教
育

次
世
代
を
担
う
ひ
と
づ
く
り
の
推
進

非
該
当

教
育
大
綱

-
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①教育全般
②法律に基づく教育委員会
運営上の経費
③見識を深める

・毎月の定例教育委員会経
費、教育委員の報酬、行政
アドバイザーの報酬の支払

-
一
般

5,906 5,906 5,367 90.9 96.5 1.2 0.0

総
合
教
育
会
議
の
開
催

2 2 2 2 2 自動計算

総合教
育会議
検討結
果の反

映

- 2 2 2 2

総合教育会議を
開催し、市⻑部
局と連携を図っ
ているため。

2 100.0
引き続き、総合教育会議により市⻑部局との連携を図る。また、定例教育委員会により議案審議等を
行い、教育委員会の運営を円滑に行う。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

こ
ど
も
部

学
校
教
育
課

教
育
総
務
係

338 学校教育一般事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

教
育

次
世
代
を
担
う
ひ
と
づ
く
り
の
推
進

推
進

教
育
大
綱

-
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①児童・生徒、教職員
②生徒に安全な通学路を確
保する。通学路の街灯が常
時点灯するようにする。児
童生徒が活用できる学校林
の確保。
③通学路の安全確保。全て
の外灯がLED化されれば、
耐用年数が⻑いため、コス
トの縮小を図ることができ
る。

・通学路の安全管理。部活
動で下校時刻が遅くなる中
学生の安全を考慮し、外灯
の管理。切れた蛍光灯につ
いてはLED灯に交換。
・各学校が保有している学
校林の整備。
・教職員住宅の管理

-
一
般

10,630 10,087 10,565 99.4 77.9 0.6 0.0

通
学
路
合
同
点
検
箇
所
数

25 39 38 11 23 92.0

危険個
所に対
する対
応率

- 100.0 58.9 91.0 100.0

合同点検で確認
した危険個所に
対する対応の実

施率

82.6 82.6
通学路の安全管理については、合同点検等により引き続き関係各所と情報共有し、危険個所の改善を
図る。
また、教員住宅については処分を進める。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

こ
ど
も
部

学
校
教
育
課

教
育
総
務
係

339 学校教育総務事務事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

教
育

次
世
代
を
担
う
ひ
と
づ
く
り
の
推
進

非
該
当

教
育
大
綱

-
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市内児童生徒、社会体育
施設利用者
②学校業務・環境の充実
③より良い環境で児童生徒
が学ぶ

・円滑な学校運営と社会体
育施設利用者への良好な体
育施設環境の提供

-
一
般

6,336 6,028 6,017 95.0 105.0 5.0 0.0

社
会
体
育
施
設
の
日
常
点
検
実
施

1 1 1 1 1 100.0

不具合
に対す
る改修

率

- 100.0 100.0 100.0 100.0

不具合が発見さ
れた場合にでき
る限り年度内に

改修を行う

100.0 100.0
社会体育施設の不具合改修のほか、小中学校の資源物回収を行っている。引き続き必要な事業であ
る。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）
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直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

こ
ど
も
部

学
校
教
育
課

教
育
総
務
係

340 学校基⾦積立⾦事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

教
育

次
世
代
を
担
う
ひ
と
づ
く
り
の
推
進

非
該
当

教
育
大
綱

-
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①児童・生徒・教職員・保
護者・地域住⺠
②学校林賃貸料（収入）の
積立
③将来的に渡る学校施設建
築等の資⾦を積み立ててお
く必要がある

・今後の学校施設建築等の
資⾦とするため、学校林賃
貸料を積み立てる

-
一
般

2,281 0 2,279 99.9 102.2 0.0 0.0

基
⾦
へ
の
積
立

1 1 1 1 1 100.0

積み立
て目標

⾦額177
万円の
達成率

- 100.0 100.0 100.0 100.0

学校林賃貸料
（収入）を学校
基⾦として積み
立て将来の施設
整備資⾦の確保
を図る。

100.0 100.0
将来の施設整備資⾦の確保のため学校林賃借料を基⾦へ積み立てている。今後の事を考えると、積立
⾦額を増やしたいが、定期的な歳入による増額は難しい。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

こ
ど
も
部

学
校
教
育
課

学
務
係

341 小中学生作品展事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

教
育

次
世
代
を
担
う
ひ
と
づ
く
り
の
推
進

非
該
当

こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

-
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市内小中学校児童生徒
②芸術における心情を育て
豊かな情操を養う
③芸術に対する取り組みと
意識の向上

市内小中高校の児童生徒の
造形的な想像力を伸⻑する
ため、制作活動をし、優秀
作品を美術館に展示する。

-
一
般

111 111 57 51.4 78.1 0.1 0.0

作
品
展
の
開
催

3 3 3 3 3 100.0
作品展
参加率

- 100.0 100.0 100.0 100.0

作品展への参加
意欲をもって芸
術への関心を図
ることができる
と考えるため

100.0 100.0

子どもたちの創作活動に影響がある一方で、芸術への意欲やスキル向上にどの程度結びついている
か、把握する必要がある。
また、学校の負担も大きく、運営面でも検討が必要な部分がある。
もし、⺠間との連携や外部との協力ができ、賞状や特典などの充実ができれば、子どもたちへの影響
が大きいと考える。

- ○ ○ - - ○ ○

Ｄ

（廃
止
検
討

）

こ
ど
も
部

学
校
教
育
課

学
務
係

342 心の教育事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

教
育

次
世
代
を
担
う
ひ
と
づ
く
り
の
推
進

推
進

こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

-
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市内小中学校児童生徒
②障害を持つ児童生徒の早
期発見と障害の状態や保護
者の就学に対する意向を把
握
③一人一人の教育的ニーズ
に応じた教育を行う。

心身に障害がある未就学児
童の早期発見（未就学児童
の巡回教育相談実施、小保
連絡会等の情報交換）
校内教育支援委員会の充実
（中学校区ごと相談チーム
を結成し、該当の小中学校
及び保育園へ障害を持つ子
どもを観察。多くの人の目
で見てより適正な教育支援
を行う。）
適切な教育支援を行うため
に、教育支援委員の資質向
上。

-
一
般

5,665 5,662 3,908 69.0 4112.0 1.0 1.8

教
育
支
援
委
員
会
の
開
催

4 4 4 4 4 100.0
設定不

可
自動計算

支援委員会に諮る児童生徒は、学校内のチームでの検討や保護者との話し合いを経て提出される。
年々教育支援委員会に提出される児童生徒数が増加しそのことに係る業務時間数が増となっている。

- ○ ○ - - - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

こ
ど
も
部

学
校
教
育
課

学
務
係

343 小中一貫教育推進事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

教
育

次
世
代
を
担
う
ひ
と
づ
く
り
の
推
進

推
進

公
共
施
設
再
編
計
画

-
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市内小中学校に通う児童
及び生徒
②中学校区で一貫した教育
の推進
③進学時の環境変化の抑制

・小小学校間及び小中学校
間の情報連携
・中１ギャップ抑制のため
の中学校区児童の交流会

-
一
般

1,071 1,071 670 62.6 142.4 0.8 0.2

小
中
学
校
間
の
交
流
各
学
校
の
交
流
の

実
施

1 1 1 1 1 100.0

ｱﾝｹｰﾄで
「学校
へ行く
のがと
ても、
あるい
は概ね
楽し

い」と
答えた
児童生
徒の割

合

- 90.0 87.1 83.9 87.9

児童生徒の情報
交換機会の実施
回数により、交
流状況を把握す
る。

89.5 99.4 ・児童数減少に伴い教育環境が変化していく事への対応をスピード感を持って進めないといけない。 - ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

こ
ど
も
部

学
校
教
育
課

学
務
係

344
コミュニティ・スクール

促進事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

教
育

育
ち
と
学
び
を
つ
な
げ
る
取
組
の
推
進

非
該
当

こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

―
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市内小中学校の児童生
徒・教職員・地域住⺠
②小中一貫教育の促進と地
域とともにある学校づくり
③地域に開かれた学校、地
域の風土や特色を活かした
教育の具現化

・学校、保護者、地域住⺠
による学校運営協議会を開
催
・学校、保護者、地域住⺠
が継続的に連携し活動を共
有して、学校運営に参画

345
一
般

480 480 291 60.6 91.0 0.1 0.0

学
校
運
営
協
議
会
の
開
催

52 39 55 55 56 107.7

教職員
時間外
勤務時
間数

○ 30 40 39 39
各校の年間計画
に基づく実施状
況の把握

39 76.4
地域とともにある学校づくりを進めることで、将来地域で活躍する人材を育成することも期待をされ
ているが、子ども達の地域貢献意識にはなかなか反映されていない。

- ○ ○ ○ - - -

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

こ
ど
も
部

学
校
教
育
課

学
務
係

345
縄文のビーナスプラン

推進事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

教
育

次
世
代
を
担
う
ひ
と
づ
く
り
の
推
進

非
該
当

こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

R4
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市内小中学校児童生徒
②お互いの個性を認め合
い、その人らしい生きがい
や人生への夢を持つ
③生きる力を育む

みんな同じから一人ひとり
の多様性と力を伸ばすこと
を目的とした縄文のビーナ
スプラン①を４中学校区に
発展させ、それぞれの特色
を生かした縄文のビーナス
プラン②の推進

-
一
般

168 168 60 35.7 107.4 0.1 0.3

重
点
目
標
の
確
認

1 1 1 1 1 100.0
重点目
標の実
践回数

- 1 1 1 1

学校だけでな
く、児童や保護
者、地域のかた
と一緒に推進す
る必要があるた
め

1 100.0
プランの推進においては、現場での教職員の指導が重要となる。日々の校務や児童の指導など多忙な
中において、具体的に何をすればいいのか、一人ひとりプランを理解し、解釈する必要がある。

- ○ ○ - - - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）
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直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

こ
ど
も
部

学
校
教
育
課

学
務
係

346 いじめ防止対策推進事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

教
育

次
世
代
を
担
う
ひ
と
づ
く
り
の
推
進

非
該
当

こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

R5
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市内小中学校児童生徒
②いじめの早期発見と対応
体制の整備
③いじめ防止教育の充実

・児童生徒が安心して学習
やその他の活動に取り組む
ことができる環境づくり
・生徒指導研修会の開催

-
一
般

431 431 165 38.3 84.3 0.7 0.0

生
徒
指
導
研
修
会
回
数

6 8 6 8 5 83.3

ｱﾝｹｰﾄで
「学校
へ行く
のが、
とても
あるい
は概ね
楽し

い」と
答えた
児童生
徒の割

合

- 90.0 87.9 87.3 87.4

学校の状況が理
解されるよう結
果並びに今後の
改善策を公表
し、次年度に反
映させる。

89.5 99.4
いじめの判断の遅れにより、いじめ重大事態にならないよう、現場の教職員の法的理解が必要。時間
的、精神的余裕がもてるよう働き方改革を進める。

- ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

こ
ど
も
部

学
校
教
育
課

教
育
総
務
係

347 育英事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

教
育

次
世
代
を
担
う
ひ
と
づ
く
り
の
推
進

非
該
当

こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

-
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①勉学に意欲があり品行方
正で、経済的な理由で就学
が困難な高校生、高等専門
学校生
②経済的に就学が困難な者
に、平等に教育を受けるこ
とができるようにする。
③経済的に就学が困難な者
に、平等に教育を受けるこ
とができるようにする。

・支給又は貸与による支援
を行う。財源は、育英基⾦
の利息と貸付の償還⾦を主
な運用資⾦とし、不足分に
ついては、基⾦を取り崩し
て、繰り入れを行い運営し
ている。
（奨学⾦の支給及び貸与期
間は１年間。支給額は、月
額９，０００円以内、貸与
額は、月額２０，０００円
以内。貸与による利子は無
利子。）

-
一
般

5,182 0 4,743 91.5 321.2 0.2 0.0

奨
学
⾦
審
査
会
の
回
数

1 1 1 1 1 100.0

受益者
条件に
当ては
まる申
請者へ
の補助
実施率

- 100.0 100.0 100.0 100.0

受益者条件に当
てはまる奨学⾦
申請者に対す
る、経済的理由
による高等学校
又は高等専門学
校に修学するこ
とが困難な者に
対しての援助。

100.0 100.0
高校生への奨学⾦の実施。⺠間でも制度があり代替の可能性はあるが、高校生年代を対象とした奨学
⾦はかなり少なく、条件等厳しくなるため、本人又は保護者が茅野市在住の方向けに、行政として制
度を運用する必要はある。

- ○ - - - ○ ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

こ
ど
も
部

学
校
教
育
課

教
育
総
務
係

348 小学校運営事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

教
育

次
世
代
を
担
う
ひ
と
づ
く
り
の
推
進

非
該
当

こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

-
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①児童生徒
②児童の学校生活充実
③児童が安心して学校生活
を送ること

会計年度任用職員の任用や
学校の机・椅子などの一般
備品や給食調理備品購入な
ど小学校の日常業務に関わ
る事業

-
一
般

162,938 162,538 134,056 82.3 99.3 0.2 3.2

必
要
な
一
般
備
品
の
把
握

1 1 1 1 1 100.0

授業が
とて

も、あ
るいは
概ね分
かると
答える
児童

- 100.0 - 91.2 90.6

児童へのアン
ケートによる授
業がとても、あ
るいは概ね分か
ると答える児童
の率

89.3 89.3 一般備品の購入や光熱水費により快適な教育環境・学習環境の整備を行う。 - ○ - ○ - - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

こ
ど
も
部

学
校
教
育
課

教
育
総
務
係

349 小学校施設管理事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

教
育

次
世
代
を
担
う
ひ
と
づ
く
り
の
推
進

非
該
当

教
育
大
綱

-
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①児童、教職員
②児童及び教職員が快適で
安心、安全な学校生活を送
ることができる。
③児童及び教職員が安心し
て学校生活を送ることがで
きるよう、快適で安心、安
全な施設を維持する必要が
ある。

市内小学校の施設を管理し
ていく中で生じる施設の破
損や故障などの不具合箇所
の補修工事を実施。施設管
理上必要な各種点検、清掃
等の実施。

-
一
般

46,279 44,689 45,235 97.7 95.6 0.4 9.0

学
校
施
設
の
法
定
点
検
の
実
施
率

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

点検漏
れに起
因する
重大事
故の発
生件数

○ 0 0 0 0

児童及び教職員
が快適で安心、
安全な学校生活
を送れるように
するため。

0 100.0 学校施設を管理する上では、専門業者による定期的な点検及び修繕は必要。 - ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

こ
ど
も
部

学
校
教
育
課

教
育
総
務
係

350 小学校施設整備事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

教
育

次
世
代
を
担
う
ひ
と
づ
く
り
の
推
進

非
該
当

第
一
次
茅
野
市
小
中
学
校
管
理
計
画

-
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①児童、教職員
②学校施設が健全な状態を
保ち、児童及び教職員が安
全、安心な学校生活を送る
ことができるようにする。
③学校施設の⻑寿命化を図
るためには、破損等が生じ
た場合の「事後保全」でな
く、破損等が発生する前に
計画的に改修等を行う「予
防保全」を行っていく必要
がある。

公共施設等総合管理計画に
基づく日常的な定期点検の
実施により、不具合箇所の
早期発見、早期処理を行
う。また、第１次小中学校
管理計画及び公共施設保全
指針に基づく実施計画に基
づき、設備機器の更新工事
を行う。

-
一
般

11,448 11,448 11,231 98.1 59.8 0.2 0.0

予
定
工
事
数

5 19 15 3 1 20.0

工事予
定数に
対する
工事実
施率

- 100.0 100.0 100.0 100.0
実施計画に基づ
く改修工事の実

施率
100.0 100.0 都市計画課の茅野市公共施設保全指針に基ずく実施計画に基づき、計画的に学校施設の整備を図る。 - ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

こ
ど
も
部

学
校
教
育
課

学
務
係

351 小学校保健事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

教
育

次
世
代
を
担
う
ひ
と
づ
く
り
の
推
進

非
該
当

- -
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①入学前の幼児、児童、及
び学校職員
②学校医との連携した健康
診断や健康の維持増、養護
教諭を中心とした学校保健
の充実
③学校保健法に基づき、幼
児、児童及び学校職員の健
康保持増進を図り、学校教
育の円滑な実施する

・児童を対象に内科検診、
耳鼻科（小学校１．２．５
年で実施。他はインピーダ
ンス検査を実施）眼科、⻭
科、尿検査、蟯虫検査、心
電図検査（小学校１.４
年）を実施する。
・学校職員を対象に内科検
診、心電図、血液検査、尿
検査、胸部Ｘ線、希望者
（３０歳以上）胃・大腸検
査を実施する。
・就学前児童（幼児）を対
象に内科検診、耳鼻科、⻭
科、眼科検診を１０月に実
施する。

368
一
般

21,955 20,805 20,006 91.1 91.1 0.6 0.4

健
康
診
断

、
就
学
前
健
康
診
断
の
実
施

4 4 4 4 4 100.0 実施率 - 100.0 100.0 100.0 100.0

医師との情報共
有により安全で
適正な健診の実
施

100.0 100.0
自校において当日受診できなかった者が他校あるいは医療機関において確実に受診できるように周知
徹底する必要がある。
また、学校医（特に耳鼻科医）の確保が難しいので、検診の在り方について検討する必要がある。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）



（０） （１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８） （９） （10） （11） （12） （13） （14） （15） （16） （17） （18） （19） （20） （21） （22） （23） （24） （25） （26） （27） （28） （29） （30）（31）-1（31）-2（32） （33） （34） （35） （36） （37） （38） （39） （40） （41） （42） （43） （44） （45） （46） （47）

直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

こ
ど
も
部

学
校
教
育
課

教
育
総
務
係

352 小学校給食関連事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

教
育

次
世
代
を
担
う
ひ
と
づ
く
り
の
推
進

非
該
当

教
育
大
綱

-
（委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①児童および保護者
②経費の削減のために、調
理業務を総合サービスに委
託して行っている。献立作
成は担当栄養士が行い、バ
ランスの良いおいしい給食
提供をすることはもちろ
ん、衛生管理の徹底や、ア
レルギー対応食の安全で確
実な給食提供が求められて
いる。
③食育を優先的に進めて、
児童の食に関する意欲を高
めて、心身ともに健康な体
づくりを行う。特に地場産
の野菜等を活用して、体験
を通じて、教育としての食
育を行う。

安全で安心な学校給食の提
供を安定的に行う。

-
一
般

166,795 154,361 165,180 99.0 104.2 7.7 0.0

給
食
事
故
防
止
の
栄
養
士
会
開
催
回
数

12 12 12 12 12 100.0

人的ミ
スによ
る給食
への異
物の非
混入率

- 100.0 99.7 99.5 99.6

安心・安全な学
校給食を提供す
すため（給食提
供日数を198日と
して）

99.2 99.2
安全安心な自校給食を守るため、清掃等の委託、補助⾦交付のほか、毎月の栄養士会で異物混入等の
情報共有や再発防止策の検討を行っている。引き続き安全安心な学校給食を守り、事業を行って行
く。

- ○ - - - ○ ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

こ
ど
も
部

学
校
教
育
課

学
務
係

353 小学校教育事務事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

教
育

次
世
代
を
担
う
ひ
と
づ
く
り
の
推
進

非
該
当

教
育
大
綱

-
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①児童生徒
②教育環境の整備
③教育の充実

・学習のためのバスの配置
・教科書、デジタル教材の
購入
・教育環境整備のための負
担⾦支出

370
一
般

25,958 25,880 25,349 97.7 90.9 0.0 0.0
コ
ス
ト

30,000 30,098 28,119 52,248 25,350 84.5
設定不

可
○ 1 1 1 1

小学校から高等
学校まで、その
後の進路も含
め、学校段階を
越えて活用でき
る

自動計算
教育に必要な環境を整えるための予算や学校配分予算を確保しているが今後、物価高騰等で、必要経
費が増加することが見込まれる。引き続き、効率的な予算確保や節約に努める。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

こ
ど
も
部

学
校
教
育
課

学
務
係

354 小学校情報教育推進事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

教
育

次
世
代
を
担
う
ひ
と
づ
く
り
の
推
進

非
該
当

教
育
大
綱

H30

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①小学校の児童および教員
②ICT教育および校務DXの
推進
③教育の充実

各学校ICT機器のハード
ウェア保守、システムサ
ポート、定期点検、研修会
等のトータルサポート保守
契約。
学校のICT教育環境の整
備。
プログラミング教育の推進
と授業におけるＩＣＴ活用
の促進。

374
一
般

146,498 146,322 140,545 95.9 149.5 0.5 0.7

1校当た
りの保
守およ
び支援
員の相
談又は
訪問回

数

48 72 72 72 72 150.0

導入ソ
フト

ウェア
の利用

率

- 60.0 55.0 60.0 60.0

導入したソフト
ウェアの活用で
学校の情報化と
ICT教育の推進率
が図れるため

65.0 108.3

今年度に校務およびGIGAのシステム等を更新したため、今後5年間の安定的な運用が見込まれる。
特に、ソフトウェア類に関しては、GIGA1期の反省を踏まえて導入したため、より発展したICT教育
の推進を図っていく。また、デジタルへ置き換えることで、紙類などの削減など他事業の予算削減が
期待できるため、学校のDX化を進めていく。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

こ
ど
も
部

学
校
教
育
課

教
育
総
務
係

355
小学校教材・理科備品等

購入事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

教
育

次
世
代
を
担
う
ひ
と
づ
く
り
の
推
進

非
該
当

教
育
大
綱

-
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①児童・教職員
②児童・生徒への教育環境
をよりよい状態に整備する
ため、必要な備品の整備。
③老朽化した備品の買い換
え、学習指導要領の変更な
ど教育指導上必要な教材備
品の購入を計画的に整備す
る。

・教材備品の適切な出納・
保管・修繕及び処分を図
る。       ・新学
習指導要領等に対応した教
材整備の促進。
・子どもたちの確かな学力
の育成を図るため、学校教
材の安定的かつ計画的な整
備の実施。

-
一
般

3,360 2,968 2,725 81.1 90.0 0.5 0.0

要望教
材備品
の購入

率

80.0 59.5 64.7 70.3 73.3 91.6

授業が
とて

も、あ
るいは
概ね分
かると
答える
児童

- 100.0 - 91.2 90.6

児童へのアン
ケートによる授
業がとても、あ
るいは概ね分か
ると答える児童
の率

89.3 89.3 教材備品や理科備品の整備を図ることで、引き続き学習環境の整備を行う。 - ○ - ○ - - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

こ
ど
も
部

学
校
教
育
課

教
育
総
務
係

356 小学校図書館事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

読
書

こ
こ
ろ
と
こ
と
ば
を
育
て
る
読
書
活
動

の
推
進

非
該
当

教
育
大
綱

-
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①学校・児童
②学校の地の拠点となる図
書館の読書センター機能、
学習センター機能、情報セ
ンター機能、３つの機能を
高めたい。また読書活動に
より、児童の読解力や想像
力、思考力、表現力を高め
たい。
③児童のよりよい読書活動
を推進するため、学校図書
館の充実を図ることが出来
る。

児童図書の購入、「はじめ
よう本のたび」の配布、図
書館司書の研修

-
一
般

5,092 5,092 5,073 99.6 100.0 0.1 10.0

図
書
館
利
用
率
向
上
の
た
め
の
学
校
司

書
会
の
回
数

12.0 12.0 12.0 12.0 12.0 100.0

年間貸
出冊数
（／
人）

- 79 71 69 71

多くの児童に本
を読んでもらう
ため、近年
（H29.H30）の
最大値を目標と
する。

71 90.8 読書教育に力を入れている茅野市として引き続き本の充実を図る。 - ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

こ
ど
も
部

学
校
教
育
課

学
務
係

357 小学校英語教育支援事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

教
育

次
世
代
を
担
う
ひ
と
づ
く
り
の
推
進

非
該
当

こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

H26
（委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

 ①小学校の児童
② 言語を用いてコミュニ
ケーションを図ることの大
切さを知る
③友達と外国語をつかった
てコミュニケーションを図
る楽しさを体験する

小学校に外国語指導助手を
派遣する。（３校ごとに外
国語指導助手１名・日本語
講師１名で対応）
英語教育・外国語活動推進
委員会を開催する。

374
一
般

16,703 16,703 16,684 99.9 99.4 0.2 0.0

英
語
教
育
・
外
国
語
活
動
推
進
委
員
会

を
開
催

3 3 3 3 3 100.0

各学校
でイン
グリッ
シュデ
イの開

催

- 1 1 1 1
児童の英語のへ
の興味・関心度
を向上させる

1 100.0 英語に対する苦手意識を最小限にするため、英語を話す機会や親しむ機会をつくる。 - ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）



（０） （１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８） （９） （10） （11） （12） （13） （14） （15） （16） （17） （18） （19） （20） （21） （22） （23） （24） （25） （26） （27） （28） （29） （30）（31）-1（31）-2（32） （33） （34） （35） （36） （37） （38） （39） （40） （41） （42） （43） （44） （45） （46） （47）

直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

こ
ど
も
部

学
校
教
育
課

学
務
係

358
遠距離児童通学支援事業

（小学校）

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

教
育

育
ち
と
学
び
を
つ
な
げ
る
取
組
の
推
進

非
該
当

こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

ｓ57
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①遠距離通学児童の保護者
②通学にかかる経済的負担
軽減
③通学に要する費用の補助

通学距離が補助基準距離を
超える場合に、補助⾦を交
付する。

375
一
般

4,761 4,761 3,943 82.8 95.2 0.2 0.0

補
助
⾦
交
付
回
数

3 3 3 3 3 100.0
設定不

可
自動計算

遠距離通学者の基準は、国では小学生４km中学生６㎞としているが、当市では小学生夏期４㎞冬期
３km 中学生夏季4.5km冬期3.5㎞としている。期別や距離も含めて対象者の検討は進める必要があ
る。一方、過去の学校統合での地域との約束した条件や、今後の学校再編で市⺠との合意形成での条
件となる場合があるので、事業継続については慎重に検討する必要がある。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

こ
ど
も
部

学
校
教
育
課

学
務
係

359
要保護・準要保護児童

就学援助事業（小学校）

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

教
育

次
世
代
を
担
う
ひ
と
づ
く
り
の
推
進

非
該
当

こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

-
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①経済的理由で就学困難な
児童・生徒の保護者及び特
別支援学級在籍児童・生徒
の保護者
②就学に要する経費の経済
的負担軽減
③学校納付⾦の滞納がなく
なる

経済的理由によって就学困
難と認められる児童・生徒
の小中学校への就学に要す
る経費を一部支給し就学環
境を支援する。
特別支援学級に就学する児
童・生徒の保護者の経済的
負担を軽減するため、就学
に要する経費を一部支給し
就学環境を支援する。

376
一
般

39,455 36,155 30,089 76.3 92.0 0.3 0.0

制
度
周
知

1 1 1 1 1 100.0
設定不

可
自動計算

就学に必要な事務用品等の一部を援助することで、給食や用品等の購入に対する親子の不安が減少す
ると思われる。今後も就学に必要な支援として継続していく。

- ○ ○ - - - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

こ
ど
も
部

学
校
教
育
課

学
務
係

360 小学校人権教育事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

教
育

次
世
代
を
担
う
ひ
と
づ
く
り
の
推
進

非
該
当

こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

-
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①小学校児童
②児童生徒の人権感覚を健
全に育んでいく
③自分の大切さとともに他
の人の大切さを認める

小学校１・３・５年生と中
学１年生用に「あけぼの」
を購入し、学校に配置して
いる。
人権教育、心を育む教育に
活用する。

377
一
般

679 679 673 99.1 93.0 0.1 0.0

人権教
育事業
の実施
状況

（平均
実施回
数）

14 14 14 11 11 76.4

ｱﾝｹｰﾄで
「学校
へ行く
のが、
とても
あるい
は概ね
楽し

い」と
答えた
児童の
割合

- 95.0 95.4 90.6 91.8

安心して学校生
活を過ごすため
の環境が整えら
れているか、客
観的な視点で計
る

88.1 92.7
人権教育副読本「あけぼの」を通じて、自分も友だちも同じように大切に思う心を育み、いじめを許
さない環境を目指す。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

こ
ど
も
部

学
校
教
育
課

学
務
係

361
生きる力を育む

小学校づくり事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

教
育

次
世
代
を
担
う
ひ
と
づ
く
り
の
推
進

非
該
当

こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

-
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①小学校児童
②お互いの個性を認め合
い、その人らしい生きがい
や人生への夢を持つ
③生きる力を育む

学校が地域に開かれ、地域
に根ざした教育を推進する
ため、子どもたちが地域社
会の年齢や立場の異なる
方々と世代を超えて直接交
わる事業に対して、50万
円を限度に補助⾦を交付す
る。

378
一
般

1,133 1,133 1,133 100.0 94.4 0.1 0.1

補
助
⾦
交
付
回
数

1 1 1 1 1 100.0

ｱﾝｹｰﾄで
「とて
も概ね
授業が
わかり
やす

い」と
答えた
児童の
割合

- 92.0 88.7 91.2 90.6

各学校目標を基
底にすえ、教員
の資質向上や、
新たな教育課題
を達成するた
め。

82.5 89.7 児童の自ら学び，自ら考える力を育成するために、今後も、教員の資質向上を図る。 - ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

こ
ど
も
部

学
校
教
育
課

教
育
総
務
係

362 永明小中学校建設事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

教
育

次
世
代
を
担
う
ひ
と
づ
く
り
の
推
進

非
該
当

教
育
大
綱

令和３年
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①j児童・生徒・教員
②児童、生徒が安全で安心
して学習できる環境を整え
るとともに、地域のコミュ
ニティとして核となる施設
として整備する。
③茅野市ならではの小中一
貫教育の実現。

諏訪地域初となる施設一体
型校舎の建設。

-
一
般

1,104,699 111,702 734,517 66.5 158.0 0.6 0.0

安
全
第
一
の
工
事
監
理

12 12 12 12 12 100.0

スケ
ジュー
ル通り
の無事
故進捗

率

- 100.0 100.0 100.0 100.0
スケジュール通
りの無事故進捗
率

100.0 100.0 令和８年度で事業が完成する。 - ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

こ
ど
も
部

学
校
教
育
課

教
育
総
務
係

363 中学校運営事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

教
育

次
世
代
を
担
う
ひ
と
づ
く
り
の
推
進

非
該
当

こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

-
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①生徒
②生徒の学校生活充実
③生徒が安心して学校生活
を送ること

・学校運営に関わる一般経
費
・部活動指導員の配置

350
一
般

60,323 60,323 54,876 91.0 94.0 0.9 4.1

必
要
な
一
般
備
品
の
把
握

1 1 1 1 1 100.0

授業が
とて

も、あ
るいは
概ね分
かると
答える
児童

- 100.0 - 86.3 88.0

児童へのアン
ケートによる授
業がとても、あ
るいは概ね分か
ると答える児童
の率

91.1 91.1 一般備品の購入や光熱水費により快適な教育環境・学習環境の整備を行う。 - ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）
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直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

こ
ど
も
部

学
校
教
育
課

教
育
総
務
係

364 中学校施設管理事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

教
育

次
世
代
を
担
う
ひ
と
づ
く
り
の
推
進

非
該
当

教
育
大
綱

-
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①生徒、教職員
②生徒及び教職員が快適で
安心、安全な学校生活を送
ること
③生徒及び教職員が安心し
て学校生活を送ることがで
きるよう、快適で安心、安
全な施設を維持することが
出来る。

市内中学校の施設を管理し
ていく中で生じる施設の破
損や故障などの不具合箇所
の補修工事を実施します。
また、施設管理上必要な各
種点検、清掃等の実施。

-
一
般

24,778 24,041 22,270 89.9 146.0 0.3 6.0

学
校
施
設
の
法
定
点
検
の
実
施
率

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

点検漏
れに起
因する
重大事
故の発
生件数

○ 0 0 0 0

生徒及び教職員
が快適で安心、
安全な学校生活
を送れるように
するため。

0 100.0 学校施設を管理する上では、専門業者による定期的な点検及び修繕は必要。 - ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

こ
ど
も
部

学
校
教
育
課

教
育
総
務
係

365 中学校施設整備事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

教
育

次
世
代
を
担
う
ひ
と
づ
く
り
の
推
進

非
該
当

第
一
次
茅
野
市
小
中
学
校
管
理
計
画

-
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①生徒、教職員
②学校施設が健全な状態を
保ち、生徒及び教職員が安
全、安心な学校生活を送る
ことができるようにする。
③学校施設の⻑寿命化を図
るためには、破損等が生じ
た場合の「事後保全」でな
く、破損等が発生する前に
計画的に改修等を行う「予
防保全」を行っていく必要
がある。

・公共施設等総合管理計画
に基づく日常的な定期点検
の実施により、不具合箇所
の早期発見、早期処理を行
う。また、第１次小中学校
管理計画及び公共施設保全
指針に基づく実施計画に基
づき、設備機器の更新工事
を行う。併せて、熱中症予
防のため、教室等に空調設
備の設置を行う

-
一
般

48,743 17,743 47,157 96.7 37.8 0.2 0.0

予
定
工
事
数

5 3 1 6 5 100.0

工事予
定数に
対する
工事実
施率

- 100.0 100.0 100.0 100.0
実施計画に基づ
く改修工事の実

施
100.0 100.0 都市計画課の茅野市公共施設保全指針に基ずく実施計画に基づき、計画的に学校施設の整備を図る。 - ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

こ
ど
も
部

学
校
教
育
課

学
務
係

366 中学校保健事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

教
育

次
世
代
を
担
う
ひ
と
づ
く
り
の
推
進

非
該
当

こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

-
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①生徒及び学校職員
②学校医との連携した健康
診断や健康の維持増、養護
教諭を中心とした学校保健
の充実
③学校保健法に基づき、生
徒及び学校職員の健康保持
増進を図り、学校教育の円
滑な実施する

・生徒を対象に内科検診、
耳鼻科（中学校１年のみ実
施。他はインピーダンス検
査を実施）眼科、⻭科、尿
検査、心電図検査（中学校
１年）、血液検査を実施す
る。
・学校職員を対象に内科検
診、心電図、血液検査、尿
検査、胸部Ｘ線、希望者
（３０歳以上）胃・大腸検
査を実施する。

353
一
般

13,214 12,599 11,439 86.6 86.6 0.5 0.3

健
康
診
断
の
実
施

3 3 3 3 3 100.0 実施率 - 100.0 100.0 100.0 100.0

医師との情報共
有により安全で
適正な健診の実
施

100.0 100.0
自校において当日受診できなかった者が他校あるいは医療機関において確実に受診できるように周知
徹底する必要がある。
また、学校医（特に耳鼻科医）の確保が難しいので、検診の在り方について検討する必要がある。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

こ
ど
も
部

学
校
教
育
課

教
育
総
務
係

367 中学校給食関連事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

教
育

次
世
代
を
担
う
ひ
と
づ
く
り
の
推
進

非
該
当

教
育
大
綱

-
（委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①生徒および保護者
②学校給食を安定した価格
で安全に提供する。
③経費の削減のために、調
理業務を総合サービスに委
託して行っている。献立作
成は担当栄養士が行い、バ
ランスの良いおいしい給食
提供をすることはもちろ
ん、衛生管理の徹底や、ア
レルギー対応食の安全で確
実な給食提供が求められて
いる。

安全で安心な学校給食の提
供を安定的に行う。

-
一
般

90,542 82,214 86,718 95.8 108.9 1.5 0.0

給
食
事
故
防
止
の
栄
養
士
会
開
催
回
数

12 12 12 12 12 100.0

人的ミ
スによ
る給食
への異
物の非
混入率

- 100.0 100.0 98.9 99.7

安心・安全な学
校給食を提供す
すため（給食提
供日数を198日と
して）

99.6 99.6
安全安心な自校給食を守るため、清掃等の委託、補助⾦交付のほか、毎月の栄養士会で異物混入等の
情報共有や再発防止策の検討を行っている。引き続き安全安心な学校給食を守り、事業を行って行
く。

- ○ - - - ○ ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

こ
ど
も
部

学
校
教
育
課

学
務
係

368 中学校教育事務事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

教
育

次
世
代
を
担
う
ひ
と
づ
く
り
の
推
進

非
該
当

こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

-
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①児童生徒
②教育環境の整備
③教育の充実

・教科書、デジタル教材の
購入
・教育環境整備のための負
担⾦支出
・外国人奨学⾦給付

355
一
般

27,223 27,223 26,423 97.1 167.4 0.0 0.0
コ
ス
ト

16,356 15,642 15,214 15,787 26,423 161.5
設定不

可
自動計算 各種大会参加費等の補助⾦については、部活動の地域移行に伴い、見直していく必要がある。 - ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

こ
ど
も
部

学
校
教
育
課

学
務
係

369 中学校情報教育推進事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

教
育

次
世
代
を
担
う
ひ
と
づ
く
り
の
推
進

非
該
当

こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

H30

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①小学校の児童および教員
②ICT教育および校務DXの
推進
③教育の充実

各学校ICT機器のハード
ウェア保守、システムサ
ポート、定期点検、研修会
等のトータルサポート保守
契約。
学校のICT教育環境の整
備。
プログラミング教育の推進
と授業におけるＩＣＴ活用
の促進。

374
一
般

66,131 66,131 64,014 96.8 156.1 0.5 0.6

1校当た
りの保
守およ
び支援
員の相
談又は
訪問回

数

48 72 72 72 72 150.0

導入ソ
フト

ウェア
の利用

率

- 60.0 55.0 60.0 60.0

導入したソフト
ウェアの活用で
学校の情報化と
ICT教育の推進率
が図れるため

65.0 108.3

今年度に校務およびGIGAのシステム等を更新したため、今後5年間の安定的な運用が見込まれる。
特に、ソフトウェア類に関しては、GIGA1期の反省を踏まえて導入したため、より発展したICT教育
の推進を図っていく。また、デジタルへ置き換えることで、紙類などの削減など他事業の予算削減が
期待できるため、学校のDX化を進めていく。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）
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実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

こ
ど
も
部

学
校
教
育
課

教
育
総
務
係

370
中学校教材・理科備品等

購入事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

教
育

次
世
代
を
担
う
ひ
と
づ
く
り
の
推
進

非
該
当

教
育
大
綱

-
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①生徒・教職員
②児童・生徒への教育環境
をよりよい状態に整備する
ため、必要な備品の整備を
行う。
③老朽化した備品の買い換
え、学習指導要領の変更な
ど教育指導上必要な教材備
品の購入を計画的に整備す
る必要がある。

教材備品の適切な出納・保
管・修繕及び処分を図る。
新学習指導要領等に対応し
た教材整備の促進。
子どもたちの確かな学力の
育成を図るため、学校教材
の安定的かつ計画的な整備
の実施。

-
一
般

3,360 2,968 2,780 82.7 83.9 0.4 0.0

要望教
材備品
の購入

率

80.0 64.2 64.5 78.3 40.0 50.0

授業が
とて

も、あ
るいは
概ね分
かると
答える
児童

- 100.0 - 86.3 88.0

児童へのアン
ケートによる授
業がとても、あ
るいは概ね分か
ると答える児童
の率

91.1 91.1 教材備品や理科備品の整備を図ることで、引き続き学習環境の整備を行う。 - ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

こ
ど
も
部

学
校
教
育
課

教
育
総
務
係

371 中学校図書館事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

読
書

こ
こ
ろ
と
こ
と
ば
を
育
て
る
読
書
活
動
の
推
進

非
該
当

教
育
大
綱

-
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①学校・生徒
②学校の地の拠点となる図
書館の読書センター機能、
学習センター機能、情報セ
ンター機能、３つの機能を
高めたい。また読書活動に
より、生徒の読解力や想像
力、思考力、表現力を高め
るとともに、主体的に社会
に参画していくために必要
な知識や教養を身に付けさ
せたい。
③生徒のよりよい読書活動
を推進するため、学校図書
館の充実を図る必要があ
る。

図書の購入、「本とともだ
ちになろう」の配布、図書
館司書の研修

-
一
般

3,355 3,355 3,351 99.9 99.9 0.0 4.0

図
書
館
利
用
率
向
上
の
た
め
の
学
校
司
書
会
の
回

数 12 12 12 12 12 100.0

年間貸
出冊数
（／
人）

- 29 29 24 24

多くの生徒に本
を読んでもらう
ため、近年（R4)
の最大値を目標
とする。

29 101.1 読書教育に力を入れている茅野市として引き続き本の充実を図る。 - ○ - ○ - - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

こ
ど
も
部

学
校
教
育
課

学
務
係

372 中学校英語教育支援事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

教
育

次
世
代
を
担
う
ひ
と
づ
く
り
の
推
進

非
該
当

こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

H26
（委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

 ①市内小学校児童
② 言語を用いてコミュニ
ケーションを図ることの大
切さを知る
③友達と外国語をつかった
てコミュニケーションを図
る楽しさを体験する

小学校に外国語指導助手を
派遣する。（３校ごとに外
国語指導助手１名・日本語
講師１名で対応）
英語教育・外国語活動推進
委員会を開催する。

359
一
般

19,833 19,833 19,833 100.0 100.0 0.2 0.0

英
語
教
育
・
外
国
語
活
動
推
進
委
員
会

を
開
催

3 3 3 3 3 100.0

英語の
アウト
プット
機会の
充実

（回数/
学校）

- 1 1 1 1

簡単な考え方な
どを理解したり
伝えあったりす
るコミュニケー
ションを図る資
質・能力を育成
する。

2 200.0
派遣会社を通じてALTを学校に配置しているが、退職等により、年度途中でのALTの入れ替わりがあ
る。生徒が新しいALTに慣れるなど、再構築が必要になる。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

こ
ど
も
部

学
校
教
育
課

学
務
係

373
遠距離児童通学支援事業

（中学校）

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

教
育

次
世
代
を
担
う
ひ
と
づ
く
り
の
推
進

非
該
当

こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

ｓ57
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①遠距離通学生徒の保護者
②通学にかかる経済的負担
軽減
③通学に要する費用の補助

通学距離が補助基準距離を
超える場合に、補助⾦を交
付する。

360
一
般

8,370 8,370 7,990 95.5 116.5 0.2 0.0

補
助
⾦
交
付
回
数

3 3 3 3 3 100.0
設定不

可
自動計算

遠距離通学者の基準は、国では小学生４km中学生６㎞としているが、当市では小学生夏期４㎞冬期
３km 中学生夏季4.5km冬期3.5㎞としている。期別や距離も含めて対象者の検討は進める必要があ
る。一方、過去の学校統合での地域との約束した条件や、今後の学校再編で市⺠との合意形成での条
件となる場合があるので、事業継続については慎重に検討する必要がある。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

こ
ど
も
部

学
校
教
育
課

学
務
係

374
要保護・準要保護児童

就学援助事業（中学校）

非
該
当

教
育

次
世
代
を
担
う
ひ
と
づ
く
り
の
推
進

非
該
当

こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

-
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①経済的理由で就学困難な
児童・生徒の保護者及び特
別支援学級在籍児童・生徒
の保護者
②就学に要する経費の経済
的負担軽減
③学校納付⾦の滞納がなく
なる

経済的理由によって就学困
難と認められる児童・生徒
の小中学校への就学に要す
る経費を一部支給し就学環
境を支援する。
特別支援学級に就学する児
童・生徒の保護者の経済的
負担を軽減するため、就学
に要する経費を一部支給し
就学環境を支援する。

361
一
般

37,839 34,516 28,729 75.9 94.0 0.3 0.0

制
度
周
知

1 1 1 1 1 100.0
設定不

可
自動計算

就学に必要な事務用品等の一部を援助することで、給食や用品等の購入に対する親子の不安が減少す
ると思われる。今後も就学に必要な支援として継続していく。

- ○ ○ - - - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

こ
ど
も
部

学
校
教
育
課

学
務
係

375 中学校人権教育事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

教
育

次
世
代
を
担
う
ひ
と
づ
く
り
の
推
進

非
該
当

- -
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市内中学校生徒
②児童生徒の人権感覚を健
全に育んでいく
③自分の大切さとともに他
の人の大切さを認める

毎年小学校１・３・５年生
と中学１年生に「あけぼ
の」を購入し、児童生徒と
先生（指導用）に配布。
人権教育、心を育む教育に
活用する。

377
一
般

361 361 331 91.7 99.4 0.1 0.0

人権教
育事業
の実施
状況

（平均
実施回
数）

10 6 10 10 10 98.0

ｱﾝｹｰﾄで
「学校
へ行く
のが、
とても
あるい
は概ね
楽し

い」と
答えた
生徒の
割合

- 90.0 87.1 83.9 87.9

安心して学校生
活を過ごすため
の環境が整えら
れているか、客
観的な視点で計
る

92.6 102.9
人権教育副読本「あけぼの」を通じて、自分も友だちも同じように大切に思う心を育み、いじめを許
さない環境を目指す。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）
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う
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（
人
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正
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・
再
任
用
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人
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以
外

R
４

R
５

R
6
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事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％
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達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

こ
ど
も
部

学
校
教
育
課

学
務
係

376
生きる力を育む

中学校づくり事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

教
育

次
世
代
を
担
う
ひ
と
づ
く
り
の
推
進

非
該
当

- -
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市内中学校生徒
②お互いの個性を認め合
い、その人らしい生きがい
や人生への夢を持つ
③生きる力を育む

学校が地域に開かれ、地域
に根ざした教育を推進する
ため、子どもたちが地域社
会の年齢や立場の異なる
方々と世代を超えて直接交
わる事業に対して、50万
円を限度に補助⾦を交付す
る。

363
一
般

600 600 600 100.0 99.5 0.1 0.1

補
助
⾦
交
付
回
数

1 1 1 1 1 100.0

ｱﾝｹｰﾄで
「授業
がとて
も、あ
るいは
概ね、
分か

る」と
答えた
生徒の
割合

- 90.0 89.8 86.3 88.0

各学校目標を基
底にすえ、教員
の資質向上や、
新たな教育課題
を達成するた
め。

76.0 84.4 生徒の自ら学び，自ら考える力を育成するために、今後も、教員の資質向上を図る。 - ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

こ
ど
も
部

学
校
教
育
課

教
育
総
務
係

377 中学校台湾交流事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

教
育

次
世
代
を
担
う
ひ
と
づ
く
り
の
推
進

非
該
当

教
育
大
綱

-
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①学校・生徒
②国際感覚を養うとともに
英語学習の意欲を高めた
い。
③平成２４年に観光、教育
交流に関して台湾高雄市と
⻑野県が覚書を締結。これ
を機に茅野市として観光面
でインバウンド事業を推進
する中で、教育面において
も茅野市との交流に期待を
示す高雄市の４中学校と平
成２７年１月に姉妹校提携
を締結した。深い絆の国際
交流を目指し、当事業を推
進するものである。

2015年１月に姉妹校提携
を結んだ台湾高雄市との学
校交流を進めることで、英
語教育の充実を図るととも
に、国際感覚を学び、併せ
て生徒同士の親交を深め
「たくましく、やさしい、
夢のある子ども」を育てる
教育につなげ、茅野市の特
色ある教育の一つにしてい
く。

-
一
般

92 92 69 75.0 21.5 0.1 0.0

交
流
回
数

1 1 1 1 1 100.0

姉妹都
市交流
の満足

度

- 80.0 - - -

台湾姉妹校締結
学校が来日した
時の交流内容・
生徒絵への影響
についての教員
へのアンケート
による満足度

- -
現在は茅野市からの渡航は行っていませんが、台湾の学生の受入を行っています。
学生・教員への良い影響がどの程度あるのかを把握し、事業の継続性を考える必要があります。

- ○ ○ - - ○ ○

Ｄ

（廃
止
検
討

）

こ
ど
も
部

幼
児
教
育
課

幼
児
教
育
係

378 私立幼稚園支援事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

子
育
て

子
ど
も
・
家
庭
へ
の
支
援
の
充
実

非
該
当

こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

―

（直
営
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

法
定
受
託

①・幼稚園に通う児童及び
保護者。
②・市内の児童が幼稚園に
通う際の費用が無償化に
なったことによる幼稚園に
対する国・県・市の給付費
の交付。
③・教育を受ける機会の拡
大
 ・幼稚園に通わせる保護
者の経済的負担の軽減

幼児教育の無償化により、
市内の児童が通う幼稚園に
対して、国・県・市の給付
費を交付する事業。

-
一
般

1,851 464 1,410 76.2 92.5 0.3 0.0
コ
ス
ト

2,468 1,234 1,619 1,524 1,410 57.1 自動計算
・幼稚園に通う児童の減少による補助⾦額の減少。

- - ○ - - - -

Ａ

（継
続
可

）

生
涯
学
習
部

生
涯
学
習
課

生
涯
学
習
係

379 生涯学習一般経費事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

生
涯
学
習

「
い
つ
で
も

」
、

「
ど
こ
で
も

」
、

「
だ
れ
で
も

」
学
べ
る
環
境
づ
く
り

非
該
当

教
育
大
綱

生
涯
学
習
推
進
指
針

社
会
教
育
推
進
計
画

S35
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②教育文化振興のため、社
会教育の充実
③多様化する学習活動の一
助を担っている

・社会教育推進のための計
画や会議費等の負担
・小中学生の諏訪地域の公
立博物館への無料パスポー
トシールの作成
・社会教育施設の可燃物収
集業務委託
・諏訪地区社会教育委員連
絡協議会負担⾦
・後援・共催事務
・学校開放施設の利用受
付、団体登録
・埋蔵文化財包蔵地申請取
次

382
一
般

973 973 872 89.6 133.95 1.8 0.0

社
会
教
育
委
員
の
会
議
の
開
催
数

3 3 3 4 5 166.7

社会教
育委員
の研修
等への
参加延
べ人数

- 24 9 10 19
社会教育委員の
半数が参加（年6
回×4人）

3 12.5

・社会教育法第15条で市町村に社会教育委員を置くことができるとあるが、同法13条に社会教育関
係団体に対し補助⾦を交付する場合、社会教育委員の会議の意見を聴いて行わなければならないとあ
るため、実質補助⾦を交付している場合は必置。
・社会教育委員は何をするのか、役割について考える必要がある。

- ○ - - ○ - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

生
涯
学
習
部

生
涯
学
習
課

生
涯
学
習
係

380 成人祝賀事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

文
化
・
芸
術

地
域
文
化
の
創
造
と
文
化
芸
術
活
動
の

推
進

非
該
当

- 不明
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①新成人
②二十歳の節目を祝い励ま
す
③新成人の祝賀

式典の開催 -
一
般

589 589 436 74.0 95.82 0.2 0.0

新
成
人
へ
の
周
知

700 757 682 711 691 98.7
新成人
の出席

率
- 0.7 0.6 0.6 0.6

出席者/対象者×
１００

0.6 97.5
・市⺠館の利用料値上げにより、来年度以降は若⼲の予算増が見込まれる。
・この事業は何を目的にしているのかを明確にする必要がある。

- ○ ○ - - ○ ○

Ｄ

（廃
止
検
討

）

生
涯
学
習
部

生
涯
学
習
課

生
涯
学
習
係

381 男女共同参画推進事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

共
生
社
会

男
女
共
同
参
画
の
推
進

推
進

男
女
共
同
参
画
計
画

H22
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②男女が性にとらわれずそ
れぞれの特性・個性・能力
を発揮し、いきいきとくら
すことのできる社会の実現
③男女共同参画社会の実現

・男女共同参画の啓発（川
柳）
・はつらつ事業所認定
・地域コミュニティにおけ
る女性の活躍のための環境
整備の調査、分析

-
一
般

631 631 339 53.7 80.0 0.4 0.0

男
女
共
同
参
画
推
進
大
会
開
催
回
数

1 1 1 1 1 100.0

男
女
共
同
参
画
推
進
大
会
参
加
者
数

- 200 234 35 307
「男女共同参画
をテーマにした
川柳」応募者数

154 77.0
・活動の意味・目的・成果の検証・分析が行われず、毎年同じ取組を継続している。
・これまでの活動の検証、分析を行う。
・市における課題とアプローチ先を再設定する。

- ○ ○ - - - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）



（０） （１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８） （９） （10） （11） （12） （13） （14） （15） （16） （17） （18） （19） （20） （21） （22） （23） （24） （25） （26） （27） （28） （29） （30）（31）-1（31）-2（32） （33） （34） （35） （36） （37） （38） （39） （40） （41） （42） （43） （44） （45） （46） （47）

直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

生
涯
学
習
部

生
涯
学
習
課

生
涯
学
習
係

382 ロングモント交流事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

共
生
社
会

多
文
化
共
生
の
ま
ち
づ
く
り
の
推
進

非
該
当

多
文
化
共
生
・
国
際
交
流
推
進
計
画

H3

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①姉妹都市間の交流を深め
る
②生徒の国際感覚や自主
性・協調性を育む

・ロングモント市への中高
生の派遣
・ロングモント市からの派
遣生徒の受入れ
・姉妹都市交流の促進

-
一
般

5,010 5,010 4,183 83.5 299.0 0.6 0.0

交
流
行
事
の
開
催
回
数

7 0 7 8 7 100.0

交流行
事への
参加者

数

- 80 0 61 71

ウェルカムパー
ティー等への参
加者数（ロング
モント市関係
者、ホストファ
ミリー）

56 70.0
・渡航費の高騰により参加家庭への負担が大きい。参加機会の格差が生じている。市全体への波及効
果が薄い。
・市全体へフィードバックする方法の検討、参加機会格差の改善支援策の検討

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

生
涯
学
習
部

生
涯
学
習
課

生
涯
学
習
係

383 生涯学習講座関連事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

生
涯
学
習

「
い
つ
で
も

」
、

「
ど
こ
で
も

」
、

「
だ

れ
で
も

」
学
べ
る
環
境
づ
く
り

非
該
当

教
育
大
綱

生
涯
学
習
推
進
指
針

社
会
教
育
推
進
計
画

H1
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①児童・生徒、教師
②生涯学習のまちづくり推
進のため、個性豊かな地域
づくりを目指す。また児童
生徒の「生き抜く力」を養
う
③生涯学習事業を通じた、
市⺠の自己充足と市⺠力の
向上。偏見や差別をなく
し、あらゆる差別を許さな
い、相互理解に立った人間
性豊かな社会。多様化する
学習要求に対し、学び、表
現できるまちづくりを担う

・開かれた学校づくり
・読書教育研究授業
・教職員読書研修
・人権教育研修
・早寝早起き朝ごはんの啓
発
・家庭教育学級共催事業

-
一
般

1,402 1,402 1,186 84.6 181.9 0.6 0.1

学
校
開
放
講
座
・
開
か
れ
た
学
校
づ
く
り

講
座
開
催
数

70 56 74 61 52 74.3

学
校
開
放
講
座
・
開
か
れ
た
学
校
づ
く
り

講
座
参
加
者
数

- 10,400 2,621 3,626 5,733 参加者数 5,461 52.5
・家庭教育事業は主旨との関連が薄いと見受けられるものが多かったことから、令和８年度に留意喚
起した。

- ○ - - ○ - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

生
涯
学
習
部

生
涯
学
習
課

生
涯
学
習
係

384
小泉山体験の森整備活用

事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

生
涯
学
習

郷
土
の
自
然
・
文
化
や
歴
史
に
触
れ

、
科
学
に
親
し

む
機
会
の
充
実

非
該
当

教
育
大
綱

生
涯
学
習
推
進
指
針

社
会
教
育
推
進
計
画

H16

（直
営
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②子どもたちの自然体験の
場、また祖⽗⺟世代や親子
など異年齢での自然とのふ
れあいの場、地域の人たち
とのふれあいの場とする
③地域の市⺠力、教育力の
向上により、⻘少年の学
習・社会活動への参加が促
進される。
なお、小泉山体験の森創造
委員会は任意の市⺠活動団
体である。団体がその掲げ
た目的に沿って主体的に事
業を展開する。市は団体の
自立を促し、その活動を伴
走支援するものである。

「小泉山体験の森創造委員
会」と行政がパートナー
シップの理念と手法により
整備活用事業を展開し、地
域の教育力を活用し、事業
の推進を図る

388
一
般

440 440 440 100.0 81.5 0.1 0.0

小
泉
山
を
活
用
し
た
イ
ベ
ン
ト
開
催
数

7 7 8 8 5 71.4
山開き
参加者

数
- 300 200 250 250 山開き参加者数 200 66.7

・評価時点で市が事務局を担っている状況が続いており、繰越⾦が非常に多い。
・他の市⺠活動団体と比較して市職員の関わりが厚く、公平でない。
・団体として独立した運営ができるよう引き続き支援する。期限を区切り、独立できるよう取組を進
める。あるいは、廃止について協議が必要。

- ○ - - ○ ○ ○

Ｄ

（廃
止
検
討

）

生
涯
学
習
部

生
涯
学
習
課

生
涯
学
習
係

385
多留姫文学自然の里整備

活用事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

生
涯
学
習

郷
土
の
自
然
・
文
化
や
歴
史
に
触
れ

、
科
学
に
親
し
む

機
会
の
充
実

非
該
当

教
育
大
綱

生
涯
学
習
推
進
指
針

社
会
教
育
推
進
計
画

H17

（直
営
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②子どもたちの自然体験の
場、また祖⽗⺟世代や親子
など異年齢での自然とのふ
れあいの場、地域の人たち
とのふれあいの場とする
③地域の市⺠力、教育力の
向上により、⻘少年の学
習・社会活動への参加が促
進される。
なお、多留姫文学自然の里
創造委員会は任意の市⺠活
動団体である。団体がその
掲げた目的に沿って主体的
に事業を展開する。市は団
体の自立を促し、その活動
を伴走支援するものであ
る。

「多留姫文学自然の里創造
委員会」と行政がパート
ナーシップの理念と手法に
より整備活用事業を展開
し、地域の教育力を活用
し、事業の推進を図る

387
一
般

375 375 374 99.7 78.9 0.1 0.0

米
作
り
イ
ベ
ン
ト
開
催
数

5 5 5 5 4 80.0

神田も
ち米づ
くりに
参加す
る子ど
もの増

- 25 不明 19 20
子どもの平均参
加者数

15 60.0

・評価時点で市が事務局を担っている状況が続いており、繰越⾦が非常に多い。
・他の市⺠活動団体と比較して市職員の関わりが厚く、公平でない。
・行財政改革の団体として独立した運営ができるよう引き続き支援する。期限を区切り、独立できる
よう取組を進める。あるいは、廃止について協議が必要。

- ○ - - ○ ○ ○

Ｄ

（廃
止
検
討

）

生
涯
学
習
部

生
涯
学
習
課

生
涯
学
習
係

386
文化芸術振興一般経費事

業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

文
化
・
芸
術

地
域
文
化
の
創
造
と
文
化
芸
術
活
動
の

推
進

推
進

文
化
芸
術
推
進
計
画

-
（交付
先）

補助等

自治
（あ
り）

①出展者および鑑賞者
②文化芸術事業の振興を図
るために公募展を共催し多
くの市⺠に興味・関心を
持ってもらう。
③多くの地域住⺠が美術に
触れられる

・文化芸術推進計画
・諏訪美術展、⻑野県美術
展の茅野市教育委員会共催
負担⾦
・行政アドバイザー
・八ヶ岳ロープウェイ無料
申請
・伝統文化親子教室（文化
庁補助申請）

-
一
般

855 855 855 100.0 407.1 0.4 0.0

美
術
公
募
展
開
催
数

2 2 2 2 2 100.0

美
術
展
へ
の
参
加
者
数

- 6,000 5,964 6,094 5,330 美術展入場者数 2,259 37.7

・美術展は市⺠団体が自主的に実施しているもので実施内容等市が決定できるものではない。また、
美術展は生涯学習の発表の場としてふさわしいものだが、現状のものが将来にわたって文化芸術の再
生産に資するものかどうか判断が難しい。
・諏訪６市町村の人口割で負担⾦が定められており、当市の一存で負担⾦の変更が困難である。
・毎年度、負担⾦の額の根拠を精査する。

- ○ - - ○ - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）



（０） （１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８） （９） （10） （11） （12） （13） （14） （15） （16） （17） （18） （19） （20） （21） （22） （23） （24） （25） （26） （27） （28） （29） （30）（31）-1（31）-2（32） （33） （34） （35） （36） （37） （38） （39） （40） （41） （42） （43） （44） （45） （46） （47）

直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

生
涯
学
習
部

生
涯
学
習
課

生
涯
学
習
係

387 市⺠館事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

文
化
・
芸
術

地
域
文
化
の
創
造
と
文
化
芸
術
活
動
の

推
進

最
重
点

文
化
芸
術
推
進
計
画

H17
（委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②地域の文化芸術の拠点で
ある茅野市⺠館の安定的な
運営を図る。
②各種催事を開催し鑑賞や
創造機会の拡大につなげ
る。
③市⺠館機能の維持、⻑寿
命化。文化芸術に対する意
識、関心を高める。

・茅野市⺠館の運営の指定
管理協定及び運営状況モニ
タリング
・茅野市⺠館建物の営繕及
び工事
・アウトリーチ事業によ
る、市⺠館に来ない（来ら
れない）人への文化・芸術
の推進アプローチ

392
一
般

306,588 299,480 255,849 83.5 89.2 0.6 0.0

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
数

12 12 12 12 12 100.0
市⺠館
の入場
者数

- 150,000 91,120 122,167 127,426

年
間
の
入
場
者
数

151,423 100.9

・行財政改革における譲渡、売却、複合化の検討を進める必要がある。
・運営コストが増加傾向にあるため、運営の内容に関しても次期指定管理期間を見据えて、整理する
必要がある。
・次期指定管理に向けた、管理運営計画の再検討。
・建築後20年を越えた施設の改修計画の策定及び改修実施。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

生
涯
学
習
部

生
涯
学
習
課

生
涯
学
習
係

388 美術館事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

文
化
・
芸
術

地
域
文
化
の
創
造
と
文
化
芸
術
活
動
の

推
進

推
進

文
化
芸
術
推
進
計
画

S55
（委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②貴重な美術品や関連資料
を適正に収集・保存し調査
研究を行い、後世に残す。
②各種展示会を開催し鑑賞
や創造機会の拡大につなげ
る。
③文化芸術に対する意識、
関心を高める。

・美術品寄附等検討委員会
による寄附受け入れの検討
・常設展、企画展の開催
・美術品の修繕
・⽮崎⻁夫美術館

391
一
般

1,891 1,891 1,645 87.0 84.4 0.0 0.0

美
術
品
寄
附
等
検
討
委
員
会
の
開
催

1 1 3 1 1 100.0

美術館
収蔵作
品展の
の入館
者数

- 6,500 10,803 12,069 13,663

年
間
の
入
館
者
数

13,716 211.0

・行財政改革における譲渡、売却、複合化の検討を進める必要がある。
・運営コストが増加傾向にあるため、運営の内容に関しても次期指定管理期間を見据えて、整理する
必要がある。
・美術館の運営に関しては、⻑年指定管理をしているため、市職員にノウハウがない。
・次期指定管理に向けた、管理運営計画の再検討。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

生
涯
学
習
部

生
涯
学
習
課

生
涯
学
習
係

389 芸術鑑賞講座事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

文
化
・
芸
術

地
域
文
化
の
創
造
と
文
化
芸
術
活
動
の

推
進

最
重
点

文
化
芸
術
推
進
計
画

H12
（委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①小中学生
②全児童・生徒に芸術体験
を届ける
③子どもたちの芸術体験格
差を縮め、感性や創造性を
育む

・優良芸術鑑賞会（全小中
学校で音楽／演劇の鑑賞を
実施する）
・学校招待公演（市⺠館主
催）

391
一
般

4,097 4,097 4,097 100.0 90.3 0.3 0.0

打
合
せ
会
開
催
数

2 2 2 2 2 100.0
芸術鑑
賞講座
鑑賞率

- 1.0 - - 0.9

鑑
賞
者
数
/
対
象
者
数

0.9 98.1
・優良芸術鑑賞事業においては、原村もその受益者であるが、事務はすべて茅野市が行っているとい
う不公平がある。
・事務負担⾦を原村からもらうか、茅野市単独で事業を行うことについて協議する。

- ○ - - - ○ ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

こ
ど
も
部

こ
ど
も
課

こ
ど
も
係

390 ⻘少年教育一般事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

子
育
て

非
該
当

非
該
当

３
次
茅
野
市
こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

（ど

−
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

① 市内の０〜１８才及び
保護者
② 若者の健全な成⻑と主
体性の向上を促す
③ 自主性・社会性や健全
な倫理観を持った豊かな人
間性の若者を育む

・会計年度任用職員人件費
・団体への負担⾦

-
一
般

1,505 1,505 1,451 96.4 78.4 0.2 0.2
コ
ス
ト

1,925 546 1,432 1,850 1,451 75.4
設定不

可
自動計算 負担⾦の内容と⾦額の精査 ○ ○ - - - ○ -

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

こ
ど
も
部

こ
ど
も
課

こ
ど
も
係

391 どんぐりプラン推進事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

子
育
て

非
該
当

非
該
当

３
次
茅
野
市
こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

（ど

H15
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

① 市⺠
② 計画の推進
③ 計画の見える化、自分
ごと化

・進捗確認による計画の進
行管理
・各地区への地域子育て補
助⾦の交付

-
一
般

1,216 1,216 1,131 93.0 117.7 0.3 0.0

こ
ど
も
・
家
庭
応
援
会
議
の
実
施

2 3 4 2 2 100.0

子育
て・教
育分野
の満足
度向上

- 4.0 項目なし 3.0 未公表

より良い子育て
環境となってい
るか、客観的に
捉えられる指標
のため。

未実施 -
こども部のあり方の検討を行うとともに、計画策定について、福祉計画と一緒に考えていく。
アウトカム指標については、どんぐりプランの策定に合わせて実施するアンケート等で継続した数値
が取りにくいため、市⺠意識調査の指標に変更していくか、継続してアンケートを行うか要検討。

○ ○ - - - - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

こ
ど
も
部

こ
ど
も
課

こ
ど
も
係

392 少年育成センター事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

子
育
て

非
該
当

非
該
当

３
次
茅
野
市
こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

（ど

Ｓ５０
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

① 市内の０〜１８才及び
保護者
② 若者の健全な成⻑と主
体性の向上を促す
③ 自主性・社会性や健全
な倫理観を持った豊かな人
間性の若者を育む

（活動休止中）
・県連絡協議会への負担⾦

-
一
般

22 22 10 45.5 16.3 0.1 0.0
コ
ス
ト

105 98 145 61 22 21.0
設定不

可
自動計算

活動休止中の育成委員会廃止の検討。
県連絡協議会の脱退の検討。

○ ○ ○ - - - ○

Ｄ

（廃
止
検
討

）
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直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

こ
ど
も
部

こ
ど
も
課

こ
ど
も
係

393 子ども会育成会支援事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

子
育
て

非
該
当

非
該
当

３
次
茅
野
市
こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

（ど

Ｈ３１
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

① 市内の０〜１８才及び
保護者
② 若者の健全な成⻑と主
体性の向上を促す
③ 自主性・社会性や健全
な倫理観を持った豊かな人
間性の若者を育む

単位子ども会育成会の活動
継続を支援する活動費の補
助

-
一
般

300 300 100 33.3 0.0 0.4 0.0

情
報
紙
の
発
行

3 1 1 1 1 33.3
設定不

可
自動計算

現状は事務局（行政）からのアクションで動いている。主体は常任理事であるため、自立運営の検討
をする。育成部会（CLC）を継続していくのか等の検討も必要。

○ ○ ○ - - ○ ○

Ｄ

（廃
止
検
討

）

こ
ど
も
部

こ
ど
も
課

こ
ど
も
係

394
少年リーダー育成研修事

業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

子
育
て

非
該
当

非
該
当

３
次
茅
野
市
こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

（ど

Ｈ６
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

① 地区のこども
② 主体的に活動するこど
もの育成
③ こどもの社会性向上と
地域コミュニティの活性化

ジュニアリーダー養成コー
スの実施

-
一
般

161 161 48 29.8 46.63 0.3 0.0

ジ

ュ
ニ
ア
リ

ー
ダ

ー
養
成
コ

ー
ス
の
実

施 1 1 1 1 1 100.0

リー
ダース
クラブ
員数

- 80 12 8 5

養成コースの受
講を経て、事業
に共感し参加者
から主催者へと
意識変容が起
こって、入会し
活動するため。

4 5.0
リーダースクラブ、ジュニアリーダーの減少に伴い、活動の継続が難しくなってきている。人数が少
ない中で、今後の活動をどのようにしていくのかを茅子連やシニアリーダーからも意見を聞きながら
検討していく。

○ ○ ○ ○ ○ - ○

Ｄ

（廃
止
検
討

）

こ
ど
も
部

こ
ど
も
課

こ
ど
も
館

395
こども館ＣＨＵＫＯ

ランドチノチノ運営事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

子
育
て

居
場
所
づ
く
り
の
推
進

非
該
当

３
次
茅
野
市
こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

（ど

H14
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①中学生、高校生及び同世
代の若者
②中高生の居場所づくりの
推進
③中高生が中高生同士や地
域とつながり、主体的に考
え活動することができる

・中高生及び相当年齢の若
者が安心して過ごせる居場
所の提供
・地域イベントへの参加な
ど、中高生が地域とつなが
る拠点となるような支援

なし
一
般

264 264 219 83.0 61.3 1.1 1.8

居
場
所
ス
タ

ッ
フ
研
修

12 12 12 12 12 100.0
利用者

数
- 10,000 3,994 7,429 10,374

安心して過ごせ
る居場所の提供
を図るための指
標として適して
いるから

9,888 98.9
こども運営委員の主体的な活動が少なく、利用する子どもたちの関心も低下している現状。中高生が
主体的に考え活動できる場であることへの認識や周知が必要。チノチノと地域のつながる機会が少な
かったため、大人サポート委員などを通じて繋がりを作っていく。

- ○ - - - ○ ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

こ
ど
も
部

こ
ど
も
課

こ
ど
も
係

396
どんぐりネットワーク

茅野活動支援事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

子
育
て

非
該
当

非
該
当

３
次
茅
野
市
こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

（ど

H15
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

① 市⺠
② どんぐりネットワーク
茅野が主体的にかつどうす
る
③ どんぐりネットワーク
茅野の活動が活発になる

どんぐりネットワーク茅野
との連携、活動費支援

-
一
般

200 200 0 0.0 0.0 0.3 0.0

幹
事
会
の
開
催

4 3 4 4 2 50.0

子育
て・教
育分野
の満足
度向上

- 4.0 項目なし 3.0 未公表

より良い子育て
環境となってい
るか客観的に捉
えられる指標で
あるため。

未実施 -
団体の自立運営の推進と組織の新陳代謝が必要。。
茅野市こども・家庭応援計画（どんぐりプラン）推進ネットワーク委員会（＝どんぐりネットワーク
茅野）と、こども・家庭応援会議の役割と位置づけに重なる部分があり、再確認が必要。

○ ○ ○ - - ○ ○

Ｄ

（廃
止
検
討

）

こ
ど
も
部

こ
ど
も
課

こ
ど
も
係

397
家庭情報モラルアップ

推進事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

子
育
て

非
該
当

非
該
当

３
次
茅
野
市
こ
ど
も
・
家
庭
応
援
計
画

（ど

H30
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

① こども及び保護者
② こども及び保護者が理
解して安全に情報と情報機
器を利用する
③ 情報と情報機器の活用
に関する知識を得て、適切
に利用する

情報及び情報機器の活用に
関する講演会、研修会等の
実施や啓発物の配布

-
一
般

208 208 65 31.3 0.0 0.0 0.0

講
演
会
等
や
啓
発
活
動
の
実
施

1 0 1 0 1 100.0
設定不

可
自動計算 ニーズの調査や代替手段の可能性を確認する。 ○ ○ ○ - - ○ ○

Ｄ

（廃
止
検
討

）

生
涯
学
習
部

文
化
財
課

考
古
館
係

398
⻘少年自然の森管理運営

事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

教
育

育
ち
と
学
び
を
つ
な
げ
る
取
組
の
推
進

非
該
当

教
育
大
綱

H4
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

① 来場者
② 来場者が安全かつ快適
に利用できる環境を整える
③ 施設とその周辺の日常
点検と消防設備や電気設備
等の定期点検を行い、改善
箇所の早期把握と計画的な
改修の実施。

開館日の施設内の巡回点検 432
一
般

5,487 2,250 4,653 84.8 82.5 0.2 1.8

巡
回
点
検
実
施
率

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
巡回点
検実施

率
- 100.0 100.0 100.0 100.0

来場者の安全の
ため

100.0 100.0
新規団体利用を増やすため、利用ルールを見直す。利用者が快適に過ごせるよう、設備の不具合は早
急に修繕する。

- ○ - - - ○ -

Ｂ

（改
善
検
討

）



（０） （１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８） （９） （10） （11） （12） （13） （14） （15） （16） （17） （18） （19） （20） （21） （22） （23） （24） （25） （26） （27） （28） （29） （30）（31）-1（31）-2（32） （33） （34） （35） （36） （37） （38） （39） （40） （41） （42） （43） （44） （45） （46） （47）

直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

市
⺠
環
境
部

生
涯
学
習
課

中
央
公
⺠
館

399 公⺠館運営事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

生
涯
学
習

「
い
つ
で
も

」
、

「
ど
こ
で
も

」
、

「
だ
れ
で
も

」
学
べ
る
環
境
づ
く
り

最
重
点

教
育
大
綱

S33
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②社会教育関係団体、公⺠
館専門委員の活動支援。
③生涯学習の拠点施設の運
営により、市⺠へ学習の機
会と場を提供することがで
きる。

・公⺠館運営審議会、公⺠
館専門委員会の開催
・県、郡公⺠館協議会への
参加

ー
一
般

2,385 2,385 2,232 93.6 106.74 0.7 2.2

社
会
教
育
関
係
団
体
新
規
登
録
数

5 3 6 4 4 80.0

中央公
⺠館年
間利用
者数

- 50,000 31,376 36,973 40,626 年間利用者数 44,948 89.9
中央公⺠館と市⺠活動センターがそれぞれ支援している公⺠館活動と市⺠活動への支援の効果的な連
携の仕組みを検討する。
市⺠活動センターとの施設、機能の統合について検討する。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

市
⺠
環
境
部

生
涯
学
習
課

中
央
公
⺠
館

400 公⺠館施設管理事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

生
涯
学
習

「
い
つ
で
も

」
、

「
ど
こ
で
も

」
、

「
だ
れ
で
も

」
学
べ
る
環
境
づ
く
り

非
該
当

教
育
大
綱

S33
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②施設の維持管理
③利用者が安全良好に使用
できる。

建物、設備、備品等の維
持、管理、補修、更新

ー
一
般

16,376 14,443 15,015 91.7 77.81 0.3 0.1

施
設
の
巡
回
・
点
検

2 2 2 2 2 100.0

公⺠館
施設の
修繕・
改修率

- 100.0 ー ー ー
対処数/修繕必要
箇所数

75.0 75.0
施設の老朽化により、予測できない故障の発生や大規模な修繕が必要となってくることが懸念され
る。
公⺠館活動と市⺠活動への支援の一本化を検討していく中で、施設の方向性についても検討する。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

市
⺠
環
境
部

生
涯
学
習
課

中
央
公
⺠
館

401 公⺠館報発行事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

生
涯
学
習

「
い
つ
で
も

」
、

「
ど
こ
で
も

」
、

「
だ
れ
で
も

」
学
べ
る
環
境
づ
く
り

最
重
点

教
育
大
綱

S33
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②・公⺠館活動の市⺠への
周知
・学習情報の提供
・地域課題や生活課題の掘
り起こし
③公⺠館活動について周知
することにより、多くの市
⺠が公⺠館活動へ積極的に
参加することができる。

・公⺠館活動について市⺠
へ周知すると共に、地区館
や分館活動及び住⺠への学
習情報の提供
・生活課題・地域課題など
の調査・提唱等。
・市⺠の公⺠館活動への参
加募集。

ー
一
般

3,482 3,481 3,385 97.2 91.77 0.3 0.0

館
報
発
行
回
数

12 12 12 12 12 100.0
講座へ
の参加

率
- 65.0 82.0 79.0 76.0

公⺠館報情報に
よる参加者/講座
アンケート回答
者

58.5 90.0
紙面内容が講座のお知らせや募集記事が多くなっており、地域づくりや地域課題解決に資する内容を
より充実させていく必要がある。
広報ちのとの統合について検討する。

- ○ - ○ - - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

市
⺠
環
境
部

生
涯
学
習
課

中
央
公
⺠
館

402 公⺠館講座事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

生
涯
学
習

「
い
つ
で
も

」
、

「
ど
こ
で
も

」
、

「
だ
れ
で
も

」
学
べ
る
環
境
づ
く
り

最
重
点

教
育
大
綱

-
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②「いつでも どこでも
だれでも学べる」を公⺠館
活動の基本として、市⺠の
様々な学習要求に応える。
③・市について学ぶことで
愛着を深める。
・地域課題を掘り起こし解
決方法を模索する。
・生涯学習や芸術文化の振
興

教養、趣味、技術、地域課
題・生活課題等の幅広い学
習講座の開講

ー
一
般

745 570 645 86.6 62.68 0.5 0.4

新
規
講
座
開
講
数

33 46 33 59 61 184.8
講座参
加満足

度
- 100.0 96.0 98.0 95.0 講座アンケート 96.0 96.0 住⺠自治力の向上のため、市⺠の学びを地域づくりに繋げられるような内容を拡充する必要がある。 - ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

市
⺠
環
境
部

生
涯
学
習
課

中
央
公
⺠
館

403 高齢者教育推進事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

生
涯
学
習

「
い
つ
で
も

」
、

「
ど
こ
で
も

」
、

「
だ
れ
で
も

」
学
べ
る
環
境
づ
く
り

最
重
点

教
育
大
綱

S48
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②健康で生きがいのある生
活を送るため、仲間づく
り・地域づくりの輪を広
め、社会的能力を高める。
➂技能・教養講座等を通し
て生涯学習を実践すること
で、健康で心豊かな生活を
送ることができる。

「茅野市高齢者大学」を開
催し、技能・教養・運動講
座等を実施。
冬場には高齢者大学「冬の
講座」を実施

ー
一
般

850 680 700 82.4 99.01 0.0 0.3

高
齢
大
教
養
講
座
の
う
ち

、
新
規
講
座

数 30 42 57 71 88 291.7

高齢大
参加者
数（高
齢大＋
冬）

- 140 112 116 141
高齢大参加者数
（定員あり）
（高齢大＋冬）

145 103.6
個人的な教養の内容が多く、学んだ内容を地域に還元できる部分が限られるため、学習内容からその
還元方法までを再考する必要がある。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

市
⺠
環
境
部

生
涯
学
習
課

中
央
公
⺠
館

404 公⺠館人権教育事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

生
涯
学
習

「
い
つ
で
も

」
、

「
ど
こ
で
も

」
、

「
だ
れ
で
も

」
学
べ
る
環
境
づ
く
り

最
重
点

教
育
大
綱

-
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②人権教育について、身近
な課題をテーマに啓発を行
い、あらゆる差別を許さ
ず、市⺠一人ひとりの人権
が尊重される「まちづく
り」を進める。
③あらゆる差別を許さず、
市⺠一人ひとりの人権が尊
重されている状態。

講座の開設、公⺠館報への
啓発記事の掲載等を通し
て、人権尊重意識の高揚に
努める。

ー
一
般

71 46 68 95.8 106.29 0.0 0.1

講
座

、
研
修
開
設

5 10 6 7 6 120.0
年間受
講者数

- 200 236 180 207 年間受講者数 174 87.0
事業内容が高齢者を重視したものが多く、多世代に渡る内容が乏しいため、今後は多様な者を対象に
した内容へ拡充していく。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）
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直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

市
⺠
環
境
部

生
涯
学
習
課

中
央
公
⺠
館

405 芸術祭等開催事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

文
化
・
芸
術

地
域
文
化
の
創
造
と
文
化
芸
術
活
動
の

推
進

最
重
点

教
育
大
綱

S50

（直
営
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②成果を発表する場を提供
することにより、市⺠の生
涯学習に対する意欲の向上
を図る。
③生涯を通じた学びの成果
を具現化している。

・茅野市芸術文化協会と協
働し、市内で活動する団
体・個人の文化芸術活動の
成果の発表の場としてい
る。
姉妹都市伊勢原市との文化
交流。

-
一
般

1,301 1,221 1,242 95.5 85.25 0.3 0.8

芸
術
祭
の
開
催
に
関
す
る
広
報
活
動
数

5 5 5 8 5 100.0

音楽
祭・芸
能祭へ
の参加
団体数

- 37 30 37 46 参加団体数 55 148.6
芸能祭、音楽祭の実施については、事務局（中央公⺠館）がほぼ全ての運営を行っている。芸術文化
協会や出演者の関わりが増えるよう運営方法の見直しを行う。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

市
⺠
環
境
部

生
涯
学
習
課

中
央
公
⺠
館

406 地区公⺠館事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

生
涯
学
習

「
い
つ
で
も

」
、

「
ど
こ
で
も

」
、

「
だ
れ
で
も

」
学
べ
る
環
境
づ
く
り

最
重
点

教
育
大
綱

-

（直
営
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②地区単位での伝統行事や
文化を継承しつつ、地区住
⺠の繋がりを形成する。
③講座参加者及び事業への
参加者が増加することで、
市⺠の交流や生涯学習活動
が活発になる。

・各地区住⺠のニーズに応
え、地区の実情に合った講
座や事業を開催する。
・毎月開催される地区職員
会等により、他の地区館及
び本館との情報及び課題の
共有を図るとともに、お互
いが切磋琢磨しあえるによ
うにする。

-
一
般

1,950 1,895 1,560 80.0 79.09 4.0 1.4

地
区
職
員
会
回
数

12 12 12 12 12 100.0

地区で
開催さ
れる講
座・事
業件数

- 60 17 41 33
地域で開催され
る講座・事業件
数

34 56.7

コロナ禍以前に実施していた地区事業が、地区によっては復活しているが地区によっては大幅な減と
なっており、地区間での状況が異なる現状。また地区担当職員が頻繁に異動となったり兼務する中
で、ほとんどの地区で地域に資する講座が実施できずにいたため、実施方法等の技術的な伝達を引き
続き行っていく。

- ○ - - ○ - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

市
⺠
環
境
部

生
涯
学
習
課

中
央
公
⺠
館

407 分館活動促進事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

生
涯
学
習

「
い
つ
で
も

」
、

「
ど
こ
で
も

」
、

「
だ
れ
で
も

」
学
べ
る

環
境
づ
く
り

最
重
点

教
育
大
綱

S33

（交
付
先

）

補
助
等

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②・実際の活動を担う分館
⻑や公⺠館主事の活動を支
援し、分館や地区公⺠館の
運営・機能を将来にわたり
組織として維持・継続され
ていくようにする。
・地域での公⺠館活動が地
域づくりの実践に結びつく
ように事業支援する.
③事業交付⾦の対象となる
事業例の紹介、申請書の書
き方例の周知等を本館から
地区職員に指導する。地区
職員は分館⻑主事連絡会等
で周知し事業を促進する。
併せて申請手続きの支援を
する。

分館事業交付⾦制度の運
用・分館からの申請補助

-
一
般

7,497 7,497 7,008 93.5 99.29 1.3 0.4

交
付
申
請
分
館
数

80 51 64 65 64 80.0
各分館
実施事
業数

- 480 217 358 402
各分館の年間実
施事業数

396 82.5
活発な区とそうでない区の差が顕著。体育・レクリエーションの事業により地域の連帯感を醸成する
場としての機能が大きいが、公⺠館の本来持つ地域課題の解決の機能は弱い。今後、地域づくりに資
する内容への支援を拡充していく。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

生
涯
学
習
部

生
涯
学
習
課

図
書
館
係

408 図書館運営事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

生
涯
学
習

「
い
つ
で
も

」
、

「
ど
こ
で
も

」
、

「
だ
れ
で
も

」
学
べ
る
環
境
づ
く
り

推
進

教
育
大
綱
､
生
涯
学
習
推
進
指
針
 

社

S55
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②・生活に役立つ情報の提
供
・自主的な学習の支援
③・一人ひとりが自由に学
習活動を行うことができる
・多様な学びの意欲に応え
る

地域の情報拠点として図書
館としての基本的な運営全
般
(本・雑誌等の活字資料や
音・映像資料の収集・提
供・保存、資料の相互貸借
やレファレンスサービス、
市⺠の書斎としての環境の
提供 等)

-
一
般

3,231 3,141 3,073 95.1 104.0 1.8 3.1

レ
フ

ァ
レ
ン
ス
件
数

(

調
査
相
談

、
窓
口
希
望
図
書
受
付

、

複
写
相
談

)

4,700 5,338 4,633 4,650 6,943 147.7
入館者

数
- 120,000 88,069 98,994 99,561

・茅野市図書館
年間入館者数
（人）
・目標値はコロ
ナ前人数を参考
(6次総掲載数)

103,929 86.6

・図書館の役割として、資料の提供に加え、自主的に地域課題の解決に取り組むための学習活動の支
援や情報提供がさらに求められている。
・今後も図書館運営の充実と利用者の支援を行うことのできる職員の育成について取り組む必要があ
る。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

生
涯
学
習
部

生
涯
学
習
課

図
書
館
係

409 図書館施設管理事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

生
涯
学
習

「
い
つ
で
も

」
、

「
ど
こ
で
も

」
、

「
だ
れ
で
も

」
学
べ
る
環
境
づ
く
り

非
該
当

教
育
大
綱
 

生
涯
学
習
推

S55
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②・利用者が安全、快適に
利用できる施設管理
・トラブル箇所の早期発見
と修繕
③・利用者の安全・安心の
確保
・居心地の良い施設の提供
・施設整備による⻑寿命化

施設の維持管理全般（業務
委託等）の実施により市⺠
が安全に施設を利用できる
ようにする。茅野市公共施
設再編計画保全指針に基づ
く工事の実施。

-
一
般

34,615 14,515 31,512 91.0 231.7 0.7 0.0

施
設
の
安
全
管
理
点
検
回
数

24 24 24 24 24 100.0

施設の
安全管
理・必
要箇所
の修繕
対応

○ 8 13 13 8

・茅野市図書館
の修繕対応件数
（件）
・目標値は予算
との兼ね合いも
あるため現状維
持（令和6年度実
績程度）

3 266.7
・居心地の良い施設の提供を進めているが経年劣化による老朽化が進んでいる。
・今後も予防保全を含む計画的な改修を行い、⻑寿命化を図る。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

生
涯
学
習
部

生
涯
学
習
課

図
書
館
係

410 図書館資料購入事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

生
涯
学
習

一
人
ひ
と
り
の
多
様
な
学
ぶ
意
欲
に
応

え
る
機
能
の
充
実

非
該
当

教
育
大
綱
 

生
涯
学
習
推

S55
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②・バランスのとれた資料
購入
・利用者ニーズを的確に捉
えた選書
③・読書に親しむ市⺠の定
着
・市⺠の学習意欲向上
・貴重な地域資料の保存・
整備の充実

地域の情報拠点、読書施設
として、図書館の基本的業
務である活字、映像、録音
物、データベースの導入、
その他必要な資料を収集・
購入することにより図書館
サービスの充実を図る。

-
一
般

11,372 11,372 11,253 99.0 99.8 1.4 1.2

予
算
に
対
す
る
一
人
当
た
り
の
図
書
費

180 163 176 177 169 93.9

人口一
人当た
りの貸
出冊数

- 4 4 4 4

・人口一人当た
りの年間貸出冊
数（冊）
・目標値は予算
との兼ね合いも
あるため現状維
持

4 100.0
・予算の削減により市⺠一人当たりの図書費が減少傾向にある。
・利用者のニーズに応えられる多様な資料を収集・整理・保存し、サービスの充実を図る。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）



（０） （１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８） （９） （10） （11） （12） （13） （14） （15） （16） （17） （18） （19） （20） （21） （22） （23） （24） （25） （26） （27） （28） （29） （30）（31）-1（31）-2（32） （33） （34） （35） （36） （37） （38） （39） （40） （41） （42） （43） （44） （45） （46） （47）

直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

生
涯
学
習
部

生
涯
学
習
課

図
書
館
係

411 図書館事業推進事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

読
書

こ
こ
ろ
と
こ
と
ば
を
育
て
る
読
書
活
動

の
推
進

非
該
当

教
育
大
綱
 

生
涯
学
習
推

S55
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②・読書活動を通じた「ひ
とづくり」「まちづくり」
・講座等を通じた来館への
きっかけづくりと課題解決
・市⺠の安らぎの場、憩い
の場の提供
③・図書館や本に親しみ関
心を持つ
・おはなし会開催により読
書の楽しみや親子のｺﾐｭﾆｹｰ
ｼｮﾝ（ことばとこころ）を
育む
・居心地のよい施設として
の認識の浸透

茅野市こども読書活動推進
計画の具体的な取組・施策
のなか、講座やおはなし会
の充実が重点施策となって
いる。また、あらゆる世代
へのサービス提供を行う必
要があるため、こども向け
事業と併せて一般向け事業
の充実を図る。

-
一
般

113 107 99 87.6 81.0 0.6 0.7

講
座
開
催
件
数

8 7 13 10 10 125.0
参加者
の満足

度
- 80.0 - - -

・絵本講座参加
者の満足度
（％）

87.0 108.8
・限られた予算で経費のかかる講座や事業展開を進めることは困難である。
・他の施設や関係団体と協力・連携し、経費をかけない工夫や改善を行い魅力ある事業を開催してい
く。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

生
涯
学
習
部

生
涯
学
習
課

図
書
館
係

412
図書館ネットワーク管理

事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

生
涯
学
習

「
い
つ
で
も

」
、

「
ど
こ
で
も

」
、

「
だ
れ
で
も

」
学
べ
る
環
境
づ
く
り

非
該
当

教
育
大
綱
 

生
涯
学
習
推

H7
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②・諏訪地域共通システム
の導入による経費削減
・業務の効率化
・諏訪地域の図書館ネット
ワークを生かした蔵書の紹
介
③・図書館サービスの公平
な提供
・図書館に来る時間がない
利用者の方に向けての利便
性の向上（インターネット
予約）

諏訪地域公共図書館情報
ネットワークシステムは本
館、10分室、市⺠館図書
室、6市町村公共図書館を
ネットワークでつないでい
る。共通システムの導入に
より市⺠への利便性を図っ
ている。また、インター
ネットよる資料検索や予約
サービスができる。

-
一
般

6,555 6,555 6,554 100.0 102.6 0.4 0.2

メ

ー
ル
で
の
予
約
件
数

（w
e
b
,

学

校

、
o
p
a
c

)

29,000 21,671 24,300 28,260 31,535 108.7
登録者

数
- 20,000 20,574 19,846 19,860

・年間登録者数
（人）
・目標値は人口
減少を踏まえ、
人口1/3以上の登
録

19,719 98.6
・すわズラ〜（諏訪地域公共図書館情報ネットワーク）での資料検索・資料予約の増加やデジとしょ
信州（市町村と県による協働電子図書館）の利用に伴う対応が増加。
・図書館システムの更なる拡充を進める。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

生
涯
学
習
部

生
涯
学
習
課

図
書
館
係

413 分室運営事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

読
書

こ
こ
ろ
と
こ
と
ば
を
育
て
る
読
書
活
動

の
推
進

非
該
当

教
育
大
綱
 

生
涯
学
習
推

S55
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②・図書館本館から離れて
いる市⺠への資料提供の機
会充実
③・家庭読書の充実
・こども館利用者へのサー
ビス向上

すべての地区に分室を設け
ることで、市⺠の身近な場
所に図書館がある状態とな
り、公平に図書館サービス
を行っている。

-
一
般

197 197 197 100.0 38.6 0.3 0.0

1
0
地
区
分
室
の
年
間
配
送
日
数

98 98 98 98 98 100.0

10地区
分室の
貸出者

数

- 7,200 3,510 3,955 4,008

・10地区こども
館の年間貸出者
数（人）
・各分室1日3人
貸出の場合（20
日/月の12月・10
地区）

3,498 48.6

・本館から離れた地域や遠出が難しい方が利用できる施設となっているものの、利用者は減少傾向に
ある。
・各分室の状況把握を進め、地区こども館の開館時間等の見直しにあわせ、地域における分室の必要
性について検討していく。

- ○ - - ○ ○ ○

Ｄ

（廃
止
検
討

）

生
涯
学
習
部

生
涯
学
習
課

生
涯
学
習
係

414
こども読書活動応援

センター事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

読
書

こ
こ
ろ
と
こ
と
ば
を
育
て
る
読
書
活
動
の
推
進

推
進

教
育
大
綱

生
涯
学
習
推
進
指
針

こ
ど
も
読
書
活
動
推
進
計
画

H18
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

1-①胎児期を含む概ね0〜
18歳までの子どもと家族
1-②家庭・園・学校・地域
が相互に連携する読書活動
に取り組み、読書環境を整
備する。
1-③「ことばとこころを育
てる読書活動」の推進

2-①小中高校生と家族
2-②子どもたちが自らの
「問い」から課題を設定
し、その解決のために資料
や情報を収集・整理・選択
したり周囲に発信したりす
る探究的な学びの力の育成
2-③調べる学習を通じて身
につける情報活用能力・探
究的な学びの力の向上

3-①読書ボランティア
3-②読書ボランティア活動
の活性化
3-③読書ボランティア活動
の充実

１-1学校図書館および公共
図書館の資料整備（選書・
配架等）にかかわる支援と
相談
１-2読書活動に関する情報
発信

２-1調べる学習コンクール
実施と推進のための職員研
修や出前授業の実施
２-2参考図書資料の貸し出
しと参考資料・ワークシー
トの作成
２-3親子でチャレンジ調べ
る学習講座・夏休みの調べ
る学習相談会の実施

３-1読書ボランティア交流
会の実施
３-2読み聞かせに関する情
報提供

-
一
般

574 574 448 78.0 85.5 0.1 1.1

親
子
で
チ

ャ
レ
ン
ジ
調
べ
る
学
習
講
座
受
講
者
数

20 17 21 32 29 145.0

全国コ
ンクー
ル入

賞・入
選作品

数

- 8 9 7 5

年
間
全
国
コ
ン
ク

ー
ル
入
賞
・
入
選
作
品
数

8 100.0

・小中学校における調べる学習への取り組みは、かなり定着している。しかし、様々な場面で、調べ
る学習を進める中で、子どもたちがＡＩとどう付き合っていくかを考えていかなければならない。情
報収集の際にＡＩを頼るのではなく、本を使って正しい情報を選択したり、人に聞いたりしながら、
自分の考えを練り上げていく力をつけ、ＡＩに負けない子どもを育てていきたい。自分の考えを裏付
けるために「どこのどんな資料を使ったか」ということを意識させ、出典を明記し信頼のおける情報
源であることを確認し、正しい情報を見極める力が大切である。
『図書館を使った調べる学習ナビ』を有効に活用しながら、具体的な指導を積み重ねて、理解を深め
ていく。
市全校の取組として、縄文のビーナスプランにおける「探究的な学び」と関連させた読書図書館教育
を大切に考えている。調べる学習への取組を通して、子どもたちの「気づき」や「ハテナ」を捉え、
一人ひとりの多様な考えや追求の道すじを大切に
「調べて、まとめて、伝える」活動を積み重ねて、本を使って調べてわかることの楽しさを大事に、
スキルノートや調べる学習ナビを活用しながら、スキルアップを図っていく。

- ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

生
涯
学
習
部

生
涯
学
習
課

生
涯
学
習
係

415
読りーむｉｎちの活動

支援事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

読
書

こ
こ
ろ
と
こ
と
ば
を
育
て
る
読
書
活
動

の
推
進

非
該
当

教
育
大
綱

生
涯
学
習
推
進
指
針

こ
ど
も
読
書
活
動
推
進
計
画

H12
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠、読書ボランティア
②ことばとこころを育てる
読書活動を目的に、子ども
と保護者への本のプレゼン
トと読書ボランティア専用
の博報文庫を設置し貸出す
③本のプレゼント時に目的
説明を行うこと、園や小中
学校での読み聞かせやおは
なし会時に博報文庫の所蔵
本の活用を通じ読書の世界
を広げる

・ファーストブック・セカ
ンドブックプレゼント
・園への絵本の時間見学会
の実施、小中高の全校の朝
読書推進活動の応援
・読書ボランティア交流会
(共催)時に博報文庫を紹
介・貸出、絵本作家等を招
聘した講演会の実施
・おはなし会の実施

-
一
般

1,849 1,849 1,539 83.2 85.7 0.2 1.0

読
書
ボ
ラ
ン
テ

ィ
ア
交
流
会
へ
の
参
加

者 40 57 70 39 58 145.0
博報賞
文庫貸
出冊数

- 200 41 225 205

年
間
の
貸
出
数

138 69.0
・読書ボランティア交流会で、博報文庫の存在をアピールし、貸し出しを促す。
・市が事務局をすることや事業の内容について、団体が自走できるよう見直しをする。

- ○ - - ○ - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）



（０） （１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８） （９） （10） （11） （12） （13） （14） （15） （16） （17） （18） （19） （20） （21） （22） （23） （24） （25） （26） （27） （28） （29） （30）（31）-1（31）-2（32） （33） （34） （35） （36） （37） （38） （39） （40） （41） （42） （43） （44） （45） （46） （47）

直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

生
涯
学
習
部

文
化
財
課

博
物
館
係

416 博物館運営事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

生
涯
学
習

郷
土
の
自
然
・
文
化
や
歴
史
に
触
れ

、

科
学
に
親
し
む
機
会
の
充
実

非
該
当

教
育
大
綱
 

生
涯
学
習
推

―
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②博物館の運営を円滑に進
める
③市⺠の生涯学習に寄与す
る

・博物館の運営
・博物館協議会の実施
・博物館専門委員会の実施

-
一
般

2,042 436 1,790 87.7 132.5 0.8 1.0

協
議
会
の
開
催
回
数

2 2 2 2 2 100.0

市⺠意
識調査
「茅野
市に

は、学
びたい
ことを
学べる
機会が
ある」
の「当
てはま
る」回

答

- 25.0 - 24.6 21.9

生涯学習の場を
提供できている
か確認するため
に最適な指標で
ある

25.0 100.0
・優先改革事項として博物館があげられている
・他館との相互協力の中で、集客を目指す。

- ○ - ○ - - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

生
涯
学
習
部

文
化
財
課

博
物
館
係

417 博物館施設管理事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

生
涯
学
習

郷
土
の
自
然
・
文
化
や
歴
史
に
触
れ

、

科
学
に
親
し
む
機
会
の
充
実

非
該
当

教
育
大
綱
 

生
涯
学
習
推

―
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②施設の維持管理
③気持ちよく施設を利用し
てもらう

・施設内外の安心安全
・施設内外の美観保持
・施設内外の維持管理
・資料保全

-
一
般

22,859 24,028 22,787 99.7 133.9 0.3 0.2

施
設
内
外
の
巡
回
点
検
数

300 301 300 303 296 98.7

事故・
苦情抑
制率

（％）

- 100 100 100 100
来館者の安心、
快適性

100 自動計算

・竣工から37年が経過し、建物や機械の老朽化による不具合のほか、周辺の危険⽊も増えている。
・照明器具のほとんどが蛍光灯であるが、生産終了に伴い、LED化する必要がある。
・来館者が安心安全に見学できるよう、修繕を行っていく。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

生
涯
学
習
部

文
化
財
課

博
物
館
係

418 資料収集・保管事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

生
涯
学
習

郷
土
の
自
然
・
文
化
や
歴
史
に
触
れ

、

科
学
に
親
し
む
機
会
の
充
実

非
該
当

教
育
大
綱
 

生
涯
学
習
推

―
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②自然・歴史・⺠俗などの
資料を収集・保管し、活用
する
③次世代に文化・歴史を引
き継ぐ

・資料収集
・資料整備
・調査研究

423
424

一
般

262 172 258 98.5 100.4 0.2 0.2

収
蔵
資
料
数

60,000 58,854 60,949 61,764 61,891 103.2
台帳化

率
- 100.0 13.7 16.7 17.8

・台帳化数/所有
資料数×100
デジタルアーカ
イブ化を図るた
めの指標として
適しているため

19.1 19.1

・収集した資料の保管場所が不足している。
・すべての資料の台帳化ができておらず、博物館法で進めることを求められているデジタルアーカイ
ブ化が進んでいない。
保管場所の模索を行いながら資料の台帳化を粛々と進めていく。

- ○ - - ○ - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

生
涯
学
習
部

文
化
財
課

博
物
館
係

419 八ヶ嶽岳麓文芸館事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

生
涯
学
習

郷
土
の
自
然
・
文
化
や
歴
史
に
触
れ

、

科
学
に
親
し
む
機
会
の
充
実

非
該
当

教
育
大
綱
 

生
涯
学
習
推

H12
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠・来館者
②諏訪地域の文芸文化の紹
介
③文芸文化の向上及び、資
料収集

・茅野市を中心とする岳麓
の歌人・俳人・文人の文芸
に関する資料の展示
・個人所有の文芸資料の調
査・研究
・収集資料の保存・公開

422
一
般

70 70 70 100.0 104.5 0.1 0.5

展
示
替
え
数

3 1 2 2 2 66.7

文芸資
料寄託
寄贈件

数

- 3 2 5 6

文芸資料を公開
することで、
各々の家に伝わ
る資料の貴重性
を再確認する指
標として適して
いるため

7 233.3

・収集した資料の保管場所が不足している。
・博物館法で進めることを求められているデジタルアーカイブ化が進んでいない。
・文芸活動や、岳麓の文芸活動を支えてきた人たちを知る人たちが高齢化し、後世に伝える手段が減
りつつある。
・地道な調査活動と資料の保管場所の模索を粛々と行っていく。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

生
涯
学
習
部

文
化
財
課

博
物
館
係

420 市⺠研究員養成事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

生
涯
学
習

郷
土
の
自
然
・
文
化
や
歴
史
に
触
れ

、

科
学
に
親
し
む
機
会
の
充
実

推
進

教
育
大
綱
 

生
涯
学
習
推

―
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②博物館活動の活発化
③資料収集、調査研究、教
育普及など、博物館活動の
市⺠参加

・市⺠研究員の養成
・資料収集
・調査研究
・教育普及

422
一
般

1,078 1,078 896 83.1 99.2 0.2 0.2

市
⺠
研
究
員
養
成
講
座
の
開
催
回
数

120 90 100 100 98 81.7
市⺠研
究員登
録者数

- 100 67 81 90

博物館活動の市
⺠参加の指標と
して適している
ため

87 87.0
・市⺠研究員が収集した資料の保管場所が不足している。
・市⺠研究員の調査結果や研究成果を公表し、教育普及につなげる手立てを検討する必要がある。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

生
涯
学
習
部

文
化
財
課

博
物
館
係

421 科学教育振興事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

生
涯
学
習

郷
土
の
自
然
・
文
化
や
歴
史
に
触
れ

、

科
学
に
親
し
む
機
会
の
充
実

非
該
当

教
育
大
綱
 

生
涯
学
習
推

―
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②科学教育の推進
③科学教育の振興

・プラネタリウムの投影
・科学工作や科学実験等に
よる科学教育の推進

426
一
般

1,565 1,365 1,564 99.9 110.5 0.4 0.2

プ
ラ
ネ
タ
リ
ウ
ム
投
影
回
数

300 63 90 174 119 39.7

プラネ
タリウ
ム視聴
者数

- 2,840 326 833 2,137

（年間土日祝日
数120日×2回×8
人）+（市内小中
学校13校×2回×
20人）+（その他
20回×20人）

1,398 49.2
・自然系や科学教育を進めていくうえで人工が不足している
・諏訪地方唯一の自然系の展示を有する博物館として、科学教育振興の拠点にしていく

- ○ - - ○ - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）
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直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

生
涯
学
習
部

文
化
財
課

博
物
館
係

422
特別展等事業
（博物館）

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

生
涯
学
習

郷
土
の
自
然
・
文
化
や
歴
史
に
触
れ

、

科
学
に
親
し
む
機
会
の
充
実

非
該
当

教
育
大
綱
 

生
涯
学
習
推

―
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠・来館者
②学習の場の提供により、
市⺠の生涯学習を支援する
③博物館と生涯学習の活性
化

・特別展・企画展の開催
・各種講座
・学校支援

425
一
般

1,971 1,367 1,682 85.3 101.8 0.6 0.4

特
別
展
・
企
画
展
実
施
回
数

5 5 5 7 8 160.0
年間入
館者数

- 15,000 10,709 12,266 15,815

年間入館者数は
第6次総合計画の
成果指標として
いるため、指標
として適してい
る。

14,968 99.8

・展示室は「八ヶ岳嶽麓文芸館」となっているため、特別展・企画展開催時には文芸館を休館しなけ
ればならない。
・LEDを使用した展示ケースやエアタイトケース、単体ケースがなく、防犯カメラの設置が少ないた
め、大きな企画展の開催が難しい。
・今より広く広報活動を行い、より多くの人に来館を促す。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

生
涯
学
習
部

文
化
財
課

博
物
館
係

423 守⽮史料館運営事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

生
涯
学
習

守
⽮
文
書
の
保
全
と
継
承

非
該
当

教
育
大
綱
 

生
涯
学
習
推

―
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②史料館の運営を円滑に進
める
③市⺠の生涯学習に寄与す
る

・史料館の運営
・史料館専門委員会の実施
・刊行物の発行

-
一
般

1,014 0 881 86.9 228.8 0.4 1.6

専
門
委
員
会
の
開
催
回
数

2 2 1 1 1 50.0

市⺠意
識調査
「将来
生まれ
てくる
世代の
ために
良い環
境や文
化を残
した

い」の
「当て
はま

る」回
答

- 80.5 81.0 79.0 81.0

後世に資料を残
していく館業務
が適切になされ
ているか確認す
るために最適な
指標である

80.3 99.8
・入館者が増え、現在の職員体制では運営に支障が出ることが増えた。職員体制の見直しが必要とな
る。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

生
涯
学
習
部

文
化
財
課

博
物
館
係

424 守⽮史料館施設管理事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

生
涯
学
習

守
⽮
文
書
の
保
全
と
継
承

非
該
当

教
育
大
綱
 

生
涯
学
習
推

―
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②施設の維持管理
③気持ちよく施設を利用し
てもらう

・施設内外の安心安全
・施設内外の美観保持
・施設内外の維持管理
・資料保全

-
一
般

2,958 1,450 2,844 96.1 112.7 0.2 0.0

施
設
内
外
の
巡
回
点
検
数

300 307 303 304 303 101.0

事故・
苦情抑
制率

（％）

- 100 100 100 100
来館者の安心、
快適性

100 自動計算

・竣工から34年が経過し、建物の老朽化による不具合が増えている。
・照明器具のほとんどが蛍光灯であるが、生産終了に伴い、LED化する必要がある。
・空調設備がないため、酷暑への検討が必要である。
・来館者が安心安全に見学できるよう、修繕を行っていく。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

生
涯
学
習
部

文
化
財
課

博
物
館
係

425 守⽮史料館展示事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

生
涯
学
習

守
⽮
文
書
の
保
全
と
継
承

推
進

教
育
大
綱
 

生
涯
学
習
推

―
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①来館者
②資料の重要性の周知
③地域の歴史の掘り起し
と、郷土愛を育む

・企画展の開催 -
一
般

142 142 140 98.6 1400.0 0.5 0.0

企
画
展
開
催
数

3 3 3 3 4 133.3
年間入
館者数

- 15,000 12,141 11,373 14,960

年間入館者数は
第6次総合計画の
成果指標として
いるため、指標
として適してい
る。

15,035 100.2
・神⻑官守⽮家について、市⺠の認知度が低い。
・年3回に企画展のほか、周辺散策、八ヶ岳総合博物館との古文書解読共催事業をとおし、守⽮家及
び守⽮文書を後世に伝えていく。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

生
涯
学
習
部

文
化
財
課

考
古
館
係

426 考古館運営事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

文
化
財

尖
石
縄
文
考
古
館
の
充
実

最
重
点

社
会
教
育
推
進
計
画
 

特
別
史

H27
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①来館者
②縄文文化の価値や魅力を
発信し、来館者の増加を図
る。
③入館者数

考古館で開催するイベント
情報を市報やマスコミ等を
通じて発信する。
展示に関わる出版物の作成
と印刷、縄文関連商品の販
売を実施する。

-
一
般

2,186 1,520 1,728 79.0 72.8 1.1 2.6

年
間
入
館
者
数

70,000 54,030 51,425 56,438 55,070 78.7

入館者
数の対
前年度

比
（％）

- 110.0 167.0 95.0 110.0
コロナ5類引き下
げ以降のR5→R6
の実績に基づく

97.5 88.6

縄文に特化した施設であることから、大勢の人に興味を持ってもらえることが必要と考える。いかに
リピーターを増やせるか、どのように考古館の存在を知ってもらうかを考え実行する。また、外国人
来館者に向けた英文キャプション・パネルの増設やデジタルデバイス利用による外国語案内の整備が
必要である。

- ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

生
涯
学
習
部

文
化
財
課

考
古
館
係

427 考古館施設管理事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

文
化
財

尖
石
縄
文
考
古
館
の
充
実

推
進

社
会
教
育
推
進
計
画
 

特
別
史

H27

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①来館者、来場者
②来館者及び来場者が安全
かつ快適に利用できるよう
にする。
③施設内外の巡回点検

建物設備管理、環境衛生管
理、運営管理、考古館周辺
と史跡公園、⻘少年自然の
森の草刈り。

-
一
般

83,307 45,796 81,861 98.3 142.5 0.8 0.8

施
設
内
外
の
巡
回
点
検

52 53 53 56 58 111.5

事故・
苦情抑
制率

（％）

- 100.0 100.0 100.0 100.0
来館者の安心、
快適性

100.0 100.0
管理するエリアが広く、樹⽊も相当な高さに成⻑しているため、なかなか目視での点検だけでは難し
い。また、予算に限りがあるため、危険と思われる樹⽊をトリアージして伐採を行っている。念入り
に巡回点検を行い、危険個所や不具合を早期に確認し修繕を行う。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）



（０） （１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８） （９） （10） （11） （12） （13） （14） （15） （16） （17） （18） （19） （20） （21） （22） （23） （24） （25） （26） （27） （28） （29） （30）（31）-1（31）-2（32） （33） （34） （35） （36） （37） （38） （39） （40） （41） （42） （43） （44） （45） （46） （47）

直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

生
涯
学
習
部

文
化
財
課

考
古
館
係

428 尖石史跡公園整備事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

文
化
財

縄
文
史
跡
等
の
整
備
・
活
用
の
推
進

推
進

史
跡
尖
石
石
器
時
代
遺
跡
第
2
期
整
備
基
本

Ｈ10

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠、観光客
②保存管理計画に従い、史
跡を適切に保存管理し、次
世代に継承する。
③市⺠や観光客が、八ヶ岳
山麓の縄文文化とこれを支
えた豊かな自然を体感・体
験できる公園とする。

史跡の保存管理、整備活用
に資する作業（特定外来生
物の駆除等の環境整備）を
市⺠参加により実施する。
史跡公園内の支障⽊の間伐
や枝払いを実施する。
復元住居の燻蒸やかや差し
替え等の維持・管理を実施
する。
有識者会議を開催する。

431
一
般

6,934 3,615 6,409 92.4 87.5 0.4 0.0

危
険
及
び
支
障
⽊
⽊
伐
採
率

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

危険及
び支障
⽊の点
検回数

- 12 11 10 12 平均月1回の点検 12 100.0 計画に従い、市⺠や観光客の理解を得ながら作業を進めて行く。 - ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

生
涯
学
習
部

文
化
財
課

考
古
館
係

429 縄文教室事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

文
化
財

尖
石
縄
文
考
古
館
の
充
実

推
進

社
会
教
育
推
進
計
画
 

縄
文
の

H12
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠、観光客
②体験学習や講演会を通じ
て、展示を見るだけでは理
解できない縄文文化を伝え
理解してもらう。
③地域固有の歴史文化とし
ての縄文文化に対する市⺠
の誇りにつなげ、観光誘客
を増やす。

縄文時代のものづくりに関
する申込制の体験講座、縄
文文化の研究に関する講演
会により市⺠及び縄文に関
心を持つ市外在住者への学
習機会を提供

430
439

一
般

216 104 167 77.3 73.5 0.4 0.0

受
講
者
数

902 337 902 1,448 2,298 254.8

受講者
数の前
年度比
（％）

- 133.0 253.0 267.0 160.0

前年度実績
ただし、R3〜R5
はコロナ明けの
ために前年度比
が大幅アップし
ていることを踏
まえて、133％と
した。

158.7 119.3
個別具体的なことでは、土偶製作体験講座への申込者が定員の2倍以上になっており、その講座だけ
でも継続すべきと考える。それ以外の講座については廃止も含めて内容を再検討すべきである。

- ○ ○ - - - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

生
涯
学
習
部

文
化
財
課

考
古
館
係

430 尖石縄文文化賞事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

文
化
財

尖
石
縄
文
考
古
館
の
充
実

非
該
当

社
会
教
育
推
進
計
画
 

縄
文
の

H12

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②茅野市名誉市⺠の宮坂英
弌の業績（日本初の縄文集
落構造の解明）を顕彰し、
国特別史跡尖石遺跡の研究
史上の価値を再認識すると
同時に、縄文文化研究の進
展を促す。
③縄文文化研究への関心を
高め（授賞式への参加者数
に反映）、地域固有の歴史
文化としての縄文文化に対
する市⺠の誇りにつなげ
る。

日本で初めて縄文集落構造
を発掘調査で解き明かした
尖石遺跡の価値及び宮坂英
弌を広く認知してもらい、
縄文文化研究の奨励する。

431
一
般

1,171 1,083 1,083 92.5 94.0 0.3 0.0

応
募
者
数
と
授
賞
式
参
加
者
数

48 49 48 50 56 116.7

応募者
数と授
賞式参
加者数
の対前
年比

- 105.0 87.5 97.9 104.0 前年度実績 112.0 106.7
茅野市や八ヶ岳山麓の縄文文化を市⺠に伝えるうえでは、市⺠との接点が限られているのは否めな
い。受賞者によるリモートでの市⺠向け講座や学校への出前授業等で展開することで市⺠に伝えられ
るようになると思われる。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

生
涯
学
習
部

文
化
財
課

考
古
館
係

431 資料整備事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

文
化
財

尖
石
縄
文
考
古
館
の
充
実

非
該
当

社
会
教
育
推
進
計
画
 

縄
文
の

H13

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠、入館者
②優れた考古資料を展示及
び恒久的な保管に耐えうる
よう修復や保存処理を行
う。
③考古館展示の充実につな
げ、入館者数を増やす。

より充実した考古館の展示
に活用する。

430
一
般

396 390 390 98.5 600.0 0.1 0.0

入
館
者
数

70,000 54,030 51,425 56,438 55,070 78.7

入館者
数の対
前年度

比
（％）

- 110.0 167.0 95.0 110.0
コロナ5類引き下
げ以降のR5→R6
の実績に基づく

97.6 88.7

修復することで考古館の展示が充実して入館者の増加に結び付くと考えられる。また、展示資料及び
図書資料の充実は、学芸員の展示解説の充実や常設展示・特別展示・企画展示の内容を高めることに
もつながるだけでなく、入館者が縄文文化についての知識を深めるのにも役立つため、引き続き修復
等の事業を継続する。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

生
涯
学
習
部

文
化
財
課

考
古
館
係

432 縄文を識る推進事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

文
化
財

「
縄
文
を
識
る

」
取
組
の
推
進

推
進

社
会
教
育
推
進
計
画
 

特
別
史

Ｈ28

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②縄文かるたで遊びながら
茅野市の縄文を学ぶこと
で、縄文文化を身近に感じ
興味を持ってもらう。
③茅野市の縄文文化の価値
や重要性を正しく理解し、
「宝」として説明できる市
⺠を育成する。

縄文かるた大会の開催。オ
リジナル縄文グッズの製
作。

438
一
般

2,388 337 2,386 99.9 488.9 0.4 0.0

縄
文
か
る
た
大
会
の
実
施

1 0 0 1 1 100.0

縄文か
るた大
会の参
加者数
の対前
年度比
（％）

- 105.0 - - 28.0

第1回（H29）
145人、第2回
（H30）68人
（46.8％）、第3
回（R1）74人
（108.8％）の平
均値に基づき、
前年度よりも参
加者数を増やし
たいと考え、こ
の値にした。な
お、R2〜R5は未
実施のため、R6
実績値は低く
なっている。

42.0 40.0
市⺠総学芸員化を目指すため、縄文かるたの販売を促進する。市内保育園やイベントでの対面販売を
行う。

- ○ - - ○ - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

生
涯
学
習
部

文
化
財
課

考
古
館
係

433
縄文プロジェクト推進

事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

文
化
財

「
縄
文
を
識
る

」
取
組
の
推
進

非
該
当

史
跡
尖
石
石
器
時
代
遺
跡
第
2
期
整
備
基
本

-

（直
営
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（あ
り

）

①市⺠、事業者
②市⺠の縄文文化に対する
関心や理解を高め、縄文を
活用したまちづくり、まち
おこしを行う。
③茅野市の縄文を活用した
事業の展開。

縄文を活用したイベントや
事業を行う。
縄文による他市町村との
ネットワークを構築してい
く。

437
一
般

86 63 63 73.3 116.6 0.3 0.0

設
定
不
可

- - - - - 自動計算
設定不

可
自動計算

茅野市の縄文を広めるため、他部署が関連するイベントへの積極的な参加と、女神のクールビズでの
縄文ポロシャツ着用の推進を行う。

- ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）



（０） （１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８） （９） （10） （11） （12） （13） （14） （15） （16） （17） （18） （19） （20） （21） （22） （23） （24） （25） （26） （27） （28） （29） （30）（31）-1（31）-2（32） （33） （34） （35） （36） （37） （38） （39） （40） （41） （42） （43） （44） （45） （46） （47）

直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
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業
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担
当
課
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体
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務
区
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    ②事業目的
    ③事業効果
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事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画
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関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

生
涯
学
習
部

文
化
財
課

考
古
館
係

434
特別展等事業
（考古館）

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

文
化
財

尖
石
縄
文
考
古
館
の
充
実

推
進

社
会
教
育
推
進
計
画
 

縄
文
の

-
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠、観光客
②常設展示していない館蔵
資料や他館収蔵資料の展示
や、常設展示とは異なる
テーマ展示によって縄文文
化への関心を高める。
③市⺠の縄文文化への関心
や理解を深め、地域固有の
歴史文化としての縄文文化
に対する誇りを醸成する。
また観光客に対しては茅野
市の縄文文化の面白さを伝
えることで、入館者数の増
加や満足度につなげる。

縄文への興味関心を高める
テーマ展示の実施

430
433

一
般

82 58 58 70.7 58.5 0.3 0.0

入
館
者
数

70,000 54,030 51,425 56,438 55,070 78.7
入館者

数
- 70,000 54,030 51,425 56,438

計画策定時
56.436人である
ため。

55,070 78.7

常設展示では取り上げていないテーマでの展覧会や通常は展示していない資料を展示しているため、
こうした展示それ自体は継続していくべきであると考える。展覧会会期中の入館者数増加に結び付く
ような、低予算で実行できる関連イベント（ギャラリートークやミニ体験講座など）の実施やSNSを
活用した広報を展開していく。

- ○ ○ - - - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

生
涯
学
習
部

文
化
財
課

文
化
財
係

435 文化財保護一般経費事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

文
化
財

非
該
当

非
該
当

教
育
大
綱
・
生
涯
学
習
推
進
指
針
 

縄

-
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①文化財によりまちづくり
を進める市⺠・文化財を求
めて訪れる観光客
②文化財は郷土のアイデン
ティティを形成する重要な
遺産であり、郷土の理解、
愛情を深めるため。
③文化財によるまちづくり
を行い、文化財の保護・活
用がなされる。

文化財審議委員会を開催
し、文化財の保護について
協議し、重要な未指定の文
化財を指定していく。

441・
442・
443・
444・
445・
446

一
般

466 466 404 86.7 247.9 0.8 0.0

必
要
に
応
じ
た
文
化
財
審
議
委
員
会
の

開
催

1 1 1 1 1 100.0

必要に
応じた
文化財
審議委
員会の
開催

- 1 1 1 1

例年2回行い、文
化財事業の計
画・報告は最低
限を行なう必要
がある回数

1 100.0
市内には、重要な文化財があるが、すべてを指定しているわけではない。これらの文化財の保全が急
務である。そのため、文化財保存活用計画を策定しなければならない。

○ ○ - - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

生
涯
学
習
部

文
化
財
課

文
化
財
係

436
文化財保護団体育成支援

事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

文
化
財

非
該
当

非
該
当

縄
文
の
里
史
跡
整
備
・
活
用
基
本
計
画

-

（交
付
先

）

補
助
等

自
治

（あ
り

）

①日本国⺠
②指定文化財の保護
③指定文化財の所有者・管
理者によるその保護が十全
に行われる

指定文化財保有者または管
理団体の活動に対し、補助
⾦を交付する。

-
一
般

575 575 348 60.5 47.0 0.2 0.0

文
化
財
保
護
費
補
助
数

5 7 7 5 5 100.0
文化財
保護費
補助率

- 100.0 100.0 100.0 100.0

それを必要とす
る指定文化財所
有者等に対する
補助事業の指標
として適してい
るため

100.0 100.0
所有者の世代交代等に伴い、指定文化財を所有しているということを認識していない所有者が増えて
いると想定される。定期的な周知活動が必要となる。

○ ○ ○ - - - -

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

生
涯
学
習
部

文
化
財
課

文
化
財
係

437
市内遺跡発掘調査受託

事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

文
化
財

「
縄
文
を
識
る

」
取
組
の
推
進

非
該
当

縄
文
の
里
史
跡
整
備
・
活
用
基
本
計
画

‐
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①事業者・市⺠
②開発により失われる遺跡
の保護
③遺跡の保護

・遺跡範囲の把握
・開発地の照会対応
・開発事業の計画をすり合
わせ
・個人住宅以外の発掘調査
・調査成果の整理及び報告
書の作成

-
一
般

1,804 1,804 143 7.9 21.5 0.1 0.2

尖
石
遺
跡
範
囲
確
認
調
査
報
告
書
刊
行

1 1 0 1 1 100.0

発掘調
査調査
遺跡報
告率

- 100.0 100.0 0.0 100.0

市内で行った試
掘調査及び発掘
調査成果を公表
する指標とし
て、報告書の刊
行が適している
ため。

100.0 100.0
・国庫補助の対象とならない開発が遺跡内で計画された際に発生する事業であり、前もって事業件数
等の目標を設定することが難しく、評価手法を検討する必要がある。 - ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

生
涯
学
習
部

文
化
財
課

文
化
財
係

438 市内遺跡発掘等調査事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

文
化
財

「
縄
文
を
識
る

」
取
組
の
推
進

非
該
当

縄
文
の
里
史
跡
整
備
・
活
用
基
本
計
画

‐
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①事業者・市⺠
②開発により失われる遺跡
の保護
③遺跡の保護

・遺跡範囲の把握
・開発地の照会対応
・開発地の確認調査
・開発事業の計画をすり合
わせ
・個人住宅の発掘調査
・調査成果の整理

-
一
般

3,224 2,224 2,004 62.2 114.5 0.6 0.4

文
化
財
保
護
法
第
9
3
.
9
4
条
に
係

る
保
護
協
議
件
数

52 77 70 52 45 86.5
遺跡保
護率

- 100.0 100.0 100.0 100.0

遺跡内での開発
を予定する事業
者との遺跡保護
協議を経て実際
に遺跡が保護さ
れた指標として
適しているた
め。

100.0 100.0
・国庫補助の対象となる開発が遺跡内で計画された際に発生する事業であり、前もって事業件数等の
目標を設定することが難しく、評価手法を検討する必要がある。 - ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

生
涯
学
習
部

文
化
財
課

文
化
財
係

439
縄文の里史跡整備活用事

業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

文
化
財

縄
文
史
跡
等
の
整
備
・
活
用
の
推
進

非
該
当

縄
文
の
里
史
跡
整
備
・
活
用
基
本
計
画

‐

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②・史跡等の適正な保存
 ・史跡等の維持管理
③・地域文化の発信
 ・観光客の誘致

・史跡等の草刈り業務
・中ッ原縄文公園の植栽
・露出展示のメンテナンス
委託

-
一
般

5,642 5,642 5,603 99.3 138.5 0.4 0.1

史
跡
等
の
草
刈
り
業
務

4 4 4 4 4 100.0

中ッ原
縄文公
園光熱
水費使
用率

- 100.0 94.0 97.0 99.0

中ッ原縄文公園
のトイレ使用量
が公園の利用率
を測る指標とし
て適しているた
め。

98.0 98.0

・コロナ以降、中ッ原縄文公園への見学者や解説希望者が増加しているが、実際に公園を訪れた人数
の集計は困難である。
・そのほかに管理している史跡等は、十分な整備が進んでおらず有効に活用できていない点が課題で
ある。

- ○ - - - ○ -

Ｂ

（改
善
検
討

）
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用
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以
外
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R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費
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年
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決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績
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R
４

R
５

指
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名
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点
施
策

（
％
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最
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点
／
推
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少
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の
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合
は

○
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実
績
値
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％

）

達
成
度

 
算
出
根
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目
標
の

R
6
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合
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重
点
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の
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づ
け
な
し

自
治
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裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

生
涯
学
習
部

文
化
財
課

文
化
財
係

440
永明中学校校庭遺跡資料

整備事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

文
化
財

非
該
当

非
該
当

縄
文
の
里
史
跡
整
備
・
活
用
基
本
計
画

R5

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①日本国⺠
②埋蔵文化財の活用
③埋蔵文化財の価値が周知
される

永明中学校校庭遺跡の出土
遺物・遺構図面等の整理を
行い、調査報告書を刊行す
る

446
一
般

711 711 708 99.6 69.6 0.4 0.0

図
面
作
成
進
捗
率

100.0 - 100.0 70.0 80.0 80.0
報告書
執筆率

- 100.0 - 100.0 80.0

当該年度に予定
していた報告書
執筆作業の進捗
状況が、文化財
の価値の周知に
むけた指標とし
て適しているた
め。

100.0 100.0 当該事業を遂行する技能を有する職員が不足している。 ○ ○ - ○ - - -

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

生
涯
学
習
部

文
化
財
課

文
化
財
係

441
永明中学校校庭遺跡発掘

調査事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

文
化
財

非
該
当

非
該
当

縄
文
の
里
史
跡
整
備
・
活
用
基
本
計
画

R3

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①日本国⺠
②埋蔵文化財の保存
③工事により破壊されてし
まう埋蔵文化財が記録され
後世に残される

永明中学校校庭遺跡の発掘
調査を実施する

445
一
般

0 0 0 - - 0.0 0.0

遺
跡
保
護
協
議
率

100.0 100.0 100.0 100.0 0.0 0.0
遺跡保
護率

- 100.0 100.0 100.0 100.0
埋蔵文化財の保
存の指標として
適しているため

0.0 0.0 - ○ ○ - - ○ - -

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

生
涯
学
習
部

ス
ポ

ー
ツ

健
康
課

ス
ポ

ー
ツ
健
康
係

442 保健体育一般経費事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

ス
ポ

ー
ツ

地
域
に
お
け
る
子
ど
も
の
ス
ポ

ー
ツ
機

会
の
充
実

非
該
当

ス
ポ

ー
ツ
推
進
計
画

-

（直
営
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（な
し

）

①市⺠
②「市⺠１スポーツ」の実
現
③豊かなスポーツライフで
生涯を楽しく健康に生きる

スポーツ協会、スポーツ少
年団、スポーツ推進委員、
スポーツリーダー等の関係
団体と協力しスポーツの普
及・振興を図る

-
一
般

5,484 5,484 5,204 94.9 100.33% 1.0 0.2
コ
ス
ト

5,529 7,704 8,216 5,187 5,204 94.1 自動計算
スポーツ推進委員の市⺠への認知度が高くないため、認知度を高めて行くための取組（広報やホーム
ページへの掲載等）を行う。

- - - - - - ○

Ａ

（継
続
可

）

生
涯
学
習
部

ス
ポ

ー
ツ

健
康
課

ス
ポ

ー
ツ
健
康
係

443 大会開催関連事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

ス
ポ

ー
ツ

地
域
に
お
け
る
子
ど
も
の
ス
ポ

ー
ツ
機

会
の
充
実

推
進

ス
ポ

ー
ツ
推
進
計
画

-

（直
営
・
委
託
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（あ
り

）

①大会参加者
②スポーツへの関心を高
め、市⺠１スポーツの推進
や競技のレベルアップを図
る
③豊かなスポーツライフで
生涯を楽しく健康に生きる
生活の実現、スポーツを通
じた交流促進による地域活
性化

市主催大会の開催、スポー
ツ協会を構成する競技団体
が関わる大会の支援

-
一
般

4,215 4,215 4,186 99.3 104.89% 1.0 0.0

大
会
開
催
数

8 8 8 8 7 87.5
参加人

数
- 2,752 945 2,012 2,024

総合体育大会参
加者数（目標値
＝人口×5％）

2,321 84.3
陸上競技場の第3種公認が令和8年11月30日で切れる。
そのため、陸上競技場で開催している大会の次年度以降の開催について、主催団体と大会をどうして
いくか協議を行う。

- ○ - - - ○ -

Ｂ

（改
善
検
討

）

生
涯
学
習
部

ス
ポ

ー
ツ

健
康
課

ス
ポ

ー
ツ
健
康
係

444 教室開催関連事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

ス
ポ

ー
ツ

地
域
に
お
け
る
子
ど
も
の
ス
ポ

ー
ツ
機

会
の
充
実

最
重
点

ス
ポ

ー
ツ
推
進
計
画

-

（直
営
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（あ
り

）

①生涯スポーツに興味があ
る者、運動が苦手な子と保
護者など
②スポーツに親しみ、ス
ポーツ実施率の向上を図る
③豊かなスポーツライフで
生涯を楽しく健康に生きる
生活の実現、スポーツを通
じた交流促進による地域活
性化

生涯スポーツに興味のある
方や運動習慣のない方など
にスポーツに親しむことが
できるよう教室を開催する

-
一
般

1,798 1,033 1,058 58.8 80.33% 0.7 0.0

教
室
開
催
数

10 5 6 6 6 60.0

参加者
満足度
（運動
したい
と思う
人の割
合）

- 100.0 88.0 90.5 92.6

エンジョイス
ポーツ教室参加
者アンケート結
果のうち、もっ
と運動したいと
思う人の割合

100.0 100.0

庁内の他部署でも運動に関係する教室を開催しており、内容が重複しないように調整しているため、
ヨガやピラティス等人気のある教室が開催できていない。また、部活動の地域展開により、指導者の
スキル向上が求められている。
他部署と教室の内容や対象者を調整し、受講者に人気がある教室や指導者向けのコンプライアンス向
上等の研修を開催していく。

- ○ ○ - - ○ -

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

生
涯
学
習
部

ス
ポ

ー
ツ

健
康
課

ス
ポ

ー
ツ
健
康
係

445 スポーツ施設管理事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

ス
ポ

ー
ツ

地
域
に
お
け
る
子
ど
も
の
ス
ポ

ー
ツ
機

会
の
充
実

推
進

ス
ポ

ー
ツ
推
進
計
画

-

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①運動公園スポーツ施設利
用者
②快適かつ安心・安全な状
態で施設が利用できること
③豊かなスポーツライフで
生涯を楽しく健康に生きる
生活の実現、スポーツを通
じた交流促進による地域活
性化

スポーツ施設の運営に必要
な消耗品等の購入、設備や
備品類の保守点検、清掃、
受付業務、施設の修繕を行
う

-
一
般

92,062 66,418 85,567 92.9 85.02% 1.4 0.7

施
設
点
検
回
数

12 12 12 12 12 100.0
非危険
箇所通
報数

- 100 99 99 99

スポーツ施設の
安全利用のため
（1-通報件数
/365日）

99 99.0
施設の老朽化により、修理や改修工事が必要な箇所が増えている。
定期的な点検のほか、利用頻度や危険度等を勘案して優先順位をつけて、維持管理していく。

- ○ - - - ○ ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）
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直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

生
涯
学
習
部

ス
ポ

ー
ツ

健
康
課

ス
ポ

ー
ツ
健
康
係

446 運動公園環境整備事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

ス
ポ

ー
ツ

地
域
に
お
け
る
子
ど
も
の
ス
ポ

ー
ツ
機

会
の
充
実

推
進

ス
ポ

ー
ツ
推
進
計
画

-

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①運動公園利用者
②快適かつ安心・安全な状
態で公園が利用できること
③豊かなスポーツライフで
生涯を楽しく健康に生きる
生活の実現、スポーツを通
じた交流促進による地域活
性化

運動公園利用者が安全、快
適に利用できる公園である
よう運動公園内の環境整備
を行う

-
一
般

18,860 18,860 17,925 95.0 124.42% 0.4 0.0

公
園
内
点
検
回
数

53 52 53 53 53 100.0
非危険
箇所通
報数

- 100 99 99 99

公園施設の安全
利用のため（1-
通報件数/365
日）

99 99.0
公園内の樹⽊が老⽊化・高⽊化していて、毎年、数本倒⽊している。
プロによる樹⽊の点検の実施と危険度に応じた伐採・枝打ち等を行う。

- ○ - - - ○ ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

生
涯
学
習
部

ス
ポ

ー
ツ

健
康
課

ス
ポ

ー
ツ
健
康
係

447
スケートセンター

・ゴルフ練習場・プール
管理運営事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

ス
ポ

ー
ツ

地
域
に
お
け
る
子
ど
も
の
ス
ポ

ー
ツ
機

会
の
充
実

推
進

ス
ポ

ー
ツ
推
進
計
画

-
（委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①スケートセンター・ゴル
フ練習場・プール利用者
②快適かつ安心・安全な状
態で施設が利用できること
③豊かなスポーツライフで
生涯を楽しく健康に生きる
生活の実現、スポーツを通
じた交流促進による地域活
性化

施設の特殊性、競技として
の専門性等を考慮し、管理
運営に⻑けている指定管理
者を募集し、管理運営をす
る

-
一
般

48,686 48,686 48,568 99.8 86.77% 0.3 0.0

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
回
数

12 12 12 12 12 100.0
施設利
用者数

- 73,200 78,554 72,985 77,495

プール・スケー
ト・ゴルフ練習
場の利用者数
※プールはR6で
廃止

54,016 73.8
スケートセンターは行財政審議会から原則廃止の答申を受けている。
判断が出たところで、今後について検討する。

- ○ - - - ○ ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

生
涯
学
習
部

ス
ポ

ー
ツ

健
康
課

ス
ポ

ー
ツ
健
康
係

448 スポーツ施設整備事業

活
躍
で
き
る
ま
ち

心
豊
か
に
学
び
育
ち

ス
ポ

ー
ツ

地
域
に
お
け
る
子
ど
も
の
ス
ポ

ー
ツ
機

会
の
充
実

推
進

ス
ポ

ー
ツ
推
進
計
画

-
（委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①運動公園スポーツ施設利
用者
②快適かつ安心・安全な状
態で施設が利用できること
③豊かなスポーツライフで
生涯を楽しく健康に生きる
生活の実現、スポーツを通
じた交流促進による地域活
性化

スポーツ施設の運営に必要
な施設の更新工事や修繕を
行う

-
一
般

52,472 10,637 48,301 92.1 11.33% 0.3 0.0
コ
ス
ト

439,399 74,112 7,040 426,360 48,301 11.0
年度内
工事実
施率

- 100.0 100.0 75.0 100.0
施設維持に必要
な工事の適正発
注に努めるため

75.0 75.0
スケートセンターの存廃、陸上競技場第3種公認更新の結論がでていない。
スケートセンター・陸上競技場公認更新の結論を踏まえ、R5に作成した⻑寿命化計画を見直したう
えで改修工事を実施していく。

- ○ - - - ○ ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

健
康
福
祉
部

保
険
課

国
保
年
⾦
係

449
国保総務管理
一般経費事業

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

− −

（委
託
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（な
し

）

①国保被保険者
②国保制度の安定的運営
③国保事業を健全に維持
し、安心して医療が受けら
よう支援を行う。

保険証発行、医療費等の審
査支払事務等、国保を運営
するための事務

86
特
別

31,297 0 29,119 93.0 1.15 0.9 0.0
コ
ス
ト

31,297 18,525 19,016 25,393 29,119 93.0 自動計算 国保事業において、健全な運営を行う必要があるため、今後も必要である。 ○ - - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

健
康
福
祉
部

保
険
課

国
保
年
⾦
係

450 連合負担⾦事務事業
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

− −
（直
営

）

市

自
治

（な
し

）

①国保被保険者
②国保連合会と諏訪地方国
保協議会へ負担⾦拠出
③県内市町村間の国保事業
を相互扶助

国保連合会と諏訪地方国保
協議会へ負担⾦を拠出

-
特
別

1,793 39 1,792 99.9 0.96 0.1 0.0
コ
ス
ト

1,793 1,973 1,945 1,867 1,792 99.9 自動計算
県内の市町村間における国保事業の共同化と、相互扶助による財政の安定化を図るため、今後も必要
である。

○ - - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

健
康
福
祉
部

保
険
課

国
保
年
⾦
係

451 国保課税事業
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

− −

（委
託
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（な
し

）

①国保被保険者
②国保被保険者に対する税
賦課の公平性を担保
③税負担の公平性を確保

国保税の賦課事務に係る当
初納税・更正通知の算定・
発送事務

-
特
別

7,844 0 6,399 81.6 0.84 1.3 0.1
コ
ス
ト

7,844 8,276 8,851 7,630 6,399 81.6 自動計算 国保税賦課に係る公平性を担保するために、今後も必要である。 ○ - - - - - -

Ａ

（継
続
可

）



（０） （１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８） （９） （10） （11） （12） （13） （14） （15） （16） （17） （18） （19） （20） （21） （22） （23） （24） （25） （26） （27） （28） （29） （30）（31）-1（31）-2（32） （33） （34） （35） （36） （37） （38） （39） （40） （41） （42） （43） （44） （45） （46） （47）

直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

総
務
部

税
務
課

諸
税
係

452 国保収納事業
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

− −
（直
営

）

市

自
治

（な
し

）

①国保被保険者
②国保被保険者に対する税
収納の公平性を担保
③税収納の公平性を確保

国保税の収納事務に係る経
費

-
特
別

7,662 6,297 6,130 80.0 124.0 0.6 0.0
コ
ス
ト

6,281 6,878 6,113 4,935 6,129 97.6 自動計算
 社会保険等に加入したまま国保に加入し続けていることにより滞納が発生するケースがある。
 そのため、課税課である保険課と密な連携体制を取り、国保喪失の手続きを推奨する案内等を行
い、適切な収納業務を行う。

○ - - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

保
険
課

国
保
年
⾦
係

453
国保運営協議会一般経費

事業

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

− −

（委
託
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（な
し

）

①国保被保険者
②国保税率や保健事業につ
いて協議する
③法令・条例に基づき着実
に開催

国保運営協議会規則に基づ
く協議会出席への報酬経費

-
特
別

181 0 71 39.2 0.57 0.4 0.0
コ
ス
ト

181 49 107 124 71 39.2 自動計算 国保運営協議会規則に基づき開催される協議会の委員報酬のため、今後も必要である。 ○ - ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

保
険
課

国
保
年
⾦
係

454 国保療養給付事業
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

− −

（委
託
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（な
し

）

①国保被保険者
②国保被保険者にかかる医
療費のうち保険者負担分を
負担する
③国保被保険者は一部負担
⾦のみの支払いで医療を受
けることができる

医療機関が国保連合会へ医
療費（保険者負担分）を請
求し、市は国保連合会を経
由して医療費を支払う。
（現物給付）
入院時食事療養費の差額支
給申請に基づき給付する。
（現⾦給付）

-
特
別

2,970,242 0 2,717,110 91.5 0.95 0.6 0.0
コ
ス
ト

2,970,242 3,146,895 2,999,346 2,856,403 2,717,110 91.5 自動計算 国⺠健康保険法等に基づく保険給付支払事務のため、今後も必要である。 ○ - - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

健
康
福
祉
部

保
険
課

国
保
年
⾦
係

455 国保療養事業
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

− −

（委
託
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（な
し

）

①国保被保険者
②国保被保険者にかかる療
養費のうち保険者負担分を
負担する
③国保被保険者は一部負担
⾦のみの支払いで医療を受
けることができる

受領委任の届出済の柔道整
復師について、療養給付費
の現物給付と同様の取扱
い。
補装具や、加入手続き遅れ
等で10割負担した医療費
の支給等は療養費の支給申
請に基づき、国保連合会の
審査を経て支給。（現⾦給
付）

-
特
別

22,251 0 22,250 100.0 1.11 0.6 0.0
コ
ス
ト

22,251 19,999 30,515 20,048 22,250 100.0 自動計算 国⺠健康保険法等に基づく療養費等の給付支払事務のため、今後も必要である。 ○ - - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

健
康
福
祉
部

保
険
課

国
保
年
⾦
係

456 国保審査支払事業
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

− −

（委
託
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（な
し

）

①国保被保険者
②国保連合会への委託によ
る事務の効率化
③適正な保険給付を実現

国保連合会に支払う療養費
支給申請書審査手数料

-
特
別

10,965 123 9,929 90.6 0.98 0.1 0.0
コ
ス
ト

10,965 9,661 10,614 10,181 9,929 90.6 自動計算
国⺠健康保険法に基づき、国保連合会が行っている事務処理に係る支払事務のため、今後も必要であ
る。

○ - - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

健
康
福
祉
部

保
険
課

国
保
年
⾦
係

457 国保高額療養事業
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

− −

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（な
し

）

①国保被保険者
②国保被保険者にかかる高
額療養費を負担する
③国保被保険者は自己負担
限度額のみの支払いで医療
を受けることができる

所得状況により世帯ごと自
己負担限度額が設けられて
おり、被保険者が負担した
医療費が限度額を超過した
場合、超過額を申請により
支給する。（現⾦給付）
限度額認定証による場合や
医療機関がオンラインで限
度額を確認できる場合は、
現物給付。

-
特
別

442,293 0 410,822 92.9 0.91 0.7 0.1
コ
ス
ト

442,293 493,822 472,773 453,086 410,822 92.9 自動計算 国⺠健康保険法等に基づく保険給付支払事務のため、今後も必要である。 ○ - - - - - -

Ａ

（継
続
可

）



（０） （１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８） （９） （10） （11） （12） （13） （14） （15） （16） （17） （18） （19） （20） （21） （22） （23） （24） （25） （26） （27） （28） （29） （30）（31）-1（31）-2（32） （33） （34） （35） （36） （37） （38） （39） （40） （41） （42） （43） （44） （45） （46） （47）

直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

健
康
福
祉
部

保
険
課

国
保
年
⾦
係

458
国保高額介護合算療養

事業

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

− −

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（な
し

）

①国保被保険者
②国保被保険者にかかる高
額介護合算療養費を負担す
る
③医療と介護を⻑期的に重
複負担している世帯の経済
的負担の軽減

所得状況により世帯ごと医
療と介護の年間合算額に対
して限度額が設けられてお
り、負担額が限度額を超過
した場合に超過額を支給す
る。

-
特
別

764 0 757 99.1 1.66 0.2 0.0
コ
ス
ト

764 519 468 456 757 99.1 自動計算 国⺠健康保険法等に基づく保険給付支払事務のため、今後も必要である。 ○ - - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

健
康
福
祉
部

保
険
課

国
保
年
⾦
係

459 出産育児一時⾦事業
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

− −

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（な
し

）

①国保被保険者
②国保被保険者の出産に対
し一時⾦を支給
③国保被保険者の出産時の
費用負担を軽減

国保被保険者の出産に対
し、一時⾦48.8万円を支
給。産科医療保障制度の保
険料1.2万円を出産者が負
担した場合、50万円を支
給。

-
特
別

15,000 5,000 8,000 53.3 1.46 0.0 0.0
コ
ス
ト

15,000 6,720 10,496 5,488 8,000 53.3 自動計算 国⺠健康保険法等に基づく給付支払事務のため、今後も必要である。 ○ - ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

保
険
課

国
保
年
⾦
係

460 出産育児支払事業
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

− −
（委
託

）

市

自
治

（な
し

）

①国保被保険者
②国保連合会への委託によ
る事務の効率化
③国保被保険者の出産時の
費用負担を軽減

出産育児一時⾦直接支払制
度の創設により、医療機関
が被保険者に代わって申請
する出産育児一時⾦申請の
審査と支払に係る手数料を
支払う。

-
特
別

7 7 3 42.9 1.00 0.0 0.0
コ
ス
ト

7 4 5 3 3 42.9 自動計算 国⺠健康保険法等に基づく給付支払事務のため、今後も必要である。 ○ - ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

保
険
課

国
保
年
⾦
係

461 葬祭費事業
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

− −
（直
営

）

市

自
治

（な
し

）

①死亡した国保被保険者の
遺族（喪主）
②葬儀費用の負担を軽減
③葬儀費用の負担を軽減

国保被保険者が死亡した場
合、遺族（喪主）に葬祭費
用として５万円を支給。

-
特
別

3,500 3,500 2,100 60.0 0.57 0.3 0.0
コ
ス
ト

3,500 3,550 3,100 3,700 2,100 60.0 自動計算 国⺠健康保険法等に基づく給付支払事務のため、今後も必要である。 ○ - ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

保
険
課

国
保
年
⾦
係

462 移送費事業
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

− −

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（な
し

）

①国保被保険者
②国保被保険者にかかる移
送費を負担する
③国保被保険者にかかる移
送費を負担する

国保被保険者が医師の指示
により医療機関を移動した
場合等の移送費（実費額）
に対し、保険適用と認定さ
れた⾦額を支給。

-
特
別

50 0 0 0.0 #DIV/0! 0.0 0.0
コ
ス
ト

50 0 0 0 0 0.0 自動計算 国⺠健康保険法等に基づく給付支払事務のため、今後も必要である。 ○ - ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

保
険
課

国
保
年
⾦
係

463 傷病手当⾦事業
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

− −
（直
営

）

市

自
治

（な
し

）

①国保被保険者
②国保被保険者に傷病手当
⾦を支給する
③収入減の補てんによる被
保険者の安心感や療養に専
念し、医療費の抑制に繋げ
る。

令和２年１月１日から令和
５年５月７日までの間に新
型コロナウイルス感染症に
感染、または発熱等の症状
があり感染が疑われた場合
に、その療養のために労務
に服することができなかっ
た期間（最大１年６ヶ月
間）について、傷病手当⾦
を支給する。

-
特
別

10 10 0 0.0 - 0.0 0.0
コ
ス
ト

10 983 66 0 0 0.0 自動計算
令和５年５月７日から最大１年６ヶ月＋２年の時効を考慮し、令和８年11月7日まで申請可能。以
降、事業終了予定。

○ - ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）



（０） （１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８） （９） （10） （11） （12） （13） （14） （15） （16） （17） （18） （19） （20） （21） （22） （23） （24） （25） （26） （27） （28） （29） （30）（31）-1（31）-2（32） （33） （34） （35） （36） （37） （38） （39） （40） （41） （42） （43） （44） （45） （46） （47）

直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

健
康
福
祉
部

保
険
課

国
保
年
⾦
係

464 医療給付費分納付⾦事業
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

− −

（委
託
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（な
し

）

①国保被保険者
②保険給付費等交付⾦の財
源となる
③県内国保財政の安定

⻑野県が算定した国保事業
費納付⾦のうち、医療給付
費分。

-
特
別

815,089 612,682 815,089 100.0 1.03 0.2 0.0
コ
ス
ト

815,089 919,982 854,243 788,939 815,089 100.0 自動計算
県が示した納付⾦額を納めることができるように国保税を賦課・徴収し、納付⾦を納める仕組み。今
後も継続して実施。

○ - - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

健
康
福
祉
部

保
険
課

国
保
年
⾦
係

465
後期高齢者支援⾦等分

納付⾦事業

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

− −

（委
託
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（な
し

）

①後期高齢者医療制度被保
険者
②後期高齢者医療制度への
拠出⾦
③後期高齢者医療制度の安
定

⻑野県が算定した国保事業
費納付⾦のうち、後期高齢
者支援⾦等分。

-
特
別

345,232 271,520 345,232 100.0 0.97 0.2 0.0
コ
ス
ト

345,232 341,655 365,069 357,683 345,232 100.0 自動計算
県が示した納付⾦額を納めることができるように国保税を賦課・徴収し、納付⾦を納める仕組み。今
後も継続して実施。

○ - - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

健
康
福
祉
部

保
険
課

国
保
年
⾦
係

466 介護納付⾦事業
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

− −

（委
託
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（な
し

）

①介護保険被保険者
②介護２号被保険者の介護
保険料
③介護保険制度の安定

⻑野県が算定した国保事業
費納付⾦のうち、介護納付
⾦分。

-
特
別

117,910 94,033 117,910 100.0 0.96 0.2 0.0
コ
ス
ト

117,910 124,720 122,860 123,396 117,910 100.0 自動計算
県が示した納付⾦額を納めることができるように国保税を賦課・徴収し、納付⾦を納める仕組み。今
後も継続して実施。

○ - - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

健
康
福
祉
部

健
康
づ
く
り
 

推
進
課

健
康
推
進
係

467 特定健康診査等事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

健
康
・
食
育

が
ん
検
診
の
受
診
率
向
上

、
生
活
習
慣

病
の
重
症
化
予
防

最
重
点

国
保
デ

ー
タ
ヘ
ル
ス
計
画

、
特
定
健
康

診
査
等
実
施
計
画

H20
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①国⺠健康保険加入（40
〜74歳）
②生活習慣病予防
③健康寿命の延伸

高齢者の医療の確保に関す
る法律に基づき国⺠健康保
険加入の40〜74歳を対象
に特定健診・特定保健指導
を実施する。

479
特
別

43,764 0 38,424 87.8 98.1 3.5 1.3

未
受
診
者
へ
の
通
知
割
合

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 受診率 - 50.0 45.7 46.6 49.8
受診者÷受診対
象者

未確定 未確定

・健診受診、人間ドック受診者、データ提出者（定期受診者等）で受診者とするが、増加している。
今後は、重症化予防の視点からも連続未受診者への受診勧奨、病院定期受診者の受診勧奨により一層
力を入れていく。
・個別健診で病院の予約が取れず受けられない方もいるので、医療機関に定員枠の増加や期間延⻑等
働きかけていく。

- ○ - - 未確定 - -

Ａ

（継
続
可

）

健
康
福
祉
部

健
康
づ
く
り
 

推
進
課

健
康
総
務
係

468 健康づくり事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

健
康
・
食
育

が
ん
検
診
の
受
診
率
向
上

、
生
活
習
慣

病
の
重
症
化
予
防

非
該
当

か
ら
だ
・
こ
こ
ろ
す
こ
や
か
プ
ラ
ン

食
育
プ
ラ
ン

R5
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②③市⺠の健康づくりに関
する啓蒙

健康に関連する団体ととも
に、健康・食に関するイベ
ントを開催する。
広報、HP、LINEを使用し
周知を図っている。
健康について啓発をし、自
分や家族の健康への関心を
高めてもらうきっかけづく
りの場となる。

-
特
別

239 38 103 43.1 83.7 0.1 0.0
周
知
数

3 ー 3 3 3 100.0
来場者

数
- 200 - 120 180

過去の実績値か
らの増

200 100

健康＆食育フェスタのべジチェック等の機器を貸与する予定だったが、参加団体の一つが持参したた
め、貸与分の費用がR7はかからなかった。
健康＆食育フェスタの来場者数が伸びていないことが課題となっている。令和８年度は、ゆいわーく
祭と同日開催にし、相乗効果による来場者数の増加を図っていく。

- ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

健
康
づ
く
り
 

推
進
課

健
康
推
進
係

469 ２歳児⻭科健診事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

健
康
・
食
育

が
ん
検
診
の
受
診
率
向
上

、
生
活
習
慣

病
の
重
症
化
予
防

非
該
当

か
ら
だ
・
こ
こ
ろ
す
こ
や
か
プ
ラ
ン

H3
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①2歳児及びその保護者
②子育て支援、乳幼児の発
育発達、生活習慣等に係る
知識の普及、⻭科保健に関
する知識の普及により子ど
もの健やかな成⻑・発達を
支援する。
③う⻭の減少、子どもの成
⻑・発達の確認

2歳児に対して⻭科健診、
成⻑発達や生活の様子の確
認を行う。保護者に対し、
⻭周疾患予防に必要な知識
や技術の周知を行う。2歳
児の発達の特徴を伝え、見
通しを付けることで、安心
して育児できるよう支援す
る。

209
特
別

1,607 235 1,196 74.4 91.7 0.4 0.3

周
知
回
数

1 1 1 2 1 100.0

3才児で
う⻭の
ある児
の割合

○ 9.6 10.7 7.5 8.3
からだ・こころ
すこやかプラン
の目標値

5.2 184.6

う⻭のある児は減少した。近年、⻭科衛生に対する保護者の意識向上や2歳児の時点で保育園等に入
所している児も増えてきており、2歳児⻭科健診以外にも⻭科健診を受ける機会が増加してきている
ように感じる。しかし、保護者の養育能力によって複数本う⻭を保有するケースも見受けられる。う
⻭を保有する児について分析を深め、今後の⻭科保健の取り組みについて検討していく必要がある。

- ○ ○ - - - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）
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直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

健
康
福
祉
部

健
康
づ
く
り
 

推
進
課

健
康
推
進
係

470 ４０歳未満健診事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

健
康
・
食
育

が
ん
検
診
の
受
診
率
向
上

、
生
活
習
慣

病
の
重
症
化
予
防

推
進

か
ら
だ
・
こ
こ
ろ
す
こ
や
か
プ
ラ
ン

H20
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②生活習慣病予防
③健康寿命の延伸

健康増進法、高齢者の医療
の確保に関する法律等に基
づき40歳未満の方、及び
生活保護受給者に健診・保
健指導を実施する。

469
特
別

2,413 323 2,294 95.1 101.0 0.4 0.0

受
診
者
数

300 206 228 277 271 90.3
国保受
診率

- 15.0 8.8 9.4 12.8
国保受診者÷国
保対象者

52.8 352.0
今年度は、受診者の国保率は上がった。30代に受診票と案内を送付した効果と思われるので、来年
度も案内送付し若いときからの健診受診を習慣化する。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

健
康
福
祉
部

保
険
課

国
保
年
⾦
係

471
健康管理センター

一般管理事業

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

− −

（委
託
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（な
し

）

①国保被保険者
②国保被保険者の健康意識
の向上
③健康意識の向上が医療費
の抑制に寄与する

医療費通知、ジェネリック
医薬品差額通知の発送、人
間ドック補助⾦の交付、国
保だより（広ちの）の発
行、介護機器補助⾦等。

-
特
別

13,410 10,863 11,113 82.9 0.95 0.3 0.1
コ
ス
ト

13,410 12,258 11,949 11,747 11,113 82.9 自動計算
国保被保険者の健康意識の向上のための事業であり、健康意識の向上は医療費の抑制に寄与するた
め、今後も継続が必要。

○ - - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

健
康
福
祉
部

健
康
づ
く
り
 

推
進
課

健
康
推
進
係

472 食育事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

健
康
・
食
育

健
康
⻑
寿
を
目
指
す
望
ま
し
い
食
生
活

の
実
践

推
進

か
ら
だ
・
こ
こ
ろ
す
こ
や
か
プ
ラ
ン

、

食
育
プ
ラ
ン

-
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠
②食育推進
③望ましい食生活を実践で
きる

食育基本法第18条に基づ
く計画、元気もりもり食育
プラン関連事業の実施。
（離乳食教室、親子料理教
室）

475
特
別

617 100 294 47.7 74.2 1.6 0.0

講
座
実
施
数

70 59 64 87 64 91.4

元気も
りもり
食育プ
ラン

（朝食
を食べ
る人の
割合

（40〜
70歳

代））

- 90.0 86.0 88.0 90.0
元気もりもり食
育プランの目標
値

90.8 100.9
離乳食教室の事業形態見直しと出張講座の増減により講座実施数が昨年度より減少した。
今後も多くの人へ食育を周知・実践してもらうため、ポピュレーションアプローチを継続していく。

- ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

健
康
づ
く
り
 

推
進
課

健
康
推
進
係

473 食生活改善推進事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

健
康
・
食
育

健
康
⻑
寿
を
目
指
す
望
ま
し
い
食
生
活

の
実
践

非
該
当

か
ら
だ
・
こ
こ
ろ
す
こ
や
か
プ
ラ
ン

、

食
育
プ
ラ
ン

-

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①市⺠、食生活改善推進員
②食育推進、生活習慣病予
防
③望ましい食生活を実践す
る人を増やす

地域の健康推進組織の育成
として会員・入会希望者へ
研修会実施及び活動支援を
行う。会員が市⺠への料理
講習会やイベントでの試食
提供を実施することで市⺠
の健康意識の向上を図る。

474
特
別

429 74 280 65.2 93.0 0.9 0.0

研
修
会
の
開
催
数

10 20 10 10 10 100.0

料理教
室受講
者数・
イベン
トでの
試食提
供数

- 700 0 567 666
過去の実績値か
らの増

823 118

今年度は、新規取り組みによる効果で実績値が増加した。課題として、会員の高齢化や数の減少によ
り、活動の幅を広げることが難しく、働く人が増えたことで、新規会員獲得も難航している。
今後は、会員や新規会員が健康づくりに関心を持てる内容の研修を実施していく。また、地区料理教
室の代わりの活動を年間計画へ組み込み、活動が滞らないようにしていくほか、少人数で多くの人に
ポピュレーションしていくために、活動を支援していく。

- ○ ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

保
険
課

国
保
年
⾦
係

474 出産費資⾦貸付⾦事業
非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

− −

（委
託
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（な
し

）

①国保被保険者
②出産育児一時⾦の支給が
見込まれる世帯に対し、一
時⾦の支給を受けるまでの
間の出産費用を賄う
③国保被保険者の出産時の
費用負担を軽減

出産育児一時⾦の支給を受
けるまでの間に出産費用を
支払うことができない場合
（出産育児一時⾦直接支払
制度を利用していない医療
機関）、出産育児一時⾦の
８割の⾦額を貸し付ける。

-
特
別

400 0 0 0.0 #DIV/0! 0.0 0.0
コ
ス
ト

400 0 0 0 0 0.0 自動計算 出産育児一時⾦事業に付随するものであり、今後も必要。 ○ - ○ - - - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

保
険
課

国
保
年
⾦
係

475
諏訪中央病院組合繰出⾦

事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

地
域
医
療

医
療
提
供
体
制
の
充
実

非
該
当

− −

（交
付
先

）

補
助
等

自
治

（な
し

）

①国保被保険者
②国保被保険者の疾病予防
及び健康保持増進
③医療費の抑制及び健康保
持

保険給付費等交付⾦特別交
付⾦の内、直診施設におい
て実施している保健事業費
分について、国保会計を通
じて繰出⾦を支出する。

194
特
別

13,000 0 12,357 95.1 0.96 0.1 0.0
コ
ス
ト

13,000 11,418 11,529 12,914 12,357 95.1 自動計算
保険給付費等交付⾦特別交付⾦を国保会計を通じて、諏訪中央病院組合で実施した保健事業等に繰出
しているもの。今後も、病院組合の安定的な経営に寄与していくために、必要な事業（≒歳出科目）
である。

- - - - - - -

Ａ

（継
続
可

）



（０） （１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８） （９） （10） （11） （12） （13） （14） （15） （16） （17） （18） （19） （20） （21） （22） （23） （24） （25） （26） （27） （28） （29） （30）（31）-1（31）-2（32） （33） （34） （35） （36） （37） （38） （39） （40） （41） （42） （43） （44） （45） （46） （47）

直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

健
康
福
祉
部

保
険
課

後
期
高
齢
・
福
祉
医
療
係

476
後期高齢者医療一般経費

事業

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

− H20

（委
託
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（な
し

）

①後期高齢者医療被保険者
②後期高齢者医療制度の安
定的運営
③後期高齢者医療制度の安
定的運営

後期高齢者医療特別会計の
事務を行う

87
特
別

3,258 118 2,796 85.8 1.53 0.3 0.0
コ
ス
ト

3,258 4,152 4,707 1,823 2,796 85.8 自動計算 後期高齢者医療事業において、健全な運営を行う必要があるため、今後も必要。 ○ - - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

健
康
づ
く
り
 

推
進
課

健
康
推
進
係

477
後期高齢者医療健康診査

事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

健
康
・
食
育

が
ん
検
診
の
受
診
率
向
上

、
生
活
習
慣

病
の
重
症
化
予
防

非
該
当

後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
デ

ー
タ
ヘ

ル
ス
計
画

、
高
齢
者
保
健
福
祉
計
画

H20
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①後期高齢者医療保険制度
加入者
②重症化予防、介護予防
③健康寿命の延伸

高齢者の医療の確保に関す
る法律に基づき後期高齢者
医療保険制度加入者を対象
に健診、保健指導を実施す
る。

469
特
別

26,027 0 24,252 93.2 112.8 0.6 0.3

周
知
回
数

1 1 1 1 1 100.0
受診者

率
- 25.0 14.0 18.6 21.5

受診者÷受診対
象者

23.2 92.8

75歳以上健診の受診者は年々増加傾向であるが、県平均受診率よりは低い傾向にある。8割以上は生
活習慣病等で受診中である。重症化予防のためにも健診受診を勧奨していく。
国保特定健診からの切りかわりの人、他保険からの切りかわりの人がいて、既に重症化して後期に
入ってくる人もいる。後期に入る前からの重症化予防も必要となる。
・また、健診未受診者、医療機関未受診の健康状態不明者から重症化の方もいるので今後も受診勧奨
実施していく。

- ○ - - - - -

Ａ

（継
続
可

）

健
康
福
祉
部

保
険
課

後
期
高
齢
・
福
祉
医
療
係

478
後期高齢者医療徴収

一般経費事業

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

− H20

（委
託
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（な
し

）

①後期高齢者医療被保険者
②後期高齢者医療保険料の
徴収
③後期高齢者医療制度の安
定的運営

後期高齢者医療保険料の徴
収を行う

87
特
別

11,046 0 10,453 94.6 1.63 0.8 0.8
コ
ス
ト

11,046 6,535 6,307 6,423 10,453 94.6 自動計算
財源を確保するため、口座振替の勧奨、きめ細かな納付相談を行い、滞納額を減らします。

○ - - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

健
康
福
祉
部

保
険
課

後
期
高
齢
・
福
祉
医
療
係

479
後期高齢者医療広域連合

納付⾦事業

非
該
当

非
該
当

非
該
当

非
該
当

− H20

（委
託
・
交
付
先

）

市
・
補
助
等

自
治

（な
し

）

①後期高齢者医療被保険者
②後期高齢者医療制度に基
づく納付
③後期高齢者医療制度の安
定的運営

⻑野県後期高齢者医療広域
連合への、保険料、負担⾦
等の納付を行う

87
特
別

1,067,069 0 1,067,068 100.0 1.08 0.3 0.0
コ
ス
ト

1,067,069 822,900 868,115 988,050 1,067,068 100.0 自動計算
高齢者人口の増加に伴い、現役世代が負担する額は年々増加している。特定健診や健康づくりを行
い、医療費の抑制に繋げる必要がある。

○ - - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

都
市
建
設
部

上
下
水
道
課

給
水
維
持
係

480
原水及び浄水事業
配水及び給水事業

受託工事事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

上
下
水
道

災
害
に
強
い
強
靭
で
し
な
や
か
な
水
道

最
重
点

水
道
ビ
ジ

ョ
ン

ー

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①上水道使用者
②上水道の安全安定供給
③上水道の安定供給

・水道原水の安定採水
・水道施設の維持管理
・上水道の配水調整

-
企
業

534,293 534,293 419,656 78.5 100.1 5.7 0.8

施
設
の
点
検
実
施

（配
水
池
の
数

）

49 49 49 49 49 100.0
安定給
水率

（％）
- 100.0 99.0 98.0 100.0

（給水件数-延べ
断水件数）/給水
件数
一次的な断水の
み

99.0 99.0
水を安定供給するための維持管理費用（施設点検・修繕、水質検査等）は必要不可欠である。現在は
施設等の老朽化に伴い、安定的に水を供給するためには、点検・修繕を迅速に行っていく必要ある。
そのため維持管理費用が増えていくことが課題である。

- ○ ○ - - - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

都
市
建
設
部

上
下
水
道
課

営
業
係

481
上水道料⾦等賦課徴収

事務事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

上
下
水
道

水
道
・
下
水
道
事
業
の
健
全
な
経
営
の

維
持

非
該
当

水
道
ビ
ジ

ョ
ン

ー

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①上水道使用者
②上水道料⾦等の適正な算
定、賦課及び徴収
③収納率向上による経営の
健全化

・休開始業務
・検針業務
・漏水等調査
・未納催告

493
企
業

93,772 93,772 93,632 99.9 107.8 3.5 1.4

給
水
停
止
納
入
率

50.0 12.8 30.6 36.6 46.1 92.2

水道料
⾦収納

率
（％）

- 100.0 99.2 99.3 99.5

料⾦等の適正な
賦課・徴収の進
捗を確認するた
めの指標として
適しているため

99.6 99.6
滞納者の多くは3期以上の未納があり、未納額が累増する傾向にある。今後も引き続き電話や臨⼾訪
問等で粘り強く滞納者と折衝し、未納件数が増える前に早期給水停止を実施するなど、収納率向上の
取組を実施していく。

- ○ - - - ○ ○

Ｂ

（改
善
検
討

）
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直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

都
市
建
設
部

上
下
水
道
課

庶
務
経
営
係

482 上水道総係費事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

上
下
水
道

水
道
・
下
水
道
事
業
の
健
全
な
経
営
の

維
持

非
該
当

水
道
ビ
ジ

ョ
ン

ー

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①上水道使用者
②上水道事業の運営におい
て各費用に割り振ることが
困難な経費の支出
③上水道事業の運営の円滑
化

・各費用に割り振ることが
困難な経費の支出

-
企
業

77,374 77,374 72,782 94.1 103.4 1.6 0.4
コ
ス
ト

77,374 73,980 75,678 70,385 72,782 94.1
設定不

可
自動計算

上水道事業は、令和１０年度までは⿊字を確保できる見込みである。令和８年度・令和９年度でア
セットマネジメントと基本計画の改定をし、それに基づき令和１０年度に料⾦改定を検討していきた
い。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

都
市
建
設
部

上
下
水
道
課

上
水
道
整
備
係

483
配水設備拡張事業
配水設備改良事業

営業設備事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

上
下
水
道

災
害
に
強
い
強
靭
で
し
な
や
か
な
水
道

推
進

水
道
ビ
ジ

ョ
ン

ー

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①上水道使用者
②災害に強く強靭でしなや
かな水道の実現
③安定的な給水の確保

・基本計画に基づく事業の
実施
・状況に応じた施設の更新
及び拡張の実施

-
企
業

775,637 484,736 621,277 80.1 94.3 4.0 0.0

基
幹
管
路
累
積
整
備
延
⻑

(

k
m

)

H
2
7
ア
セ

ッ
ト

（累
計

）

41.2 14.6 15.6 17.0 19.6 47.6

基幹管
路の耐
震化率
（％）

- 25.0 15.1 15.5 16.0
(24.182+累積整
備延⻑)/256.940

17.2 68.8
基幹管路以外の管路も老朽化が進行し、耐震化と同時に更新を行う必要があり整備が追い付いていな
い状況である。また、資材費や労務費の高騰により事業費が増大していくことが懸念される。まず
は、R11までに中央病院・運動公園と、永明方面の重要給水施設管路の耐震化を優先して進めたい。

- ○ - - ○ - -

Ｂ

（改
善
検
討

）

都
市
建
設
部

上
下
水
道
課

給
水
維
持
係

484 メーター事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

上
下
水
道

災
害
に
強
い
強
靭
で
し
な
や
か
な
水
道

非
該
当

水
道
ビ
ジ

ョ
ン

ー
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①上水道使用者
②新規給水申込みへの対応
③給水契約の増加による給
水収益の増加

・新規申込に対し水道メー
ターを設置する。

-
企
業

7,315 7,315 4,448 60.8 113.1 0.0 0.0
コ
ス
ト

7,315 3,304 3,724 3,933 4,448 60.8
設定不

可
自動計算

茅野市上水道を使用するためには茅野市が提供するメーターを使用するため、新規設置するための
メーターは準備しとかなければならない。 - ○ ○ - - - ○

Ｃ

（統
合
・
縮
小
検
討

）

都
市
建
設
部

上
下
水
道
課

下
水
道
管
理
係

485 下水道施設維持管理事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

上
下
水
道

快
適
な
暮
ら
し
を
実
現

、
持
続
す
る
下

水
道

推
進

下
水
道
ビ
ジ

ョ
ン

ー

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①下水道使用者
②下水道の安全な利用
③安心して利用できる施設

・下水道施設の維持管理 -
企
業

147,718 147,718 131,228 88.8 85.5 2.1 0.9

ポ
ン
プ
場
点
検
清
掃
箇
所

79 79 79 79 79 100.0

使用制
限をし
た日

（日）

○ 0 0 0 0

下水道施設維持
管理事業の成果
を確認する指標
として適してい
るため

0 100.0
下水道施設については老朽化が進んでおり維持管理費が増大する中、事故を防ぐため適切な維持管理
が求められている。今後は様々な問題解決に向け、水の官⺠連携の導入を進める中で適切な維持管理
を行う。

- ○ - - - ○ -

Ａ

（継
続
可

）

都
市
建
設
部

上
下
水
道
課

庶
務
経
営
係

486
流域下水道維持管理費

負担⾦事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

上
下
水
道

快
適
な
暮
ら
し
を
実
現

、
持
続
す
る
下

水
道

推
進

下
水
道
ビ
ジ

ョ
ン

ー
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①下水道使用者
②流域下水道事業による維
持管理の効率化
③広域的に処理することに
より、維持管理費の低減が
図られる。

流域下水道を維持管理する
⻑野県に対し、有収水量に
応じて流域下水道施設の維
持管理費を負担する。

-
企
業

604,651 604,651 606,384 100.3 98.1 0.0 0.0
コ
ス
ト

604,651 503,571 597,736 618,114 606,384 100.3
設定不

可
自動計算

物価高騰やそれに伴う人件費の増や施設の老朽化に伴う修繕費の増により、事業費は増加していく見
込みである。また、県から資本費を維持管理費に上乗せして回収したい旨の提案がされている。この
提案に対してできるだけ市の負担が増えないように協議を進めていく必要がある。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

都
市
建
設
部

上
下
水
道
課

下
水
道
管
理
係

487 普及指導事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

上
下
水
道

快
適
な
暮
ら
し
を
実
現

、
持
続
す
る
下

水
道

非
該
当

下
水
道
ビ
ジ

ョ
ン

ー

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①下水道未接続世帯
②未接続世帯数の減少
③下水道接続率の増加

未接続世帯の実態を把握
し、下水道への接続を促進
する。

-
企
業

16,610 16,610 16,538 99.6 162.0 0.1 0.0

補
助
制
度
利
用
件
数

6 3 5 2 3 50.0
下水道
接続率
（％）

- 100.0 99.1 99.1 99.1

普及指導事業の
成果を確認する
指標として適し
ているため

99.1 99.1
下水道普及に当たり未接続世帯に対して接続を促す必要がある。今後については未接続世帯に対し訪
問やパンフレット、チラシを配布し下水道への接続を促す。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）
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直近３年間の実績

実
績
値

担
当
部

担
当
係

関
連
事
業

NO.

担
当
課

事業
NO.

実
施
主
体

事
務
区
分

    ①受益者
    ②事業目的
    ③事業効果

事業内容
事務事業名

（予算事業名）

３
つ
の
ま
ち
の
姿

（
基
本
計
画

）

関
係
分
野

関
連
計
画

事
業
開
始
年
度

会
計

（
千
円

）

予
算
額

（
千
円

）

う
ち
一
財

（
千
円

）

決
算
額

予
算
執
行
率

（
％

）

活動状況（アウトプット）投入コスト（インプット）

（
人

）

正
規
・
再
任
用

（
人

）

左
以
外

R
４

R
５

R
6

主要活動指標（アウトプット指標）事業費

目
標
値

事業概要 成果（アウトカム）

 
対
前
年
度
比
率

 
決
算
額

指
標
名

目
標
値

直近3年間の実績

主要成果指標（アウトカム指標）

R
４

R
５

指
標
名

重
点
施
策

（
％

）

達
成
度

最
重
点
／
推
進

人工

課題と今後の取組（
減
少
目
標

の
場
合
は

○

）

実
績
値

（
％

）

達
成
度

 
算
出
根
拠

 
目
標
の

R
6

総
合
評
価

自 動 表 示 担当課入力
重
点
施
策
へ
の
位

置
づ
け
な
し

自
治

（
裁
量

）
あ

り

直
近
3
年
で
実
績

が
減
少
傾
向

成
果
指
標
達
成
率

7
0
％
未
満

⺠
間
代
替
の
可
能

性
あ
り

制
度
開
始
又
は
大
幅
見

直
し
か
ら
1
0
年
以
上

執
行
率
8
0
％
未

満

都
市
建
設
部

上
下
水
道
課

営
業
係

488
下水道料⾦等賦課徴収

事務事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

上
下
水
道

水
道
・
下
水
道
事
業
の
健
全
な
経

営
の
維
持

非
該
当

水
道
ビ
ジ

ョ
ン

ー

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①下水道使用者
②下水道料⾦等の適正な算
定、賦課及び徴収
③収納率向上による経営の
健全化

・休開始業務
・検針業務
・漏水等調査
・未納催告

486
企
業

14,039 14,039 11,478 81.8 99.9 3.5 1.4

給
水
停
止
納
入
率

50.0 12.8 30.6 36.6 46.1 92.2

下水道
使用料
収納率
（％）

- 100.0 99.2 99.4 99.5

料⾦等の適正な
賦課・徴収の進
捗を確認するた
めの指標として
適しているため

99.6 99.6
滞納者の多くは3期以上の未納があり、未納額が累増する傾向にある。今後も引き続き電話や臨⼾訪
問等で粘り強く滞納者と折衝し、未納件数が増える前に早期給水停止を実施するなど、収納率向上の
取組を実施していく。

- ○ - - - ○ ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

都
市
建
設
部

上
下
水
道
課

庶
務
経
営
係

489 下水道総係費事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

上
下
水
道

水
道
・
下
水
道
事
業
の
健
全
な
経

営
の
維
持

非
該
当

下
水
道
ビ
ジ

ョ
ン

ー

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①下水道使用者
②下水道事業の運営におい
て各費用に割り振ることが
困難な経費の支出
③下水道事業の運営の円滑
化

・各費用に割り振ることが
困難な経費の支出

-
企
業

43,046 43,046 46,811 108.7 118.6 1.7 0.4
コ
ス
ト

43,046 31,892 39,374 39,478 46,811 108.7
設定不

可
自動計算

下水道事業は、令和９年度に赤字になる見込みのため、令和８年４月に上下水道事業運営審議会に使
用料改定について諮問をし、審議を開始した。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）

都
市
建
設
部

上
下
水
道
課

下
水
道
整
備
係

490 下水道施設整備事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

上
下
水
道

快
適
な
暮
ら
し
を
実
現

、
持
続
す
る
下

水
道

推
進

下
水
道
中
期
ビ
ジ

ョ
ン

ー

（直
営
・
委
託

）

市

自
治

（あ
り

）

①・下水道使用者
  （汚水）
 ・市⺠（雨水）
②・快適な暮らしの
  実現と持続
 ・安全で安心な
  暮らしの実現
③・公衆衛生の向上
 ・水環境の保全
 ・下水道の持続的な
  使用環境の維持
 ・地震時における
  下水道機能の維持
 ・浸水被害の軽減

・茅野市ストックマネジメ
ント計画に基づく老朽化対
策の実施。
・茅野市総合地震対策計画
及び茅野市上下水道耐震化
計画に基づく耐震化の実
施。
・雨水管理総合計画に基づ
く雨水対策の実施

490
企
業

250,321 71,923 218,434 87.3 42.3 2.8 0.8
コ
ス
ト

250,321 300,355 628,651 516,195 218,434 87.3

下水道
管路改
築更新
対策延
⻑（ｋ
ｍ）

- 6.3 5.1 5.9 6.3
改築更新の進捗
把握のため適切
であるため

7.2 114.3

 下水道管の総延⻑は令和７度現在約540kmで、そのうち布設から標準耐用年数50年を経過した延
⻑は1.8kmとなっている。さらに、布設から40年を経過した下水道管の延⻑は、約62kmで今後は急
速に老朽化が進行する。しかし、現在実施している改築工事の箇所は、汚水量が多く管径が大きい優
先度が高い箇所の工事を実施しており、工事費が高く小口径の汚水管に比べて整備延⻑が伸びない。
また、改築工事や耐震対策工事は交付⾦を活用し工事を実施しているが、要望額に対して低内示であ
るため追加要望を行い計画的な工事の進捗を図る必要がある。
 雨水管理総合計画については、流域治水の考えのもと庁内調整を実施した。令和8年度は計画に基
づく施設整備の測量設計に着手する。

- ○ - - - ○ -

Ａ

（継
続
可

）

都
市
建
設
部

上
下
水
道
課

庶
務
経
営
係

491 流域下水道事業

暮
ら
せ
る
ま
ち

安
心
し
て
快
適
に

上
下
水
道

快
適
な
暮
ら
し
を
実
現

、
持
続
す
る
下

水
道

推
進

下
水
道
ビ
ジ

ョ
ン

ー
（直
営

）

市

自
治

（あ
り

）

①下水道使用者
②流域下水道事業による建
設費の効率化
③広域で処理場を有するこ
とにより、建設費の低減が
図られる。

流域下水道施設を建設する
⻑野県に対し、計画汚水量
に応じて流域下水道施設の
建設費を負担する。

-
企
業

48,231 17,731 38,900 80.7 74.1 0.0 0.0
コ
ス
ト

48,231 62,763 41,842 52,531 38,900 80.7
設定不

可
自動計算

豊田終末処理場は事業着手から５０年以上経過し、施設の更新が必要になってきている。今後、大規
模な更新事業が控えていることから、流域下水道事業の建設費負担⾦も増加していく見込みである。

- ○ - - - - ○

Ｂ

（改
善
検
討

）


